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２－１－１ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

評価対象事業年度 年度評価 令和６年度 

中長期目標期間 令和元年度～令和７年度（第４期） 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 海洋地球課、三宅隆悟 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 科学技術・学術戦略官（制度改革・調査担当）付、伊藤嘉規 

 

３．評価の実施に関する事項 

令和７年度の業務実績の評価に当たっては、文部科学省国立研究開発法人審議会海洋研究開発機構部会（以下「部会」という。）を３回実施し、以下の手続等を実施した。 

・令和７年６月 23 日 部会（第 35 回）を開催し、今年度の部会における業務実績評価等の進め方について審議するとともに、国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下「機構」という。）による自己評価結果 

（全体概要、海洋科学技術に関する基盤的研究開発の推進等）について、理事長及び担当理事からヒアリングを実施し、委員からの意見を聴取した。 

・令和７年７月３日 部会（第 36 回）を開催し、機構の自己評価結果（海洋科学技術における中核的機関の形成、経営管理に係る事項等）について、担当理事からヒアリングを実施し、委員からの意見を聴取し

た。 

・令和７年 7 月 24 日 部会（第 37 回）を開催し、主務大臣の評価書（案）に対し、委員から科学的知見に基づく助言を受けた。 

・令和７年７月 30 日 文部科学省国立研究開発法人審議会総会（第 35 回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に基づく助言を受けた。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし 
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２－１－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ａ 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ  

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適

正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

２．法人全体に対する評価 

以下に示すとおり、顕著な成果の創出が認められ、さらに将来的な成果の創出も期待できる業務運営がなされている。 

 

令和６年度は、国立研究開発法人海洋研究開発機構の第４期中長期目標及び計画（令和元年度～令和７年度）の終盤となり、機構がこれまでに取得した長期にわたるデータを解析するなど、例年に比べて特に

顕著な基盤的研究成果が数多く創出されている。「日本海溝巨大地震・津波発生過程の時空間変化の追跡」（JTRACK）の成功や世界初の発見を含む挑戦的・独創的な研究といった学術的インパクトの大きさのみな

らず、海上自衛隊哨戒機の捜索や小惑星リュウグウの帰還サンプルの分析、アウトリーチ活動の充実等といった社会的インパクトの大きさも目立ち、特に顕著な成果を多数あげた年度であったと認められる。ま

た、組織運営、体制については、理事長のマネジメントのもと、これまでの課題に対して明確な取組を提示した上で、具体的な対策が取られている。他方、いくつかの項目において課題や改善点の指摘があった

ことなどから、法人全体の評価としてはＡ評定が妥当であると判断した。 

 

＜研究開発成果の最大化及びその他業務の質の向上に関する事項＞ 

・被引用数および高インパクトファクター誌への掲載数を伸ばしている事実は、科学的意義の大きい顕著な成果を得られていることを示すと同時に、それを伸ばす研究開発の戦略的な推進がうまく機能している

と評価できる。また、これらの成果を用いた共同研究、社会実装も進展している。（p10～参照） 

・機構の海洋観測、海洋表層モニタリング及びシミュレーションを最大限に活用し、生物生産維持に寄与する栄養塩供給のメカニズムを解明したことは、漁場形成や生態系変動等の理解につながる顕著な成果で

ある。（p11、15～参照） 

・小惑星リュウグウの帰還サンプルの解析をすすめるとともに、NASA が主導した小惑星ベヌーからの帰還サンプルの初期分析解析を依頼されたことは、機構の高精度化学分析技術が世界最高水準であると評価さ

れた結果であり、顕著な成果である。（p11、33～参照） 

・海洋生物のアイソスケープ法を高度化し、重要な水産資源であるマサバに適用してその回遊経路推定に成功したことは、今後の水産資源の保護と安定的な供給につながる極めて重要な技術である。（p33～参

照） 

・JTRACK プロジェクトにおいて、海洋科学掘削史上最長となる総ドリルパイプ長 7,906m という掘削を実現し、東北地方太平洋沖地震の断層帯のコア試料の回収に成功した。これは、理事長のリーダーシップの

下、研究、運用、技術及び事務が一体となった長期経営エコシステムに基づき、JAMSTEC の研究力、開発力、実行力をすべて統合した JAMSTEC でなければ実現できなかった世界最高峰の観測であり、年度計画の
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想定をはるかに超える成果をあげた。さらに、JAMSTEC の組織力の高さに立脚した、室戸沖海底ケーブルを用いた光ファイバーセンシング（DAS)観測によって、津波を世界で初めて明瞭に観測した。加えて、

JAMSTEC が新開発した孔内光ファイバ歪計のデータによって、南海トラフ巨大地震震源域の現状評価が適切になされ、国民生活に反映されたのは極めて優れた成果と判断される。（p12、40～参照） 

・微気象シミュレーション技術を確立し、万博における熱中症対策に適用したことは、酷暑化する社会の課題解決に資する成果であり、今後多方面への適用が期待される技術である。（p12、60～参照） 

・地球大酸化事変がシアノバクテリア誕生以前に起きていたというシナリオの提示や、世界初のギ酸を出発物質とした新しい代謝系の発見など、地球科学の考え方を根本から変える大きな成果を数多く創出し

た。（p12、64～参照） 

・IODP JTRACK に向けて新規技術である新規掘削ツール Long slip 及び小型 RCB を開発するとともに、難易度が非常に高い大水深・大深度掘削オペレーションを成功させ、総ドリルパイプ長 7,906m の海洋科学掘

削における世界最長記録を達成したことは特に顕著な成果である。（p13、98～参照） 

・令和６年度は、研究面において中核的機関としての役割を十分に果たした。研究船等を活用した観測・調査、国内外の研究機関との共同研究や国際連携の強化により、気候変動、地震・津波、深海生態系など

多岐にわたる研究分野で顕著な成果を上げるとともに、MOU 締結や国際枠組みへの参画を通じた科学成果の国際発信、外部資金の活用、若手研究者の育成、産業連携活動拡充策といった体制整備も進展した。こ

れらの研究活動は、科学的意義だけでなく社会的インパクトも大きく、研究面を含めた業務全体として極めて高い水準に達している。（p120、123～参照） 

・国際深海科学掘削計画（IODP）の総括を主導的に行うとともに、IODP から IODP の後継となる国際枠組み IODP3への移行において国際を主導する役割を果たし国際協力の推進の観点から特筆すべき成果を上げ

た。機構の海洋科学技術における中核的機関としての国際的なプレゼンスを向上させた。（p120、124～参照） 

・戦略的な広報活動やアウトリーチが効果的に展開されており、JAMSTEC ファンの育成・拡大に貢献するとともに、賛助会員や寄付の増加にもつながっていると評価する。（p121、125～参照） 

・海上自衛隊哨戒機 SH-60K 緊急捜索航海の実施、日本メタンハイドレート調査株式会社 JMH による砂層型メタンハイドレートの研究開発における調査の成功に貢献するなど、機構の高い観測技術と運用能力が評

価されたことも特筆すべき成果である。（p122、148～参照） 

 

＜業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事故及びその他業務運営に関する重要事項＞ 

・理事長のリーダーシップのもと 30 年先までの長期的な船舶及び施設の整備計画を策定し、長期的かつ資金的な展望を明確にするとともに、整備計画に全体最適の視点を導入するなど戦略的な対応につながる重

要な取組である。大規模施設を有する国立研究開発法人にとって、その整備・運用は共通する課題であり、機構の取組の先進性は高く評価することができる。（p187～参照） 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

・今年度は、中長期計画の果実を収穫する時期に入ったことで、多くの顕著な成果が上がったと判断する。今後、これらの成果を活用して、国際的なプレゼンスを一層強めるとともに、国内外における大きな社

会的インパクトにつながることを期待したい。 

・国内外の研究機関・大学との連携については、研究者ベースの実質的な共同研究と、組織間の仕組みがうまく組み合わさるとよい。また、運営面でリスク管理等のシステム整備が行われていることは評価でき

るが、そのための事務負担が過剰にならないよう、制度設計に留意すべき。 

・ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DEI）の強化については、さらなる努力が必要である。 

・今年度から本格的に始動した機構発ベンチャーは、翌年度以降の持続・発展性こそが重要であり、後から続いていけるロールモデルとなるべく、特に手厚く支援し、成果を検証していく必要がある。 

・アウトリーチ活動は、JMASTEC ファンをさらに深化させる方向と、JAMSTEC に関心がない層にまで裾野を拡げていく方向の、両輪の戦略を翌年度以降はさらに意識していく必要がある。 
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４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

○海域地震や津波等の研究における国立研究開発法人防災科学技術研究所との連携など、他機関との連携は今後も引き続き積極的に進めていただきたい。 

監事の主な意見 〇令和６事業年度の機構の業務は、法令等に従い適正に実施された。令和７年度が中長期計画の最終年度であることを念頭に、研究部門、技術開発部門など多くの実績を着実に積み上

げ、JAMSTEC の組織体制、リスクマネジメントや、ガバナンスも含めた体制は非常に精緻に整ってきた。また、経済安全保障関連のリスクに対応するため、研究インテグリティ・コン

プライアンス室の設置など、内部統制の強化にも実績を上げた。 

〇施設の設備に関して、老朽化が著しいのは建屋施設関係のみならず、研究船や海洋観測、深海探査に関する、機器も同様。これらは JAMSTEC の研究開発の根幹をなすプラットフォーム

である。我が国の海洋研究開発の水準や、世界トップクラスの研究所としての位置づけを維持するため、所管の予算部門のみならず、関係方面や一般の方々への継続的な働きかけなど

を行い、理解を広めていくことが肝要である。 

〇研究開発成果の社会還元の推進等においては、海洋 STEAM 事業による教材や教育現場への実装のみならず、大学と連携をして、人材育成等についても着手をし、産業界とのインターフ

ェースとして、企業に向けた具体的な支援方策が実績を重ね始めた。 

〇研究者や事務職も含めて、全体的に年齢構成がやや高齢化しつつあるため、次期に向けて、新卒採用も含めた若返りを図るとよい。これまで非常に精緻な組織づくりが今出来上がって

きているが、次期に向けて、もう少しフレキシビリティのあるような組織づくりを考えていけば、さらに発展していくことができると思われる。 

※評定区分は以下のとおりとする。（「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（平成 27 年 6 月 30 日文部科学大臣決定、平成 29 年 4 月 1 日一部改定、以降「旧評価基準」とする）」p28） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成

果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、

着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の

工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見

直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－１－３ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 項目別評定総括表  

中長期目標 年度評価 項目別

調書№ 

備

考 

 中長期目標 年度評価 項目別

調書№ 

備

考 

 令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

  
  令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

  

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その

他の業務の質の向上に関する事項 
- - - - - - - - - 

  ２．海洋科学技術における中核的機

関の形成 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  
Ⅰ―２ 

 

 １．海洋科学技術に関する基盤

的研究開発の推進 

Ａ重 Ａ重 Ａ重 Ａ重 Ａ重 Ａ重  

Ⅰ―１   

   （１）関係機関との連携強化によ

る研究開発成果の社会還元の推進

等 

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ) (Ｂ) (Ａ) (Ａ)     

 （１）地球環境の状況把握と

変動予測のための研究開発 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

      （２）大型研究開発基盤の供用及

びデータ提供等の促進 

(Ｂ) (Ａ) (Ａ) (Ａ) (Ａ) (Ａ)     

（２）海洋資源の持続的有効

利用に資する研究開発 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ｓ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

    Ⅱ. 業務運営の改善及び効率化に関

する事項 

Ｂ重 Ｂ重 Ｂ重 Ｂ重 Ｂ重 Ａ重 

 

 Ⅱ  

（３）海域で発生する地震及

び火山活動に関する研究開発 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

（Ｓ

重) 

     １．適正かつ効率的なマネジメント

体制の確立 

(Ｂ

重) 

(Ｃ

重) 

(Ｂ

重) 

(Ｂ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

   

（４）数理科学的手法による

海洋地球情報の高度化及び最

適化に係る研究開発 

(Ｂ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

     ２．業務の合理化・効率化 (Ｂ) (Ｂ) (Ｂ) (Ｂ) (Ｂ) (Ｂ)    

 （５）挑戦的・独創的な研究

開発と先端的基盤技術の開発 
- - - - - - - - - 

 Ⅲ. 財務内容の改善に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ⅲ  

 ①挑戦的・独創的な研究開発

の推進 

(Ｓ

重) 

(Ｓ

重) 

(Ａ

重) 

(Ｓ

重) 

(Ｓ

重) 

(Ｓ

重) 

    Ⅳ. その他業務運営に関する重要事

項 

Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ  Ⅳ  

②海洋調査プラットフォーム

に係る先端的基盤技術開発と

運用 

(Ｂ

重) 

(Ａ

重) 

(Ａ

重) 

(Ｂ

重) 

(Ａ

重) 

(Ｓ

重) 

              

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
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※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、本評価書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価基準 p24～25） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な

成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層

の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な

見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価基準 p25） 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成

果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずるこ

とを命ずる必要があると認めた場合）。 

 
なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定

量的に測定し難い場合には、以下の要領で上記の評定に当てはめることも可能とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 項目別評定調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 海洋科学技術に関する基盤的研究開発の推進 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への 

対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第 17 条 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

予算事業 ID001729、001730、001731、001922 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基

準

値

等 

令和元

年度 
令和２

年度 
令和３

年度 
令和４

年度 
令和５

年度 
令和６

年度 
令 和

７ 年

度 
 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令 和

７ 年

度 

 

(１)地球環境の状

況把握と変動予測

のための研究開発 

－ － － － － － －   予算額（千円） 38,273,106 34,517,068 47,501,285 50,890,426 59,178,264 64,783,268  

論文数 － 192 本 253 本 242 本 223 本 216 本 193 本   決算額（千円） 32,635,501 30,694,496 38,736,975 33,391,865 36,317,076 50,373,203  

論文被引用数 － 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

13,319

回の内

数 

13,268

回の内

数 

13,426

回の内

数 

  経常費用（千円） 33,312,685 32,005,920 29,861,106 29,550,664 30,859,075 37,827,767  

共同研究数 － 34 件 32 件 42 件 48 件 48 件 38 件   経常利益（千円） ▲575,951 ▲870,527 ▲443,428 ▲320,432 512,658 ▲443,431  

（２）海洋資源の

持続的有効利用に

資する研究開発 

－ － － － － － －  
 

行政コスト（千

円） 
43,048,711 37,157,763 32,492,244 31,413,410 32,728,600 39,702,133  

論文数 － 82 本 97 本 87 本 91 本 90 本 82 本   従事人員数 734 673 666 734 730 744  

論文被引用数 － 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

13,319

回の内

数 

13,268

回の内

数 

13,426

回の内

数 

 
 

        

共同研究数 － 13 件 22 件 26 件 27 件 30 件 35 件           

特許出願件数 － ４件 １件 ３件 ７件 ３件 ２件           

（３）海域で発生

する地震及び火山

活動に関する研究

－ － － － － － －  
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開発 

論文数 － 86 本 105 本 103 本 94 本 100 本 87 本           

論文被引用数 － 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

13,319

回の内

数 

13,268

回の内

数 

13,426

回の内

数 

 
 

        

共同研究数 － 28 件 34 件 35 件 36 件 32 件 29 件           

（４）数理科学的

手法による海洋地

球情報の高度化及

び最適化に係る研

究開発 

－ － － － － － －  

 

        

論文数 － 86 本 87 本 103 本 80 本 104 本 95 本           

論文被引用数 － 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

13,319

回の内

数 

13,268

回の内

数 

13,426

回の内

数 

 
 

        

情報基盤利用課題

数 

－ 62 件 64 件 59 件 72 件 71 件 69 件  
 

        

登録成果数 － 569 件 304 件 306 件 296 件 592 件 311 件           

共同研究件数 － 27 件 26 件 24 件 29 件 24 件 29 件           

（５）①挑戦的・独

創的な研究開発の

推進 

－ － － － － － －  
 

        

論文数 － 111 本 127 本 119 本 124 本 139 本 127 本           

論文被引用数 － 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

13,319

回の内

数 

13,268

回の内

数 

13,426

回の内

数 

 
 

        

共同研究数 － 21 件 29 件 28 件 21 件 16 件 19 件           

特許出願件数 － 11 件 13 件 13 件 ４件 ９件 ４件           

（５）②海洋調査

プラットフォーム

に係る先端的基盤

技術開発と運用 

－ － － － － － －  
 

        

論文数 － 35 本 29 件 21 件 13 件 15 件 ９件           

論文被引用数 － 10,048

回の内

数 

11,481

回の内

数 

14,235

回の内

数 

13,319

回の内

数 

13,268

回の内

数 

13,426

回の内

数 

 
 

        

共同研究件数 － 16 件 13 件 14 件 11 件 16 件 20 件           

特許出願件数 － 12 件 26 件 18 件 22 件 19 件 ３件           

船舶運航日数（所 － 1,216 1,004 1,190 1,091 1,130 1,121           
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内利用及び公募課

題） 

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海  日

数） 

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海  日

数） 

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海  日

数） 

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海  日

数） 

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海 日

数） 

日（共

同利用

航海を

含む船

舶総航

海 日

数） 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

Ⅰ－１．海洋科学技術に

関する基盤的研究開発

の推進 

 評定：Ｓ 

 

「海洋科学技術に関する基盤的研究開発の推進」の項目に

ついて、本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、

取組等について総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創

出等が認められることから、自己評価を「Ｓ」とする。項目

ごとに特に顕著な成果を含む以下のような研究開発成果を

創出した。 

 

地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発につい

ては、北極海の海氷崩壊時の海氷変形パターンを解明し、従

来の気候モデルでは反映されていなかった、温暖化に伴う劇

的な海氷減少や変形パターンの変化に関する新たな知見を

得た。将来的により現実的かつ信頼性の高い海氷予測の実現

や気候予測の信頼性向上、氷海航行時の航路選定への応用が

期待される。また、津軽海峡において、ごく狭い海域におい

て暖流が海底地形を乗り越える際に発生する鉛直乱流が、広

範な海域における生物生産の維持に寄与していることを解

明した。水産資源分布にも関係が深い津軽海峡東部の津軽ジ

ャイアー内で、生態系の維持に不可欠な植物プランクトンの

生産に影響を与える鍵領域を特定し、今後の効率的なモニタ

リングへの貢献が可能となった。本成果は機構が有する海洋

観測、海表モニタリング、シミュレーション能力をフルに活

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人

の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められるため。 

・機構がこれまでに取得した長期にわ

たる観測データが活用され環境変動

メカニズムの解明やモデル化につな

がる多くの科学的に重要な基盤的研

究成果が得られている。 

・世界における日本の学術的プレゼン

スが全体として弱まる傾向の中で、逆

に被引用数および高インパクトファ

クター誌への掲載数を伸ばしている

事実は、科学的意義の大きい顕著な成

果を得られていることを示すと同時

に、それを伸ばす研究開発の戦略的な

推進がうまく機能していると評価で
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用した独自性の高い研究事例であり、国内外の他海域への応

用も期待される。 

 

海洋資源の持続的有効利用に資する研究開発については、

令和５年度までの成果である魚の眼球中のアミノ酸の窒素

同位体比分析と北太平洋における窒素同位体地図を、数理学

的につなぐ状態空間モデルを構築し、マサバの回遊経路を推

定することに成功した。また、小惑星リュウグウやベヌーの

サンプルからアミノ酸や核酸塩基など多種の生命関連分子

を発見したことは、機構の有する分析技術の高度さを示す成

果である。さらに、深海微生物のゲノム情報から新規機能酵

素（糖分解酵素）を発見したことは、極限環境である深海の

メタゲノム情報が、新規酵素の探索に有用であることを示す

重要な成果であり、企業との共同研究を通じた産業化が期待

される。加えて、これまで共同研究として取り組んできた民

間企業への資源賦存量調査及び海底下構造把握に資する物

理探査技術の移転が、内閣府の研究開発と Society5.0 との

橋渡しプログラム（BRIDGE）に採択された。 

 

海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発につ

いては、日本海溝における一連の研究成果を踏まえ、IODP 第

405 次研究航海 JTRACK を主導し、地震発生準備過程の研究

に必要な試料やデータを取得した。また、南海トラフ全域に

おいて取得した 247 本の反射法探査測線を活用して、従来モ

デルより一桁以上高い解像度のプレート境界断層モデルの

構築に成功した。さらに、紀伊半島沖に設置した長期孔内観

測システムの観測データについて、気象庁及び地震調査研究

推進本部への報告を開始し、令和６年８月及び令和７年１月

に「南海トラフ地震臨時情報」が発令されている間の地震に

きる。また、これらの成果を用いた共

同研究、社会実装も進展している。 

・機構の海洋観測、海洋表層モニタリン

グ及びシミュレーションを最大限に

活用し、生物生産維持に寄与する栄養

塩供給のメカニズムを解明した。漁場

形成や生態系変動等の理解につなが

る顕著な成果であるとともに、こうし

た緻密な観測を継続することで、ロー

カルな現象の一般化を果たし Nature

姉妹誌に掲載したことは、多くの研究

者を勇気づける成果と言える。 

・海洋プラスチック研究では調査観測

で得られた 10 年間のデータを解析

し、水柱マイクロプラスチックの拡

散・動態の理解が大きく前進させたこ

と、その成果が Nature 誌に掲載可と

なったことは顕著な成果と認められ

る。 

・小惑星リュウグウ帰還サンプルの解

析を進め水質変成の履歴を明らかに

するとともに、NASAが主導した小惑星

ベヌーからの帰還サンプルの初期分

析を依頼され、窒素複素環化合物であ

る DNA や RNA を構成している核酸塩

基のように窒素原子が環状化合物の

基本骨格の一部を構成する有機化合

物群の存在を示したことは機構の高

精度化学分析技術の高さが評価され
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関する評価にて活用された。海域で発生する火山活動につい

ては、鬼界海底カルデラ火山の活動の時空間変遷を明らかに

した。また、伊豆小笠原諸島の海底火山においてハイドロフ

ォン・アレイによる火山活動の一元的モニタリングに成功

し、技術情報について気象庁、得られたデータや知見につい

て火山調査研究推進本部への報告を開始した。 

 

数理科学的手法による海洋地球情報の高度化及び最適化

に係る研究開発については、令和６年度末時点で７年以上継

続していた黒潮大蛇行の終焉を予測できるレベルにまで海

流予測システム（J-COPE）の精度を向上させ、船舶の航行や

漁業の効率化等への貢献が期待される。また、令和５年度に

開発したディープラーニングを用いた画像解析の手法をWeb

サービス化し、海岸漂着ごみの汚染状況を定量化する画像解

析 AI「BeachLISA」として、令和７年２月からオンライン公

開を開始し、世界中の誰もが利用可能なサービスとして環境

省による海洋ごみモニタリングの国際的なガイドラインに

掲載された。さらに、半日後の人スケールでの暑熱環境予測

を実現するため列島から街区までのマルチスケール気象解

析手法の性能を民間利用のレベルまで引き上げ、国交省のプ

ロジェクトを通して、大阪・関西万博会場での試行運用によ

り、熱中症リスク情報提供の有効性を検証した。その結果、

大阪・関西万博において屋外作業員や警備員の熱中症リスク

管理に活用される予定であり、社会課題対策への実用化に結

び付いた。加えて、研究開発成果を「数値解析レポジトリ」

として 22 の解析手法群、「四次元仮想地球」として 15 のデ

ータに集約して公開し、利用者に活用しやすい形で情報提供

を行っている。情報創生のための最適な実行基盤の整備・運

用については、新たな大型システムである Earth Analyzer

た結果であり、科学的意義も社会的イ

ンパクトも大きく、計画の想定を超え

た顕著な成果と認められる． 

・IODP JTRACK プロジェクトの実現は、

JAMSTEC の研究力、開発力、実行力を

すべて統合した JAMSTEC でなければ

実現できなかった世界最高峰の観測

であり、特に顕著な成果と認められ

る。その成果もすぐに国際誌に投稿す

るなど、年度計画の想定をはるかに超

える成果をあげた。また、光ファイバ

ーセンシング（DAS)観測網を構築、維

持し、津波を世界で初めて明瞭に観測

できたことは、JAMSTEC の組織力の高

さを示す。さらに、JAMSTEC が新開発

した孔内光ファイバ歪計のデータに

よって、南海トラフ巨大地震震源域の

現状評価が適切になされ、国民生活に

反映されたことは極めて優れた成果

と判断される。 

・海洋プラスチックごみ漂着画像 AI シ

ステムを Web サービス化し、国際ガイ

ドラインに掲載されたこと、微気象シ

ミュレーション技術を構築し熱中症

対策の高度化につなげるなど、政策的

課題や社会的課題への解決につなが

る成果が多く創出された。 

・完成版深海熱水での生命誕生シナリ

オの提示、光合成の起源と進化に関す
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（EA）の安定稼働に成功し、また、地球シミュレータ（ES4）

の非常に高い安定運用を達成するとともに、ES4 のネットワ

ーク環境や大規模データ保管環境の強化、EA のメモリ容量

拡張等を連動させて実施し、研究開発基盤の効率的な充実を

図った。 

 

挑戦的・独創的な研究開発の推進については、地球生命史

の５重大イベントの二つである「生命の起源」や「光合成の

起源と進化」に関して、既存の教科書の内容を補完または修

正するような完全版「深海熱水での生命誕生シナリオ」の提

示や、大気酸素濃度の上昇は「シアノバクテリア以前の祖先

光合成バクテリア」を起源とする新学説を提唱した。また、

海洋エネルギー資源の成因・動態や生物地球化学物質循環の

理解に向けたブレークスルーとなる「世界初のメタノール共

栄養共生微生物の発見」など、国際的にも科学的意義の大き

い成果が多数創出された。さらに、新しい学術領域の創成、

次世代研究者の育成に向けた大きな進展と成果があった。 

 

海洋調査プラットフォームに係る先端的基盤技術開発と

運用については、自律型無人探査機「うらしま」の改造を進

め、機構にて開発した世界最高水準の音響通信技術の導入等

により、試験段階でありながら、国産 AUV として最深の水深

6,606.3m に到達するとともに、水深 8,000m での調査が可能

となる見通しを得た。また、レーザーを用いた海底マッピン

グでは、レーザー測距で世界最長となる距離レンジ 64m 及び

世界最高水準となる水平方向解像度 8,000 画素以上の画像

の取得を実現し、航行型 AUV による広範囲のミリメートル単

位での海底面計測や底生生物等の検知の可能性を示した。さ

らに、開発した観測装置の事業化に向けた大幅な進展とし

る革新的シナリオの提示等、先鋭的な

科学理論及び学術領域を切り開いた

ことは特に顕著な成果と認められる。 

・IODP JTRACK に向けて新規技術である

新規掘削ツール Long slip 及び小型

RCB を開発するとともに、難易度が非

常に高い大水深・大深度掘削オペレー

ションを成功させ、総ドリルパイプ長

7,906m の海洋科学掘削における世界

最長記録を達成したことは特に顕著

な成果と認められる。 

 

 

＜今後の課題＞ 

・世界初の技術や発見を数多く出して

いるが、これらの成果が世界的に引用

されるよう国内外の研究コミュニテ

ィを形成するとともに、積極的な研究

発信を進めることにより、更なるプレ

ゼンスの向上が必要である。 

・個別の成果を戦略的に統合し、国内外

の政策形成や産業・防災・教育現場へ

の具体的実装につなげるための体制

のさらなる強化が必要である。 

・若手研究者の長期的キャリア支援、外

部資金・国際連携の安定確保、成果の

社会還元のさらなる強化が必要であ

る。 
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て、JAMSTEC ベンチャー「株式会社 OceanFluidics」を設立

し、「eDNA サンプラー」の設計・製造・販売等を担う体制を

構築した。加えて、北極域研究船「みらいⅡ」が令和７年３

月に進水を迎えるなど建造を着実に推進した。 

船齢 30 年を超えた「しんかい 6500」の運用においては、

システム維持及び継続的な機能向上に取り組んだ結果、令和

６年度末時点で 1,839 回の潜航を達成した。また、JTRACK

においては、要となる掘削機器の開発・実装、各種システム

の改良等を行い、強潮流かつ水深 7,000m 海域での掘削及び

孔内観測装置の設置という極めて難易度の高いオペレーシ

ョンを実施した。その結果、海洋科学掘削史上最長の総ドリ

ルパイプ長 7,906m を記録し、ターゲットである東北地方太

平洋沖地震の断層帯を含む浅部から深部にわたる連続した

コア試料の回収に成功するともに、コア回収率の飛躍的な向

上とダウンタイムの大幅な減少を達成した。 

＜その他事項＞ 

・ボトムアップの力を活かすことで、素

晴らしい研究成果を次々と出すこと

ができている。このボトムアップの力

を継続するためには、若手の研究者の

参加による新陳代謝が欠かせないた

め、若手の研究者を取り込む仕組みを

うまく作っていっていただきたい。 

主な評価指標等 法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績等 自己評価 

（１）地球環境の状況把

握と変動予測のための

研究開発 

 

【評価軸】 

○海洋基本計画等に位

置付けられた政策上

の課題へ対応するた

めの研究開発を、中長

期目標・中長期計画等

に基づき戦略的に推

 補助評定：Ａ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出が認めら

れることから、自己評価を「Ａ」とする。評価軸ごとの具体

的な根拠については以下のとおり。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の課題へ

対応するための研究開発を、中長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、国際水準に照らしても科学的意義の大

きい成果が得られているか。】 

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人

の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められるため。 
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進し、国際水準に照ら

しても科学的意義の

大きい成果が得られ

ているか。 

○得られた成果を国際

社会、国等へ提供し、

政策立案等へ貢献し

ているか。 

○研究開発成果を最大

化するための研究開

発マネジメントは適

切に図られているか。 

＜フローチャートにおけるアウトカム「地球環境の保全、気

候変動への対応」に該当＞ 

全ての課題において、観測、開発に関して無事故、法令違

反なく、中長期計画に基づき戦略的に実施できている。航海

計画の効率化などにより、燃料費単価が高騰する中でも計画

どおり航海を実施した。 

科学的意義の特に大きい研究開発成果の一つは、海氷崩壊

時の海氷変形についてのパターンを解明したことである。従

来の気候モデルでは反映されていない現代の温暖化に伴う

劇的な海氷減少や変形パターンの変化に対して新たな知見

を与えるものであり、海氷の現状把握の枠を超え、その動態

の変動メカニズムにまで踏み込んだ研究成果である。将来的

にはより現実的で信頼性の高い海氷予測の実現や気候予測

の信頼性向上、氷海航行での航路選定への利用につながるこ

とが期待される。もう一つは、津軽海峡において暖流がごく

限られた海底地形を乗り越える際に生じる鉛直乱流が広範

囲の生物生産維持に寄与することを解明したことである。水

産資源分布にも関係の深い津軽海峡東部の津軽ジャイアー

において、生態系の維持に必要な植物プランクトンの生産に

影響する鍵となる領域を特定し、今後の効率的なモニタリン

グへの貢献が可能となったこと、サブメソスケールのこの鍵

領域がメソスケールの生産を支える好事例を発見したこと

が成果として挙げられ、本成果は機構の海洋観測、海表モニ

タリング、シミュレーション能力をフルに生かしたユニーク

な研究事例で国内外の他海域にも応用が可能である。いずれ

も、特筆すべき想定以上の進展であり、年度計画を大きく上

回るものである。 

また、全球の溶存酸素収支からの海洋の生物活動による全

球炭素循環寄与の見積もり、簡易気候モデルを用いた温暖化

・機構の海洋観測、海洋表層モニタリン

グ及びシミュレーションを最大限に

活用し、生物生産維持に寄与する栄養

塩供給のメカニズムを解明した。漁場

形成や生態系変動等の理解につなが

る顕著な成果であるとともに、こうし

た緻密な観測を継続することで、ロー

カルな現象の一般化を果たし Nature

姉妹誌に掲載したことは、多くの研究

者を勇気づける成果と言える。 

・BGCArgo フロートの酸素データをもと

に、生物ポンプによる二酸化炭素吸収

を海洋観測から評価した研究やモデ

ル研究による人為起源排出の温暖化

減速への寄与の研究は、温暖化問題に

対する科学的証拠の提供という観点

において、計画の想定を超えた顕著な

成果と認められる。 

・高密度に配置した漂流ブイによる観

測データから海氷動態の推定精度向

上につながる降伏曲線の改良を示唆

した研究など、国内以上に国際的な意

義をもつ領域で、かつ将来的に現在以

上にインパクトがより強くなるとみ

られる領域において想定を上回る成

果をあげている。 

・海洋プラスチック研究では調査観測

で得られた 10 年間のデータを解析

し、水柱マイクロプラスチックの拡
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減速期の人為起源温室効果ガスの寄与の解明、深海型ラマン

分光分析装置を用いたモニタリング技術の開発など、想定を

超える成果が得られている。これらは年度計画を上回るもの

である。 

さらに、全球海洋観測網、陸域における観測網を維持し、

地球環境の保全、気候変動への対応に必須の高品質データを

計画どおり提供している。 

 

【評価軸：得られた成果を国際社会、国等へ提供し、政策立

案等へ貢献しているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「国際社会、国等にお

ける政策等への貢献」＞ 

G7 海洋の未来イニシアティブ（Future of the Seas and 

Oceans Initiative。以下「FSOI」という。）ワーキンググル

ープにおいて OneArgo 及び海洋デジタルツインでは共同リ

ード、北極域海洋観測ではリードを日本が務め、このうち

OneArgoと北極海洋観測については地球環境部門から専門家

等を派遣し、科学的知見のインプットを実施したことで、G7

科学技術大臣会合コミュニケ等における海洋観測推進に関

する提言に至ったことは、非常に重要なアウトカムの一つで

ある。 

このほか、国際連携である北極海同時広域観測プロジェク

ト（Synoptic Arctic Survey。以下「SAS」という。）の議長

等就任や事務局受託、国連気候変動枠組条約第 29 回締約国

会議（UNFCCC/COP29）での情報発信に加え、関連する研究成

果の継続的な創出・発信が実を結び、気候変動に関する政府

間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change。

以下「IPCC」という。）第７次評価報告書（AR7）リードオー

サー就任、全球二酸化炭素収支報告書（Global Carbon 

散・動態の理解が大きく前進させたこ

と、その成果が Nature 誌に掲載可と

なったことは顕著な成果である 

・海氷下ドローンとその測位法の開発

やラマン分光技術による化学モニタ

リング手法の開発など、技術面でのユ

ニークな進捗も高く評価できる。 

・IPCC、IOC、AMAP 等の国際枠組みに科

学的知見を提供し、気象庁や地震調査

研究推進本部とも連携。COP 等におけ

る貢献もあり、政策支援の観点で実質

的な寄与が確認される。 

・海氷崩壊時の海氷変形に関する成果、

津軽海峡の海底地形がメススケール

の生物生産を高めるメカニズムに関

する成果、1998 年〜2012 年の温暖化

減速への人為起源排出の寄与の評価

など、重要な成果がトップジャーナル

で公表されており、国際水準に照らし

ても科学的意義の大きい成果が得ら

れている。 

・海洋という制御不能な自然を相手に、

無事故で着実に観測・研究計画を遂行

していることは、マネジメントはもと

より、組織が一丸となって進めていな

ければ実現できない内容である。 

 

＜今後の課題＞ 

・温暖化減速に関する成果は、温暖化対
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Budget。以下「GCB」という。）2024 への継続的インプット、

プラスチック条約への論文引用などのアウトカムの創出に

至った。これらは年度計画を上回るものである。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発マネジ

メントは適切に図られているか。】 

＜フローチャートにおける取組「国内外の各種活動を通じた

科学的知見の発信、エビデンスの提供」に該当＞ 

年度計画を部署さらには研究者等個人の目標、計画まで落

とし込むことで、適切に年度計画が実行されるようにマネジ

メントしている。その上で、次期中長期計画への発展可能性

等も見据え、研究者等個人の自由な発想に基づく新規研究の

実施も適宜進めるよう環境を整えている。 

研究開発成果を最大化するための研究開発マネジメント

として、様々なレベルにおいて部署間の密な連携を通年実施

することを目標としており、津軽ジャイアーによる生物生産

の実態解明（付加価値情報創生部門と共同）や深海モニタリ

ング機器の開発（超先鋭研究開発部門と共同）など、令和６

年度は特に課題間における連携が多くの成果に結びついた。

これらは年度計画を上回るものである。 

また、シベリア森林火災で放出されるエアロゾルの氷晶核形

成への影響評価などの成果も得られた。 

民間企業との共同研究の結果として、反射型フーリエ変換

赤外分光法（以下「反射型 FTIR」という。）を用いてマイク

ロプラスチックの材質・形状・個数を高速（従来法に比べ約

７倍）かつ非破壊的に測定できる半自動分析装置の開発に成

功したことは、年度計画を上回る成果である。 

その他、むつ研究所における普及型海洋レーダーの実運用

準備、沖合海底自然環境保全地域の継続的な調査への協力を

策にも繋がる成果であると考えるが、

政策など現実社会にどのように活か

していくか、その方策についても検討

する必要がある。 

・多様な成果を国民・政策形成層へ定量

的に伝えるため、インパクト評価の標

準化とアウトカムベースの指標整備

も考慮に入れつつ、評価手法を検討す

る必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

・WPI-AIMEC の枠組みも活かし、海洋コ

ミュニティの力を結集することによ

り、JAMSTEC が世界の海洋研究の一段

高い中核的な組織へと発展すること

を期待する。 
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通じた生物多様性における重要海域選定への貢献も実施し

ており、年度計画どおりに実施したものである。 

① 観測による海洋環境変動の把握と観測技術開発  

 

サイエンスプランに沿った Argo フロート（18 基）、BGC Argo フロート（５

基）、DeepArgo フロート（２基）の投入を予定どおり実施した。全球の溶存

酸素収支から海洋の生物生産量の見積もりを行い公表した（Yamaguchi et 

al., 2024, Commun Earth Environ.）。これは生物生産量を目的とした現状

の観測システムの評価そのものであり、重要な成果であった。プレスリリー

スを行い記事として取り上げられており、社会的にも注目度も高い。その他、

多様な観測活動を報告し成果につなげた（Kawai et al., 2024, J. 

Oceanogr.;  Yoshida et al., 2024, J. Oceanogr.）。また、WPI-AIMEC の

活動に関わりセミナー参加などを通じて機構の活動とのシナジーを生み出

すべく議論を進めた。 

Argo 格子データの作成、高精度化、公開を継続して実施した。MILA、

MOAA_GPV、AQC データセット（令和５年分まで更新）ESTOC（1957 年（昭和

32 年）-2023 年（令和５年）のデータ公開）及び栄養塩標準物質の品質保持

と頒布促進のための技術的検討、国内外との連携を含めた活動を行い、株式

会社 KANSO テクノスとの協力を取り交わす等、一定期間の安定供給に貢献し

た。格子データは上述の成果にもつながった。 

 

令和元年度の全球船舶各層観測プログラム（以下「GO-SHIP」という。）航

海で実施した蛍光性有機溶存物を用いた解析により有機溶存物の分解メカ

ニズムの空間的違いについてまとめた成果（Shigemitsu et al., 2024, 

PEPS）など、GO-SHIP 及び高精度観測を利用した成果を複数報告した

（Kumamoto et al., 2024, Polar Sci.; Murata et al., 2025, J. Geophys. 

Res. Oceans: Qi et al., 2024, Geochim. Cosmochim. Acta; Kumamoto et 

 

 

フロートや船舶による観測について、準備から実際の観測

に至るまで事故なく完遂することができている。 

特筆すべき成果として、船舶や BGC フロートによって得た

充実した全球的な溶存酸素のデータを用い、海洋表層の溶存

酸素の収支計算によって得られた生物による正味の酸素生

成量の分布から、海洋全体の生物ポンプによる二酸化炭素吸

収量を算出することに成功したことは、地球温暖化対策や将

来予測精度に直結する大気―海洋間の炭素循環の把握にと

って最も不確定性の大きい要素だった生物ポンプによる二

酸化炭素吸収を海洋観測から初めて評価するものであり、想

定を超える成果と判断した。 

また、海洋地球研究船「みらい」とともに係留系、ウェー

ブグライダー、漂流フロート等を組み合わせた集中観測を２

度行い、西部熱帯太平洋に位置する暖水プールの挙動の観測

を捉える航海を実施した。この観測は、世界気候研究計画

（World Climate Research Programme。以下「WCRP」という。）

の Lighthouse Activity として新規に始まった GPEX（Global 

Precipitation Experiment）のパイロットスタディにも位置

付けられる TEPEX（TPOS Equatorial Pacific Experiment）

に貢献するものであり、重要な活動となった。 

国際社会、国等の政策への貢献においては、G7 FSOI にお

ける OneArgo へのインプット及び専門家の派遣、これまでの

協力関係をベースとしたインドネシア及びフィリピンに展

開する観測サイトの長期継続を目指した現地機関への移行、
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al., 2025, J. Oceanogr.）。これらは、新しい観測項目の導入の可能性や観

測項目の有用性評価にもつながる。 

引き続き内部ではセミナー形式を利用して議論を進め、次期中長期期間に

おける船舶観測、表層フラックス観測、Argo 観測について議論を進めてい

る。観測項目については部門内外の人材・手法の共有化などを含めた効率的

な観測システムを模索している。数値モデル結果と観測等の知見との比較研

究などの成果（Huang et al., 2024, Nat. Geosci.: Rodgers et al., 2024, 

Nature）も参考とし議論を進める予定である。 

 

令和５年度の観測についてデータブックを作成出版した。また、令和７年

度実施予定の航海準備を進めた。令和７年度航海では POGO の研修生の受け

入れを予定しており、候補者の確定などを進めた。 

西部熱帯太平洋に位置する暖水プールにおいて、「みらい」を活用し、係留

系、ウェーブグライダー、Argo フロート、BGC Argo フロートを船舶の周囲

に展開して観測網を構築し、これまでに実施してきた各種新技術の導入（ウ

ェーブグライダーによるフラックス計測、洋上 GNSS 可降水量計測等）をベ

ースとして、これら単体の性能の実証・向上に加え、船舶との組み合わせに

よる自己完結型の観測網の形成による効率の良い観測形態を実現した。 

新しいデータ同化の手法開発を進め、10 年程度のプロトタイプデータを

作成した。従来手法との比較について論文（Sugiura et al., 2024, Front. 

Mar. Sci.）として公表した。また、同新データ同化手法を支える数理理論

的な成果（Clausel et al., 2024, SIAM J. Appl. Algebra Geom.）や疑似

的観測を用いた観測評価などの成果を出版（Hattori et al., 2024, Atmos. 

Sci. Lett.）した。 

 

係留系等の長期観測データや海大陸研究強化年（Years of the Maritime 

Continent（YMC））等の集中観測データの解析を進め、インド洋の海洋波動や

コールドサージの特徴などを明らかにし、論文（主著６、共著 12）として公

表した。 

全球海 洋観 測 パート ナー シ ップ（ Partnership for 

Observation of the Global Ocean。以下「POGO」という。）

を通じた「みらい」航海への外国の研修生の受け入れ準備（実

際の乗船は令和７年度）などはキャパシティビルディング、

アウトリーチに関するアウトカムにつながる重要なアクシ

ョンとなった。 

これら活動は年度計画を上回るものである。 
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研究のベースとなるフィリピン海ブイの維持を継続した。データは品質管理

を行った上で web サイトから公開した。なお、生データについては全球通信

システム（GTS）経由での配信も実施している。 

また、海洋変動と密接に関係する北半球夏季季節内変動の理解のため、「み

らい」による航海を実施し、大気及び海洋のデータを取得した。 

 

モンスーン等の長期的な観測を要する研究テーマを限られた予算・人材で

継続的に実施するため、見直しを行った。現地機関の協力を得て、インドネ

シア及びフィリピンに展開していたいくつかのサイトで、機材の無償譲渡を

行い、現地機関による観測へと移行した。本件は、長年の協力関係をベース

に、費用が発生しデータの取得も終了する機材撤収という従来の方法から、

新たな今後の可能性への方向転換となった。 

 

熱帯太平洋海洋観測システムプロジェクト（Tropical Pacific Observing 

System（TPOS））等の国際観測網がターゲットとするエルニーニョ現象の理

解に不可欠な暖水プールの挙動を捉えることをテーマに、暖水プール東端に

位置する赤道上、日付変更線付近の海域への航海を実施し、ウェーブグライ

ダー等によるデータを取得するともに、係留系を展開した。この係留系は令

和８年度に米国海洋大気庁（NOAA）の観測船で回収予定となっており、WCRP

の Lighthouse Activity として新規に始まった GPEX（Global Precipitation 

Experiment）のパイロットスタディにも位置付けられる TEPEX（TPOS 

Equatorial Pacific Experiment）に貢献するものである。次世代の複数の

観測計画に反映する一歩となった。 

インド洋に展開している係留系の安定した運用を実現するため、タイの東

南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）と協定を結び、傭船が可能となる新

たな仕組みを構築した。 

 

自動可降水量解析システムのプロトタイプを用いて検証実験を実施した。

外部競争的資金課題などの成果も合わせ、技術研究開発のウェブサイトを開
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設し、試験的に九州域の可降水量分布や鉛直水蒸気分布の準リアルタイム表

示を開始した。 

② 北極域における環境変動の把握と海氷下観測技術開発 

 

国内及び国際連携の下で「みらい」北極航海を無事に実施し、得られた知

見・データの公開を進めた。 

海氷崩壊時の海氷変形についてのパターンを解明し、従来の気候モデルで

は反映されていない現代の温暖化に伴う劇的な海氷減少や変形パターンの

変化に対して新たな知見を与える成果を論文として公表（Kimura et al., 

2025, Geophys. Res. Lett.）し、プレスリリースを行った。また、北極で

の海氷減少の要因の一つとして挙げられている海洋から海氷への熱輸送に

ついて、「みらい」による約 20 年間の観測データを統合し、太平洋側北極海

であるチュクチボーダーランド海域において亜表層暖水の貯熱量が 20 年間

で 1.8 倍に増加していることを突き止め、これも論文としてまとめ

（Muramatsu, Watanabe et al., 2025, Sci. Rep.）、プレスリリースを行

い、各種メディアに大きく取り上げられた。 

上記論文のほか、陸上積雪と河川流量の関係、河川からの物質流入が海洋

酸性化に及ぼす影響、ケイ酸塩の自動測定方法の最適化、海底堆積物の再懸

濁に起因する植物プランクトンの秋季ブルームなどに関する主著論文を公

表した。 

さらに、海洋表層の二酸化炭素分圧、太平洋冬季水に含まれる溶存無機炭

素、海氷内部の窒素栄養塩、海氷融解遅延に伴う動物プランクトンの応答、

海底堆積物中のマイクロプラスチック、カナダ海盆における放射性同位体の

濃度の変化、東シベリアの気温変動などに関する共著論文の公表に貢献し

た。 

 

 

 

「みらい」北極観測を事故なく完遂するとともに、日印共

同研究（氷河水文学）の一環として西ヒマラヤでの現地観測

を行うなど、観測の幅を広げる取組に至っていることを高く

評価する。 

特筆すべき成果としては、海氷崩壊時の海氷変形について

のパターンを解明したものが挙げられる。これは従来の気候

モデルでは反映されていない現代の温暖化に伴う劇的な海

氷減少や変形パターンの変化等をよりよく理解するための

新たな知見を与えるもので、海氷の現状把握の枠を超え、そ

の動態の変動メカニズムにまで踏み込んだ研究成果である。

将来的にはより信頼性の高い海氷予測の実現や気候予測の

精度向上、氷海航行での航路選定への利用につながることが

期待される。このほか、北極での海氷減少の要因の一つとし

て挙げられている海洋の貯熱量変化について、「みらい」に

よる約 20 年間の観測データを統合し、太平洋側北極海であ

るチュクチボーダーランド海域において亜表層暖水の貯熱

量が 20 年間で 1.8 倍に増加していることを突き止めたこと

は、「みらい」による継続的な北極海観測における象徴的な

成果の一つであるとともに、科学的にも意義の高い成果であ

る。また、地球の気候システム全体に影響を及ぼすと考えら

れる一方、十分な理解が進んでいない海氷縁について、バレ

ンツ海及びグリーンランド海における海氷縁位置の経年変

動や長期変化とその要因となる大気海洋相互作用の一端を

解明するなど、重要な科学的知見や示唆を含むインパクトの



22 

 

北半球高緯度における主要温室効果気体（CO2、CH4、N2O）の収支推定に関

し、３種全てのトップダウン推定結果を提供するなどして、国際的な地域炭

素収支評価プロジェクト（RECCAP2）での成果取りまとめに貢献した。 

アラスカ観測拠点での大気、陸域、雪氷に関する観測を継続的に実施した。

あわせて、アラスカ内の複数地点において雪氷、土壌及び表面物理に関する

観測を実施し、各種データセットの取りまとめを行った。日印共同による氷

河水文学研究として、西ヒマラヤでの現地観測を実施した。 

PFRR を含めた４地点の長期観測データを用いて複数の寒冷圏陸域地表面

モデルにおける土壌凍結融解過程の差異や改良状況などを評価し、モデル内

の積雪過程や有機層を含む土壌層の重要性を確認した。 

水循環変動観測衛星「しずく」（以下「GCOM-W」という。）による衛星プロダ

クトなどを用い、北半球高緯度を対象とした領域気象再解析を進めるととも

に、初期バージョンのデータセットを構築した。今後、欧州中期予報センタ

ー（ECMWF）などとも連携しつつ評価していく。 

 

温暖化環境での北極海内部構造の変化を調べる実験や、そのプロセスのモ

デル設定による変化を調べる実験をデザインし、実施した。また、気候モデ

ルの海氷場の再現性を高める新手法を開発し、論文として公表した。さらに、

令和５年度に続き、気候モデル MIROC の次期版に向けた開発やアンサンブル

データセットの作成を他組織と協力し実施した。 

バレンツ海及びグリーンランド海での海氷縁位置の経年変動と長期変化

をまとめ、関連する物理プロセスを抽出した論文を公表（Masunaga, 2024 J. 

Geophys. Res.; Atmos., Masunaga et al., 2024, J. Geophys. Res. 

Oceans）した。また、大気再解析データや領域大気モデルでの実験結果を用

いて北極域海氷縁付近の大気・海氷・海洋相互作用過程を解析し、冬季に海

氷縁付近で海上風収束が強化され上昇流が自由大気まで到達することを見

いだし、そのプロセスと共に論文として公表した。さらに、北極域の海氷・

雲が放射の観点から北極温暖化増幅へ果たす寄与の解析を引き続き行って

おり、今後論文として公表を予定している。 

ある成果を複数公開することができており、想定を十二分に

超える成果となった。 

あわせて、海氷下ドローン「COMAI」の実海域試験による運

用性能の向上の確認、電磁波を用いた海氷下測位システムの

北極海における性能確認（鉛直通達距離 20m）など、機器開

発においても複数の成果が確認されており、その結果日本海

洋学会「親潮」賞ほか２件の受賞があるなど、想定を超える

成果につながっている。 

国際協力、国等への政策の貢献については、2030 年（令和

12 年）の２回目の合同観測に向けて議論が進んでいる、次期

の北極海同時広域観測プロジェクト（SAS-2）に向けて、令和

７年１月より機構の研究員が議長及び副議長に就任し、事務

局としての活動を開始している。観測実施に向けて国際協

調・連携に重要な役割を果たすことが期待される。また、G7 

FSOI の「北極海海洋観測」のリードとしての貢献及び科学的

なインプット、中央北極海無規制公海漁業防止協定に関する

ワーキンググループへの継続的な参加及び報告書作成への

貢献、「みらい」北極航海への若手公募採択者の継続乗船（ポ

ルトガルより１名）など、想定を超えるアウトカムの創出に

至っている。 

以上を総合的に勘案し、これら活動は年度計画を大きく超

えるものである。 
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グリーンランド氷床のモデリングにおける表面質量収支の精度改善につな

がる技術的知見をまとめた。また、グリーンランド氷床の融解水が与える周

辺海域の循環への影響に関するモデリング結果をまとめた。 

 

「みらい」北極航海での COMAI 実海域試験を実施し、有索での運用性能の

向上を確認した。その上で有索による自律航行試験を実施している。なお、

無策による航行は令和７年度以降の課題となった。また、運動性能向上によ

り海氷裏側近傍の写真撮影に成功し、鉛直方向の密度の急激な変化点でのプ

ランクトンの賦存量の変化を確認することができた。科学者自身での運用に

ついては引き続き検討を進める。 

新型採水装置を開発し単体評価を終え、フィッティングを行った。令和７

年度に搭載し運用することを予定している。あわせて、AUV シミュレータ

HILS の開発が完了した。 

本研究開発に関する成果公表として、７本の査読付き論文（主著１、共著

６）が受理された。また令和５年度に続き日本海水学会「親潮」賞を受賞し

たほか、２件の受賞があった。 

 

電磁波を用いた海氷下測位システムについて、北極海で海中～海氷～気中

の電磁波伝播を計測し、鉛直通達距離 20m が確実であることを確認した。海

水の電磁パラメータ計測について、国際学会（IEEE 査読付き）プロシーディ

ングスに採択された。海氷厚み計測をサロマ湖で実施し、計測が可能である

ことを確認した。 

 

SAS について、令和７年から機構研究者が議長・副議長となり事務局とし

ての活動を始めた。 

国内外で行われた北極研究に関する会議及び会合に積極的に参加し、北極

海観測に関するセッションを立て、北極域研究船「みらいⅡ」の建造及び国

際研究プラットフォームとしての運用についての発表を行うなど、国際共

同・連携に向けた活動を進めた。 
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令和５年 11 月に実施した第１回に続き、第２回北極船国際ワークショッ

プを令和７年 10 月に実施するための開催準備を進めた。 

「みらい」北極航海に、令和４年度実施の若手研究者公募採択者のうちポ

ルトガルの大学院生を引き続き受け入れ観測研究を実施した。また、令和６

年度末には機構の研究生として受け入れ共同分析も実施した。 

日本の代表として、北極評議会の作業部会の一つである北極圏監視評価プ

ログラム（Arctic Monitoring and Assessment Program（AMAP））の活動（会

合への参加、専門家の推薦、報告書の提出など）を推進した。中央北極海無

規制公海漁業防止協定に関するワーキンググループ（Working group for 

Integrated Ecosystem Assessment of the Central Arctic Ocean（WGICA））

にも引き続き参加し、報告書作成に貢献している。 

持続的な北極観測ネットワーク（Sustaining Arctic Observing Networks。

以下「SAON」という。）への支援を継続している。また令和５年度に続き、G7

の作業部会（FSOI）の専門家グループでリード役を担い、その議論をリード

し、報告を行った。この専門家グループと関連して、SAON の下での北極海観

測についてのグループとなる Arctic Ocean Regional Alliance（ArORA）の

設立準備を国際連携しながら進めている。 

全体として、新たな国際共同・連携を生み出すなど、日本及び機構の北極

研究の国際的なプレゼンスの向上に貢献できたと考えられる。 

③ 地球表層と人間活動との相互作用の把握 

 

「みらい」航海で亜寒帯・亜熱帯観測を実施し、長期観測から、酸性化の

進行が特に冬季に加速している可能性を見いだした。より詳細な冬季のデー

タ取得のために、混合層内の観測に特化した K2-OA 係留系を新設した。 

計画以上の成果として、2010 年（平成 22 年）から 10 年間の K2 セジメン

トトラップ試料中の有孔虫殻密度分析から、冬季と夏季の年２回、殻長が大

きくかつ密度が相対的に低い時期の存在を発見した。また、2005 年（平成 17

年）から 2021 年（令和３年）の同トラップ試料から、統計的に有意な炭酸

 

 

特筆すべき成果としては、津軽海峡において暖流がごく限

られた海底地形を乗り越える際に生じる鉛直混合が広範囲

の生物生産維持に寄与することを解明したものが挙げられ

る。海盆スケールの海洋環境変動にごく小さな海域の海底地

形によるかき混ぜが決定的な影響を持っていることが示さ

れた海洋物理的な科学的価値に加え、特にサバの好漁場とし

て知られる津軽海峡東部の津軽ジャイアーにおける本成果



25 

 

カルシウム濃度の低下トレンドを見いだしており、今後原因解明を継続する

予定である。さらに、高速フラッシュ蛍光光度計（FRRF）センサ搭載フロー

トの海域試験の結果を基に、高時空間分解能のデータの取得とフロートの消

費電力抑制の両立や、通常フロート搭載を見込んだ小型化の検討を行った。 

亜熱帯海域の再現性を向上させるために、COCO-FlexPFT モデルに窒素固

定プロセスを導入した結果、全球の純一次生産量（NPP）が 33.6PgC/y から

40.6PgC/y へと増加していることが分かり、IPCC 第６次評価報告書（AR6）

による 2010 年代（平成 22 年代）の炭素収支及び衛星観測結果と整合する結

果が得られた。 

 

１km 解像度 WRF-Chem/GHG モデルを開発し、CO2 濃度の再現性や排出量の

推定性能を評価した。IPCC AR6 で信頼性が低いとされたブラウンカーボン

粒子や氷晶核の動態についても、福江島や「みらい」での計測と解析を実施

した。また、シベリア森林火災で大気へ放出されたエアロゾル粒子が数千 km

離れた西部北太平洋上空まで運ばれ、平時の 10 倍もの氷晶核数を生むこと

を解明（Taketani et al., 2025, Environ. Sci. Technol.）した。さらに、

UNFCCC/COP へ５回連続となる知見提供を行ったほか、IPCC AR7 リードオー

サー及び世界気象機関全球温室効果ガス監視計画（WMO/G3W）タスクチーム

Chair に選出され、国際的な役割が拡大した。 

長期的な私家データ及び公開データが存在する根尾谷淡墨桜を対象に、ベ

イズ推定による状態空間モデルの推測という新手法により過去 100 年間に

おける直接観測できない「真の開花・満開・満開終了・開花終了日」を推測

（Nagai et al., 2025, PLoS ONE）し、植物季節の将来予測精度が向上し

た。 

ハイパー・マルチスペクトル方式による各種計測を実施した。特に海色に

ついては北部タイランド湾での計測情報を GCOM-C/SGLI の校正に用い、正確

な赤潮の評価が可能となった。また、アジア沿岸域全体での光学的水型の評

価も可能となった。さらに、「アジア海色ポータル」（https://a-cop.net/）

を開発し、エンドユーザーに対してリアルタイムの海色情報としてクロロフ

は、周辺地域の漁業にも貢献しうる重要な成果であるととも

に、機構の海洋観測、海表モニタリング、シミュレーション

能力をフルに生かしたユニークな研究事例で国内外の他海

域にも応用が可能で、想定を大きく超えるものである。また、

近年深刻化する森林火災について、陸上のみならず「みらい」

航海で観測したデータも含めて解析し、シベリア森林火災で

大気へ放出されたエアロゾル粒子が数千 km 離れた西部北太

平洋上空まで運ばれ、平時の 10 倍もの氷晶核数を生むこと

を解明したことは、時宜を得た観測及び成果として高く評価

できる。ベイズ推定法を用いた根尾谷薄墨桜の真の開花日等

の推測による植物季節の将来予測の精度向上も、ユニークな

成果として特徴的であった。 

国際協力、国等の政策への貢献については、本課題が最も

活発である。UNFCCC/COP2 においては、共催セミナーなどを

通じた重要なインプットを継続しており、また、IPCC AR7 に

おいてはリードオーサーとして選出されるなど、国際的な役

割を想定以上に発揮し、重要なアウトカムの創出に貢献して

いる点は、想定を大きく超える成果と判断する。 

成果の情報発信という点では、北部タイランド湾での計測

結果を気候変動観測衛星「しきさい」の多波長光学放射計

（GCOM-C/SGLI）の校正に用いることで、正確な赤潮の評価

が可能となったこと、これら成果に基づいてアジア海色ポー

タルを開発し、令和６年度中にリアルタイムの海色情報とし

てクロロフィル a などの情報提供の開始に至ったことも、想

定を大きく超える成果の一つである。あわせて、津軽海峡で

実施する海洋短波レーダーの運用の刷新にも取り組んでお

り、これは年度計画を着実に実施していると評価できる。 

以上を総合的に勘案し、これら活動は年度計画を大きく超え

るものである。 
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ィル a などの提供を開始した。アジア海色ワークショップをバリにて運営

し、国連海洋科学の 10 年及びアジア・オセアニア地域地球観測（AOGEO）に

貢献している。総じて計画を上回る成果となった。 

 

Progress in Earth and Planetary Science (PEPS)誌に「Biogeochemical 

Studies on Atmosphere, Ocean, and their Interaction in the western 

North Pacific region」として特集号を立ち上げ、投稿募集を開始した（２

月末時点で２報の受理、最終的には 10 報以上の見込み）。 

また、大気物質の海洋生態系影響に関し、西部北太平洋亜熱帯域での表面

の基礎生産に対し、窒素化合物の乾性沈着の重要性、北太平洋亜寒帯域の冬

季から春季の鉄供給において、アジアダストに加えて、サハラ砂漠起源のダ

ストの影響が示された。さらに、海洋からのエアロゾル放出に関し、西部北

太平洋での観測結果から、風速や波の状態を含めた解析を進めた。加えて、

鉄の安定同位体 57Fe を添加した培養実験における 0.1 ppt の精度での粒状

態 57Fe の定量を可能とし、天然環境での鉄取り込み速度の測定が可能とな

った。 

 

開発した普及型レーダーの試験運用を継続し、おおむね妥当な視線データ

の取得を確認した。また、２号機の製造、木古内局としての運用に向けた調

整、データサイト MORSETS への取り込みに係る技術的検討を実施した。 

津軽暖流流量の中長期変動の理解のため、長期データセット解析を継続

し、流量だけでなく密度変化が津軽暖流流路季節変動に与える影響について

も検討した。また、太平洋十年規模変動の遅延影響については継続して論文

投稿準備を実施している。 

海峡周辺の物質循環及び生態系変動の理解に資する研究として、尻屋崎沖

海底地形を津軽暖流が乗り越える際に引き起こす硝酸塩乱流鉛直フラック

スが広範囲の生物生産維持に寄与することを明らかにした（Kaneko et al., 

2025, Nat. Commun.）。生物物理結合過程の顕著な理解向上となり、想定を

大幅に上回る成果となった。 
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平成 24 年からの継続モニタリングの結果、津軽海峡表層は、日本近海で

最も酸性化速度が大きい海域の一つであり、過去の成果（Wakita et al., 

2021, Geophys. Res. Lett.）の仮説を支持している。特に、恵山沖の冬季

の沿岸親潮でより急速な酸性化の可能性を検出した。また、沿岸酸性化監視

ネットワークにより、CaCO3未飽和である地点（紋別・八代海）を発見した。 

④ 地球環境の変動予測 

 

宇宙航空研究開発機構（JAXA）の研究者の参加も得て、地球システムモデ

ル（Earth system model。以下「ESM」という。）開発会議を開催し、ESM の

コンポーネントになりうる林野火災モデル開発における衛星データの活用

について検討を行った。 

 

ESM と社会経済モデルの結合を行い、気温・GDP・CO2濃度/排出量からフィ

ードバックの強さを評価した。また、簡易モデルを使用して、1998 年（平成

10 年）から 2012 年（平成 24 年）の温暖化の減速について、non-CO2-GHG 排

出削減の寄与を示した（Su et al., 2024, Commun. Earth Environ.）。さら

に、CO2排出駆動方式/濃度駆動方式実験のマルチモデル解析を行い、両実験

間での整合性や差異、バイアス原因調査に関する成果を発表した（Hajima et 

al., 2024, Biogeosciences）。加えて、MIROC-ES2L を用いた火山噴火応答実

験での水循環の応答と炭素循環の応答の関係を解析した（Abe et al., 2024, 

J. Geophys. Res.: Atmos.）。 

 

赤道準２年振動（Quasi-Biennial Oscillation（QBO））気候モデル比較国

際プロジェクト（QBOi）の QBOi-ENSO プロジェクトを立案・主導し、ENSO に

伴う QBO 変調のマルチモデル解析を行った（Lott, R., et al, 2024, Q. J. 

R. Meteorol. Soc.）。 

 

 

 

特筆すべき成果としては、1998 年（平成 10 年）から 2012

年（平成 24 年）にかけて地球温暖化が鈍化した際の要因に

ついて、簡易気候モデルを用いて様々な人為的及び自然的要

因の寄与を評価し、結果として非 CO2温室効果ガスの削減が

当該鈍化の期間に減速全体の４分の１程度にも寄与し、地球

温暖化を遅らせる上で重要な役割を果たしたことを明らか

にしたことが挙げられる。温室効果ガスの排出削減によって

地球温暖化をどの程度抑制できるかを例証するものであり、

想定を超える成果と判断する。 

あわせて、日本域の高解像度気候データセットを用いて広

域豪雨発生時の総観場を分類し、全球平均 4K 昇温の気候条

件では、熱帯性低気圧よりも梅雨前線や移動性低気圧の影響

が増加することを示したことなども、令和６年度における重

要な成果の一つである。 

また、これら成果を通じて、日本雪氷学会等の学会賞３件、

AGU 「 2023 Editor's Citation for Excellence in 

Refereeing（GRL）」の受賞などに至っている。 

国際協力、国等の政策への貢献については、国連の世界海

洋評価（World Ocean Assessment（WOA））第３次サイクル専

門家プールメンバーや世界気候計画（(WCRP） のコアプロジ

ェクト ESMO の科学運営委員への選出、全球二酸化炭素収支
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寒冷圏陸域雪氷・凍土過程について、アラスカ観測データを取りまとめて

公開した。北極プロジェクトや海外機関と協力し直近 10 年での陸域モデル

凍土過程の比較検証を行い、論文として出版した（Mori et al, 2024, Bull. 

Am. Meteorol. Soc.）。 

 

大規模火山噴火発生時の即応的気候予測システムの国際連携に関する論

文をはじめ、陸域データの気候への影響評価、太平洋上気候パターン形成に

対する大気海洋結合過程の寄与の定量化などを共著論文として発表した

（Sospedra-Alfonso, et al, 2024, Bull. Am. Meteorol. Soc.など）。 

ESM を用いた炭素循環変動の長期再構築データを提供することにより、全

球二酸化炭素収支報告の最新評価版 GCB2024 へ貢献した。 

 

最終氷期・完新世における海洋深層循環変動と大気 CO2濃度変動との関連

を明らかにした共著論文をはじめ、古気候研究に関する複数の共著論文成果

を得た（Inoue et al, 2024, Polar Data Journal など）。古気候・氷床モデ

リング研究への継続的貢献により、日本雪氷学会・地球環境史学会から計３

件の賞を授与された。 

 

インド沿岸域の極端水位変動の発生頻度変化と海盆規模気候変動とが沿

岸波動を介して結びついていることを渦解像海洋大循環モデルを用いた数

値シミュレーションにより明らかにした（Yamagami et al, 2024, Geophys. 

Res. Lett.）。 

 

日本域の高解像度気候データセットを用いて広域豪雨発生時の総観場を

分類し、現在気候では熱帯低気圧の影響が大きいが、全球平均 4K 昇温の気

候条件では、梅雨前線や移動性低気圧の影響が増加することを示した

（Sugimoto et al., 2024, SOLA）。 

報告書（GCB）へ継続貢献など、重要なアウトカムの創出に至

った。 

これら活動は年度計画を上回るものである。 
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地球環境デジタルツインの構築に向け、次世代計算基盤に係る調査結果を

取りまとめて報告し、スーパーコンピュータ「富岳」を用いた大気海洋結合

気候実験（大気 3.5km・海洋 0.1°）の予備実験を行った。 

全球雲解像モデル NICAM と陸面生態系モデルを結合した予備実験及び調

整を行った。 

 

全球雲解像・海洋結合モデル（NICOCO）を用いた季節スケールアンサンブ

ル多年実験における台風の再現性評価を行い、海洋変動の影響として、赤道

東太平洋のバイアス改善の必要性が分かった。 

NICAM によるアンサンブル季節予測多年実験データセットを用いて、台風に

伴う降水と台風活動度の関係を評価し、海面水温の年々変動によらず一定の

強い相関があることを示した（Yamada et al, 2025, SOLA）。 

⑤地球環境変動と人間活動が生物多様性に与える影響評価 

 

駿河湾、九州パラオ海嶺などの海域を対象にした調査航海を実施し、各海

域の生物多様性を把握するために多数の生物及び映像サンプル並びに環境

情報データを取得した。他部門や民間企業と連携の下、深海運用型ラマン分

光分析技術を用いたリアルタイム化学モニタリング計測手法を構築した

（Takahashi et al., 2025, ACS Earth Space Chem）ほか、国際海底機構

（International Seabed Authority（ISA））で海底資源開発時の観測に海中

音が注目されるようになったことも踏まえ、生物音など海中音解析の総説を

公表し（手嶋ら、2025、日本音響学会誌）、イベントカメラによる水中粒子挙

動に特化した映像解析手法を確立（Takatsuka et al., 2024, Ecol. Evol.）

するなど先鋭的な技術開発が大きく進展した。 

また、自動的かつ継続的に環境 DNA を収集する装置（eDNA サンプラー）、

生物再加入実験装置（ARMS-MBON パネル）、生物自動撮影装置を開発し、

Ifremer と共同してニューカレドニア沖の海山（水深 800m）において、長期

観測・サンプリングを実施した。 

 

 

特筆すべき成果としては、過去 10 年間の観測データを統

合し水柱のマイクロプラスチックの分布パターンを提示し

たことや、日本西方の黒潮続流再循環域において深海に沈降

するマイクロプラスチックの量を推定したことなど、海中の

マイクロプラスチックの挙動についての新たな知見の創出

という点で大きく進展したことが挙げられる。特に前者の論

文は Nature 誌に掲載されるなど、社会的にも大きな反響を

呼んだものであり、想定を大きく超える成果である。 

その他、生物の多様性変動把握については世界で７例目と

なる深海に固有な真菌の記載と分布を含む合計 16 報の原著

論文の公表、環境影響評価手法については深海運用型ラマン

分光技術を用いたモニタリング手法の構築や各種環境計測

機器からなる統合的なパッケージによる実践観測など、想定

を超えると評価できる成果が複数あった。ラマン分光技術を
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マリアナ海溝北部沖合海底自然環境保全地域（海洋保護区）、駿河湾、九

州パラオ海嶺などの海域を対象にした調査航海を実施し、多数の生物及び映

像サンプル並びに環境情報データを取得した。各海域の生物多様性を把握す

るとともに、海洋保護区の状況については環境省に情報を提供し、海洋保護

区の管理に活用が期待される。 

環境 DNA 解析を主軸とした多様性変動モニタリングを継続し、新規解析方

法を導入するとともに、令和７年度中の成果報告に向けた準備を進めた。海

洋生物の多様性、生態、発生について合計 16 報の原著論文を公表するとと

もに（Hookabe et al., 2024, Biol. Lett.; Reimer et al., 2024, Mar. 

Biodiv.など）、世界で７種目となる深海に固有な真菌の記載と分布に関する

知見を得た（Nagano et al. 2024, Phytotaxa）。特に、難培養性原生生物・

アセトスポラの新規系統を報告するとともに、当該生物が負の突然変異を克

服するユニークな分子生物学的特徴を有することを発見した（Yabuki et 

al., 2025, Microbes Environ.）。 

 

国際的な海洋生物多様性データベースOBISの日本ノードとしてOBISの運

営に参画するとともに、国内からのデータを OBIS へ提供した。OBIS の動向

などに関する論文を公表した（白山ほか、2025、日本海洋政策学会誌）。本課

題で集積した生物分布情報を OBIS へ登録した。 

アジア太平洋海洋生物多様性観測ネットワーク（Asia-Pacific Marine 

Biodiversity Observation Network（APMBON））の事務局として国連海洋科

学の会議等において、ワークショップや発表に参加したほか、自治体に対し

OBIS のデータを用いた生物分布推定のワークショップを行った。 

生物多様性条約に関連した民間企業による生物多様性保全の取組と金融

手法をレビューし生物多様性情報の利活用の可能性を示した（山北、2025、

日本海洋政策学会誌）。 

世界規模で海洋ごみ観測システムを確立するために、GEO Blue Planet、

全球海洋観測システム（Global Ocean Observing System（GOOS））、国連環

用いたモニタリング手法については、昨今の海洋インフラ開

発に伴う定常的な環境影響評価のモニタリン部にも応用可

能性が高く、将来的には漂流フロートなどへの搭載による、

物質循環モニタリングにも期待ができる成果である。 

また、これら結果を研究コミュニティだけでなく、政策決

定者（環境省）や一般市民向けのアウトリーチとして積極的

な科学情報の展開を行っていることもアウトカムを活性化

させる重要なアクションの一つとなっている。 

国際協力、国等の政策への貢献については、「統合海洋ごみ

観測システム（Integrated Marine Debris Observing 

System。以下「IMDOS」という。）」の海底ごみ（Seafloor 

litter）タスクチーム共同議長に機構メンバーが就任したこ

とが令和６年度の一番の成果であり、これまでの研究・開発

のみならず多様なアウトリーチや国等への重要なインプッ

トのアウトカムの一つと考えられる。 

さらに、沖合海底自然環境保全地域（深海底海洋保護区）

の多様性の把握と環境省への継続的な情報提供（令和６年度

までに、設定された４地域それぞれのモニタリングを実施）

も重要かつ多くのアウトカムの創出につながっている。 

これら活動は年度計画を上回るものである。 
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境計画（United Nations Environment Programme （UNEP））の共同プロジェ

クトとして発足した「統合海洋ごみ観測システム（IMDOS）」の海底ごみ

（Seafloor litter）タスクチーム共同議長に機構メンバーが就任した。ま

た、政府間交渉が続いているプラスチック汚染に関する法的拘束力のある国

際文書（条約）に提出されたレガシープラスチックに関するレポートに引用

された（Zhao et al., 2023, PNAS Nexus）。データベースの利活用を拡充す

るだけでなく国際的な取組への貢献があったと言える。 

 

反射型 FTIR を用いてマイクロプラスチックの材質・形状・個数を高速か

つ非破壊的に測定できる半自動分析装置を開発し、従来法に比べ約７倍も速

い分析が可能となった（Nakajima et al., 2025,  Environ Sci: Adv）。フ

ローセルを用いた堆積物マイクロプラスチックの自動計測手法の開発

（Tsuchiya et al., submitted）も進歩した。研究開発と Society 5.0 との

橋渡しプログラム（BRIDGE）に採択され、ハイパースペクトルカメラによる

マイクロプラスチック計測技術の社会実装に令和７年度から取り組む予定

である。 

また、海面下のマイクロプラスチックに関する過去 10 年間の観測データ

を統合し、水柱マイクロプラスチックの全球的な分布パターンを提示し、今

後増大するマイクロプラスチックが海洋の物質循環に与える影響を論じた

（Zhao et al., 2025, Nature）。黒潮続流再循環域において、海洋沈降粒子

とともに深海に沈降するマイクロプラスチックの量について、黒潮続流再循

環域全体で年間 2.8 万トンが水深 4,900m まで輸送されていると推定された

（Ikenoue et al., 2024, Environ. Sci. Technol.）。同海域で発生するメ

ソスケール渦について観測データとシミュレーションにより、高濃度のマイ

クロプラスチックを渦内部に維持するメカニズムを解明した（Nakajima et 

al., 2024, Ocean Dyn）。北極海の表層堆積物に含まれるマイクロプラスチ

ックの分布実態を把握した（Dhineka et al., 2024, Mar. Pollut. Bull）。

浅海・深海性多毛類及び深海性二枚貝体内に取り込まれるマイクロプラスチ

ックの過程並びにその後の生理・組織学的影響に関する研究に取り組んだ。 
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さらに、プラスチック由来の炭素として粒子状有機炭素、溶存有機炭素、

バイオフィルム関連有機炭素に関する最新の知見を整理し、プラスチック由

来の炭素が微生物バイオマスに取り込まれ、炭素及び窒素循環に影響を及ぼ

す可能性を示したほか（Zhao and Zhu, 2025, Curr. Opin. Chem. Eng.）、

プラスチックに代わる新規セルロース系材料の開発する（Isobe et al., 

2025, Sci Adv.）など当初の計画以上の成果が得られた。 

以上の成果はハイインパクトジャーナル（Nature、 Environmental 

Science & Technology）へ掲載された。 

 

東青ヶ島熱水域での海底広域研究船「かいめい」航海において、CTD 採水、

VMP-X 乱流計測、プランクトンネット採集、無人探査機「KM-ROV」潜航、フ

リーフォールランダーシステムの設置回収及び海底環境計器観測（セジメン

トトラップ・ADCP 流向流速計・カメラ・海中音録音装置）からなる環境影響

評価総合パッケージの実践観測を実施した。環境影響評価手法の産官学への

普及を企図して、総合パッケージの一部を公表するとともに（Furushima et 

al., 2024, chapter 6, Deep-Sea Mining and the Water Column）、解説報

文をまとめつつある（古島ら 投稿準備中）。 

沖ノ鳥島・南鳥島周辺海域において、国境離島と水産資源管理のために、

カツオ・キンメダイ類の分布と量の推定モデルの構築及び有効性検証を行

い、モデルを東京都の水産研究機関に実装した。 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

（２）海洋資源の持続的

有効利用に資する研究

開発 

 

【評価軸】 

 補助評定：Ａ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出が認めら

れることから、自己評価を「Ａ」とする。評価軸ごとの具体

的な根拠については以下のとおり。 

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人

の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について
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○海洋基本計画等に位

置付けられた政策上

の課題へ対応するた

めの研究開発を、中長

期目標・中長期計画等

に基づき戦略的に推

進し、科学的意義の大

きい成果が得られて

いるか。 

○得られた成果を産業

界等へ提供し、産業利

用の促進が図られて

いるか。 

○研究開発成果を最大

化するための研究開

発マネジメントは適

切に図られているか。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の課題へ

対応するための研究開発を、中長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい成果が得られてい

るか。】 

＜フローチャートにおける取組「研究開発成果の展開に向け

た産学官との連携・協働」に該当＞ 

小惑星リュウグウやベヌーの帰還試料を対象に行った解

析の成果は、地球が誕生する以前の太陽系において物質はど

のように存在していたのか、また、地球や海、そして生命を

構成する物質の起源や進化を探求する上で重要な知見とな

る。さらに、本成果の鍵の一つである極微量スケールかつ分

子レベルかつ元素レベルで高精度に評価する先鋭的な分析

技術は、学術的研究への波及効果に限らず、性状未知サンプ

ルの品質検定等の社会的な要請、革新的な研究開発を生み出

す知識基盤の醸成等にも貢献すると考えられる。本中長期計

画で確立された高度な分析手法が、世界でも注目される顕著

な研究成果に結びついた。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「海底資源生成モデ

ルの構築」に該当＞ 

伊豆小笠原弧北部の熱水活動域において、自然電位探査を

実施した結果、鉱体電池として作用する地下構造が海底下に

横倒しになっていることが推測されるとともに、鉱体電池の

形成に熱水活動が関与していることを明らかにした。本成果

は鉱体生成に関する新たな知見として注目に値するもので

あり、年度計画を上回るものと評価できる。 

 

【評価軸：得られた成果を産業界等へ提供し、産業利用の促

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められるため。 

・小惑星リュウグウ帰還サンプルの解

析を進め水質変成の履歴を明らかに

するとともに、NASAが主導した小惑星

ベヌーからの帰還サンプルの初期分

析を依頼され、窒素複素環化合物であ

る DNA や RNA を構成している核酸塩

基のように窒素原子が環状化合物の

基本骨格の一部を構成する有機化合

物群の存在を示したことは機構の高

精度化学分析技術の高さが評価され

た結果であり、科学的意義も社会的イ

ンパクトも大きく、計画の想定を超え

た顕著な成果と認められる。 

・地球シミュレータによる窒素同位体

マップ、眼球水晶体のアミノ酸窒素同

位体比の分析及び状態空間モデルを

用いて海洋生物のアイソスケープ法

を高度化し、重要な水産資源であるマ

サバに適用してその回遊経路推定に

成功したことは顕著な成果である。今

後は、温暖化影響を含めた水産資源量

推定に役立てることを期待する。 

・植物由来のセルロースを用いた透明

な板紙の開発など、産業ニーズの高い
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進が図られているか。】 

＜フローチャートにおける取組「海洋資源の利用促進に向け

た産業界への知見、データ、技術、サンプルの提供」に該当

＞ 

深海堆積物から得られた配列により新たな糖分解酵素を

発見したことは、糖鎖の生物学的機能の解明に役立つのみな

らず、深海バイオリソースが未知の可能性を秘めていること

を示す成果であり、産業応用も期待される好例となった。既

に民間企業との共同研究を開始しており、科学的意義が大き

いだけでなく産業利用の促進にも貢献するものであり年度

計画を上回る成果であると言える。 

また、植物由来のセルロースを用いて開発した透明な板紙

は、バイオマス由来の海洋生分解性素材として利活用が期待

される成果である。現在、これらの知見を基に民間企業と素

材開発に関する共同研究を行っており、新たに海洋分解性の

漁業用資材としての活用可能性も民間企業と共に検証を始

めたことは、産業利用の促進に向けた大きな前進であると考

えられ、年度計画を上回るものと評価できる。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発マネジ

メントは適切に図られているか。】 

年度計画を部署、さらには研究者等個人の目標・計画まで

落とし込むことで、適切に年度計画が実行されるようにマネ

ジメントしている。また、次期中長期計画への発展可能性等

も見据え、研究者等個人の自由な発想に基づく新規研究の実

施も適宜進めることとしている。 

令和５年度に引き続き、研究生を受け入れ、学位研究の指

導等を行うことで、将来の研究者の育成に貢献した。また、

高等学校におけるオンライン学習プログラムへの講演・協力

物質の生成にも成功し、さらにそれの

成果を論文発表している点が高く評

価される。 

・多くの卓越した研究成果が論文発表

されており、年度計画の想定を超えた

成果が上がっていると判断される。 

・国際枠組みへの貢献やデータ公開も

評価され、研究の科学的・社会的意義

がある。 

・海底非生物資源に関しては、コバルト

リッチクラストや熱水鉱床の形成に

おいて基礎的な知見を積み重ねてい

るが、これまでに構成してきた生成モ

デルの高度化が必要と考えられる。 

 

 

＜今後の課題＞ 

・植物性のセルロースによる透明紙な

ど、商用化に向けてさらなる特性の解

明や技術のブラッシュアップが期待

される。今後も商用化まで見据えて開

発を進めることを期待する。 

・観測・モデル成果の統合による持続可

能性評価の高度化、ならびに国際標準

化やガイドライン形成への継続的な

貢献が重要であり、出口を見据えたマ

ネジメント強化が重要である。 

・鉱物資源の形成過程の詳細について、

より統合的かつ定量的なモデル提案
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を通じて学びの場での研究開発活動への興味・関心を高める

取組を積極的に推進する等、研究に対する理解増進や幅広い

人材育成に資する活動を実施した。 

や有望な海域の理論的な予測に結び

つけた成果を期待する。 

 

① 海洋生物と生物機能の有効利用 

 

機構において開発された海洋中のヘムＢ分析法に基づき、海洋表層におけ

る生物に取り込まれる鉄の動きを解析した。ヘムＢは生物によって合成され

る鉄を含む主たる化合物で、その分布と動態から海洋一次生産を律速する鉄

サイクルの詳細に迫ることができる。本成果により、海洋中の微生物細胞中

の鉄プールサイズが、従来の想定値の約５倍であることが明らかになった。

今後、鉄同位体比（56Fe/54Fe 比）を測定することで、鉄の動態のさらに深い

理解へつながることが期待される（Isaji et al., 2025, PEPS.）。 

地球シミュレータによって作成された北太平洋窒素同位体マップ、眼球水

晶体のアミノ酸窒素同位体比、さらに両者を数理的につなぐ状態空間モデル

を構築し、海洋生物のアイソスケープ法を高度化した。特にマサバについて、

成長期（３～７月）のアイソスケープを複数枚使用し、海流を考慮した解析

を行うことで、回遊経路を推定することに成功した。その結果、生後 30 日

まで黒潮続流の影響を受けて多少南下した後、成長後期には北東方向へ移動

する履歴を読み取ることができた。 

また、令和５年度にその有用性を示した「統合的栄養位置(iTP)」を推定

する手法を河川生態系に適用し、琵琶湖流域の多地点観測調査によって、iTP

が異なる河川間や季節間で変動することを明らかにした。今後、陸域や水域

の様々な生態系から知見を集積することで生態系の構造と機能を評価する

ツールとして iTP の有用性が高まると期待される。 

 

 植物由来のセルロースを用いて透明な板紙を開発することに成功した。こ

の透明な板紙は、0.3～1.5 mm という通常の板紙と同等かその５倍以上の厚

みを持ちながら、高い透明性を維持している。特に、包装材として用いられ

 

 

令和５年度に引き続き、多様で優れた成果が創出された。

令和５年度までに開発した海洋中のヘムＢ分析法を用いた

海洋表層における鉄の動態把握は、基礎科学的な知見にとど

まらず海洋生物資源を有効利用していく上でも重要な情報

であり、年度計画を上回る成果と評価できる。 

また、機構が有する分析技術を用いることで小惑星リュウ

グウやベヌーのサンプルから多くの知見を得られたことは、

当該技術が非常に優れていることを示すものであり、現在の

地球や海洋がどのような化学進化を経てきたか、その起源を

探求する上でも重要な知見となる。本中長期計画で確立され

た高度な分析手法が、世界でも注目される第一級の顕著な研

究成果に結びついた。 

さらに、深海微生物のゲノム情報から新規機能酵素（糖分

解酵素）を発見したことは、陸上とは異なる極限環境である

深海のメタゲノム情報が、新規酵素の探索に有用であること

を示した成果である。現在、民間企業と産業利用に向けた共

同研究を実施しており、海洋生物資源の有効利用事例として

今後が期待されることから、年度計画を上回る成果と評価で

きる。 
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る 0.3～0.7 mm 程度の厚みでは、ヘイズ値が 30%以下という高い透明度を示

す。濡れた状態での強度が通常の板紙に比べて高いため、天然由来の脂肪酸

塩を用いて透明性を維持したまま撥水性を付与することも可能であり、バイ

オマス由来の海洋生分解性素材としての利活用が期待される。現在、これら

の知見を基に民間企業と素材開発に関する共同研究を進めている（Isobe et 

al., 2025, Science Advances.）。 

  

高精度な化学分析・解析を行い、小惑星リュウグウ試料の水質変成の履歴

を明らかにした。具体的には、各種アミノ酸、核酸塩基、有機酸群や窒素分

子群の存在を多数明らかにするとともに、かつての原始的なブライン（塩水）

の溶存イオン成分として、Na＋が最多であること、水質変成の過程で、二次

鉱物として炭酸塩が形成されたことを明らかにした（Takano et al., 2024, 

Nature Communications.; Yoshimura et al., 2024, Nature 

Communications.）。 

また、NASA 主導の探査機 OSIRIS-REx が小惑星ベヌーから持ち帰ったサンプ

ルについて、機構の海洋機能利用部門生物地球化学センターに対して直接分

析依頼があり、初期分析を行った。本依頼はこれまでの実績を評価されたこ

とによるものと言える。分析の結果、ベヌーから持ち帰られたサンプルから

アミノ酸や核酸塩基など多種の生命関連分子を検出し、多くの有機分子は低

温環境における高濃度アンモニア溶液中の反応で生成したという証拠を示

し、最初の報告を行った。 

これらの成果は初期太陽系の化学進化の一次情報を提供するとともに、非生

命的な有機分子群が生命誕生につながる進化の過程をどのように導いたか

を理解する上で、重要な知見である（Glavin et al., 2025, Nature 

Astronomy.）。 

 

深海バイオリソース提供事業において、大学・民間企業合わせて延べ６機

関へ深海堆積物・深海微生物株を提供するとともに、提供サンプルコレクシ

ョンの整備及び深海環境ゲノムデータベースの構築を進めた。 
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伊豆小笠原海溝水深 5,747m で採取された深海堆積物から既知とは異なる

配列を得られたため、当該配列由来の酵素を作製・活性測定を行ったところ、

これまで未発見だったオリゴ糖遊離型の β-NGA であることが明らかとなっ

た。また、得られた知見を基に公共タンパク質データベースの大規模な再解

析を行った結果、４つもの新規酵素グループを発見した（Sumida et al., 

2024, Nature Communications.）。 

これらは、深海メタゲノム情報から新規機能酵素（オリゴ糖/単糖遊離型の

β-NGA）を発見した成果である。現在、産業利用に向けて株式会社糖鎖工学

研究所（GlyTech, Inc）と共同研究を実施しており、新規酵素の有用性を実

証していく予定である。 

 

主に医学研究分野で用いられているキャプチャーシークエンシング法を

応用し、東北沖海域の水深 0～500m から海水に含まれる微生群集の遺伝子転

写産物（メタトランスクリプトーム）の解析を試みた。その結果、既存の手

法では 36 系統のアンモニア酸化微生物を検出するにとどまったのに対し、

本手法では計 80 系統もの検出に成功した。本結果は、従来は見逃されたり

過小・過大評価されたりしていた自然環境中のアンモニア酸化微生物系統

を、より低バイアス・高効率・高解像度に評価できることを示したものであ

る。海洋以外のあらゆる環境微生物群集に対しても利用可能な汎用的手法で

あり、今後、アンモニア酸化以外の物質循環プロセスを駆動する微生物系統

についても、同様に高効率・高精度な解析ができると期待される。（Hiraoka 

et al., 2024, Molecular Ecology Resources.） 

 

アセチルサリチル酸由来の新型ビニル系プラスチックを 300 度の高温高

圧水で処理したところ、わずか５分でフェノールに分解されることを見いだ

した。また、加熱処理後に水を除去すると、高純度・高収率でフェノールが

回収された。本成果はフェノール、二酸化炭素と酢酸から炭素資源の再生及

び循環を可能にするビニルポリマーが製造できることを示しており、今後、
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天然炭素資源によるプラスチックの開発及びその持続可能な物質戦略も期

待される（Kohsaka et al., 2024, ACS Sustainable Resource Management.）。 

 

② 海底資源の有効利用 

 

磐城海山の水深 1,700m～5,200m に至る側線で採取した鉄マンガンクラス

トの年代測定、成長方向に沿った各層の化学組成分析を行った。海山平頂部

（水深 1,697m、水深 1,860m）の試料は年代が 3700 万年と古く、3,000 万年

前から現代まで、成長速度は 1-3mm/百万年と遅かった。一方、海山中腹（水

深 3,316m）と基底部（水深 5,193m）の試料は、年代が 1,000 万年と若く、

成長速度は 5.7mm/百万年と速かった。 

水深によって年代に差があるのは、斜面では古い海山の斜面が崩壊し新た

に露出した基盤岩の上でクラストが再成長した可能性が考えられる。また、

中腹・基盤部の試料はアルミニウム＋鉄の濃度が高く、濃度と成長速度が比

例していたことから、海山中腹～基底部の鉄マンガンクラストは、風化によ

り崩れた基盤岩岩石を取り込むことで成長速度が速くなり、その希釈効果で

レアメタル濃度が下がっていると推測された。 

 

海底熱水鉱床における金属の濃集機構の多角的な解明に向け、東青ヶ島海

丘カルデラにおいて「かいめい」による調査航海を実施した。本航海では音

響測深機で海底構造を把握し、電気電磁探査にて鉱体の地下構造に関する基

礎データを得るとともに、「KM-ROV」を用いて岩石・堆積物試料の採取を行

った。 

 

伊豆小笠原弧北部に位置する海底火山「大室ダシ」は、活発な熱水噴出が

確認されている。 

電位観測システムを搭載した深海曳航調査システム「ディープ・トウ」を

用いて、熱水活動域を中心に自然電位探査を実施した結果、これまで鉱体電

 

 

海山斜面のコバルトリッチクラストについて、平頂部と比

較して生成年代や成長速度、組成が異なることを明らかにし

たことは、海底鉱物資源の成因プロセスや生成モデルの構築

に役立つ成果であり、年度計画に基づく着実な成果と評価で

きる。 

また、鉱体電池の形成に流水活動が関係していることを明

らかにしたことは、機構が得意とする自然電位探査に熱水流

動シミュレーションを組み合わせることで得られた成果で

ある。データの取得にとどまらない海底資源形成の場の理解

に向けた研究の好例であり、年度計画を上回る成果と評価で

きる。 

さらに、これまで共同研究として実施してきた民間企業へ

の物理探査技術の移転について、内閣府の社会実装プログラ

ムに採択されたことは、さらなる技術の利用促進と海洋産業

の発展に貢献するものと期待される。 
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池に伴って生じるとされていた負の異常域とは異なり、正負のペアの異常と

して検出された。また、活発な熱水域を中心に多数の温度計により長期計測

を行った結果、そのうち２点の地中温度計で大きく異なる挙動を示すデータ

を得ることができた。この電位異常データを説明する電位シミュレーション

と温度データを説明する熱水流動シミュレーションを行った結果、鉱体電池

として作用する地下構造が海底下に横倒しになっていることが推測される

とともに、鉱体電池の形成に熱水活動が関与していることを明らかにした

（Kawada et al., 2024, Earth, Planets and Space.）。 

 

SIP「海洋安全保障プラットフォームの構築」の課題「テーマ１ レアア

ース生産技術の開発」にて実施した南鳥島周辺海域での調査航海において、

6,000m 級 AUV を用いた音響データによるレアアース濃集層の画像化が可能

になった。また、ピストンコアの物性、記載と化学組成の分析値の数値処理

を行い、レアアース資源量評価の高精度化及び資源量三次元マッピングを実

施した。さらに、レアアースを濃集しているアパタイトの物性を利用した濃

集技術を完成させ、民間に技術移転した。加えて、泥から抽出した数十 kg レ

ベルの溶液からレアアース以外の不純物を除去することに成功した。 

あわせて、研究開発成果の社会実装を推進する内閣府のプログラム

「BRIDGE」に、これまで機構が開発してきた物理探査技術の民間企業移転を

進める内容が採択され、令和７年度４月から開始する予定である。 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

（３）海域で発生する地

震及び火山活動に関す

る研究開発 

 

【評価軸】 

 補助評定：Ｓ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出が認

められることから、自己評価を「Ｓ」とする。評価軸ごとの

具体的な根拠については以下のとおり。 

補助評定：Ｓ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人

の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について
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○海洋基本計画等に位

置付けられた政策上

の課題へ対応するた

めの研究開発を、中長

期目標・中長期計画等

に基づき戦略的に推

進し、科学的意義の大

きい成果が得られて

いるか。 

 

○得られた成果を国や

関係機関に提供し、地

震発生帯の長期評価

等へ貢献しているか。 

 

○研究開発成果を最大

化するための研究開

発マネジメントは適

切に図られているか。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の課題へ

対応するための研究開発を、中長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい成果が得られてい

るか。】 

＜フローチャートにおけるアウトプット「地震発生メカニズ

ムの理解に資するデータと知見の蓄積」に該当＞ 

南海・東南海地震のセグメント境界を挟んだ東西で同時に

ゆっくり滑りの発生を捉えるため紀伊水道沖に「ちきゅう」

によって設置した孔内地殻変動観測システムにおいて、新開

発の孔内光ファイバー歪計を含めて安定した地殻変動計測

を開始した。 

室戸沖海底ケーブルを用いた光ファイバーセンシング

（DAS）観測を継続的に行い、周辺の DONET2 観測網との統合

解析により、より小規模な地震活動まで解析が実現した。ま

た、通常の DAS よりも長周期で安定した広帯域観測を行った

ことにより、DAS によって鳥島沖で発生した津波を明瞭に観

測することに成功した。これは世界で初めて光ファイバーセ

ンシングによって明瞭に津波を捉えた事例であり、光ファイ

バーセンシングの津波観測への活用可能性を示した非常に

画期的な成果であると言える。 

南海トラフにおいては、令和６年度までの既存データと合

わせて 247 本の反射法探査測線を活用して描き出したプレ

ート境界断層モデルにより、従来モデルより一桁以上高い解

像度で沈み込むフィリピン海プレート上の小さな海山等を

可視化することに成功した。一つの沈み込み帯全域にわたっ

てこのような詳細なプレート沈み込み形状が得られたのは

世界的にも類を見ない取組であり、今後南海トラフの研究を

進める上で基礎となる非常に重要なデータである。 

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て特に顕著な成果の創出や将来的な特

別な成果の創出の期待等が認められる

ため。 

・IODP JTRACK プロジェクトの実現は、

JAMSTEC の研究力、開発力、実行力を

すべて統合した JAMSTEC でなければ

実現できなかった世界最高峰の観測

であるとともに、その成果をすぐに国

際誌に投稿するなど、年度計画の想定

をはるかに超える成果をあげた。ま

た、JTRACKによる日本海溝掘削の成功

は、技術の新規性・科学的重要性・防

災減災のための社会貢献の３つの観

点に加え、国際共同研究をリードし、

我が国の国際的なプレゼンス向上に

大きく寄与したという観点において

も、特に顕著な成果と認められる。 

・紀伊水道沖での長期孔内観測網整備

により南海トラフの滑り現象を常時

観測化したほか、光ファイバーセンシ

ング（DAS)観測網により津波を世界で

初めて明瞭に観測するなど、精緻なリ

アルタイム海底変動システムを展開

することに成功したことは、技術の新

規性・科学的重要性・防災減災のため

の社会貢献のいずれの観点からも、年
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日本海溝域では、一連の研究成果を踏まえて科学目的を明

確化し、国際深海科学掘削計画（International Ocean 

Discovery Program。以下「IODP」という。）の枠組みにおい

て国際的な掘削プログラムである IODP 第 405 次研究航海

（JTRACK）掘削調査を主導し、実現に至った。海底面から巨

大地震断層を超えて沈み込む海洋プレート最上部までの実

態把握に資する良質なコア試料を得ることに成功した。これ

はプレート沈み込み巨大地震断層に関する世界で初めての

フルコア試料である。この掘削試料を使った研究と、並行し

て実施した高解像度地下構造イメージング研究を組み合わ

せて進めることで、巨大地震発生場の理解に向けた研究に大

きく貢献した。また、航海から三か月でハイインパクトジャ

ーナルへ投稿している。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「プレート固着の現

状把握と推移予測に資するデータと知見の蓄積」に該当＞ 

南海トラフにおける半割れ地震後の推移予測手法におい

て、三次元不均質構造の粘弾性応答を考慮した数値実験を行

った。また、推移予測の際にデータに合わせてパラメータを

推定する手法を実データに適用することに成功した。 

次の南海トラフ地震のシナリオ検討にとって不可欠な過

去の南海トラフ地震の滑り分布を 1707 年以降について推定

するとともに、現在の固着状態の推定に三次元不均質構造を

導入する手法を開発した。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「火山活動の予測研

究に資するデータと知見の蓄積」に該当＞ 

鬼界カルデラの研究では、岩石・地質学的研究と地震・地

球物理学的研究が進展し、カルデラ噴火へ至るマグマ蓄積過

度計画の想定を超える特に顕著な成

果と認められる。 

・得られた成果を気象庁南海トラフ沿

いの地震に関する評価検討会、地震調

査委員会、地元自治体、並びに火山調

査研究推進本部への情報提供を行い、

地震発生帯の長期評価等に貢献した

ことは高く評価できる。また、国民の

生活に直結する課題についても有益

な情報を即時に提供するなど、研究成

果の最大化に向けて顕著な成果が得

られている。 

・令和６年度地震学会のすべての賞を

機構研究者が受賞したことは、外部か

ら本分野における研究が高く評価さ

れていることを示している。 

 

＜今後の課題＞ 

・孔内光ファイバ歪計はJAMSTECだから

こそ実現できた技術であり、早期に論

文として発表することを期待する。 

・N-Net、DONET、S-NET の地震・津波観

測網が整備された。これらと DAS 観

測、地球による長期孔内観測システム

による最新の地震観測とその防災へ

の貢献について国や一般国民にわか

りやすく発信することを期待する。 

・国際共同研究の更なる推進と若手人

材の育成、DAS など新技術の継続的実
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程やカルデラ下のマグマだまりの構造等に関して新知見が

得られ、巨大噴火を起こしたカルデラ火山の時空間活動モデ

ルを世界で初めて提案した。これは海底に堆積した火山噴出

物はその層序を保ち、火山活動やマグマ供給系の詳細な時間

変化を追うことができる可能性を示唆するものであり、海底

火山研究において極めて重要な成果であると言える。 

海域火山モニタリングシステム開発としては、ハイドロフ

ォン・アレイを活用した伊豆小笠原弧火山のモニタリング手

法の開発が進み、準リアルタイムでの火山活動の捕捉に成功

した。 

以上のように、令和６年度は南海トラフを中心とした海域

における地震研究及び鬼界カルデラ等における海域火山に

おける研究において世界初と言えるような画期的な成果が

複数生まれ、本中長期計画の総決算として申し分のない年度

であった。また、JTRACK は機構研究者が主導的に企画・立案

を行い、その働きが具体化したものであり、今後の科学的成

果が期待される。 

 

【評価軸：得られた成果を国や関係機関に提供し、地震発生

帯の長期評価等へ貢献しているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「地震発生帯の現状把

握・長期評価、および火山活動評価への貢献」に該当＞ 

紀伊水道沖に「ちきゅう」によって設置した孔内光ファイ

バー歪・間隙水圧の観測結果の気象庁南海トラフ沿いの地震

に関する評価検討会及び地震調査研究推進本部地震調査委

員会への情報提供を開始した。これにより、既設熊野灘の孔

内地殻変動観測システムによる東南海地震震源域に加え、南

海地震震源域でのゆっくり滑り発生の評価が可能となった。

また、令和６年８月８日及びその後の気象庁南海トラフ沿い

証と社会実装など戦略的マネジメン

トを強化すべき。 

 

＜その他事項＞ 

・南海トラフ関連の研究・観測成果は国

民的な関心事であり、JAMSTEC のプレ

ゼンスを高める上で有効な分野でも

あるため、これまで以上に幅広くわか

りやすいアウトリーチを意識してい

ただきたい。 

・気象庁南海トラフ沿いの地震に関す

る評価検討会及び地震調査委員会へ

の情報提供については、「それが委員

会の評価結果にどのように影響した

か」まで説明することが重要である。 
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の地震に関する評価検討会臨時会では、熊野灘及び紀伊水道

沖の長期孔内観測システムによるリアルタイム観測データ

を報告することにより、検討会での南海トラフ巨大地震震源

域の現状評価に貢献した。さらに、令和６年８月８日や令和

７年１月 13 日の日向灘の地震における南海トラフ地震臨時

情報において、地震後に地殻変動が見られないこと等の報告

を行った。世界最先端の観測機器の解析結果を国等に提供

し、防災事業に直結させた特筆すべき成果と言える。 

最大震度７を観測したほか大きな津波被害も伴った令和

６年能登半島地震・津波に関し、予備費「能登半島沖の海域

断層等の調査」が措置され、余震活動のモニタリングと断層

深部の調査観測を実施した。その様子は随時機構のウェブサ

イトで発信したほか、緊急調査観測の結果も含めて地震調査

委員会や地元自治体（石川県）に報告した。 

文科省受託研究「防災対策に資する南海トラフ地震調査研

究プロジェクト」（令和２年度から令和６年度まで）等を通

して地震調査研究推進本部に提供しているほか、地震断層分

布や三次元地下構造モデルについては地震研究推進本部の

海域活断層評価手法検討分科会や強振動評価部会にて直接

報告するなど、地震発生帯の長期評価等へ貢献している。 

文部科学省火山調査研究推進本部へ、ハイドロフォン・ア

レイで得られた伊豆小笠原弧の火山活動モニタリング結果、

令和６年９月に須美寿島付近で発見された軽石の漂流予測

をしたシミュレーション結果、孀婦海山の構造探査の結果

等、火山防災・減災に関わる報告を行った。 

以上のように、南海トラフにおけるゆっくり滑り観測網の

展開から令和６年能登半島地震への対応及び火山調査研究

推進本部への貢献など機構にしか得られない情報を多岐に

わたって国等へ提供し、一部は国の長期評価等に貢献したこ



44 

 

とは、機構のプレゼンスを大きく高めたと言える。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発マネジ

メントは適切に図られているか。】 

令和６年度までに得られた個別研究成果を統合して、地

震・火山活動の現状評価・将来予測を進めるため、他部門（付

加価値情報創生部門、地球環境部門、研究プラットフォーム

運用部門）、他機関（防災科学技術研究所（NIED）、民間企業）

との連携を強化し、令和６年度の特筆すべき成果を創出し

た。 

地震調査研究推進本部、火山調査研究推進本部、気象庁及

び海上保安庁等とは、専門委員の派遣や機関間の連携協定、

共同研究等の契約を通じて、定期的に成果を報告しており、

双方の取組、研究成果の社会実装・アウトカム創成の検討を

進めた。 

研究を加速するため、令和６年度も新たな大学・研究機関、

防災担当機関等との連携に向けた協議や共同研究を開始す

るとともに、外部資金プロジェクトの活用を進めた。 

JTRACK や「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プ

ロジェクト」等の国内外の大型プロジェクトを主導し、成果

を創出した。 

① 海域観測による地震発生帯の実態把握 

 

紀伊水道沖において海底光ファイバー歪計での多成分歪計測を継続する

とともに、熊野灘では C0002 サイトに海底光ファイバー歪計による観測を追

加し、紀伊水道沖 2F-S2 では海底水圧計の設置を行い、それぞれ長期観測を

開始した。これらの海底地殻変動観測装置群に加え、熊野灘３点・紀伊水道

沖１点の孔内観測により、南海トラフ広域のリアルタイム地殻変動把握を進

 

 

技術開発の成果として、紀伊水道沖に「ちきゅう」によっ

て設置した孔内地殻変動観測システムが新開発の孔内光フ

ァイバー歪計を含めて安定して地殻変動を計測できること

を示した。 

室戸沖海底ケーブルを用いた光ファイバーセンシング
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めた。 

 DONET 水圧計の現場較正を２か所（2F-23、2G-26）で実施し、過年度を

含め計７か所で較正を実施した。2G-26 では令和５年度実施結果と比較する

ことで、地域の沈降状況を確認するとともに、2F-23 では較正実施により海

底水準変動把握を行うことができる海域を拡げた。 

 

令和５年度に紀伊水道沖に「ちきゅう」により設置し、DONET2 に接続する

ことにより観測を開始した長期孔内観測システムで得られる孔内光ファイ

バー歪計観測データに見られる地震動・海底水圧負荷の応答を海底水圧・孔

内間隙水圧及び周辺の DONET 地震計記録と比較検討した。あわせて、孔内光

ファイバー歪計及び周囲の地殻をモデルとした有限要素解析を実施し、孔内

光ファイバー歪計が地殻面積歪を計測していることを確認した。また、孔内

光ファイバー歪観測データを基に孔内の温度変化とセメント固定に伴う歪

変化の推測を行い、設置後約１年を経過し、設置した孔内光ファイバー歪計

が安定した計測を行えていることを示した。上記確認の上、令和５年度より

報告している孔内間隙水圧による観測に加えて、新たに孔内光ファイバー歪

観測結果も気象庁南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会及び地震調査

委員会への提供を開始した。 

 

令和５年度に引き続き、光ファイバーセンシングの高度化に関する研究開

発を観測技術の進化とデータの解析・活用の両面で推進した。具体的には、

高安定レーザーを利用することによって観測限界を大幅に高めた DAS（分布

型音響センシング）による、室戸沖沖合約 120km までの DAS 観測を常時・連

続的に実施した。この室戸沖の DAS 観測により、鳥島沖で発生した津波を海

底ケーブルによる分布型光ファイバーセンシングによって初めて明瞭に観

測することに成功した（Tonegawa and Araki, 2024, GRL)。また、同じ津波

は、紀伊水道沖に設置した海底光ファイバー歪計によっても観測され

（Matsumoto et al., 2024, Galileo conference: Fibre Optic Sensing in 

Geosciences)、両観測は、津波を海底ケーブルによって観測することに大き

（DAS）観測を継続的に行い、周辺の DONET2 観測網との統合

解析によって、より小規模な地震活動まで解析が可能である

ことを示した。また、通常の DAS よりも長周期で安定した広

帯域観測を行ったことにより、鳥島沖で発生した津波を観測

することに成功した。 

紀伊水道沖に「ちきゅう」によって設置した孔内光ファイ

バー歪・間隙水圧の観測結果の気象庁南海トラフ沿いの地震

に関する評価検討会及び地震調査委員会への情報提供を開

始した。これにより、既設熊野灘の孔内地殻変動観測システ

ムによる東南海地震震源域に加え、南海地震震源域でのゆっ

くり滑り発生の評価が可能となった。また、令和６年８月８

日及びその後の南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会

臨時会では、熊野灘及び紀伊水道沖の長期孔内観測システム

によるリアルタイム観測データを報告することにより、検討

会での南海トラフ巨大地震震源域の現状評価に貢献した。 

紀伊水道沖及び四国沖に設置を予定している長期孔内観

測システムによる南海トラフゆっくり滑り観測監視計画の

推進にあたっては、機構内にプロジェクト参画者から構成さ

れる部門横断の連絡体制を構築し、定期的に情報共有、課題

検討を行っている。また、孔内観測システム開発・製作につ

いては、機構内有識者からなるシステム製作推進委員会を設

置し、システム設計、試験要領、試験結果、設置環境適合性

評価等を検討している。これにより、プロジェクト参画者外

の視点からも計画の進捗管理、システムの安定性評価を進め

ることができた。 

調査観測の成果として、南海トラフでは、本中長期計画当

初から毎年多数の反射法構造探査を実施しており、令和６年

度の探査の結果、既存データと合わせて 247 本の反射法探査

測線で南海トラフ全域をカバーできるところまで到達した。
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く近づくものである。 

相模湾では、光ファイバーセンシングによって歪・温度・水圧の分布を観

測することができる海底ケーブルの試験から、実際に海底 10km の範囲で稠

密に歪・温度・水圧を分離観測できることを実証した（荒木他, 2024, JpGU）。

光ファイバーセンシングによる海底ケーブルを使った地殻変動観測では、海

底水温変動の影響除去が大きな課題であったが、本開発ケーブルの活用によ

って稠密な高精度な海底地殻変動が実現することが期待される。 

 DAS で得られたデータをリアルタイムに DONET データと統合解析するシ

ステムを構築した。システムは、毎分 DAS 及び DONET で得られるデータを合

わせ、PhaseNet や機械学習の研究成果（縣, 2024, 日本地震学会秋季大会）

を適用した地震の震源解析と低周波微動を含むイベントのエンベロープ相

関法による解析を行うもので、令和６年８月に室戸沖で発生した地震とその

余震活動では気象庁一元化解析で得られない微小な地震活動まで含んで解

析できることを示した（馬場他, 2024, 日本地震学会秋季大会）。 

紀伊水道沖に設置した長期孔内観測システムの孔内ファイバーに対する

光ファイバーセンシングを実施し、DAS 及び地殻変動観測に適した RFAS

（Rayleigh Frequency Acoustic and Seismic）光ファイバーセンシング技

術による観測に科学目的の海底掘削孔内観測として世界で初めて成功した

（荒木他, 2024, 日本地震学会秋季大会; 荒木他, 2025, IEEE UT2025, 

Taipei）。得られた結果は、光ファイバーセンシング技術によって地層の構

造を稠密（１m 分解能）に計測できることを示唆しており、長期的な繰り返

し計測によって地殻構造の時間変化をモニタリングするなどの応用に道を

切り開くものである。 

 

ウェーブグライダーを用いて GNSS-音響測距結合方式の海底地殻変動観測

（GNSS-A 観測）を行うシステムにより、令和６年４～７月の 83 日間に 15 観

測点を巡回してデータを収録した。これまでに取得されたデータと合わせて

解析を行い、東北地方太平洋沖地震の余効変動場を把握し、地震調査委員会

にて報告した。また、ウェーブグライダーで得たデータを、基準音速構造に

この膨大なデータに基づき描き出したプレート境界断層モ

デルは、従来モデルより一桁以上高い解像度で沈み込むフィ

リピン海プレート上の小さな海山等の議論も可能なもので

あり、沈み込むプレート形状とスロー地震活動の不均質性を

直接対比して議論できるなど、中長期目標に掲げる「プレー

ト固着の現状把握と推移予測に資するデータと知見を蓄積

する」に直結するものである。一つの沈み込み帯全域にわた

ってこのような詳細なプレート沈み込み形状が得られたの

は世界でも初めてのことであり、今後様々な研究の基盤とし

て活用されることが期待される。また、プレート形状に加え

て、プレート境界断層の詳細な物性構造のイメージング研究

も進展し、プレート固着・すべりと流体の存在など断層物性

に関する理解も深化した。 

日本海溝域では、IODP 第 405 次研究航海（JTRACK）掘削調

査で海底面から巨大地震断層を超えて沈み込む海洋プレー

ト最上部までの実態把握に資する良質なコア試料を得るこ

とに成功した。これはプレート沈み込み巨大地震断層に関す

る世界で初めてのフルコア試料である。今後、この掘削試料

を使った研究と、並行して実施した高解像度地下構造イメー

ジング研究を組み合わせて進めることで、巨大地震発生場の

理解に向けた研究が大きく進展すると期待される。 

本課題の成果は、文部科学省受託研究「防災対策に資する

南海トラフ地震調査研究プロジェクト」（令和２年度から令

和６年度まで）等を通して地震調査研究推進本部に提供して

いるほか、地震断層分布や三次元地下構造モデルについては

地震研究推進本部の海域活断層評価手法検討分科会や強振

動評価部会にて直接報告をするなど、地震発生帯の長期評価

等へ貢献している。 

最大震度７を観測したほか大きな津波被害も伴った令和
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統計値やモデル値を使って解析した場合の上下変位の誤差を、船舶で得たデ

ータを、実測した基準音速構造を使って解析した場合と比較できるように推

定する手法を開発した（Tomita et al., 2025, MGR）。ウェーブグライダー

を用いた自動・無人海底地殻変動観測により観測頻度を上げることで、東北

地方太平洋沖地震の余効変動場の時間変化を把握できるようになった。船舶

観測とウェーブグライダー観測の結果を統一的に扱えるようにしたことで、

平均上下変位速度の空間分布を定量的に評価できるようにもなり、今後の地

震本部の長期評価等に成果が活用されることが期待できる。また、ウェーブ

グライダーでは観測実施が困難な強海流域に位置する観測での繰り返し観

測を行うべく、本田技研工業株式会社の社内ベンチャープログラム IGNITION

の下で開発中の水中翼推進型の無人機を用いて GNSS-A 観測を行うシステム

の開発に着手した。 

 

東南海地震の震源域付近において、令和６年 10～11 月にプレート境界の

三次元的な形状把握を目指した稠密反射法探査を実施した。この調査で取得

したデータと過去 20 年以上にわたって機構が蓄積してきたデータを合わせ

ることで、日向灘から東海沖まで南海トラフ全域をおおむね数 km 間隔の反

射法探査測でカバーすることができた。実に、通算 25 航海、反射法探査測

線は 247 本に達する。 

この 247 本すべての反射法断面に基づき、海洋地殻上面からの反射波を統一

的な基準で読み取り、南海トラフ・プレート境界地図（沈み込むフィリピン

海プレートの海洋地殻上面の形状）を作成した。その空間解像度はトラフ走

向には数 km、トラフ直交方向には数百 m であり、従来のモデル（解像度 100km

オーダー）に比べて非常に高く、小さな海山といった沈み込むプレート形状

の不均質性とスロー地震活動の不均質性を直接対比して議論できるもので

ある。このプレート境界地図は本中長期計画における南海調査の成果を象徴

するものであり、調査終了から３か月ほどで論文として取りまとめ、投稿し

たところである。 

令和５年度までに取得した地震構造探査に基づく研究成果の発表も順調

６年能登半島地震・津波に関し、予備費「能登半島沖の海域

断層等の調査」が措置され、余震活動のモニタリングと断層

深部の調査観測を実施した。その様子は随時機構のウェブサ

イトで発信したほか、緊急調査観測の結果も含めて地震調査

委員会や地元自治体（石川県）に報告した。 

民間インフラ企業との共同研究を通して、本課題で得た地

下構造解析技術や地下構造に関する知見を社会インフラの

安全性評価研究に提供した。 

中長期計画に基づき、部門、センター、グループ、個人の

研究計画を立てることで、各自が中長期計画における位置付

けを意識しながら自分の役割を果たせるように研究開発を

マネジメントしている。例えば、南海トラフ・プレート境界

断層の全体像の把握などの大規模調査研究は、データ取得だ

けでも数年以上の長期に及ぶほか、毎年取得するデータのイ

メージング解析（深度イメージング）にも年単位の時間を要

するなど、最終的な成果発表までに長い時間を要する。そこ

で、センター長、グループリーダー等を中心として長期的な

視点で観測、解析、成果発表の役割分担を戦略的に検討し、

各自の長所を生かしながら、負担が個人に集中せず長期的に

成果を出せるように研究開発をマネジメントしている。 
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に進めた。南海トラフ中部の室戸岬沖では、海底地震計を用いた屈折法探査

データに高度なイメージング技術である波形インバージョン解析（Full 

waveform inversion、以下「FWI」という。）を適用することで、深部までの

高解像度 Vp 構造モデルの構築に成功した。また、FWI で構築した高解像度

Vp 構造を用いて反射法データを再処理することで、プレート境界深度が従

来考えられていたよりも２割も深いことを明らかにした。さらに、FWI 結果

と反射法解析結果を合わせて解釈することで、プレート沈み込み帯の流体分

布やその輸送システム等について新たな知見が得られた（Shiraishi et 

al., 2025, Marine and Petroleum Geology）。 

南海トラフ西部の日向灘では、屈折法データの FWI 解析結果と反射法断面

を合わせて解釈することで、すべり欠損分布やスロー地震分布は、スラブの

表層地形や地殻の厚さ、上盤プレートの地震波速度などの構造不均質性とよ

い相関を示すことを明らかにした（Arai et al., 2024, EPS）。また、地震

探査データに基づき、沈み込む海山の前面に多数の埋もれた泥火山が分布し

ていることを発見し、その地下には流体が存在する可能性を指摘した (Arai 

et al., 2025, PEPS)。 

南海トラフ熊野灘では、多数の反射法探査データを詳細に解釈すること

で、海山のような海洋プレート表層の高まりの沈み込みによって、海底面が

ヒマラヤ造山帯に匹敵するほどの速度で急激に隆起している場所があるこ

とを発見し、それに伴う変形構造の発達と現在のスロー地震活動の関係性を

提案した（Kimura et al., 2024, G3）。この研究に関連して、海底地震計を

用いてスロー地震活動をモニタリングしたところ、スロー地震活動に伴って

地下の地震波速度構造が変化していることが明らかになった。この変化は上

盤内のクラックの変化を示唆していると考えられる（Tonegawa et al., in 

press, Solid Earth）。 

 

令和６年度は、日本海溝中部の宮城県沖において、反射法地震探査と海底

地震計を用いた屈折法地震探査を実施した。本調査は、JTRACK 掘削成果と比

較することを視野に入れ、稠密海底地震計データを用いた FWI 解析により、
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地下構造を詳細に描き出すことを目指した。そのため、既存の屈折法探査測

線（海底地震計間隔６km）と同一測線で、既存海底地震計の間に２台ずつ海

底地震計を設置して屈折法探査を実施することで、２km 間隔の海底地震計

データとなるような工夫をした。走時解析は令和６年度で終了し、令和７年

度には、FWI 解析を進める計画である。 

令和５年度までに取得したデータに基づく成果発表も進めた。千島海溝域

では、機構が実施してきた既存の反射法データをコンパイルし、アウターラ

イズ断層をマッピングし、その結果を論文として公表した（No et al., 2024, 

EPS）。また、この断層マッピングに基づき津波シミュレーションを行った結

果、最も大きなアウターライズ断層が活動した場合、平成 15 年の十勝沖地

震を超えるような大津波が北海道沿岸を襲う可能性があることも明らかに

なった。 

千島海溝から日本海溝にかけて展開されている日本海溝海底地震津波観

測網（S-net）を用いた地下構造研究を実施した。S-net で観測された遠地地

震のレシーバー関数を用いた異方性解析に基づき、堆積層や海洋地殻の応力

場を推定した結果、平成 23 年東北地方太平洋沖地震の震源域付近の応力場

は地震後の地殻変動と整合的であることが分かった（Tonegawa et al, 2024, 

EPS）。 

令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震（M7.6）は、石川県内

で最大震度７を観測したほか、能登半島北部など広い範囲に大きな津波が押

し寄せ大被害をもたらした。震源域の約半分は海域に位置していたため、機

構と国内の８大学・機関は地震後直ちに、地震の実態把握のための３回の緊

急調査観測を実施した（令和５年度）。この緊急観測の結果、海域の断層深

部の実態把握と余震活動のモニタリング継続の必要性が認識されたことか

ら、令和６年４月、機構に予備費「能登半島沖の海域断層等の調査」が措置

された。 

令和６年度はこの予備費を活用して新たに４回の調査航海を実施し、海底

地震計を用いた海域地震活動モニタリングを令和７年１月中旬まで継続す

るとともに、深部余震活動が最も活発な本震の北通部海域で反射法及び屈折
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法構造探査を実施した。 

これらの航海で得られたデータの解析も進め、その成果を様々な国内外の

学会等で発表した。 

 

「かいめい」、東北海洋生態系調査研究船「新青丸」による航海及び令和

６年 12 月に実施した傭船航海において、GNSS-音響測距結合方式の海底地殻

変動観測を、千島・日本海溝沿いに設置された観測点において実施した。ま

た、絶縁抵抗が低下しており、正常に使用できなくなっていた「かいめい」

及び「新青丸」の地殻変動観測用船底音響送受波器に関して、代替品を購入

するとともに、「かいめい」については令和７年１月に換装工事を実施した。 

 

一般に震源決定結果は地下構造モデルに依存するため、構造探査データや

構造解析手法に起因する誤差や不確実性は震源決定の誤差（不確実性）に伝

播する。そこで、物理情報深層学習（Physics Informed Neural Network、

以下「PINN」という。）を用いて、地下構造モデリングから震源決定までの不

確実性を適切に評価する手法を開発した。その手法を南海トラフ熊野灘にお

ける実際の構造探査データと地震（平成 28 年４月１日に発生した Mw5.9 三

重県沖地震）観測データに適用し、震源とプレート境界の関係性を不確実性

も含めて定量的に評価できることを示した（Agata et al., 2025, Sci. 

Rep.）。 

PINN を用いた走時解の学習によって、南海トラフの三次元構造における

任意の２点間の走時を高速に計算できる深層学習モデルを開発した。この深

層学習モデルを震源決定に組み込むことで、現実的な三次元構造において高

速に震源決定を実現できるシステムを開発し地震学会で発表した。本件は読

売新聞の夕刊１面（令和７年１月４日）に取り上げられた。 

機構では、屈折法データの波形インバージョン解析の実用化を進めてお

り、令和５年頃から既に複数の論文を発表してきている。しかし、これまで

の成果は稠密な海底地震計データ（２km 間隔以下）を使った研究例しかな

かった。そこで、疎らな海底地震計データでも安定して波形インバージョン
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解析を適用できる技術を確立し、６㎞間隔で海底地震計を設置した太平洋プ

レート上のデータに適用し、その有効性を確認した。また、これまでは音響

波 FWI を用いていたが、将来的な S 波速度構造のモデリングも見据えて、弾

性波 FWI へと手法を拡張し、実データでその有効性を確認した。 

 

日本海溝及びその延長である千島海溝から地震発生履歴研究のための海

底堆積物試料採取を行った。特に日高沖の試料を採取した。取得試料の物性

測定と XCT 画像を取得し地震時に形成されたと考えられる堆積層の特徴を

検出した。これらの年代を解析するため炭素 14 年代を測定した。 

南海トラフ・熊野灘で取得した海底堆積物試料に基づき、リッジの沈み込

みによって形成された上盤正断層が海底地すべりを発生させている可能性

があることを示した（Kanamatsu et al., 2024, Tectonophysics）。 

日本海溝域で過去に実施した IODP 第 386 次研究航海（Japan Trench 

Paleoseismology）で取得されたコア試料を解析し、多数のコア試料を活用

することで巨大地震の時空間マッピングを詳細に行えるポテンシャルがあ

ることを示した。 

 

検層データから計算された理論地震波形と反射法探査断面の対比によっ

て、掘削－地震探査の対応関係を構築した。これを基に、掘削で得られた岩

相、構造、物性等の情報と広域地下構造の関係性について初期的な解釈を行

った。令和７年度以降、地震探査データを用いた速度構造解析、掘削試料を

用いた弾性波測定を行い、両者を統合的に用いることで、沈み込み帯の広域

的な物性の推定を行う。 

船上において掘削されたコアの表層の堆積構造の観察、磁化測定及び共同

研究者による微化石解析により年代を取得した。令和７年度はさらに詳細な

年代を取得するため炭素 14 年代、火山灰解析を実施する。 

 

船舶及びウェーブグライダーにより取得されたデータを含めて解析した

結果を第 406 回及び第 411 回地震調査委員会にて報告した。また、根室半島
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沖の観測点で検出された変位速度から示唆されるプレート間固着の状態に

ついて、日本測地学会第 142 回講演会等で発表するとともに、取材対応を行

った結果、令和７年３月に複数のメディアにより報道された。 

南海トラフにおける地下構造探査によって捉えられたプレート境界断層

や分岐断層などの詳細モデルは本課題の取組に欠かせない基盤情報として

活用されたほか、社会インフラの安全性評価等のため民間企業等にも提供し

た。また、地下のイメージング技術を通して社会インフラの安全性評価に貢

献するための技術開発を民間インフラ企業との共同研究の下で進めた。 

令和６年能登半島地震に関し、余震活動の推移や断層深部の実態把握のた

め、令和６年度も４回の調査観測を実施し、得られた成果は地震調査委員会

等に随時報告するとともに、機構 HP 等を通じて一般への普及展開に努めて

いるほか、地元の石川県にも複数の機会を通して報告した。 

 

ヒクランギ沈み込み帯における国際共同研究では、海陸統合データ解析に

よって広域三次元 P 波構造を構築し、上盤構造が地震発生パターンとよい相

関を持つことを示した（Bassett et al., 2025, JGR）。また、令和６年４月

にニュージーランド GNS Science と機構で沈み込み帯地下構造研究に関す

る国際ワークショップを開催し、今後の研究協力関係について議論した。さ

らに、その議論に基づき戦略的国際共同プログラム（SICORP）に応募し、令

和７年度から３年間の共同研究計画が採択された。本研究は、日本海溝、南

海トラフ、そしてヒクランギ海溝において、地下構造調査によって巨大地震

発生ポテンシャルを評価することを目指すものである。 

北米太平洋岸、カスカディア沈み込み帯において、歪蓄積過程の解明を目

指したカナダ、ドイツとの国際共同研究を引き続き実施した。また、アジア

太平洋地域の地震・津波の実態解明と防災研究推進のため、太平洋・アジア

諸国と共同で地球物理観測網を運用し国際的な地震・津波監視に必要なデー

タを提供するとともに、将来的なネットワーク運用について、関係各国のカ

ウンターパートと協議を行った。 
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② 地震・津波の発生過程の理解とその予測  

 

令和５年度までに取りまとめた三次元 P 波構造について、観測データを用

いた検証を行い、その結果に基づき、モデルを更新した。モデル更新の際に

最新の構造情報や海陸の深部構造情報を取り入れるとともに、三次元 P 波構

造のマルチパラメータ（S 波、密度）化を行った。観測データに基づく S 波

構造の推定も並行して実施し、進捗を学会発表（仲西・他, 2024, SSJ）と

報告書にてまとめた。 

令和５年度までに構築した南海トラフ全域の分岐断層面及びプレート境

界面における断層すべりに対する、長期孔内観測点の孔内での歪・傾斜応答

の計算を、観測点近傍のメッシュ再分割により実施した（受託プロジェクト

の役務として実施）。 

 

日本海溝域について、海外の共同研究者と共に既存データを活用して三次

元 P 波速度構造モデルの構築を進めた。また、モデルの高度化に向けて、新

たな調査に向けた外部資金の獲得に成功したほか、国際共同研究の締結に向

けた検討や手続きを進めた。 

多様な用途へ活用可能な地下構造モデルの構築に向けて、四次元仮想地球

プロジェクトを活用した取組を実施すべく、海域地震火山部門と付加価値情

報創生部門の部門間連携により、三次元マルチスケール構造情報共通基盤の

プロトタイプのコアの部分を、令和５年度までに試作したものに加えて、構

造情報に関連するデータを含む情報にアクセス可能とするためのメタデー

タを作成し、キーワード検索可能な形式に整えた。また、ユーザが必要なモ

デルデータのダウンロードや、領域切り出し、フォーマット変換、リサンプ

ルが可能なツールを開発した。以上の進捗状況を国の委員会（地震調査研究

推進本部強震動評価部会及び地下構造モデル検討分科会）において情報共有

し、一部は南海受託プロジェクト成果としても報告した。 

 

 

 

 南海トラフにおける半割れ地震後の推移予測手法におい

て、三次元不均質構造の粘弾性応答を考慮した数値実験を行

った。また、推移予測の際にデータに合わせてパラメータを

推定する手法を実データに適用することに成功した。さら

に、次の南海トラフ地震のシナリオ検討にとって不可欠な過

去の南海トラフ地震の滑り分布を 1707 年以降について推定

するとともに、現在の固着状態の推定に三次元不均質構造を

導入することができた。津波予測においては、データ同化手

法が終息過程の予測に有効であることを示した。 

地震発生帯の長期評価を含む多様な用途へ活用可能な地

下構造モデルの構築に向けた短期及び長期の目標を設定し、

プロジェクト化提案を踏まえて、構造情報共通基盤のプロト

タイプ構築に着手し、国の委員会（地震調査研究推進本部強

震動評価部会及び地下構造モデル検討分科会）で情報共有し

た。 

南海トラフで発生したゆっくり滑りの変化やそれに伴う

超低周波地震や低周波微動の活動を、気象庁南海トラフ沿い

の地震に関する評価検討会と地震調査研究推進本部地震調

査委員会に毎月報告するとともに、令和６年８月８日や令和

７年１月 13 日の日向灘の地震における南海トラフ地震臨時

情報において、地震後に地殻変動が見られない等の報告を行

った。 

津波予測では、即時津波予測システムを用いた図上訓練を

和歌山県由良町で実施し、津波の終息過程予測が意思決定に

とって重要であるとのニーズが明らかになった。 

「富岳」成果創出加速プロジェクトの協力機関として、国

と企業による長周期地震動評価の「富岳」での計算実施に貢
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Ewave FEM（有限要素法）を用いた能登半島地震による長周期地震動計算

を「富岳」で行い、関東地域での特徴的な波動伝播特性を見いだした（山本・

他, 2024, 日本建築学会）。 

熊野灘での繰り返し発生するゆっくり滑りのうち、規模に比べてイベント

の継続時間が長かった場合があり、そのメカニズムについて海洋変動による

外的な応力変化の影響を評価した（Ariyoshi et al., 2024, Tectonophys.）。 

 

令和６年度は、IODP 掘削で採取された岩石コアを用いた模擬掘削力学実

験の結果を精査して、掘削時に岩盤強度と岩種を推定する手法を開発した

（Tanimoto et al. 2024, Sci. Rep.）。また、その手法を用いて JTRACK 航

海でプレート境界断層帯の強度解析を行った。さらに、南海トラフ及び日本

海溝から掘削された断層サンプルの合成試料を作成し、予察的な力学実験を

実施した。令和７年度は、予備実験の結果を踏まえ、JTRACK 航海で採取され

た実際のプレート境界断層サンプルを用いた実験を行う。 

条件の異なる岩石摩擦実験をいずれも説明できる摩擦則の定式化に成功

し、論文化した（Sato et al., 2025, GJI）。 

 

曖昧さも考慮した評価が可能な手法を南海トラフの固着分布に適用する

にあたり、3D 不均質弾性モデルを新たに導入した内容を論文発表した

（Raymundo et al., 2024, JGR）。 

 

津波遡上や地殻変動の歴史資料データに基づく南海トラフ地震時の滑り

分布を明応東海、宝永東海・南海、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和

南海について推定し、受託プロジェクトの報告書に取りまとめた。 

 

粘弾性応答まで含めた 3D モデルを用いた南海トラフ地震半割れ後のプレ

ート固着推移予測の数値実験を行い、受託プロジェクトの成果報告会等で発

表した（受託プロジェクト報告書で公表）。 

献した。 

中長期計画に基づくセンター・グループ・個人の計画を立

て、それらを確実に実現すべく、センター付やグループごと

に定期的に、個人の研究開発の進捗を確認しながら進めてい

る。また、本課題ではこれらの研究開発を実施するにあたり、

文部科学省委託事業「防災対策に資する南海トラフ地震調査

研究プロジェクト」（令和２年から６年間）、文部科学省補助

事業「富岳」成果創出加速プログラム地震課題（令和５年度

から３年間）、科学研究費助成事業（科研費）基盤研究 A「震

災軽減のためのヘテロなデータ・コンピューティングと断層

モデルの開発」（令和５年度から３年間）等の外部資金を活

用して実施している。さらに、防災科学技術研究所との包括

連携協定の下で、国だけでなく地域・企業等の防災に貢献す

ることを目的としたタスクフォースを令和２年度に立ち上

げ、共同研究を進めている。 
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ゆっくり滑りの発生の最中に、摩擦パラメータをデータに合わせて最適化

する推移予測手法を開発し、豊後水道の長期的ゆっくり滑りの実データに適

用した（Kano et al., 2024, EPS）。 

 

即時津波予測システムを用いた図上訓練を和歌山県由良町で実施し、津波

の終息過程予測が意思決定にとって重要であるとのニーズが明らかになっ

た。 

沖合水圧計のデータ同化によって沿岸津波後続波の予測精度が向上する

ことを実証し、津波の警報発令から解除までを含む包括的な津波過程予測に

データ同化が活用可能であることを示した（Wang et al., 2024, Ocean 

Eng.）。 

紀伊水道 HF レーダーが津波即時予測に活用できることを実データで示し

た（Wang et al., 2024, SRL）。 

 

令和６年８月８日の日向灘地震で南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発

令されている間の気象庁南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会におい

て、長期孔内観測点（熊野灘３点、紀伊水道沖１点）で、ゆっくり滑りの開

始等の顕著な変化が地震後に認められないことをリアルタイム観測データ

で確認し、報告した。また、数日前から熊野灘で浅部ゆっくり滑りが発生し

ており、日向灘地震によって誘発されたものではないことも報告した。また、

令和７年１月 13 日の日向灘の地震の南海トラフ地震臨時情報において、地

震後に地殻変動が見られない等の報告を行った。 

③ 火山及び地球変動要因としての地球内部活動の状況把握と変動予測  

 

西之島、孀婦海山、三宅島を対象として「かいめい」による調査航海を実

施した。西之島ではドローンによる陸上部の火山活動状況の観測、電磁気調

査、火山灰や海水の採取を行った。また、過去の火山活動履歴を調査するた

めに ROV 潜航や採泥を実施し、岩石や火山灰試料を採取した。あわせて、こ

 

 

年度計画を順調に達成し、海域火山モニタリング技術開発

及び海底火山の活動履歴と現状把握のための調査航海と研

究を実施し、そこから得られた知見を国や関係機関へ情報提

供した。 
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れまでの調査航海で得られた試料の分析とデータの解析を進め、下記の成果

を得た。 

西之島においては、令和２年に起きた爆発的噴火を境にマグマの組成や状

態の変化が起こり、その原因はマグマだまりに玄武岩質マグマが新たに注入

したためであること、その後２年間は同じ状態が継続していることを明らか

にし、論文として投稿した。また、西之島周辺で無人船 Blue Bottle により

実施した火山観測及び海洋観測の結果をまとめて論文公表した（Tada et 

al, 2024, Frontiers in Marine Science）。 

孀婦海山においては、令和５年に鳥島近海で発生した地震・津波の起源が

孀婦海山近傍の火山活動とそれに起因する山体崩壊であることを論文とし

て公表した（Fujiiwara et al., 2024, Geophysical Research Letters）。

また、孀婦海山周辺における地震活動を海底地震計を用いて観測し、孀婦海

山から鳥島リフトにかけて広域に地震活動があることを発見し、鳥島リフト

も含めたマグマ活動と関連している可能性を論文公表した（Obana et al., 

2025（印刷中）, Earth Plants Space）。 

三宅島については、周辺海域でピストンコアにより採取されたコア試料に

千年以上の火山活動の記録が残され、海洋コアから火山活動履歴の探求が可

能であることが示された。 

 

ハイドロフォン・アレイに記録された伊豆・小笠原・マリアナ諸島から到

来する水中音響信号を解析し、その周波数特性から爆発的現象の有無を判別

する手法を提案し、論文公表した（Tanaka et al., 2025, Seismological 

Research Letters）。 

伊豆諸島海域で海底光ファイバーケーブルによる DAS 観測を開始した。伊

豆大島－新島間、三宅島－神津島間で数か月間の試験観測を実施し、気象庁

カタログに含まれない地震を含む多数の地震を捉え、定常観測へ向けた性能

確認を行った。 

火山体などの海洋地殻浅部の電気伝導度分布を三次元で推定する手法を

開発し、論文公表した（Tada et al., 2024, Earth Planets Space）。リア

 海域火山モニタリングとしては、ハイドロフォン・アレ

イを活用した伊豆小笠原弧火山のモニタリング手法の開発

が進み、準リアルタイムでの火山活動の捕捉に成功し、実用

化への道筋がついた。孀婦海山の調査に関しては、令和５年

度の緊急調査に引き続き令和６年度に構造探査や岩石地質

試料採取などの本格的な調査を実施し、原因不明の地震・津

波の発生源となった海底火山活動に関する調査を遂行した。

伊豆諸島の海底光ファイバーケーブルを活用した DAS 観測

も実施し、性能試験を行うことで定常観測可能なレベルに導

いた。鬼界カルデラの研究では、岩石・地質学的研究と地震・

地球物理学的研究が進展し、カルデラ噴火へ至るマグマ蓄積

過程やカルデラ下のマグマだまりの構造等に関して新知見

が得られ、巨大噴火を起こしたカルデラ火山の時空間活動モ

デルを初めて提案した。データサイエンスの活用もセンター

内で浸透し、得られたデータの解釈の幅が広がり多数の論文

成果の創出につながった。 

ハイドロフォン・アレイで得られた伊豆小笠原弧の火山活

動モニタリング、令和６年９月に須美寿島付近で発見された

軽石の漂流予測をしたシミュレーション結果、孀婦海山の構

造探査の結果等海域火山に関して得られた知見を火山調査

研究推進本部へ報告し、国の活火山の活動評価に活用が開始

された。また、DAS を用いた観測結果を東京都へ報告した。

これらの新規技術は気象庁等でも活用を検討されるなど、国

の政策にも貢献するものである。 

年度当初に作成した研究計画に基づき、研究進捗状況をセ

ンター、グループ、個人の単位でそれぞれ管理した。特に、

令和６年度は本中長期計画終了の前年度であることから、期

間を通して行ってきた鬼界カルデラや西之島等を対象とし

た研究の総括としての論文化を研究者個々に意識させた。一
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ルタイム OBS（海底地震計）用のデータロガーを改良し、OBS を回収せずと

も船舶との音響通信によって地震観測結果概要の取得に成功した。 

 

鬼界海底カルデラ周辺で「ちきゅう」により採取された海底コア試料の化

学分析に基づき、95,000 年前のカルデラ噴火から次の 7,300 年前のカルデ

ラ噴火に至るまでのマグマ蓄積過程を明らかにし、論文公表した（Hanyu et 

al., 2024, Communications Earth & Environment）。鬼界カルデラの海底溶

岩ドームの岩石試料の水の分析から、溶岩ドームの年代が約 2,000 年前とか

なり最近に形成されたとする結果を得て、論文として投稿した。 

鬼界カルデラ海域における自然地震観測データを用いて地震波トモグラ

フィー解析を実施し、カルデラ直下の複数の深さで地震波低速度域を検出

し、マグマ供給システムに関する知見をまとめ論文を投稿した。 

 

西之島に産する多様な溶岩の空隙率・P 波速度・比抵抗・浸透率を測定し

て、空隙構造と溶岩流の物性の関係を明らかにし、地震波等の地球物理学的

データから山体内部の構造や過去の噴火様式を解明するためのモデルを構

築した（Akamatsu et al., 2025, Journal of Volcanology and Geothermal 

Research）。 

2019 年（令和元年）にトンガで起きた海底火山の噴火に関して、国際的な

枠組みで実施した調査結果をまとめ、噴火活動史と海底噴火が引き起こすハ

ザードについて共著者として論文を公表した。 

 

岩石化学組成データセットからマグマの生成や分化、岩石の変成等に関わ

る地学プロセスを抽出する数理統計手法を開発し、論文として公表した

（Kuwatani et al., 2025, Frontiers in Earth Science）。 

電磁気データの逆解析に確率論的評価を導入し、西之島の電磁気異常のソ

ースとなっている領域を明らかにした（Ichihara et al., 2025, Earth 

Planets Space）。 

方、本中長期計画の途中から活動を開始した福徳岡ノ場や孀

婦海山などの海域火山に対する研究も、分野の異なる研究者

を参画させて多面的な研究になるようマネジメントし、短期

間での成果創出につながった。 
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分析化学におけるスペクトル解析において、ピークの強度比とエリア比の

どちらが高精度かという歴史的な問題に対して数理的な解を与え、分析の精

度向上に資する理論的基盤を構築した（Hagiwara and Kuwatani, 2024, 

Scientific Reports）。 

 

マグマの割れ目噴火を模した幅の狭い空隙の中で起こる熱対流の形態を

水槽実験と数値シミュレーションで明らかにした（Yanagisawa et al., 

2024, Journal of Fluid Mechanics）。 

地殻マントル断面の露出するオマーンオフィオライトの地球化学データ

にデータサイエンスを活用した数理統計手法を適用し、海洋地殻の進化にお

ける多様な地球内部プロセスの抽出に成功した（Miki et al., 2025, 

Geochemistry, Geophysics, Geosystems）。 

オマーンオフィオライトの掘削試料の物性データに同様の手法を適用す

ることで、蛇紋岩化を含む地球内部プロセスの抽出に成功した（Akamatsu et 

al., 2025, Lithos）。 

ケルマデック弧の火山岩のメルト包有物の分析から、島弧火山に見られる

未分化な安山岩と玄武岩の成因に関して、玄武岩マグマとマントル物質の反

応が重要であることを示し、島弧火山マグマの成因モデルを提唱した（Hirai 

et al., 2024, Chemical Geology）。 

 

地震波走時データから、マントル最下部における地震波速度異方性とマン

ト ル 最 下 部 に お け る 流 動 の 可 能 性 を 指 摘 し た （ Tanaka, 2025, 

Geosciences）。 

アンデスの沈み込み帯における地震波トモグラフィーにより、火山活動に

関連した上部マントルの異常構造を発見した（Kondo et al., 2024, Journal 

of Geophysical Research）。 

 

神戸大学等と共に、令和５年度に開催した海底カルデラ火山国際シンポジ

ウム講演会及びそれに伴う鬼界カルデラ巡検の報告を火山学会誌にて行っ
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た。伊豆小笠原弧研究、鬼界カルデラ研究等について、共同研究先の研究機

関や大学の研究者と共著で多数の論文公表や学会発表を行った。 

 

伊豆小笠原弧の火山活動に関してハイドロフォン解析結果を火山調査研

究推進本部に報告した。令和６年９月に須美寿島付近で発生した海域地震に

伴い、漂流シミュレーションデータ解析結果を火山調査研究推進本部に報告

するとともに、論文を投稿した。孀婦海山における構造探査の成果も、その

結果を速報として火山調査研究推進本部へ報告した。その他海域火山研究か

ら得られた知見やデータを共同研究先である気象庁、海上保安庁、産業技術

総合研究所、原子力規制庁、東京都等と情報共有した。鬼界カルデラ研究で

明らかになったカルデラ噴火の活動史について、プレスリリースしメディア

でも取り上げられた。 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

（４）数理科学的手法に

よる海洋地球情報の高

度化及び最適化に係る

研究開発 

 

【評価軸】 

○海洋基本計画等に位

置付けられた政策上

の課題へ対応するた

めの研究開発を、中長

期目標・中長期計画等

に基づき戦略的に推

進し、科学的意義の大

 補助評定：Ｓ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出が認

められることから、自己評価を「Ｓ」とする。 

 

【評価軸：海洋基本計画等に位置付けられた政策上の課題へ

対応するための研究開発を、中長期目標・中長期計画等に基

づき戦略的に推進し、科学的意義の大きい成果が得られてい

るか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「政策的課題や社会的

課題の解決への貢献」に該当＞ 

「数値解析リポジトリ」におけるアプリケーションとし

て、大規模粒状体シミュレーションコード DEPTH を用いて地

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人

の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められるため。 

 

・ES4 全ノードを用いた大規模粒状体シ

ミュレーションコード DEPTH を用い
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きい成果が得られて

いるか。 

○中長期目標・中長期計

画等に基づき、情報基

盤の整備・運用が効率

的になされ、国内外の

関係機関との連携が

進展しているか。 

 

○得られた成果を社会

へ発信し、課題解決へ

向けた取組への貢献

等が図られているか。 

○研究開発成果を最大

化するための研究開

発マネジメントは適

切に図られているか。 

球シミュレータ（ES4）フルノードによる構造発達から断層

破壊、地殻変動までを一貫して再現する重力エネルギーを含

めた新しい地震エネルギー解析を行ったことは、令和６年能

登半島地震で観測されたような数メートル規模の地面隆起

などの、大規模地殻変動におけるエネルギー分配のメカニズ

ム解明に貢献し、今後の地震予測や被害想定の高度化に資す

るものであり、科学的意義の大きい成果である。 

海流予測システム（J-COPE）の新システムによる海流予測

の精度向上により、令和６年度末現在７年間を越える記録的

な黒潮大蛇行の精緻な予測が期待できるようになるなど想

定を大きく超える成果が得られた。 

＜フローチャートにおけるアウトプット「複雑に絡み合う海

洋・地球・生命間の相互関連性を発見・解明」に該当＞ 

JCOPE2M再解析データを用いた先端的なシミュレーション

により、北海道を含む北日本でのシラスウナギの自然加入の

可能性が過去 30 年間で高まっていることを示し、これまで

不明であった分布北限の変化を明らかにするなど、当初の想

定を大きく上回る成果が得られた。 

全センターの成果を数値解析リポジトリとして 22 の解析

手法群、四次元仮想地球として 15 のデータをウェブサイト

で公開し、そのコンポーネントの充実を進めたことは想定を

大きく超える成果である。 

 

【評価軸：中長期目標・中長期計画等に基づき、情報基盤の

整備・運用が効率的になされ、国内外の関係機関との連携が

進展しているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「政策的課題や社会的

課題の解決への貢献」に該当＞ 

データ公開のためのソフトウェアとなる DaCS の開発、ハ

た解析による断層破壊過程の再現、海

流予測の新システムは、数値解析リポ

ジトリが科学的にも社会的にも大き

な存在意義をもつことを示したもの

と認められる。特に従来の海流予測シ

ステムを高度化し、黒潮大蛇行の維

持・再形成過程を正しく再現するとと

もに黒潮経路等の再現性を大きく向

上させたことは、船舶の運航効率化の

向上等、社会課題の解決に資する顕著

な成果である。 

・また、地震被害シミュレーションを企

業が行えるように整備・チュートリア

ルの構築が行なわれた。国民生活や産

業上重要な情報を創出されており、成

果の最大化に向けた顕著な成果が得

られている。 

・海洋プラスチックごみ漂着画像 AI シ

ステムを Web サービス化し、国際ガイ

ドラインに掲載されたこと、微気象シ

ミュレーション技術を構築し 1～10m

の分解能を持つ熱中症リスク情報の

大阪・関西万博会場への提供につなげ

るなど、政策的課題や社会的課題への

解決につながる成果を多く創出した。 

・ES4 の安定的運用及び高い可用率を達

成したこと、数値解析リポジトリとし

て 22 の解析手法群（令和５年度比

183％）、四次元仮想地球として 15 の
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ードウェアである ES4 の整備強化や EA の運用により、ES4/ 

Earh Analyzer （EA）のユーザ利用者が増加した。また、今

後日本が海洋デジタルツイン研究を主導すべく、G7 FSOI な

どの活動を通してプレゼンスを高めた。 

 

【評価軸：得られた成果を社会へ発信し、課題解決へ向けた

取組への貢献等が図られているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトカム「付加価値情報の国際

社会・国・地方自治体・産業界等への提供」に該当＞ 

令和５年度に開発したディープラーニングを用いた画像

解析の手法を Web サービス化し、海岸漂着ごみの被覆面積推

定を行う画像解析 AI「BeachLISA」 を令和７年２月からオン

ライン公開した。誰もが簡便に環境情報を取得・共有できる

仕組みを実現し、社会発信に向けた取組として想定を大きく

超える成果である。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発マネジ

メントは適切に図られているか。】 

研究開発と運用の両立を図るマネジメントを行い、基盤開

発や分野間連携、外部連携を通じて成果最大化に貢献した。 

データ（令和５年度比 375％）に集約

して公開したことは飛躍的な進歩で

ある。 

 

＜今後の課題＞ 

・海洋分野におけるデジタルツインの

開発と活用は JAMSTEC の当該分野に

おける今後の重要な研究・開発テーマ

である。今後の方向性を見据え、世界

をリードすべく戦略的に研究開発を

進めること期待する。 

・整備された数理解析ツールや仮想地

球データについて、外部研究機関や行

政・産業界との連携による実用化・社

会実装の拡大を期待する。 

・レポジトリの利用者統計や、利用者か

らのフィードバックを取り入れる仕

組みを導入していただきたい。 

 

＜その他事項＞ 

・オープンサイエンスを実行するとと

もに、論文発表を継続的に行い、同じ

ように四次元仮想地球を構築してい

る研究グループと切磋琢磨する環境

を築きあげていただきたい。 

・黒潮大蛇行の再発達の可能性など、一

定の確率で予測される状況となった

ら、できる限り早く公表するなど、今

① 数値解析及びその検証手法群の研究開発 

 

地震時の構造発達に伴う重力エネルギー変化は地震波エネルギーと比較

して桁違いに大きいが、従来の地震観測・モデル研究ではその影響を定量的

に議論することが難しく、理解が不十分であった。そこで、大規模粒状体モ

デル DEPTH を用いた数値シミュレーションにより、構造発達から断層破壊、

地殻変動までを一貫して再現することで、重力エネルギーを含めた新しい地

震エネルギー解析を実施した。シミュレーション結果は、大きな重力エネル

 

 

ES4での大規模計算のキーとなる構造発達－地震計算とい

う新コンテンツを中心とした学術・論文成果及び外部資金獲

得に成功したことは、期待を大きく上回る成果である。また、

地球科学のために開発した技術を用いて、期待された水準以

上で産業連携を継続できており、学術成果も出ている。さら

に、大規模粒状体モデル DEPTH は SIP や民間企業の受託研究
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ギーの変化は、地震波のソースとなる断層領域だけでは説明が難しく、断層

周囲の広領域での応力変化を考えることで、初めて説明可能となることを示

唆するものである。本研究により、令和６年能登半島地震で観測された数メ

ートルの地面隆起のような地震後の大規模地殻変動に対し、重力エネルギー

の影響を加えることで、より科学的かつ精緻な予測やそれに基づく被害想定

に資することが期待される（Furuichi et al., 2025, Tectonophysics）。 

従来の海流予測システム（JCOPE2M）は、非線形で複雑に変化する黒潮の流

路を正確に再現することが難しかった。そこで、新手法を組み込んだ新シス

テム（JCOPE-a4dVar）を開発することで、令和２年の黒潮大蛇行の維持・再

形成過程を正しく再現することができたほか、海面高度、黒潮経路、漂流ブ

イ速度、深度 100m での温度・塩分の再現性が大きく向上した。令和６年度

末現在７年間を越える記録的な黒潮大蛇行が観測されていたが、その終焉の

予測に成功した。大蛇行の精緻な予測を可能とすることは船舶の航行や漁業

の効率化にも資する成果である（Miyazawa et al., 2024, Ocean Dynamics）。 

 

海域地震火山部門との連携による地震災害シミュレーションをはじめ、氷

河の破壊解析や食物連鎖、海中磁場計測ネットワーク技術など機構内の各研

究開発部門と連携し、さらに一部は外部資金の獲得につながるなど、期待以

上の成果が得られた。 

 

において活用され、商用化実績も着実に積み重ねている。 

以上より、総じて当初の計画に対して期待を上回る水準で

達成したと言える。 

 

後も防災や産業上重要な情報発信は

適時に行うことを期待する。 

 

② 数値解析結果を活用した高度かつ最適な情報創生に係る研究開発 

 

研究開発で得られたデータの共有・提供を促進するとともに、それらのデ

ータを連携させて活用するためのインターフェースを備えるデータ共有・連

携基盤（DaCS）について、令和６年度末までに機構内の基盤ツール 40 サイ

ト以上を運用・構築したほか、利用者の利便性向上のため、データ配信対応

の拡大などの新機能の追加、機構認証システムとの連携による多要素認証で

のセキュリティ強化や、バックアップ方式効率化により、作業時間の７割減

 

 

海洋ごみ AI については技術開発及び機構外の展開が完了

し、また、国際ガイドラインの策定やサービス公開等を通じ

て、国内外における社会課題解決に大きく貢献するなど、計

画を想定以上に超え飛躍的な成果が得られている。 

海況変動に伴う海洋生物資源分布変化に係る情報創生に

ついては、漁場推定やデジタル生簀等、付加価値情報の国、
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の効率化を図ったほか、所外においても SIP 課題「スマートインフラマネジ

メントシステムの構築」、「スマート防災ネットワークの構築」においても横

展開を実施するなど、利用の拡大のための機能向上を実施した。 

 

ウナギ類の生活史は不明な部分が多く、過去にシラスウナギの分布北限が

記録されている最北は青森県であったことから、北海道におけるシラスウナ

ギ幼生の定着（＝加入）は不明であった。JCOPE2M 再解析データによりシラ

スウナギの長期的な加入動向を調べたところ、1994-2003 年と比較して、

2014-2023 年は北日本での加入が増加し、南日本での加入が減少したと推定

された。特に北日本海域では、シラスウナギの加入は北海道南東部で増加す

るのに対し、津軽海峡で減少すると推定された。北海道におけるシラスウナ

ギ調査は近年まで実施されておらず、過去に記録がないために加入動向は分

からなかったが、本研究において北海道へのシラスウナギの自然加入の可能

性が最近の 20～30 年間で高まっていることを示した。これらは、海流モデ

ルと生物情報を組み合わせることで、漁業者等に対する付加価値情報を創生

したものである。今後、ニホンウナギの効果的な保全と管理に資する、種の

分布範囲の変化予測シミュレーションを進めていく（Chang et al., 2025, 

Ocean Dynamics）。 

 

地方自治体、産業界等への提供が進んでおり、計画を想定以

上に超えた成果が得られた。 

大阪・関西万博における会場内の熱中症リスク情報を予測

するための微気象シミュレーション（MSSG）の実行テストを

行い、システム構築に協力するなど、想定を超える社会実装

の成果が得られた。 

以上より、総じて当初の計画に対して期待を大きく上回る水

準で達成したと言える。 

③ 情報創生のための最適な実行基盤の整備・運用  

 

地球シミュレータ（ES4）を運用し、非常に高い可用率（安定運用率）を達

成したほか、利便性向上に向けた多数の技術サポートを実施した。 

また、補正予算による ES4 のネットワーク環境の整備、大規模データ保管

環境の強化、EA のメモリ容量等の強化を実施した。これらにより、スーパー

コンピュータの環境全般を強化し、中長期的な研究開発基盤の大幅な整備を

達成することができ、想定を大きく超える成果が得られた。 

 

 

 

実行基盤の運用については高騰する電力コストに対応し

つつ研究ニーズのバランスを取りながら、安定的運用と利便

性向上を達成した。運用初年度の Earth Analyzer（EA）でも

高度な安定運用と高度なサポートを実現した。また、EA 強

化、データ保管環境の強化、ES4 ネットワーク強化といった

計算研究環境全般の大幅な整備を成功させた。 

地球シミュレータ（ES4）後継機については、世界的な半導
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ES4 後継機については、世界的な半導体不足や円安による調達リスクを踏

まえ、当初の令和８年２月末までのリース期間を戦略的に令和９年３月末ま

で延長した。これにより安定運用を維持しつつ、後継機導入に向けた十分な

検討期間を確保した。検討ワーキンググループでは、次期中長期計画との整

合を図りつつ、今後の海洋地球科学研究に必要なリソースやアーキテクチャ

について、計算機を取りまく状況も踏まえつつ多角的に議論を進めた。 

 

令和５年度に調達を行った EA の正式運用を開始した。従来のスーパーコ

ンピュータとは全く異なるシステムであり、運用ルールや利用条件等を研究

者と長時間かけて議論検討してきたものであり、利用開始前のヒアリングの

ほか、通常のサポートを大きく越えるシステム構築コンサルティング、利用

開始後のサポートも継続的に実施した。 

体不足の状況や為替の影響などを考慮し、当初の令和８年２

月末までのリース期間を令和９年３月末まで戦略的に延長

することを決定した。また、ワーキンググループでは次期中

長期計画との整合を図りつつ、今後の海洋地球科学研究に必

要なリソースやアーキテクチャについて、計算機を取り巻く

環境も踏まえながら多角的に議論を進めた。 

以上、フローチャートにおけるアウトカム「政策的課題や

社会的課題の解決への貢献」に一部到達したことなど、期待

を大きく上回る水準で達成したと言える。 

 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

（５）挑戦的・独創的な

研究開発と先端的基盤

技術の開発 

①挑戦的・独創的な研

究開発の推進 

 

【評価軸】 

○将来も見据えた挑戦

的・独創的な研究開発

を、中長期目標・中長

期計画等に基づき戦

略的に推進し、国際水

準に照らしても科学

 補助評定：Ｓ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出が認

められることから、自己評価を「Ｓ」とする。評価軸ごとの

具体的な根拠は以下のとおり。 

 

【評価軸：将来も見据えた挑戦的・独創的な研究開発を、中

長期目標・中長期計画等に基づき戦略的に推進し、国際水準

に照らしても科学的意義の大きい成果が得られているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトプット「将来の研究・技術

シーズの創出」に該当＞ 

「生命の誕生や生命と環境の共進化に及ぼした海洋の役

割の理解」において、「原始深海熱水の化学進化や代謝系の

補助評定：Ｓ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人

の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て特に顕著な成果の創出や将来的な特

別な成果の創出の期待等が認められる

ため。 

・完成版深海熱水での生命誕生シナリ

オの提示、光合成の起源と進化に関す
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的意義の大きい成果

が得られているか。 

○研究開発成果を最大

化するための研究開

発マネジメントは適

切に図られているか。 

成立に必要なエネルギー源、炭素源、窒素源とその供給・進

化プロセス」をさらに強固に補完する「原始深海熱水域での

液体/超臨界CO2と電気化学の協働によってCO2からチオエス

テルの合成に至る原始代謝系の完全再現に成功した」こと、

またシナリオに残された未解明部分の「原始深海熱水の化学

進化や代謝系の成立に必要なリン源とその供給プロセス」を

補完する進展と成果創出があっただけでなく、海洋地球生命

史に関する体系的総説を出版し、本中長期計画に掲げた目標

である「完成版深海熱水での生命誕生シナリオの提示と定

着」の定着部分を最大化さたこと、さらに、ゲノム配列に基

づく全バクテリア進化史と光合成進化の統合解釈に基づき、

光合成の起源と進化に関する革新的シナリオの提唱したこ

とに加えて、「約 25 億年前に起きた地球生命史最大のイベン

トの一つである地球大酸化事変（GOE）の犯人がシアノバク

テリアではなく、酸素発生型シアノバクテリア祖先バクテリ

ア」とする新学説を提唱したこと、 

「人類起因型海洋危機の解決に向けた海洋利用プラット

フォームの運用と海洋環境・生態系知見の活用」において、

これまでの機構の研究プロジェクトの科学的成果や進展を

体系的にまとめた総説論文を発表し、関連するムーンショッ

トや新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）事業プロ

ジェクトの高評価とステージゲート通過に結びつけたこと、 

「ダークマター微生物の探索と機能の解明及びダークマ

ター生命機能の付加した人工生命機能作成技術の確立」にお

いて、中長期計画に明記された具体的な科学達成目標である

「「真核生物の起源となったアーキア」や「光合成あるいは

化学合成に寄らない電気をエネルギーとして利用する電気

化学合成微生物」の代謝機能の解明」や「「極限環境に優占

しつつも形態や機能が一切不明のままであるバクテリア」や

る革新的シナリオの提示等、先鋭的な

科学理論及び学術領域を切り開いた

ことは特に顕著な成果である。 

・世界初のメタノール共栄養共生微生

物の発見、高濃度リンを細胞内に蓄積

するという有孔虫の特性の確認など、

パラダイムシフトを起こす数々の重

要成果を取得した。特に、メタノール

共栄養共生微生物の発見は海洋にお

ける天然ガス資源の成因、動態等の理

解につながる特筆すべき成果である。 

・EVS を用いた海洋粒子動態の長期間定

量的観測技術の開発は今後の海洋観

測のブレークスルーとなりうる技術

であり、実用的価値の観点、また産業

界との連携の観点からも、高く評価で

きる。 

・研究領域、研究手法ともに顕著な独創

性があり、現場の研究者たちが挑戦的

な研究に躊躇なく取り組めるような

研究開発マネジメントが有効に機能

していることが認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

・部門全体のアクティビティをこれか

らも高く維持するために、研究資金の

確保、アイディアを自由に議論できる

環境づくりをさらに進め、世界最先端

の研究をさらに進めていくことが重
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「最も原始的な真核生物と考えられる原生生物」の代謝・生

理機能の解明」の進展と達成を決定付けるような、「蛇紋岩

流 体 域 に お け る 電 気 合 成 生 態 系 の 発 見 」、

「Promethearchaeati 界の発見と記載」、「バクテリアの細胞

壁成分のみを偏食するバクテリアや特異なメタン菌の細胞

端に寄生する CPR バクテリアの培養・分離とその特殊増殖機

能の解明」、そして「非ダーウィン型進化能を持つアセトス

ポラ綱原生生物の培養・分離と機能解明」といった「ダーク

マター微生物の探索と機能の解明」に関する独創的な成果が

多数あったことに加え、「ダークマター微生物の探索と機能

の解明」が地球生命史の重大進化イベントの理解や地球生命

の遺伝的・機能的多様性創出メカニズムの理解といった学術

発展だけでなく、海洋におけるエネルギー資源の成因・動態

や生物地球化学物質循環を体系的に理解する上で大きなブ

レークスルーとなることを如実に示す「世界初のメタノール

共栄養共生微生物の発見」という国際的に高く評価される成

果があったこと、 

「生命と環境の共進化を紐解く生物戦略と環境要因の相

互作用の理解」においても、「ダークマター微生物の探索・

培養・分離」に加えて「部門（機構）発の学術分野の創成」

に値するような「ダークマター海洋生物＝新種海洋生物の探

索」に関する特筆すべき成果の創出、例えば「軟体動物全体

のゲノム配列を利用した体系的系統進化の解明」や「リン酸

塩を細胞内に蓄積する有孔虫の発見とその機能解明」があっ

たこと、 

に示されるように、当初の計画を遙かに上回る目覚ましい

進展と、機構のレガシーとも言える研究領域の世界的ブラン

ド力・価値をさらに大きく向上させるような特筆すべき成果

あるいはセレンディピティによる学術のパラダイムシフト

要である。 

・構築された新仮説や知見の妥当性を

裏付けるための実験的・観測的証拠の

さらなる蓄積が必要である。 

・若手研究者の継続的育成や、社会・教

育現場との接点拡大など、成果の波及

効果を高めるために SNS やマスメデ

ィアへの働きかけも含めたアウトリ

ーチ活動のさらなる強化が必要であ

る。 

 

＜その他事項＞ 

・当該部門の成果、意欲と雰囲気を他の

部門にも波及させ、その部門の研究の

高度化とさらなる活性化に繋げてい

くことが重要である。 
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をもたらすような特筆すべき成果、そして新しい学術領域の

創出や縮退傾向にある学術領域のルネッサンスを導くよう

な特筆すべき成果が多数創出された。 

 

＜フローチャートにおけるアウトプット「我が国独自の独創

的な技術基盤の創出」に該当＞ 

「熱水における化学を利用した新たな技術開発」におい

て、「淡水・冷海水・熱水影響環境に共通な微生物腐食電気

化学モデルの実証」や「ガルバニック腐食を用いたカソード

反応技術の開発」、さらに「深海熱水噴出孔でのバイナリー

式地熱発電技術開発」という全く新しい技術開発コンセプト

の着想とその検証に向けた外部資金獲得や新たな共同研究

資金獲得という優れた成果創出があったこと、 

「次世代地球惑星科学・生命科学を担う極微小領域・高精

度化学分析技術の開発」において、高知コア研究所で確立さ

れた統合極微量超高精度化学分析技術が地球惑星科学・生命

科学の発展に必須となる極めて重要な基幹科学技術である

ことの証左となる多数の成果があっただけでなく、それらの

分析技術の民間企業の研究開発への利用（受託分析サービ

ス）によって「技術開発の学術と社会実装のダブルユース」

の成功例をさらに拡大させたこと、 

全く新しい海洋環境・生態系の観測技術の開発を目指す

「スケーラブル海中多次元マッピングシステム開発」におい

ても、外洋域中深層生態系ベースライン研究調査航海での実

使用を通じて、研究の進んでいない外洋中深層生態系の構成

種や分布に関する重要な知見を得たこと、 

「研究開発において達成された技術やアイディアの応用

展開によって産学官との連携・共同研究の促進」といった観

点でも、「環境変動に伴う生態系変動のモニタリング技術」
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や「海洋資源開発に伴う生態系への影響評価」に対するコス

トパフォーマンスに優れた革新的な技術として、「環境 DNA

解析」、「サウンドスケープモニタリング」に続く第三の柱と

なることが期待される、「Event-based Vision Sensor（以下、

「EVS」という。）を用いた海洋粒子動態の長期間定量的観測

技術」の開発と深海での実使用成果の創出が達成されたこ

と、 

に示されるように、当初の計画を大きく上回る進展と我が

国独自の独創的な技術基盤の創出を導くような成果があっ

た（共同研究の推進については評価軸「研究開発成果を最大

化するための研究開発マネジメントは適切に図られている

か。」にも貢献）。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発マネジ

メントは適切に図られているか。】 

＜フローチャートにおけるアウトプット「将来の研究・技術

シーズの創出」及びアウトプット「我が国独自の独創的な技

術基盤の創出」に該当＞ 

これらの研究・技術開発の進展や成果創出、あるいはその

応用展開による産学官との連携・共同研究の促進だけでな

く、海洋研究・技術開発の次世代人材及び強力なサポーター

の育成のための海洋調査のオープンサイエンス化の取組や

地域社会や高等教育進学以前の次世代人材に向けたアウト

リーチ・エデュケーションを精力的に展開した。特に、海洋

研究・技術開発の次世代人材及び強力なサポーターを育成す

るための有人潜水調査船「しんかい 6500」調査航海を利用し

た体験若手人材育成の取組は超先鋭研究開発部門でしか成

し得ないアウトリーチ・エデュケーション活動であると自負

している。また、令和３年度に高知コア研究所が企画・実施
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した「JAMSTEC50 周年記念行事 すべらない砂甲子園」は、

YouTube 全 28 話配信、総視聴回数 34,000 回以上を達成した

優良アウトリーチ・エデュケーションコンテンツであった

が、令和６年度はその「すべらない砂甲子園」の企画意図や

効果への考察や実際の摩擦実験の結果に対する科学的解釈

を科学論文として成果創出に結びつけた。超先鋭研究開発部

門では、このようなアウトリーチ・エデュケーション活動を

「目にみえる成果＝論文発表や外部資金獲得」に結び付ける

ことを意識し、本中長期計画を通じて継続してきており、ア

ウトリーチ・エデュケーションは研究開発の副業ではなく本

業であること（超先鋭研究開発部門の三つの達成目標の一つ

でもある）を証明してきた経験と実績がある。これらの取組

とその成果は、挑戦的・独創的な研究の特筆すべき成果創出

を大きな社会的波及効果（研究成果の Altmetrics 値の向上、

機構の認知度やブランディング価値向上、外部資金や寄附金

の獲得、結び付きのなかった学術分野や企業との共同研究、

機構や海洋分野の次世代人材及び分野融合研究者の育成並

びにそのサポーターの拡大）に結び付ける部門の特筆すべき

活動と成果であると自己評価する。 

超先鋭研究開発部門として、運営費交付金に約 290 百万円

の科研費やその他受託研究、助成金で約 370 百万円を合わせ

て、127 本の研究論文の発表、産学官連携の共同研究 19 件

（うち、民間との共同研究６件、国内や国外の大学や研究機

関との共同研究を 13 件）の実施、274 件の機構外アウトリー

チ・エデュケーション事業、挑戦的・独創的な研究のオープ

ンサイエンス化と人材育成に関わる実績や視覚化された波

及効果、さらにそのアウトリーチによって一般の寄附も含め

て、令和６年度に約 15 万円の寄附金獲得があった。これら

の具体的な数値指標と進展と成果創出は、計画・実行・分析・
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対策といった研究開発成果を最大化するためのマネジメン

トが適切に図られた結果と言える。 

（イ）柔軟かつ自由な発想に基づく基礎及び挑戦的・独創的な研究 

 

最新版「深海熱水での生命誕生シナリオ」の提示に向けて、令和６年度は

以下の研究開発に取り組んだ。 

まず液体・超臨界 CO2が自然環境中でどのように分離・集積・機能するか

について、令和５年度には、世界で唯一「純粋な液体・超臨界 CO2を現場分

析・試料採取できる」現場ラマン分光分析・試料採取装置を開発し、マリア

ナ島弧深海熱水域での現場測定に成功した（Takahashi et al., 2023, ACS 

Earth Space Chem.）。令和６年度には、より多様かつ複雑な液体・超臨界 CO2

環境を有する沖縄トラフ深海熱水域での調査を実施し、液体・超臨界 CO2が

様々な熱水・海水の物理・化学条件で極めて複雑な物理挙動や化学特性を示

すことを明らかにした（Takahashi et al., 2025, ACS Earth Space Chem.）。

現世の地球における炭素循環や初期地球・海洋における物質循環や生命起源

や初期進化に対して、液体・超臨界 CO2が従来の想像を超える大きな影響を

与える可能性が提示された。 

次に、令和４年度に提唱した「前生物的化学進化を促進したとする液体・

超臨界 CO2仮説」（Shibuya and Takai., 2022, PEPS）を更に補強するような

理論・観測・実験に基づく液体・超臨界 CO2の化学・生物学的プロセスに及

ぼす機能や影響の研究を進めた。研究グループでは、令和３年度に約 40 億

年前の深海熱水域を想定した実験条件下で CO2の電気還元を介したチオエス

テルの合成に成功したが（Kitadai et al., 2021, Comm. Chem.）、その出発

材料物質として理論的に仮定されたメタンチオールの存在と供給メカニズ

ムは未実証であった。そこで令和６年度に、太古の深海熱水域における発電

現象と液体・超臨界 CO2 プールの共存を想定した実験を行い、超臨界 CO2 と

NaCl 水溶液の２相系においてモリブデン硫化物を触媒としたメタンチオー

 

 

将来的な学術のパラダイムシフトを導くような飛躍的成

果や体系的理解の創出を目指す独創的・挑戦的研究課題で

は、中長期計画における後半４年間に達成すべき目標を設定

しつつ予期しない新機軸研究の発露を期待し、その達成に向

けた令和６年度の研究開発を進めた。 

「生命の誕生や生命と環境の共進化に及ぼした海洋の役

割の理解」に対しては、令和５年度までにも、最新版「深海

熱水での生命誕生シナリオ」や「海洋での生命初期進化モデ

ル」の完成に向けた大きな進展と成果、そして小惑星探査機

「はやぶさ２」によって持ち帰られた「リュウグウ」試料の

化学分析や理論や実験に基づく火星やエンケラドスでの化

学プロセスや生命活動の検証を通じて「どのように太陽系が

形成され、その中でどのように原始地球や海洋を含む生命の

誕生や地球外生命を育む天体環境を出来上がったか」という

１級の科学命題への最高到達解を導く成果があった。令和６

年度は、「原始深海熱水の化学進化や代謝系の成立に必要な

エネルギー源、炭素源、窒素源とその供給・進化プロセス」

をさらに強固に補完する「原始深海熱水域での液体/超臨界

CO2 と電気化学の協働によって CO2 からチオエステルの合成

に至る原始代謝系の完全再現に成功」という特筆すべき成果

があった。この成果を受けて、本中長期計画に掲げた目標で

ある「完成版深海熱水での生命誕生シナリオの提示」を達成

したと自己評価する。また、令和６年度にはシナリオに残さ

れた未解明部分、「原始深海熱水の化学進化や代謝系の成立
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ル生成（CO2 + 3H2 + H2S → CH3SH + 2H2O）を実証し、論文を発表した。

（Kitadai et al., 2024, Comm. Earth Environ.） 

上記の成果も併せてこれまでに「原始深海熱水の化学進化や代謝系の成立に

必要なエネルギー源、炭素源、窒素源とその供給・進化プロセス」を再現実

験によってほぼ完全に証明するに至った。一方、「原始深海熱水の化学進化

や代謝系の成立に必要なリン源」については未解明の状態であった。まず令

和５年度に、NASA の探査機カッシーニによって得られたエンケラドスの氷

プルーム観測データの精査と高温・高圧熱水実験装置を用いた再現実験・分

析やモデル計算を統合し、エンケラドスの内部海に高濃度のリン酸が溶存す

る可能性を世界で初めて明らかにした（Postberg et al., 2023, Nature）。

そこで令和６年度にはその知見をさらに拡張し、液体・超臨界 CO2存在下の

冥王代海底熱水環境においてリン酸がどの程度利用可能であったかについ

て高温・高圧熱水実験装置を用いた再現実験・分析やモデル計算を行い、論

文化の準備を進めた（Shibuya et al., in prep）。また、その知見を利用し、

液体・超臨界 CO2存在下の冥王代海底熱水環境において、核酸の前生物学的

化学進化に必要となるヌクレオシドのリン酸化が起きることを実験的に証

明することに成功した（Tagawa et al., 2024, Astrobiol.）。 

また、本研究グループの提唱する「深海熱水での生命誕生シナリオ」は、多

様な生体高分子の材料となる単純な有機物の供給を「宇宙からの輸入」では

なく「地球における地産地消」を想定し、本中長期計画において再現実験に

基づく「原始深海熱水の化学進化や代謝系の成立」を明らかにしてきた

（Kitadai et al., 2019, Sci. Adv.; 2019, Astrobiol.; White et al., 

2020, Astrobiol.；Kitadai et al., 2021, Commun. Chem.; Lee et al., 

2021, Chem Comm.; Zhang et al., 2021, Astrobiol.; Sanden et al., 

2021, Dalton Transact; Yamaguchi et al., 2022, JPC C; Takahagi et 

al., 2023, PNAS; Kitadai et al., 2024, Comm. Earth Environ.; Tagawa 

et al., 2024, Astrobiol.）。しかしながら本研究グループにおける研究で

は、これまで「生体高分子の持つホモキラリティ」に迫るアプローチはほと

んど行われてこなかった。令和６年度は、原始地球や深海熱水に偏在する二

に必要なリン源とその供給プロセス」を補完する進展と成果

創出があっただけでなく、海洋地球生命史に関する体系的総

説を出版し、本中長期計画に掲げた目標である「完成版深海

熱水での生命誕生シナリオの提示と定着」の定着部分を最大

化させる特筆すべき成果があった。さらに、令和６年度は、

ゲノム配列に基づく全バクテリア進化史と光合成進化の統

合解釈に基づき、光合成の起源と進化に関する革新的シナリ

オの提唱という成果があった。「約 25 億年前に起きた地球生

命史最大のイベントの一つである地球大酸化事変（GOE）の

犯人がシアノバクテリアではなく、酸素発生型シアノバクテ

リア祖先バクテリア」とする新学説の提唱は、文字どおり「現

在の教科書を書き換える」学術のパラダイムシフトになる成

果と国際的に高く評価されている。本中長期計画に掲げた目

標を超える「地球生命史重大イベントの体系的理解を導く革

新的シナリオの提示」という研究の進展と到達度を示す特筆

すべき成果創出となった。これら特筆すべき成果の質と量を

客観的に判断しても、達成すべき目標を大きく超える進展と

めざましい成果創出を達成しただけでなく、この分野におい

て名実ともに、そして自他が認める、世界で最も先鋭的な科

学理論や学術領域を切り開いたと自己評価する。 

「人類起因型海洋危機の解決に向けた海洋利用プラット

フォームの運用と海洋環境・生態系知見の活用」において令

和６年度も、「海洋プラスチック蓄積と海洋生態系擾乱の問

題の解決に向けた科学技術的対策の確立」に大きく寄与する

とともに、現在の海洋生態系の知られざる構成種やその潜在

的機能の理解をもたらす優れた成果があった。このプロジェ

クトは、外部資金獲得から始まった当初の想定になかった研

究方向性であったが、社会的な課題解決を目指して開始した

研究開発の成果が新しい学術展開や革新的知見に結びつい
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価カチオンが、有機酸のキラリティ選択性を有し、ホモキラル高分子の化学

進化に重要な役割を果たすことを実験的に明らかにし、論文として発表した

（Chen et al., 2025, PNAS）。 

その他、冥王代―太古代の大気―海洋環境における諸素過程の実験と検証

において、白亜紀の海洋無酸素事件における火成活動と海洋酸化還元状態の

復元（Matsumoto et  al., 2025, GSA Bull.）、スズの質量非依存同位体分

別効果の実証（Fukami et al., 2024, PNAS）、有機物の前生物学的化学進化

を見積る上で極めて有効となる 13C-13C 共役同位体比指標の実験的証明

（Taguchi et al., 2025, GCA）といった論文成果があった。 

さらに、令和６年度は、「太古代に起きた地球生命史上最大イベントであ

る地球大酸化事変（GOE）を引き起こした微生物＝真犯人の特定」という特

筆すべき成果があった（Nishihara  et al., 2024, PNAS）。これまでの地球

史の教科書において、27-22 億年前に起きた地球最初の大気・海洋酸素濃度

の急上昇は酸素発生型光合成生物＝シアノバクテリアの誕生と優占が原因

であると書かれることが多かった。令和６年度、10 万以上の解読されたバク

テリアのゲノム配列に基づく全バクテリア進化史の解読と 30 以上の光合成

関連遺伝子の分子進化の統合解釈を合わせて、バクテリアの進化と光合成の

進化の時系列整合を有した全バクテリア・光合成進化史のシナリオを提示す

るに至った。その中でも注目すべき部分は、シアノバクテリアの誕生が早く

とも 18 億年前以降であることを明らかにした点であり、つまり「GOE の犯人

はシアノバクテリア」説を論破したことになる。「GOE の犯人はシアノバクテ

リアではなく、酸素発生型シアノバクテリア祖先バクテリア（実体は現世の

地球において未だ特定されていない）」とする新学説の提唱は、部門の目指

す地球生命史重大イベントの体系的理解を導く革新的シナリオの提示とい

う目標を達成する大きな進展と成果創出となった。 

また、本中長期計画のまとめとして、これまで機構が行ってきた UltraH3-

Linkage 仮説の実験的検証、地球史における大気ー海洋 CO2 濃度変動、海洋

の誕生再現実験、電気化学メタボリズムファースト仮説、液体/超臨界 CO2仮

説などの海洋地球生命史に関する知見と、地球外海洋における海洋化学進化

たセレンディピティをもたらした。特に令和６年度、これま

での機構の研究プロジェクトの科学的成果や進展を体系的

にまとめた総説論文を発表したことは、本中長期計画に掲げ

た目標や期待を超えるプラスアルファの研究の進展と到達

度を示す特筆すべき成果創出と言える。「超先鋭研究開発部

門発の学術分野の創成」の一つとして、「海洋プラスティス

フィアの理解と利活用」という成功例を加えることになった

だけでなく、関連するムーンショットや NEDO 事業プロジェ

クトの高評価とステージゲート通過に結び付けたことは、研

究・技術開発及び資金・人材交流のあらゆる面で当初の計画

を上回る研究進展と特筆すべき成果の創出があったと自己

評価する。 

「ダークマター微生物の探索と機能の解明及びダークマ

ター生命機能を付加した人工生命機能作成技術の確立」につ

いて令和６年度は、「蛇紋岩流体域における電気合成生態系

の発見」、「Promethearchaeati 界の発見と記載」、「バクテリ

アの細胞壁成分のみを偏食するバクテリアや特異なメタン

菌の細胞端に寄生する CPR バクテリアの培養・分離とその特

殊増殖機能の解明」、そして「非ダーウィン型進化能を持つ

アセトスポラ綱原生生物の培養・分離と機能解明」、といっ

た多くの特筆すべき成果創出があった。これらの成果は、中

長期計画に明記された具体的な科学達成目標である「「真核

生物の起源となったアーキア」や「光合成あるいは化学合成

に寄らない電気をエネルギーとして利用する電気化学合成

微生物」の代謝機能の解明」や「「極限環境に優占しつつも

形態や機能が一切不明のままであるバクテリア」や「最も原

始的な真核生物と考えられる原生生物」の代謝・生理機能の

解明」の進展と達成を決定づけるマイルストーンとなった。

また、「世界初のメタノール共栄養共生微生物の発見」は、
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や生命存在可能性とハビタビリティに関する知見、に関する体系的理解を総

説論文として発表した（Shibuya et al., Geophys. Monog. accepted）。 

これらの成果は「液体/超臨界 CO2化学進化説」と「電気化学メタボリズム

進化説」の融合によって完全版「深海熱水での生命誕生シナリオ」の完成へ

と導く特筆すべき成果となっただけでなく、部門の目指す地球生命史重大イ

ベント（地球生命の誕生、エネルギー革命と生命初期進化、LUCA の誕生、光

合成の誕生と進化及び真核生物の誕生）の体系的理解を導く革新的シナリオ

の提示という目標を達成する大きな進展と成果と言える。特に、全バクテリ

ア・光合成進化史のシナリオ提唱論文や海洋地球生命史に関する体系的総説

の出版は、本中長期計画のこの課題における最終達成目標である「地球生命

史の革新」を大きく進展させる、また「深海熱水での生命誕生シナリオ完全

版の提示とその定着」の定着部分を最大化させるものであり、部門の研究開

発目標である「超先鋭研究開発部門発の学術分野の創成」を名実ともに裏付

ける証左となった。 

 

地球外海洋形成プロセスやその物理・化学性質の理解に向けた、宇宙にお

ける岩石―水反応の理論計算や試料分析、再現実験を通じた検証として、令

和６年度は以下の研究開発に取り組んだ。 

火星に存在した原始海洋や木星衛星エウロパの内部海の大気や海洋の酸

化還元状態を決定付ける重要な指標となる硫黄の酸化還元種を明らかにす

るため、火星やエウロパ表層に照射される電子線による硫黄の分化化学反応

を再現実験と理論によって明らかにした（Tan et al., 2024, Icarus）。結

果として、特に重電子線照射環境であるエウロパ氷層ではラディカル反応に

よる硫酸生成が卓越し、生成された硫酸の内部海への輸送がエウロパの「硫

酸の海」形成に重要な役割を果たしていることが明らかになった。 

平成 27 年度に機構の研究グループを含む国際研究チームによって、土星

衛星エンケラドスの内部海で深海熱水活動が起きていることが観測・再現実

験・理論計算によって明らかにされ（Hsu et al., 2015, Nature）、エンケ

ラドスの内部海での生命活動の存在可能性が大きく引き上げられた。また令

ダークマター微生物の培養・分離・機能特定が、地球生命史

の重大進化イベントの理解や地球生命の遺伝的・機能的多様

性創出メカニズムの理解といった学術発展だけでなく、海洋

におけるエネルギー資源の成因・動態や生物地球化学物質循

環を体系的に理解する上で大きなブレークスルーとなるこ

とを如実に示す部門を代表する特筆すべき成果と言える。こ

れら「ダークマター微生物の培養・分離・機能特定」研究は、

名実ともに「世界に誇る機構（日本）が主導する学術分野」

となったと自己評価する。 

「生命と環境の共進化を紐解く生物戦略と環境要因の相

互作用の理解」においては、「ダークマター微生物の探索・

培養・分離」だけでなく、「ダークマター海洋生物＝新種海

洋生物の探索」も「部門（機構）発の学術分野の創成」を達

成したと言える状況である。例えばマクロファウナにおいて

は、海洋生物探索研究の一つのゴールとして、「軟体動物全

体のゲノム配列を利用した体系的系統進化の解明」という特

筆すべき成果があった。軟体動物の中でも知見が乏しかった

生物群の発見やゲノム配列や機能特定が大きなきっかけと

なって、軟体動物全体の系統関係の体系的理解を導くことに

成功した。また、メイオファウナにおいては、「リン酸塩を

細胞内に蓄積する有孔虫の発見とその機能解明」が、海洋に

おける資源の成因・動態や生物地球化学物質循環を体系的に

理解する上で大きなブレークスルーとなる部門を代表する

特筆すべき成果となった。この項目においても、計画を遥か

に上回る研究進展と特筆すべき成果の創出があったと自己

評価する。 

「海域地震及び火山活動に関する現場試料を用いた物性

研究や高精度化学分析による発生メカニズムの理解及び活

動状況の予測」は、令和６年度は IODP 第 405 次研究航海
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和５年度には、機構の研究グループが中心となって、観測・再現実験・理論

計算によって、エンケラドスの内部海に高濃度のリン酸が溶存する可能性を

世界で初めて明らかにするととともに、エンケラドス内部海のハビタビリテ

ィ理解を大きく拡張する論文発表を行った（Postberg, 2023, Nature）。つ

まり、エンケラドスの内部海のハビタビリティを考える上で最大の阻害要因

と考えられてきた海水 pH 条件やリンの供給は解決された。令和６年度は、

エンケラドスの内部海のハビタビリティを考える上での次なる制約条件と

なり得る微量金属元素の存在量を再現実験・理論計算によって検証した（Tan 

et al., 2025, J. Geophys. Res. Planet.）。その結果、エンケラドスの内

部海が、生体必須微量金属のうちニッケルと亜鉛、モリブデンは肥沃である

のに対して、コバルトと銅に欠乏することが明らかになった（Tan et al., 

2025, J. Geophys. Res. Planet.）。この結果は、エンケラドスの内部海の

ハビタビリティを制約する最も重要な因子がコバルトと銅の存在量である

ことまで絞り込むことに成功した超先鋭的研究成果であるとともに、コバル

トと銅による（例えば地球生命の）生命活動の制限メカニズムを再検証する

ことによって、そのハビタビリティへの本質的影響を明らかにすることの重

要性を示すゲームチェンジャーとして画期的な論文と言える。 

令和５年度までに「はやぶさ 2」サンプルリターンで回収されたリュウグ

ウ試料について、連携研究機関と協力し、高知コア研究所が大きな貢献を果

たした特筆すべき成果（Ito et al., 2022, Nature Astronomy; Tomioka et 

al., 2023, Nature Astronomy）を含む 21 本の論文を発表した。令和６年度

も引き続き、高知コア研究所の統合極微量超高精度化学分析を適用したリュ

ウグウ試料研究に関する 10 本の論文発表を行い（Pilorget et al., 2024, 

Nature Astronomy; Verchovsky et al., 2024, Nature Comm.; Imae et al., 

2024, Meteo. Planet. Sci.; Miyahara et al., 2024, Meteo. Planet. 

Sci.; Harries et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; Stroud et al., 2024, 

Meteo. Planet. Sci.; Mouloud et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; Phan 

et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; Leroux et al., 2024, Meteo. Planet. 

Sci.; Noguchi et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.）、日本発の太陽系サン

（JTRACK）が実施され、超先鋭研究開発部門から４人の研究

者が参画し、船上研究及びその後の陸上研究を精力的に進め

たこと、岩石剛性変化に着目した摩擦実験を実施し、断層の

構造進化と摩擦特性を明らかにしたこと、掘削パラメータを

用いた強度推定法の実験的検証を進めたこと、といった部門

独自の計画と目標に基づいた着実な進展と成果が創出あっ

た。また、中長期計画「海域で発生する地震及び火山活動に

関する研究開発」の年度計画である「海域地震及び火山活動

に関する現場試料を用いた物性実験や高精度化学分析によ

る発生メカニズムの理解及び活動状況の予測への貢献」に向

けて、弾性波特性と摩擦実験を組み合わせた巨大地震の開始

を支配する因子の特定に成功したこと、日向灘沖の地震探査

データからスロー地震が発生する地質構造のモデルの提案

を行なったことなど大きな進展と成果創出があったと自己

評価する。 

これらの研究進展や成果創出だけでなく、海洋研究技術開

発の次世代人材及び強力なサポーターの育成とそのための

海洋調査のオープンサイエンス化の取組や地域社会や高等

教育進学以前の次世代人材に向けたアウトリーチ・エデュケ

ーション活動を精力的に実施した。特に、本中長期計画を通

じた「しんかい 6500」調査航海を利用した体験若手人材育成

の取組は、海洋科学や技術開発に関わる次世代研究者や関連

する人材育成に対する部門独自の具体的かつ効果的なアウ

トリーチ・エデュケーション活動として、特筆に値する成果

創出になり得ると自己評価する。また令和６年度は、令和３

年度に高知コア研究所が企画・実施した「JAMSTEC50 周年記

念行事 すべらない砂甲子園」の企画意図や効果への考察や

実際の摩擦実験の結果に対する科学的解釈を科学論文とし

て成果創出に結びつけた。このようなアウトリーチ・エデュ
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プルリターンプロジェクトから導かれる世界的な成果創出に大きく貢献し

た。特に、生命を構成するリンの供給源として有望なアモルファス鉱物をリ

ュウグウのサンプル中に発見した成果（Pilorget et al., 2024, Nature 

Astronomy）、始原的な隕石（リュウグウ試料）が地球に落下してからの地球

の空気や水分による変質（地球風化）過程を実験的に検証した成果（Imae et 

al., 2024, Meteo. Planet. Sci.）及びリュウグウ試料から太陽系形成時の

希ガス組成を考察した成果（Verchovsky et al., 2024, Nature Comm.）は、

高知コア研究所の研究者の貢献度が大きく、かつ地球外海洋形成プロセスや

その物理・化学性質の理解や地球外海洋でのハビタビリティの考察に大きく

貢献する重要な成果となった。 

国際宇宙ステーションでの無重量実験によって、火星のコアーマントル境

界領域に存在する物質の存在形態（鉄に富む橄欖岩質メルト）を明らかにす

るとともにメルト中での鉄の酸化還元状態を特定し（Kono et al., 2025, 

Commun. Earth Environ.)、火星の原始海洋の酸化還元状態を理解する鍵と

なる火星マグマオーシャンにおけるマグマ酸化還元状態の検証を行った。 

これらの成果は、どのように太陽系が形成され、その中でどのように原始

地球や海洋を含む生命の誕生や地球外生命を育む天体環境を出来上がった

か、という１級の科学命題への最高到達解を導くような国際的にも注目され

うる特筆すべき成果である。観測データと再現実験に基づいた解釈や太陽系

サンプルリターンによって回収された試料に対するこれら部門の研究成果

は、地球以外の太陽系天体において「様々なエネルギー源や元素に富んだ多

様な有機物を胚胎しうる生命の誕生と存続を誓約する地球外海洋の形成と

存在」を明らかにした。一方、部門の理論・観測・実験に基づく「冥王代-太

古代の大気-海洋環境の復元」や「生命誕生シナリオ」の研究成果は、「地球

生命は地球起源の有機物材料を利用して初期地球特有の深海熱水環境の中

で誕生したこと」を強く示す。この二つの方向性は科学理論としては矛盾す

ることなく、太陽系における海洋と生命の関係性に関する新しい見方を提示

している。本中長期計画の部門の成果は、「地球でも、地球以外でも、海洋が

誕生し生命が育まれる可能性があること」を明らかにしている一方で、宇宙

ケーション活動を「目にみえる成果＝論文発表や外部資金獲

得」に結びつけること継続してきた経験と実績は、部門の掲

げる三つの大きな目標の一つでもある「アウトリーチ・エデ

ュケーションは研究開発の副業ではなく本業であること」の

達成を示す重要かつ独創的な成果創出と言える。さらに、一

般講演や教育機関での授業、新聞・ラジオ・テレビといった

マスメディアでの記事・取材・出演、あるいは YouTube 番組

や Web メディアでの記事・取材・出演、を通じて研究開発成

果の持つ学術的な価値や社会的意義や波及効果、あるいはそ

れを導くプロフェッショナルな研究者への憧憬を発信して

きた。これらの取組とその成果は、挑戦的・独創的な研究の

特筆すべき成果創出を大きな社会的波及効果（研究成果の

Altmetrics 値の向上、機構の認知度やブランディング価値

向上、外部資金や寄附金の獲得、結びつきのなかった学術分

野や企業との共同研究、機構や海洋分野の次世代人材及び分

野融合研究者の育成及びそのサポーターの拡大）に結び付け

る部門の特筆すべき活動と成果であると自己評価する。 

超先鋭研究開発部門として、運営費交付金に約 290 百万円

の科研費やその他受託研究、助成金で約 370 百万円を合わせ

て、127 本の研究論文の発表、受賞３件、プレスリリース 11

件、274 件の機構外アウトリーチ・エデュケーション事業、

という具体的な数値データと合わせて、本研究課題は特に顕

著な成果を挙げたと評価する。 
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に多様かつ豊富に存在しうる有機物材料とは関わりなく「原始地球ではその

大気・海洋環境条件の下で地産・地消の有機物が準備され生命は誕生したこ

と」、そして「その地球型原始海洋形成や生命誕生プロセスが宇宙や太陽系

においても普遍的あること」、を示すものと言える。これまでの成果に加え

て令和６年度の成果も、この分野において超先鋭研究開発部門は、名実とも

に、自他ともに認める、世界で最も先鋭的な科学理論や学術領域を切り開い

た研究組織であることを明確に示すものと言える。 

 

人類起因型海洋危機の解決に向けた海洋生態系機能活用のための海洋利

用プラットフォーム（陸上・海洋）の運用と海洋環境・生態系データの収集

及び得られた知見の社会実装体制の構築を開始にむけて、令和６年度は以下

の研究開発に取り組んだ。 

令和５年度までに、機構内組織横断型の研究チームを主導し、大型外部資

金プロジェクトと連動した人類起因型海洋危機の解決策として期待される

現在の汎用プラスチックに代わる将来の代替材料である新規開発生分解性

プラスチックの素材開発や深海分解現場実験に取り組み、生分解性プラスチ

ックが微生物によって海洋・深海環境で実際に分解されることを世界で初め

て実証しただけでなく、その分解が特定の未培養微生物種の未知ポリエステ

ル・アルコール分解酵素群の機能に依存することやそれらの微生物種が汎全

海洋な分布を示すこと等、革新的な知見を明らかにした（Omura et al., 

2024, Nature Comm.）。令和６年度には、深海における生分解性プラスチッ

クの微生物分解に関わる材料依存かつ詳細な微生物群集組成や機能につい

て論文を発表した（Suzuki et al., 2024, Polymer Degrad. Stabil.; Suzuki 

et al., 2025, ACS Sustain Resour. Management.）。また、マイクロプラス

チックを含む実海域試料の採取・分離・定量と、海洋環境での汚染物質に対

する微生物応答現場解析実験を主導・遂行し、大型外部資金プロジェクトと

連動した研究プロジェクトの研究成果のみならず、得られた生分解性制御の

カギとなる環境要素、生物相などの網羅的情報をデータベースとして公開し

た。さらに、複数の大型外部資金プロジェクトと連動した機構の研究プロジ
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ェクトの科学的成果や進展を体系的に纏めた総説論文を発表した（Isobe et 

al., 2025, Curr. Opinion Chem Eng.）。 

人類起因型海洋危機として、日常生活品に使用されているプラスチック以

外の微粒子、例えば酸化チタン粒子の海洋流出に伴う海洋生態系への影響に

ついても研究を進めてきており、令和６年度は、酸化チタン粒子が海棲有孔

虫に与える致死的効果量の実験的検証に成功した（Inagaki et al., 2024, 

Front. Mar. Sci.）。 

これらの成果は、ムーンショットや NEDO 等の大型外部資金プロジェクト

の展開と併せて、海洋プラスチック蓄積が海洋生態系へ与える影響の解決に

向けた科学技術的対策の基盤確立に大きく寄与するものであるだけでなく、

現在の海洋生態系の構造や機能の新しい理解をもたらす特筆すべき学術成

果に結びついた。また、これらの大型外部資金プロジェクトにおいて科学的

成果の創出で大きな役割を果たしただけでなく、実海域での現場実験を主

導・遂行し、生分解性制御のカギとなる環境要素、生物相などの網羅的情報

をデータベースとして公開したことは、知見の社会実装体制の構築を前進さ

せる取組として評価される。さらに、これまでの生分解性プラスチックに関

わる機構の研究プロジェクトの科学的成果や進展を体系的に纏めた総説論

文を発表したことは、本中長期計画設定当初に想定しなかった「人類起因型

海洋危機の解決に向けた海洋生態系機能活用のための海洋利用プラットフ

ォームの運用」という目標達成を大きく加速させただけでなく、部門の研究

開発目標である「超先鋭研究開発部門発の学術分野の創成」に新たな分野「海

洋プラスティスフィアの理解と利活用」を加えることになった。これらの貢

献が、関連するムーンショットや NEDO 事業プロジェクトの高評価とステー

ジゲート通過に結びついた。 

 

航海や陸上の調査に基づく、培養やメタゲノムやウイロームといったオミ

クス解析による暗黒の生態系探索として、令和６年度は、以下の研究開発に

取り組んだ。 
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本部門では令和４年度に、地球最大の天然電気発生場である深海熱水環境

において、世界初の「天然環境における電気合成微生物と電気合成生態系の

存在」の実証に成功した（Yamamoto et al., 2022, ISME J.）が、令和６年

度には、機構がこれまで研究を進めてきた北カリフォルニアのシダーズ湧水

域のメタゲノム解析によって、その極限環境に優占することが明らかになっ

ていた未培養・機能未知のアーキアについて、遺伝子レパートリー組成とそ

の発現タンパク質の機能解析を行うことによって、その未培養・機能未知の

アーキアが電気合成酢酸生成機能を有することを明らかにした（Suzuki et 

al., 2024, Nature Comm.）。本菌は系統的にはメタン菌であることが予想さ

れていたが、世界初の「メタン菌でありながらメタンを生成せず酢酸を生成

するアーキア」であることが明らかになったことも微生物進化を考える上で

極めて興味深い成果となった一方で、深海熱水だけでなく蛇紋岩流体域とい

う極限環境においても電気合成独立栄養を一次生産者とする電気合成生態

系が存在することを示した（Suzuki et al., 2024, Nature Comm.）。 

また令和４年度の深海熱水域における「天然環境における電気合成微生物

と電気合成生態系の存在」の実証（Yamamoto et al., 2022, ISME J.）に続

き、令和６年度は新たな電気化学調査法と岩石化学分析を組み合わせた手法

により、深海熱水域に電気合成生態系が広く存在することを明らかにした

（Yamamoto et al., 2024, PEPS）。上記成果と併せて、「地球において第３

の生命エネルギー獲得様式と生態系が広く実在し機能していること」の証明

に至った。 

令和元年度に本部門は真核生物の起源となったアスガルドアーキアの培

養・分離と真核生物発生シナリオの提唱を行った（Imachi et al., 2020, 

Nature）。令和６年度は、この MK-D1 株の微生物分類学的記載や正式な命名

を論文として発表した(Imachi et al., 2024, IJSEM)。生物分類における最

上位分類階級の一つである「界」＝「Promethearchaeati」の発見と記載は極

めて稀であり、「動物」や「植物」という分類群の発見に並ぶような大きな意

味を持つ。この論文発表を契機に、国際原核生物命名委員会 (ICSP) の co-

opted member への推薦や Nature Microbiology から本研究の解説を含む解
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説記事の依頼を受けるなどの反響があったことは、本研究が国際的に大きな

関心を得たことを示すものである。 

「Promethearchaeati 界」の提唱に加えて、部門研究者の成果として令和

６年度は、これまで未培養・機能未知であった微生物の培養・分離・機能特

定に成功してきたダークマター微生物について、その微生物分類学的記載や

正式な命名に関する論文発表があった(Nakajima et al., 2025, IJSEM; 

Katayama  et al., 2024, IJSEM)。生物分類における上位分類階級である

「門」を代表するダークマター微生物である「Minisyncoccota 門」や

「Fidelibacterota 門」の発見と記載は、上記成果と併せて未培養・機能未

知であるダークマター微生物の培養・分離・機能特定が、いかに学術の破壊

的飛躍に貢献するかを如実に示す特筆すべき成果となった。 

深海や海底下のようなエネルギーや栄養が非常に制限された暗黒極限環

境における Promethearchaeati をはじめとするダークマター微生物の多く

はこれまでの微生物学の常識とは異なるライフスタイル（極めて遅くて収量

の低い増殖生理、独特な代謝系、偏った栄養要求生、共生・寄生生活）ゆえ

に見過ごされてきた。部門研究者は、この常識外れのライフスタイルに特化

した培養系をデザイン・構築することで未培養・機能未知であった微生物の

培養・分離・機能特定に成功してきている。令和６年度は、「バクテリアの細

胞壁成分のみを偏食するバクテリア＝Fidelibacter の培養・分離とその特

殊増殖機能の解明」（Katayama et al., 2024, Nature Microbiol.; Katayama 

et al., 2024, IJSEM）、「特異なメタン菌の細胞端に寄生する CPR バクテリ

アの培養・分離とその特殊増殖機能の解明」（Nakajima et al. , 2025, 

IJSEM）、をはじめとする、多くの未培養・機能未知であった微生物の培養・

分離・機能特定に関する論文発表があった（Miyazaki et al., 2024, Antonie 

van Leeuwenhoek; Hirayama et al., 2024, IJSEM; Hatakeyama et al., 

2024, IJSEM）。 

その中でも、「世界初のメタノール共栄養共生微生物の発見」（Huang et 

al., 2025, Nature）は、令和６年度の部門を代表する、微生物学的にも地

球化学的にも、極めてインパクトの大きい特筆すべき成果と言える。まず「ギ
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酸を出発物質とした新しい代謝系（ギ酸発酵）の発見」という点で新奇性が

大きいだけでなく、「ギ酸発酵代謝をエネルギー量論的に有効する戦略とし

てメタノールを介在物質とする栄養共生の構築」は世界で初めて明らかにな

った現象である。また、「このギ酸発酵がメタン生成とカップリングしてい

ること」が明らかになった。このことから、この新しい代謝系や微生物群の

発見が、深海や海底下のような暗黒極限環境での微生物学的メタン生成の新

しいメカニズムとして重要な意味を持つ。ダークマター微生物の培養・分離・

機能特定が、地球生命史の重大進化イベントの理解や地球生命の遺伝的・機

能的多様性創出メカニズムの理解といった学術発展だけでなく、海洋におけ

るエネルギー資源の成因・動態や生物地球化学物質循環を体系的に理解する

上で大きなブレークスルーとなることを如実に示す成果となった。 

本中長期計画において部門では深海探査や IODP 掘削航海で得られた試料

を用いて、高度な培養技術やマルチオミクス解析等の最新の微生物学的アプ

ローチと地球化学的アプローチによって、深海極限生態系や海底下生命圏の

限界条件・存在様式・機能の検証を行い、世界を先導する成果を上げてきた

（Morono et al., 2020, Nature Comm.; Susuki et al., 2020, Comm. 

Biol.; Hoshino et al., 2020, PNAS; Menzies et al., 2022, GCA; 

Templeton et al., 2021, Biogeosci; Beulig et al., 2022, Nature Comm; 

Köster et al., 2021, G3; Wakamatsu et al., 2022, Front Microbiol; 

Mori et al., 2021, M&E; Lizarralde, D. et al., 2023, Geology; Neumann, 

F. et al., 2023, Basin Res.）。令和６年度も、生命の生存限界境界や条件

の理解に向けて、IODP 第 385 次航海で得られたグアイマス海盆熱水域堆積

物環境の掘削試料を用いて限界生命圏の構造と機能の解明を進め、シングル

セルレベルでの細胞活性測定や現場試料の微生物活性実験に基づいた微生

物活動の限界条件を明らかにした（Meyer et al., 2024, AEM; Nagakura et 

al., 2024, FEMS Microbiol. Ecol.）。また、マルチオミクス解析等を駆使

した統合解析によって、限界微生物群集の構造と機能の詳細を明らかにした

（Mara et al., 2024, Comm. Earth Environ.; Yamanaka et al., 2024, 

Chem. Geol.; Aiello et al.,2024, GCA; Ramirez et al., 2024, IODP Data 
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Rep.）。加えて令和６年度は、多様な IODP 試料を用いて大規模な堆積物中の

古環境 DNA の解析を行い、10 万年前までの堆積物試料には明確な 古環境指

標となる eDNA が保存されていることを明らかにした（Hoshino & Inagaki, 

2024, PEPS）。比較的最近の古海洋や古環境の再現や解釈において eDNA 解析

が大きな武器となることが示された。これらの観測や調査に基づく成果だけ

でなく、深海極限生態系や海底下生命圏の探索や機能解明に向けた新たな技

術や方法論開発として、シンクロトロン放射光マイクロ X 線 CT トモグラフ

ィーによる固体中の空隙と微生物群集分布マッピングを確立し、論文発表を

行った（Urasaki et al., 2024, AEM）。 

また令和６年度は、これまで部門研究者が培養・分離・機能特定に関わっ

てきたダークマター微生物の「顔」とも「表札」とも言える細胞表層糖鎖に

関する体系的知見を論文発表した。「Promethearchaeati 界」（アスガルドア

ーキア）（Nakagawa et al., 2024, JBac）や「Nanobdellati 界」（DPANN ア

ーキア）（Nakagawa et al., 2024, BBA Adv.）の細胞表層に存在する特異的

な糖鎖構造を世界で初めて明らかにした上で、第三の生命鎖である糖鎖が、

第一＆第二の生命鎖である DNA やタンパク質同様に微生物進化の歴史を反

映する進化史情報を有することも示した。 

その他、全バクテリア・光合成進化史のシナリオをサポートする光合成代

謝の生化学的証拠の提示（Tsukatani et al., 2024, Plant Cell Physiol.）、

極限環境微生物のメタボローム解析に基づく代謝系機能の解明（Michimori 

et al., 2024, PNAS; Su et al., 2025, AEM）等、ダークマター微生物の機

能解明を大きく進展させる成果があった。 

また航海調査に基づく、生物機能と物質循環の相互作用理解に向けた定量

的化学・同位体・活性データの取得に向けて、令和６年度は、以下の研究開

発に取り組んだ。 

日本沿岸の異なる海域での航海試料の分析によって、海洋表層から海底に

至る水塊微生物群集の機能や生物地球化学物質循環へ大きな影響を与える

浮遊粒子や沈降粒子の形成に海洋細菌の生産する細胞外多糖やタンパク質

が大きな影響を与えることを明らかにした（Yamada et al., 2024, Limnol. 
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Oceanogr.）。また、北太平洋での航海試料の分析によって、浮遊粒子や沈降

粒子に相互作用する微生物群集構造を明らかにした（Ebina et al., 2024, 

Front. Microbiol.）。さらに、インド洋における航海試料の分析によって、

海洋表層から海底に至る水塊微生物群集の機能や生物地球化学物質循環へ

大きな影響を与えるもう一つの因子である溶存有機物の動態を制約する微

生物・化学因子の推定を論文発表した（Shigemitsu et al., 2024, PEPS）。 

普遍的海洋環境においては表層での一次生産が、水塊微生物群集の機能を

通じて鉛直的に海底へ輸送される下向きのエネルギー・物質フローが卓越す

るが、深海熱水域や湧水域では地殻内部から海底を通じて海洋に放出される

上向きのエネルギー・物質フローも存在する。この海底から海洋への上向き

のエネルギー・物質フローに依存した生態系は深海熱水域や湧水域における

化学合成微生物生態系として研究が進んでいるものの、微生物以外のメイオ

ファウナや大型生物への影響やその広がりについては未解明のままであっ

た。令和６年度は、これまで採取され保存されていた試料を用いて、深海熱

水域や湧水域に生息するメイオファウナや大型生物の安定同位体や放射性

同位体指標の網羅的解析を行い、それぞれの構成種の栄養様式や食物連鎖で

の役割を明らかにし、多数の論文発表を行った（Nomaki et al., 2024, 

Limnol. Ocenogr.; Nomaki et al., 2024, PEPS; Nomaki et al., 2025, 

PEPS）。 

また、本中長期計画では、地球環境部門の矢吹研究員を中心に、部門の重

点研究対象の一つである真核生物の誕生と初期進化に対する逆行進化アプ

ローチとしての未知の原始的原生生物の探索・分離やその生理・ゲノムによ

る機能解析を行ってきた（Hongo et al., 2019, Sci. Rep.; Prokopchuk et 

al., 2019, Protist; Kashiyama et al., 2019, ISME J.; Harada et al., 

2020, Pathgen; Kayama et al., 2020, Mol. Biol. Evol.; Tashyreva et 

al., 2022, Protist; Azuma et al., 2022, Mol. Biol. Evol.; Yazaki et 

al., 2022, Front. Ecol. Evol.; Yazaki et al., 2022, Open Biol.; 

Yabuki et al., 2023, J. Eukar. Microbiol.; Yabuki et al., 2023, 

Microbiol. Open）。これらの研究は、ダークマター微生物の探索・培養・分
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離と機能特定に匹敵する「ダークマター原生生物の探索・培養・分離と機能

特定」と位置付けることができる。令和６年度は、オルガネラ型 DNA 合成酵

素の分子進化に着目し、真核生物全体におけるオルガネラの起源と多様性、

獲得進化に対する新しい解釈を論文発表（Harada et al., 2024, Mol. Biol. 

Evol.）しただけでなく、日本沿岸の海水から難培養・機能未知のアセトス

ポラ綱寄生原生生物の新奇株を培養・分離し、その系統・分類学的特性や生

理を明らかにした上で、ミトコンドリアゲノム解析と RNA seq 解析を通じ

て、アセトスポラ綱原生生物のオルガネラの RNA 編集様式を明らかにした

（Yabuki et al.,2025, M&E）。新規アセトスポラ株は、ゲノム突然変異によ

る機能不全を RNA 編集でキャンセルする常識はずれの分子生物学的メカニ

ズムを有し、ダーウィン型進化の基本原理であるセントラルドグマに反する

遺伝と形質発現の原理を持つ生物であることが明らかになった。本成果は、

非ダーウィン型進化能を持つ生物がダークマター原生生物の中には数多く

存在することを予見する革新的な学術発見を意味し、令和６年度の部門を代

表する特筆すべき成果と言える。 

令和５年度より、部門では Ocean Census や Ocean Shot といった国際プロ

グラムの資金の支援を受け、「ダークマター微生物」の探索・培養・分離だけ

でなく、「ダークマター海洋生物」＝新種海洋生物の探索を精力的に進めて

いる。令和６年度は、南極海での新種動吻動物を発見し論文発表を行い

（Sánchez et al., 2024, Zoologischer Anzeiger）、Ocean  Shot 研究プロ

ジェクト＝MEIOSYSSEA の最初の成果創出となった。 

さらに、令和５年度より、Ocean Census や Ocean Shot の他にも、「国連海

洋科学の 10 年」の研究プロジェクトである「Digital DEPTH プロジェクト」

やドイツゼンケンベルク自然博物館主導による国際プロジェクト 

Senckenberg Ocean Species Alliance（SOSA）と協力し、「ダークマター海

洋生物」＝未発見・未分類の海洋生物探索研究の国際化・体系化の取組を進

めている。令和６年度は、マリアナ海溝しんかいシープから Seba 属ヨコエ

ビ１種を新種として報告論文（Tokumori et al., 2025, Zootaxa）、SOSA「新

種記載持ち寄りパーティー」企画として、マリアナ島弧深海熱水域から２種
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の巻貝を含む計 11 種の海洋生物新種記載論文（Senckenberg Ocean Species 

Alliance et al., 2024, Biodivers. Data J.）、ニュージーランド周辺の深

海熱水＆湧水域に棲む新種記載を含むオハラエビの系統分類論文（Methou 

et al., 2024, MEPS）、深海熱水ミョウガガイの誤記載論文の訂正論文（Chan 

et al., 2024, Front Mar. Sci.）、南西太平洋の深海熱水域からスケーリー

フットの仲間の３新種を記載・命名した論文（Chen et al., 2024, Zool. J. 

Linnean Soc.）、沖縄トラフ奄美リフト熱水域からエビの新種記載論文（Chen 

et al., 2024, J. Mar. Biol. Assoc. UK）、世界最深の化学合成生態系＝日

本海溝冷湧水に棲むハナシガイ科二枚貝ナラクハナシガイの分類論文

（Oliver et al., 2024a, J. Conchol.; J. Conchol. 2024b）、沖縄トラフ・

東奄西熱水域からの新種のホタテを発見・記載論文（Lin et al., 2025, 

Invert. Syst.）、インド洋熱水からのシンカイフネアマガイの新種２種の記

載論文（Gu et al., 2024, Zool. J. Linnean Soc.）、二枚貝綱の超保存エ

レメント（UCEs）を用いた分類・系統再検討論文（Li et al., 2024, Syst. 

Biiol.）、東青ヶ島熱水フィールドから得られた深海性巻貝のゲノム解読に

基づく同定論文（Wang et al., 2024, Zool. Scripta）、熱水固有のエンセ

イオハラエビの体内時計・生体リズム周期を RNAseq に基づいた解析で潮汐

周期が優占することを明らかにした論文（Zhang et al., 2025, Proc. Royal 

Soc. B Biol. Sci.）等多数の成果創出を達成した。中でも、ガラパゴス沖

の Rose Garden 熱水域から「生きた化石・単板綱＝ネオピリナ」を 60 年ぶ

りに再発見した成果（Chen J., 2024, Molluscan Study）は、このネオピリ

ナが含まれる巨大単板綱の系統は世界的に見ても 60 年以上記録が無く、採

取しただけでも大きなニュースとなった。また、南シナ海の冷湧水から新種

の無板類（殻が無い貝の仲間）を発見・記載した成果（Chen et al., 2024, 

Zoosyst.  Evol.）は、World Resister of Marine Spieces が選ぶ令和６年

に見つかった 10 大海洋生物の 1 つに選ばれるほどの大きな注目を集めるト

ピックとなった。加えて、このような「ダークマター海洋生物」＝未発見・

未分類の海洋生物探索研究の一つのゴールとして、軟体動物全体のゲノム配

列を利用した系統進化を体系的にまとめた論文を発表した（Chen et al., 
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2025, Science）。綱から目レベルの系統関係は軟体動物全体で最も大きな未

解決問題の一つであったが、「伝説の生きた化＝単板綱」や熱水域のカギヅ

メヒザラガイなどの重要系統群のゲノム配列の決定が大きなきっかけとな

って、軟体動物全体の系統関係の体系的理解を導いた。 

「ダークマター微生物」、「ダークマター原生生物」、及び「ダークマター

海洋生物」の探索に加えて、未到極限環境（微）生物生態系の探索も本中長

期計画の一つの大きな目標であるが、令和６年度は伊豆・小笠原弧の須美寿

カルデラ熱水域を 20 年ぶりに再調査し、化学合成生態系の構成動物種多様

性を９種から 54 種に大幅更新（西太平洋熱水最高記録）した（Chen et al., 

2024, Aqua. Conserv. Mar. Freshwater Ecosyst.）。うち 25 種は化学合成

生態系固有である。海洋生物専門家による網羅的な生物調査を行うことで飛

躍的に生態系構成種多様性が増大する研究例となった。同様に、30 年近く生

態系研究空白域であった伊豆・小笠原弧の木曜海山熱水域を調査した結果、

化学合成生物群集の分布や構成に大きな変化があることを明らかにした

（Chen et al., 2024, Ecol. Res.）。また、30 年以上前に記述されて以降、

化学合成生態系調査（論文発表）が行われていなかったマリアナ前弧蛇紋岩

海山＝南チャモロ海山の化学合成生物群集の網羅的調査を行い、その分布や

構成を明らかにしただけでなく、海洋科学掘削により一部の群集が 2001 年

（平成 13 年）に壊滅し、今も回復の兆しが見られないことを示した（Chen 

et al., 2024, Mar. Ecol.）。さらに、「しんかい 6500」の過去の潜航映像の

記録から南海トラフ天竜海底谷で無数のナマコが遊泳する現象を発見し、イ

ナゴやバッタの集団飛翔行動との関連性を指摘する仮説を着想し論文投稿

したが、仮説は却下された（Chen et al., 2024, Mar. Freshwater 

Ecoosyst.）。しかし、海底混濁流が引き起こす海洋生態系への影響を遊泳性

ナマコの行動生理から明示した意義は大きい。 

引き続き深海生態系の多様性創出や環境との共進化プロセスの理解に向

けた生物地理や分散・遺伝的接続性の基盤研究を進め、令和６年度は海底火

山の噴火によって海洋中に放出される軽石や人為起源のプラスチックの表

面に普遍的に付着するエボシガイ類のカルエボシの殻成長プロセスを明ら
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かにした（Watanabe et al., 2024, Mar. Biol.）。マイクロサテライトを用

いた沖縄トラフの熱水噴出域に生息するキノミフネカサガイの集団遺伝解

析から、本種が生息水深によらず水平距離に応じて遺伝的距離を増加させる

ことを明らかにした（Nakajima et al., 2024, Evol. Appl.）。 

長年地球規模の海洋環境変動と海洋生態系挙動の指標化石として利用さ

れてきた、あるいは現在・未来の海洋環境変動と海洋生態系挙動の指標生物

として着目される、有孔虫の研究は、部門の研究によって「初期真核生物進

化の鍵を握る原始的単細胞原生生物」や「生物学のパラダイムシフトをもた

らす異常機能モデル生物」としての可能性が提示されてきた。令和６年度も、

機構の研究者によって明らかにされた有孔虫の殻形成過程（Toyofuku et 

al., 2017, Nature Comm）においても未解決のまま残された詳細プロセスや

その多様性について、異常な殻形成速度を持つ有孔虫 Spirillina vivipara

の 殻 形 成 プ ロ セ ス を 明 ら か に し た 論 文 （ Nagai et al., 2024, 

Biogeoscience）、殻形成プロセスの物理・化学微環境を可視化する新しい方

法論の確立を纏めた総説論文（Kawano & Toyofuku, 2025, Eng. Crystal 

Habit）、また有孔虫 Bolivina spissa が、炭酸カルシウムの殻に加えケイ酸

塩の殻を内側にコーティングすることを発見した論文（Richirt et al., 

2024, Biogeoscience）を発表した。特に、ケイ酸塩による殻コートは、線虫

による摂食などの物理的な攻撃に対する防御のほか、化学環境の変化による

炭酸カルシウム殻の溶解を防ぐなどの役割が考えられ、バイオミネラリゼー

ションの新しい現象発見として注目される。さらに、令和６年度は、貧酸素

環境に生息する有孔虫が、リン酸塩をクレアチンリン酸やポリリン酸の形で

細胞内に蓄積し、嫌気環境下でのエネルギー獲得に用いていることを発見し

た（Glock et al., 2025, Nature）。この成果は、有孔虫が貧酸素環境下で

窒素だけでなくリンも環境から除去していることを明らかにしただけでな

く、未だ不明のままである海洋性リン鉱資源の成因解明や有孔虫を利用した

新しい環境リン酸除去技術の開発に結び付く可能性が大きく、部門を代表す

る特筆すべき成果として取り上げる。 
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これらの成果のうち、「蛇紋岩流体域における電気合成生態系の発見」、

「Promethearchaeati 界の発見と記載」、「バクテリアの細胞壁成分のみを偏

食するバクテリアや特異なメタン菌の細胞端に寄生する CPR バクテリアの

培養・分離とその特殊増殖機能の解明」、そして「非ダーウィン型進化能を

持つアセトスポラ綱原生生物の培養・分離と機能解明」、は、部門が担う中

長期計画に明記された具体的な科学達成目標である「「真核生物の起源とな

ったアーキア」や「光合成あるいは化学合成によらない電気をエネルギーと

して利用する電気化学合成微生物」の代謝機能の解明」や「「極限環境に優

占しつつも形態や機能が一切不明のままであるバクテリア」 や「最も原始

的な真核生物と考えられる原生生物」の代謝・生理機能の解明」の進展と達

成を決定づけるマイルストーン的成果となった。加えて、「世界初のメタノ

ール共栄養共生微生物の発見」は、ダークマター微生物の培養・分離・機能

特定が、地球生命史の重大進化イベントの理解や地球生命の遺伝的・機能的

多様性創出メカニズムの理解といった学術発展だけでなく、海洋におけるエ

ネルギー資源の成因・動態や生物地球化学物質循環を体系的に理解する上で

大きなブレークスルーとなることを如実に示す部門を代表する特筆すべき

成果と言える。これら「ダークマター微生物の培養・分離・機能特定」研究

は、名実ともに「世界に誇る機構（日本）が主導する学術分野」となったと

自己評価する。 

また、令和６年度の成果をもって、「ダークマター微生物の探索・培養・分

離」だけでなく、「ダークマター海洋生物＝新種海洋生物の探索」も、「部門

（機構）発の学術分野の創成」を達成したと言える状況である。例えばマク

ロファウナにおいては、海洋生物探索研究の一つのゴールとして、「軟体動

物全体のゲノム配列を利用した体系的系統進化の解明」という特筆すべき成

果があった。軟体動物の中でも知見が乏しかった「伝説の生きた化＝単板綱」

や熱水域のカギヅメヒザラガイなどの重要系統群のゲノム配列の決定が大

きなきっかけとなって、軟体動物全体の系統関係の体系的理解を導くことに

成功した。さらに、メイオファウナにおいては、「リン酸塩を細胞内に蓄積

する有孔虫の発見とその機能解明」は、海洋における資源の成因・動態や生
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物地球化学物質循環を体系的に理解する上で大きなブレークスルーとなる

部門を代表する特筆すべき成果となった。 

 

ダークマター生命機能の付加した人工生命機能作成技術の確立にむけて、

令和６年度は以下の研究開発に取り組んだ。 

本中長期計画における部門の科学目標の一つとして、「海水中あるいは深

海環境で機能する人工細胞系の構築」を掲げていたが、令和６年度は、相模

湾での「しんかい 6500」潜航調査で、リン脂質から形成した脂質膜小胞と膜

内部に無細胞系と遺伝子を封入した人工細胞をペイロードに固定し、それら

の生存可能性と機能保持性の現場実験を実施した。その結果、海水との混合

により大部分の人工細胞が崩壊したものの、深海環境にさらした後も一部形

状を維持しており、内包した分子のリークも確認されなかった。また、航海

後ラボで行った実験により、内部でのタンパク質合成が確認され、高圧実験

では人工細胞は 40MPa 下でもタンパク質合成が可能であることも確認され

た結果も踏まえ、論文発表を行なった本成果は ACS Synthetic Biology から

論文化された（Kuruma et al., 2024, ACS Synt.  Biol.）。また、無細胞系

を利用したリン脂質合成と定量の手法の開発に関する論文発表を行なった

（Matsumura, 2024, STAR protocols）。 

これまでの成果を踏まえた人工細胞技術の応用や利活用（人工ワクチン製

造やドラッグデリバリーシステムの開発）に向けて、多数の外部資金（科学

研究費助成事業基盤研究 B や日本医療研究開発機構（AMED）先端国際共同研

究推進プログラム（ASPIRE）））に採択された。 

「ハイスループット単一細胞生理学技術によるシングルセルシンセティ

ックエコロジー創出」に向けて、令和６年度は、シングルセル実験の大規模

な画像データの解析を完全自動化することに成功し、論文に必要なデータ解

析を完了した。同時に、関連ソフトウェアの知財（ソフトウェア著作権）の

準備を進めた。 
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掘削調査等で得られた地質試料・データの解析及び力学・流体移動特性を通

じた地震発生帯の物性モデルの構築に向けて、令和６年度は以下の研究開発

に取り組んだ。 

IODP 第 405 次研究航海（JTRACK）に部門から４人の研究者が参画し、船上

研究及びその後の陸上研究を精力的に進めた。 

沈み込み帯深部における高圧/低温型変成帯の形成プロセスを理解するこ

とは、沈み込み帯での巨大～スロー地震や物質流体循環を探る上で極めて重

要な意味を持つ。しかし変成帯上昇時の変形・変成作用によって、地下深部

での痕跡はオーバープリントされるため、沈み込み帯深部での運動像を探る

ことは極めて困難であった。令和６年度は、古典的な構造地質学的・岩石学

的解析に加え、有機物のラマン温度計分析、ジルコンのウランー鉛局所同位

体年代測定、相平衡モデリングを統合した精密マルチ解析を行ない、三波川

高圧/低温型変成帯の新たな上昇・定置モデルを提唱することに成功した

（Papeschi et al., 2024, J. Metamorph. Geol.）。 

岩石剛性変化に着目した摩擦実験を実施し、断層の構造進化と摩擦特性に

関する結果を論文発表した（Chang et al., 2024, Geophys. Res. Lett.）。

また、高知コア研究所設置の回転式せん断試験機を用いた掘削実験により、

掘削パラメータを用いた強度推定法の実験的検証を行い、実際の IODP 航海

での適用性を議論した（Tanimoto et al., 2024, Sci. Rep.）。 

また、中長期計画「海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発」

の年度計画である「海域地震及び火山活動に関する現場試料を用いた物性実

験や高精度化学分析による発生メカニズムの理解及び活動状況の予測への

貢献」に向けて、令和６年度は以下のような具体的な成果創出で貢献した（海

域地震・火山部門の成果として扱う）。 

四万十帯から採取された、南海トラフと同様の環境である地震発生帯深度

におけるプレート境界の上盤の構成岩石の弾性波特性の測定結果及び摩擦

実験結果を組み合わせ、沈み込み帯の巨大地震の開始を支配する断層の最小

サイズが１m 以下であること、そこから地震発生帯には流体の通り道となる
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メソスケール亀裂が存在する可能性を発見し、論文を発表した（Akamatsu et 

al., 2025, Tectonophysics）。 

令和５年度に実施した日向灘沖航海で得た試料の物性分析と構造データ

のプロセッシング及び構造解釈を行い、この地域に沈み込む海山様構造の記

載を進めたほか、日向灘沖の地震探査データから、海山と微動新原位置の関

係に基づいたスロー地震が発生する地質構造のモデルの提案を行なった（Ma 

et al., 2024, Earth Planet. Space）。また、沈み込むプレート上の凹凸が

上盤側の変形を招き、スロー地震が生じやすい条件を形成している可能性を

示した（Arai et al., 2024, Earth Planet. Space）。 

 

掘削及び海底調査等で得られた火山岩試料の揮発性物質とその同位体比

データの取得及び統合解釈に向けて、令和６年度は以下の研究開発に取り組

んだ。 

火山岩試料の揮発性物質として最も重要な水の起源や地球内部循環を明

らかにする重要なステップとして、中性子回折、二次イオン質量分析（SIMS）、

透過型電子顕微鏡（TEM）などを用いた世界に類を見ない統合解析により、

地球下部マントル最主要鉱物のブリッジマナイトの構造中の水素位置と量

を確定した（Purevjav et al.,2024, American Mineraloogist）。 

火山岩試料の揮発性物質の地球内部循環を探るもう一つの重要ステップ

として、米国の研究者らが主導する共通標準ガラス試料策定に参画し、均質

性の評価データを提供して論文を発表した（Moussallam et al., 2024, 

Geostand. Geoanal. Res.）。 

火山岩試料の主要な揮発性物質である硫黄の挙動を理解する上で重要な

手法となる硫黄同位体比分析技術の確立に向けて、黒鉱の硫化鉱物の形成に

硫酸還元菌が関わったことを示す研究（Nozaki et al., 2024, Resour. 

Geol.）と、エディアカラ期の堆積岩の硫黄同位体情報から堆積環境での有

機物供給量と硫黄同位体比変動の関係を議論した研究（Matsu’ura et al., 

2024, Geobiol.）の２本の論文を発表した。 
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次世代人材及び分野融合研究者の育成とそれに資する研究のオープンサ

イエンス化（国連海洋科学の 10 年における「開かれた海」や「魅惑的な海」

テーマに関わる海洋研究の民主化）の促進に向けて、令和６年度は以下に取

り組んだ。 

令和元年度から令和３年度まで実施した「第１回〜第３回ガチンコファイ

ト航海」や令和５年度に実施した非公開での「第４回ガチンコファイト航海」

に引き続き、海洋研究・技術開発の次世代人材及び強力なサポーターを育成

するために、「しんかい 6500」調査航海を利用した体験若手人材育成の取組

を実施した。令和６年度は学部生３名＋大学院生９名＋深海探査未経験の外

部を含む研究者７名を乗船させ、深海探査未経験者６名を「しんかい 6500」

潜航調査の経験に結び付けた。 

多くの地域社会や高等教育進学以前の次世代人材に向けたアウトリーチ・

エデュケーション活動を精力的に実施した。令和６年度は特に、IODP 第 405

次研究航海（JTRACK）に部門から４人の研究者が参画したこともあり、新聞

記者への JTRACK 説明会、日本科学未来館トークイベント、毎日小学生新聞

への記事投稿、Channel News Asia での地震ドキュメンタリー取材等、メデ

ィア対応等 14 件を実施した。JTRACK 航海以外にも、TV 番組へのメインゲス

ト出演４件や各種新聞やメディア記事への協力、各種団体や小中高の学校で

の講演等、部門研究者のアウトリーチ・エデュケーション活動は多数にのぼ

る。 

とりわけ令和３年度に高知コア研究所が企画・実施した「JAMSTEC50 周年

記念行事 すべらない砂甲子園」は、YouTube 全 28 話配信、総視聴回数 34,000

回以上を達成した優良アウトリーチ・エデュケーションコンテンツであった

が、令和６年度はその「すべらない砂甲子園」の企画意図や効果への考察や

実際の摩擦実験の結果に対する科学的解釈を科学論文として成果創出に結

びつけた（Tanikawa et al., 2025, PEPS）。部門では、このようなアウトリ

ーチ・エデュケーション活動を「目にみえる成果＝論文発表や外部資金獲得」

に結び付けることを意識し、本中長期計画を通じて継続してきており、アウ

トリーチ・エデュケーションは研究開発の副業ではなく本業であること（超
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先鋭研究開発部門の３つの達成目標の一つでもある）を証明してきた経験と

実績がある。 

またその活動が機構の研究活動に対する認知や知名度向上や積極的なキ

ャリア志望や支援とどのように結び付いたかに関する意識調査や効果の見

える化も継続している。 

これらの取組とその成果は、挑戦的・独創的な研究の特筆すべき成果創出

を大きな社会的波及効果（研究成果の Altmetrics 値の向上、機構の認知度

やブランディング価値向上、外部資金や寄附金の獲得、結びつきのなかった

学術分野や企業との共同研究、機構や海洋分野の次世代人材及び分野融合研

究者の育成及びそのサポーターの拡大）に結び付ける部門の特筆すべき活動

と成果である。 

（ロ）未来の海洋科学技術を築く挑戦的・独創的な技術開発研究 

 

熱水等の流体で生じる局所的な化学反応と溶解反応を制御する新たな防

食・スケール防護・資源回収技術コンセプトの実証に向けて、令和６年度は

以下の研究開発に取り組んだ。 

令和５年度に東青ヶ島海丘カルデラに設置した耐食性のない炭素鋼や耐

食性材料である複数のステンレス鋼やニッケル合金を回収し、回収された腐

食付着物から腐食生成物の抽出、分析を行った。腐食が生じているステンレ

ス材料において、電気化学活性細菌である Candidatus Tenderia 属細菌に帰

属される遺伝子の相対存在比が、30～65％で検出され、淡水環境でのステン

レス鋼の微生物腐食の反応モデルとして提唱したカソードにおける電気化

学活性微生物の関与が深海環境においても見られることを明らかにした。

Ca. Tenderia 属細菌に帰属される遺伝子は、冷水域と熱水干渉域の両方の

腐食試料に見られることから、淡水・冷海水・熱水影響環境に共通する普遍

性の高い微生物腐食電気化学モデルを実証した。 

沖縄トラフ伊平屋北熱水域に設置された複数のステンレス鋼を主成分と

する黒鉱養殖装置を回収し、回収した黒鉱養殖装置内部の金属メッシュ腐食

 

 

海洋科学技術を革新するような成果の創出を目指す挑戦

的・独創的な技術開発でも、中長期計画における後半４年に

達成すべき目標を設定しつつ予期しない新機軸技術開発の

発露を期待し、それに向けた令和６年度の技術開発を進め

た。 

「熱水における化学を利用した新たな技術開発」におい

て、令和６年度は淡水・冷海水・熱水影響環境に共通な普遍

性の高い微生物腐食電気化学モデルを実証する論文発表と

いう成果創出があったことに加え、本中長期計画で開発を進

めてきたガルバニック腐食を用いたカソード反応技術の開

発が完成し部門研究者単独での特許出願という成果創出も

達成した。また、「深海熱水噴出孔でのバイナリー式地熱発

電技術開発」という全く新しい技術開発コンセプトの着想と

その検証に向けた外部資金獲得や新たな共同研究資金獲得

にも結び付き、当初の目標を上回る研究進展と成果の創出が
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部分の微生物群集の構造と機能の解析を行い、特定の微生物が金属腐食に関

与していることを培養実験により確認した（Wakai et al., 2024, M&E）。 

深海熱水噴出孔でのバイナリー式地熱発電技術開発について令和７年度

の航海における試験装置コンセプトを検討し、高温高圧フローリアクターに

よる硫化鉱物生成の検証実験を行った。これらの成果を、株式会社商船三井

技術研究所を代表、機構を共同研究先とした外部資金課題（NEDO 課題設定型

産業技術開発費助成事業（水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術

開発））として外部資金獲得に結び付けた。 

本中長期計画において開発を進めてきたガルバニック腐食を用いたカソ

ード反応技術の開発は完遂し、機構単独での技術開発として特許出願（特願

2024-072290）を行った。この特許申請は令和５年度に九州大学と共同で出

願し、現在審査請求予定の特許（特開 2023-130005）と合わせて、電気化学

的処理を活用した熱水利用新技術の開発を達成する成果となった。 

その他、上記のガルバニック腐食を用いたカソード反応技術を利用したア

ンチモン酸化物の高濃度濃集回収技術の開発において、九州大学と共同で新

たな外部資金を獲得した（科研費海外連携研究）。 

電気化学的処理を活用した熱水利用新技術の開発として、令和６年度は淡

水・冷海水・熱水影響環境に共通な普遍性の高い微生物腐食電気化学モデル

を実証する論文発表という成果創出があったことに加え、本中長期計画で開

発を進めてきたガルバニック腐食を用いたカソード反応技術の開発が完成

し部門研究者単独での特許出願という成果創出も達成した。また、「深海熱

水噴出孔でのバイナリー式地熱発電技術開発」という全く新しい技術開発コ

ンセプトの着想とその検証に向けた外部資金獲得や新たな共同研究資金獲

得にも結び付き、当初の目標を上回る研究進展と成果の創出があったと自己

評価する。 

 

ジオ電気バイオリアクターによる CO2と電気を用いたメタン生成手法の技

術の実用化に向けて、令和６年度は以下の研究開発に取り組んだ。 

あったと自己評価する。 

ジオ電気バイオリアクターによる CO2と電気を用いたメタ

ン生成手法の技術の実用化においても、令和６年度は「パイ

ロットスケールの微生物電気メタン合成リアクターの最適

化達成」という大きな進展と国際特許出願という成果創出に

加え、CO2 と電気を用いたメタン生成手法の技術開発や実用

化を進める中で「世界で２例目となる「Promethearchaeati

界」アーキアの培養・分離に成功」というセレンディピティ

による特筆すべき成果の兆しを得た。これは単なる偶然では

なく、挑戦的・独創的な技術開発の推進が挑戦的・独創的な

学術成果に結び付く「超先鋭的学術成果と社会応用イノベー

ションが邂逅する」ことを示す象徴的な成果となった。当初

の目標を上回る研究進展と成果の創出があったと自己評価

する。 

「次世代地球惑星科学・生命科学を担う極微小領域・高精

度化学分析技術の開発」や「スケーラブル海中多次元マッピ

ングシステム開発」においても、長年高知コア研究所で確立

された、あるいは現在進行形で精度や分解能、分析必要量の

革新が進んでいる、統合極微量超高精度化学分析技術が、多

様な学術分野で世界最先端の成果創出に結び付き、学術発展

に必須となる極めて重要な基幹科学技術であることの証左

となった。また本中長期計画を通じて開発してきたスケーラ

ブル海中多次元マッピングシステムの成果は、海洋生物のデ

ジタル認識・分類法確立と海洋プラスチック危機の現状把握

や海洋資源開発に伴う生態系への影響評価への適用により

成果創出に結び付いた結果である。どちらの技術開発も学術

成果創出や産業界や実際の海洋生態系ベースライン調査に

応用・利活用される段階に至り、令和６年度の計画を上回る

進展と多数の論文発表や外部資金獲得といった成果創出が
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関東天然瓦斯開発株式会社との共同研究計画「千葉県茂原地域での天然ガ

スかん水と微生物を用いた CO2利用技術の研究」において、改良型の現場リ

アクターシステムの構築を経て南関東ガス田におけるパイロットスケール

の微生物電気メタン合成リアクターの試運転及び最適化を完遂した。本シス

テムに関する特許出願は審査請求及び国際特許出願に至った（Ishii et 

al., 2024, US Patent App.）。しかし、関東天然瓦斯開発株式会社が目標と

していた CO2と電気を用いたメタン生成収量には及ばず、関東天然瓦斯開発

株式会社による今後の事業化への見通しは不明である。 

同様の取組を、石油資源開発株式会社（JAPEX）との共同研究で北海道勇

払ガス田での微生物を用いた CO2利用技術に展開した。 

本中長期計画を通じて進めてきた「千葉県茂原地域での天然ガスかん水と

微生物を用いた CO2利用技術の研究」の中で、かん水中に「Promethearchaeati

界」アーキアが優占する現象を見いだし、培養実験を進めていたところ、世

界で２例目となる「Promethearchaeati 界」アーキアの培養・分離に成功し

た（Imachi et al., 2025, BioaXiv）。 

ジオ電気バイオリアクターによる CO2と電気を用いたメタン生成手法の技

術の実用化において、令和６年度はパイロットスケールの微生物電気メタン

合成リアクターの最適化を完遂したという大きな進展があっただけでなく、

国際特許出願という成果創出があった。また、令和６年度には CO2と電気を

用いたメタン生成手法の技術開発や実用化を進める中で、特異な現象を見い

だし、その現象を見逃さず「世界で２例目となる「Promethearchaeati 界」

アーキアの培養・分離に成功」というセレンディピティによる特筆すべき成

果の兆しを得た。これは単なる偶然ではなく、挑戦的・独創的な技術開発の

推進が挑戦的・独創的な学術成果に結び付く「超先鋭的学術成果と社会応用

イノベーションが邂逅する」ことを示す象徴的な成果となった。当初の目標

を上回る研究進展と成果の創出があったと自己評価する。 

 

あったと自己評価する。 

「研究開発において達成された技術やアイディアの応用

展開によって産学官との連携・共同研究の促進」といった観

点から令和６年度も、長年部門の研究開発で確立された技術

が、多様な学術分野で世界最先端の独創的な成果創出に結び

付いただけでなく、民間企業主導の開発や社会実装に大きく

貢献し得ることを示す象徴的な成果があった。特に、ソニー

技術開発部と共同で開発した「EVS を用いた海洋粒子動態の

長期間定量的観測技術」は、「環境変動に伴う生態系変動の

モニタリング技術」や「海洋資源開発に伴う生態系への影響

評価」に対するコストパフォーマンスに優れた革新的な技術

として、「環境 DNA 解析」、「サウンドスケープモニタリング」

に続く第三の柱となることが期待される。当初の目標を超え

る研究進展と成果の創出があったと自己評価する。 

超先鋭研究開発部門として、特許出願（国内＋外国）４件、

産学官連携の共同研究を 19 件（うち、民間との共同研究６

件、国内や国外の大学や研究機関との共同研究を 13 件）実

施し、共同研究費として 1,300 万円以上を受け入れた。また

令和６年度から開始された新たな資金獲得や共同研究展開

も踏まえて、本課題は顕著な成果を挙げたと評価する。 
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本中長期計画を通じて開発してきた極微小領域・超高精度化学分析技術の

学術成果創出や産業利用への適用に向けて、令和６年度は以下の研究開発に

取り組んだ。 

令和５年度までに「はやぶさ２」サンプルリターンで回収されたリュウグ

ウ試料について、開発してきた極微小領域・超高精度化学分析技術を活用し

て、高知コア研究所が大きな貢献を果たした特筆すべき成果（Ito et al., 

2022, Nature Astronomy; Tomioka et al., 2023, Nature Astronomy）を含

む 21 本の論文を発表してきた。令和６年度も引き続き、高知コア研究所の

統合極微量超高精度化学分析を適用したリュウグウ試料研究に関する 10 本

の論文発表を行い（Pilorget et al., 2024, Nature Astronomy; Verchovsky 

et al., 2024, Nature Comm.; Imae et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; 

Miyahara et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; Harries et al., 2024, 

Meteo. Planet. Sci.; Stroud et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; 

Mouloud et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; Phan et al., 2024, Meteo. 

Planet. Sci.; Leroux et al., 2024, Meteo. Planet. Sci.; Noguchi et 

al., 2024, Meteo. Planet. Sci.）、日本発の太陽系サンプルリターンプロ

ジェクトから導かれる世界的な学術成果創出に大きく貢献した。 

また、中性子回折、SIMS、TEM などを用いた世界に類をみない統合解析に

より、地球下部マントル最主要鉱物のブリッジマナイトの構造中の水素位置

と量を特定し（Purevjav et al., 2024, American Mineraloogist）、地球惑

星を構成する岩石・鉱物中の水の存在状態の決定や定量に貢献した。 

また、本中長期計画を通じて開発してきたスケーラブル海中多次元マッピ

ングシステムの学術成果創出や産業利用への適用にむけて、令和６年度は以

下の研究開発に取り組んだ。 

スケーラブル海中多次元マッピングシステムの東太平洋外洋域中深層生

態系ベースライン研究調査航海での実使用を通じて、研究の進んでいない外

洋中深層生態系の構成種や分布に関する重要な知見を３本論文化した

（Bergman et al., 2025, Elementa; Seid et al., 2025, Elementa; 

Perelman et al., 2025, Elementa）。 
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ほぼ完成したスケーラブル海中多次元マッピングシステムに新シャドー

グラフカメラを導入するアップデート版スケーラブル海中多次元マッピン

グシステムの現場試験を行った。本システムは、アラスカ大学が米国内務省

の海洋エネルギー管理局（BOEM）から受託した環境影響調査や Ocean Shot

課題でも利用されており、外部資金獲得につながった。 

SfM（Structure from Motion）多視点ステレオ写真測量とマルチビーム音

響測深を組み合わせた三次元精密海底地形データ構築手法では、鮮明に映し

出された小型海中粒子が遠方の海底マッピングを阻害していることが判明

したため、画像処理による除去手法の開発に着手した。 

本中長期計画を通じて開発してきた極微小領域・超高精度化学分析技術の

成果は、長年高知コア研究所で確立された、あるいは現在進行形で精度や分

解能、分析必要量の革新が進んでいる、統合極微量超高精度化学分析技術が、

多様な学術分野で世界最先端の成果創出に必須となる極めて重要な基幹科

学技術であることの証左となった。当初の目標を上回る研究進展と成果の創

出があったと自己評価する。また、本中長期計画を通じて開発してきたスケ

ーラブル海中多次元マッピングシステムの成果は、海洋生物のデジタル認

識・分類法確立と海洋プラスチック危機の現状把握や海洋資源開発に伴う生

態系への影響評価への適用により成果創出に結び付いた結果である。令和６

年度の計画を上回る進展と多数の論文発表や外部資金獲得といった成果創

出があったと自己評価する。 

 

研究開発において達成された技術やアイディアの応用展開によって産学

官との連携・共同研究の促進に向けて、令和６年度は以下の研究開発に取り

組んだ。 

ソニー技術開発部が代表機関となっている文部科学省海洋地球課内局事

業「海洋生物ビッグデータ活用技術高度化」研究に参画し、EVS という新規

のセンサを用いた海洋粒子動態を長期間定量的に観測する技術開発を進め、

令和６年度に陸上研究室での実験と実際の深海環境での実使用の成果を論

文として発表した（Takatsuka, S. et al., 2024, Ecol. Evol.）。 
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高知コア研究所で高精度化・高分解能化が進められている統合極微量超高

精度化学分析技術を利用した産学官からの社会・産業的応用展開を進め、ア

カデミアとの共同研究や企業との受託分析・共同研究件数を新型コロナ感染

症拡大以前の水準を維持し、受託分析費として約 1,000 万円を獲得した。  

これらの成果は、長年部門の研究開発で確立された、あるいは現在進行形

で革新が進んでいる技術が、多様な学術分野で世界最先端の独創的な成果創

出に結び付いただけでなく、民間企業主導の開発や社会実装に大きく貢献し

得ることを示す象徴的な成果と言える。特に、ソニー技術開発部と共同で開

発した EVS を用いた海洋粒子動態の長期間定量的観測技術は論文発表とと

もに、海洋モニタリング技術の研究開発に関わる世界各地の様々な機関から

共同研究の申し込みがあり、「環境変動に伴う生態系変動のモニタリング技

術」や「海洋資源開発に伴う生態系への影響評価」に対するコストパフォー

マンスに優れた革新的な技術として、「環境 DNA 解析」（令和５年度の部門の

成果（Yabuki et al., 2024, MicrobiologyOpen）等）、「サウンドスケープ

モニタリング」（令和５年度の部門の成果（Lin & Kawagucci, 2024, Limnol. 

Oceanogr. Lett.）等）に続く第三の柱となることが期待される。「環境 DNA

解析」も「サウンドスケープモニタリング」も、生態系変動と生態系影響評

価に対する機構独自に開発した手法は確立されてきたが、生態系変動と生態

系影響評価に対する全く新規な「EVS を用いた海洋粒子長期間定量的観測技

術」を追加したことは、部門の技術開発として特筆すべき成果と言える。当

初の目標を超える研究進展と成果の創出があったと自己評価する。 

主な評価指標等 法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績等 自己評価 

（５）挑戦的・独創的な

研究開発と先端的基盤

技術の開発 

②海洋調査プラット

フォームに係る先端的

 補助評定：Ｓ 

 

 本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出が認

められることから、自己評価を「Ｓ」とする。評価軸ごとの

補助評定：Ｓ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人

の目的・業務、中長期目標等に照らし、
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基盤技術開発と運用 

 

【評価軸】 

○将来も見据えた挑戦

的・独創的な研究開発

を、中長期目標・中長

期計画等に基づき戦

略的に推進し、国際水

準に照らしても科学

的意義の大きい成果

が得られているか。 

○海洋調査・観測技術の

高度化や海洋調査・観

測用のプラットフォ

ームの効率的運用に

より、機構の研究開発

成果の最大化が図ら

れたか。 

 

○研究開発成果を最大

化するための研究開

発マネジメントは適

切に図られているか。 

具体的な根拠は以下のとおり。 

 

【評価軸：将来も見据えた挑戦的・独創的な研究開発を、中

長期目標・中長期計画等に基づき戦略的に推進し、国際水準

に照らしても科学的意義の大きい成果が得られているか。】 

いち早く水深 8,000m までの調査能力を確保すべく、機構

による最先端の音響通信技術を導入するなど既存機の自律

型無人探査機「うらしま」を改造し、段階的に大深度での試

験潜航を進めている。令和６年度は、我が国で開発した AUV

として最も深い水深 6,606m へ到達するとともに、組上げ完

了から半年以内に実運用を模した観測航行を実現し、試験で

得られたデータをもとに確実な運用に向けた改良を施し、令

和７年度中に水深 8,000m での調査が可能となる目途を立て

た。 

 

【評価軸：海洋調査・観測技術の高度化や海洋調査・観測用

のプラットフォームの効率的運用により、機構の研究開発成

果の最大化が図られたか。】 

＜フローチャートにおけるアウトプット「海洋調査プラット

フォームの安全かつ効率的な運用の実現」に該当＞ 

「しんかい 6500」は船齢 30 年を超えたが、システムの維

持だけではなく、機能向上にも継続的に取り組んできた結果

として、無事に 1,839 回の潜航（令和６年度末時点）を達成

できたことは、特筆すべき成果と言える。耐圧殻の設計寿命

とされる令和 22 年頃までの間、引き続き深海調査研究の最

前線で活躍すべく、更新期限を迎える機器や構成部品の交

換、入手不可能となった部品等の代替品への更新などを計画

的に実施するため、メーカー等と検討を進めた。また、深海

潜水調査船支援母船「よこすか」についても、令和 12 年頃

法人の活動による成果、取組等について

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向け

て特に顕著な成果の創出や将来的な特

別な成果の創出の期待等が認められる

ため。 

 

・JAMSTEC の独自の技術で、国産 AUV と

して最深の水深 6,606.3m に到達した

ことは年度計画の想定を超える顕著

な研究成果が出ている。さらに、そこ

に JAMSTEC 独自開発の世界最高水準

の音響通信技術を導入し、１m の解像

度の海底地形データ取得に成功した。 

・レーザーマッピング技術の実証試験

で最長距離レンジ（64m）、高分解能（水

平方向解像度 8,000 画素以上）を達成

したことは、従来の深海探査手法のブ

レークスルーとなる技術を開発した

ものであり、先端基盤技術開発の観点

から、顕著な成果と認められる。 

・IODP JTRACK に向けて新規技術である

新規掘削ツール Long slip 及び小型

RCB を開発するとともに、難易度が非

常に高い大水深・大深度掘削オペレー

ションを成功させ、総ドリルパイプ長

7,906m の海洋科学掘削における世界

最長記録を達成したことは特に顕著
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までの機能維持を見据えた整備計画を策定し、計画的に老朽

化対策工事を実施した。これらの取組により、地震研究や地

球生命科学研究に必要不可欠な、水深 6,500m までの潜航調

査能力を維持していく。 

 

＜フローチャートにおけるアウトカム「新たな科学的・技術

的な知的基盤の構築と利用拡大による人類の知的資産の創

造やイノベーション創出への貢献」に該当＞ 

国際科学掘削計画（International Ocean Discovery 

Program 。以下、「IODP」という。）第 405 次研究航海「日本

海溝巨大地震・津波発生過程の時空間変化の追跡（Tracking 

Tsunamigenic Slip Across the Japan Trench。以下「JTRACK」

という。）」（９月６日～12 月 20 日）の実施にあたっては、こ

れまでの掘削航海の知見等を生かし、コアリングシステム、

各種ランニングツール及び水中カメラシステム（Under 

Water TV）などの関連機器の性能向上を含む見直しを行うと

ともに、現場海域がこれまでと異なり、強潮流域になったこ

とを踏まえた綿密な潮流対策を図り、深海域における掘削を

安全かつ効率的に実施した。その結果、ターゲットである断

層帯も含め、浅部から深部までの連続したコア回収に成功し

たこと、また、IODP 第 343 次航海「東北地方太平洋沖地震調

査掘削（Japan Trench Fast Drilling Project。以下「JFAST」

という。）」（平成 24 年４月１日～５月 24 日、７月５日～19

日）に比してコアの回収率が２倍となったことは極めて顕著

な成果と言える。なお、本掘削においては、海洋科学掘削史

上初の、総ドリルパイプ長 7,906m の世界記録を樹立するこ

とができた。 

 

【評価軸：研究開発成果を最大化するための研究開発マネジ

な成果である。特に、チャート層玄武

岩層までの掘削成功とコア回収率の

向上など、技術運用面は、個々の技術

開発だけでなく総合的な運用という

観点から、特に顕著な結果と認められ

る。また、JFAST と比較して、ダウン

タイムを 1/4 (JFAST 47.4%→JTRACK 

11.08%)に抑えることができた点も重

要な成果である。 

 

＜今後の課題＞ 

・論文発表を積極的に行い、研究者のキ

ャリアップを図ることで次世代研究

者の加入を推進する必要がある。 

・観測データのリアルタイム活用や AI

との統合による高度な意思決定支援

機能の開発、運用コストの低減が求め

られる。 

 

＜その他事項＞ 

・海洋調査プラットフォームの着実な

運用を進めていくと同時に、新たな

JAMSTECコンテンツとして最大限利用

していく取組も意識していただきた

い。 
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メントは適切に図られているか。】＜フローチャートにおけ

るアウトプット「海洋調査プラットフォームの安全かつ効率

的な運用の実現」に該当＞ 

JTRACK の実施にあたっては、所内のプロジェクト審査委

員会（令和４年度末設置）による審査・承認を受け、作業工

程ごとにステージゲートを設け、進捗状況を経営層と常に共

有した。航海中に発生した各種トラブル等も適切かつ迅速に

報告の上対応し、世界でも他に例のない本航海を成功させ

た。 

（イ）海洋調査プラットフォーム関連技術開発 

 

新コンセプト無人探査機の開発に向けて、以下取組を行った。 

自動試料採取については、令和５年度までに開発したロボットアーム試作

機に対して、大深度での減速機にかかる回転抵抗を更に軽減し、安定した挙

動を得るため、減速機内の素材の見直しを行った。また、サーボモーター内

の素材をステンレスからプラスチックに見直すことにより、更なる軽量化を

行った。その上で、実際のビークルと同等の大きさである試験用ビークル（縦

0.5m×横 0.5m×長さ 1.0m）に搭載の上、スラープガンを装着することで、水

槽にて深海底生生物の模型を採取できることを確認した。 

航行機能としては、既存の高精度センサが使えない環境下でも、探査機の

自己位置推定をより正確にできる手法の開発に着手した。試験用ビークルを

用いた水槽や海域試験における運動データから、運動モデル構築に必要とな

るパラメータを同定する手法を開発した。また、自律機能高度化のために、

障害物を検知後に回避する経路生成手法の開発を行い、シミュレーションに

おいて手法の妥当性を確認した。 

映像 tagging については水深 8,000m 以深の海底において、ステレオカメ

ラによる物体検知試験を実施した。学習モデルの改善により、実海域におい

て小さく動きが素早いヨコエビの検出及び追跡に成功した。また、リアルタ

 

 

海中という暗く懸濁物が存在する視認性が悪い環境に適

用した AI 画像処理技術を、リアルタイムタイム処理が求め

られるビークルのビジュアルフィードバック制御に適用し、

試作機に搭載した。その制御により、スラープガン（吸水口

７cm）を用いて意図した試料採取が可能な、直径 0.1m 及び

方位±２°の範囲内での機体の保持に成功した。ドッキングや

スラープガンでのサンプリングに必要となる精度を満たし

たことは特筆した成果と言える。 

自律型無人探査機「うらしま」の大深度化において、機構

による最先端の音響通信技術を導入するとともに、約半年で

機体を組み上げ、試験航海において水深 6,606m まで到達し

たほか、実践的な観測線を連続して航行した上で、水深

8,000m でも航行可能な見通しを前倒しで得られたことは、

我が国の大深度での探査能力の早期獲得の観点から、極めて

顕著な成果と言える。 

eDNA サンプラーの実用化に向けて、船上・湖沼・深海とい

った多様な環境下での実証試験を通じて装置の性能と実用
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イム処理が求められるビークルのビジュアルフィードバック制御にエッジ

デバイスによる AI 画像処理技術を適用した。実際のビークルがランダーに

ドッキングするためのドッキングマークの検出及びそのマークをターゲッ

トとした位置制御試験を水槽にて行ったところ、装着したスラープガン（吸

水口７cm）での意図した試料採取が可能な範囲内である、直径 0.1m 以内及

び方位±２°以内で機体の保持に成功した。この結果により、ドッキングやス

ラープガンでのサンプリングに必要となる精度を満たしたことを示した。 

 

搭載機器のうち、航海時の不具合に備えて、測深機能付きインターフェロ

メトリーソナー、音響通信測位装置交換品、浮力材、水中ケーブル及びコネ

クタ等の交換用備品を調達した。 

令和５年度までに選定したセンサ類、耐圧試験を実施した電池槽及び耐圧

容器等を、構造フレームに搭載した。 

組上げ後、電池槽・CTD・深度計などが正常に作動することを確認するた

め、主制御装置と機器と接続するソフトウェア連接試験を実施した。 

航海前に、岸壁での吊り下げ試験を実施し、重心・浮心及び水中重量の計

測等を実施した。 

令和６年 11 月 25 日から 12 月８日まで、駿河湾において水深 1,000m 級で

の音響通信測位機能、航行制御機能、観測機能の試験航海を実施した。合計

６回の潜航のうち４回は、４日間連続で指定したシナリオどおりの航行を行

い、水深 1,000m 級でのすべての機能が正常に作動した。この航海での最大

潜航深度は 1,330.7m、最長潜航時間は４時間 31 分であった。 

令和７年３月２日から３月 15 日まで、小笠原海台、南海トラフ北縁部、

伊豆・小笠原海溝及び相模湾において、より大深度での音響通信測位機能、

航行制御機能、観測機能の試験航海を実施した。合計６回の潜航のうち３回

は指定したシナリオどおりの航行を実施した。また、水深 6,500m 級を目指

した潜航では、深度 3,000m、4,000m、5,000m 及び 6,000m において姿勢及び

浮量の確認を、深度 4,000m 及び 6,000m において音響通信測位の確認を行っ

た上で深度 6,606m まで到達した。この航海では、更なる通信ノイズ対策と

性を実証し、時間単位での高解像度な生態系変動の観測に資

するサンプル採取が可能であることを明らかにした。特許出

願済の同装置は技術ライセンス供与により既に 10 台が販売

されている。また、機構発ベンチャー「株式会社

OceanFluidics」の設立により、装置の設計・製造・販売を担

う体制を構築し、実用に向けた取組が進んでいることは、極

めて顕著な成果と言える。 

国内他機関の高精度 CTD センサの校正を令和５年度の２

倍以上の 27 本実施した。この校正数の増加により、より多

くの校正済み機器が利用されることで、国内海洋観測におけ

る水温データ信頼性の維持に貢献したことは特筆した成果

と言える。 

光電磁波を活用した海中・海底の可視化において、海中レ

ーザースキャナーを開発し、海底レーザー測距レンジ 64m の

達成及び 8,000 画素以上の水平解像度を有する超高精細な

深海底のレーザースキャン画像生成の成功という世界最高

水準性能を達成した。これは、航行型 AUV が機体を安定させ

て航行する高度から、ミリメートル単位の高解像度地形デー

タを取得できることを示唆するものであり、ソナーによる広

範囲概査とカメラ画像による狭い範囲の高解像度調査とい

う段階的な従来型深海探査手法を大きく変える可能性があ

る点で、極めて顕著な成果と言える。 
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して、電気ノイズの発生源であるスラスタドライバに電源ノイズフィルタを

追加した。この試験においては、試験段階であるにもかかわらず、国産 AUV

としての最高到達深度である水深 6,606.3m へ到達した。さらに、潜航中の

位置や状態の把握及び航走指示に不可欠な音響通信において、通信を妨害す

るノイズが低減し、安定的な音響通信・測位の目途が立ったことから、令和

７年度に深度 8,000m に潜航するための準備が整った。 

 

ロボット用のオープンソフトウェアプラットフォームである ROS2（Robot 

Operating System 2）を採用し、センサとの通信、船上装置との通信及び深

度制御・方位制御等の基本的な機体制御に関するソフトウェアの製作を行っ

た。その先行事例としてセンサのインターフェース回路とそれに搭載するプ

ログラムを新たに開発し、AUV 開発・運用を行う民間企業の水中ロボット実

機を用いて作動確認試験を行い、健全性を確認した。 

 

研究者の要望を実現するために、乗船研究者を対象に、令和２年度から開

始した航海評価アンケート（Cruise Evaluation。以下「CE」という。）の結

果を踏まえ、「よこすか」「新青丸」「白鳳丸」の研究室の照度を改善するとと

もに、ネットワークセキュリティ対策と併せて大容量インターネット回線を

機構船舶全船に導入することにより、懸案であった船内ネットワーク環境を

向上させた。 

 

eDNA サンプルの自動採取装置について、令和５年度までに構築した試作

機を基に実用性の向上を目的とした改良を加え、完全自動の装置 eDNA サン

プラーとして完成させた。 

未経験者でも高品質なサンプル採取が可能となる船上用 eDNA サンプラー

を開発し、実証試験のために近海郵船「ましう」に搭載した。船員の協力の

下、作動確認とサンプル採取に成功し、篤志観測船による採取に適用可能な

サンプラーを完成させた（北海道大学）。また、「おがさわら丸」及び外航船

「SAKURA LEADER」にてサンプリング実証試験を実施し、採取から輸送まで
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の一連のプロセスを確認した。特許出願済の同装置は民間企業への技術ライ

センス供与により社会実装が進み、これまでに 10 台が販売された。 

アオコなど淡水域における高密度生物を含むサンプルへの対応力を検証

するため、12 連 eDNA サンプラーを用い、アオコが発生している神戸市の千

苅貯水池にて７月１日〜22 日の 22 日間評価試験を実施した。硫酸銅散布前

後での原核生物 DNA 組成の変化を捉え、連続観測によりアオコ増殖前の早期

対応の可能性を確認した。また、同貯水池に生息する魚類の DNA 検出にも成

功し、淡水域における生物多様性評価の有効性を実証した（京都大学・神戸

市水道局等との共同研究）。 

水中型 eDNA サンプラーについては、「江戸っ子 1 号」への搭載を想定した

小型化改良を施し、SIP 事業と連携して令和６年９月に苫小牧沖でのサンプ

リングで性能を実証した。潮汐変動に起因する魚種の変化を捉えるサンプル

を取得し、時間単位での高解像度な生態系変動観測への応用可能性を実証し

た。また、同機器を長期設置型観測装置に組み込んで取得したサンプルから

魚種判別が可能であることから、海底鉱物資源開発などの環境影響評価にも

資することを確認した。 

JAMSTEC ベンチャー制度及び生物系特定産業技術研究支援センター

（BRAIN）の SBIR（Small Business Innovation Research）事業の支援を活

用し、また研究資源マネジメント課をはじめとする関係部署との連携によっ

て、環境 DNA 技術に関連する装置の設計・製造・販売を行う機構発ベンチャ

ー「株式会社 OceanFluidics」の創業に至った。令和７年２月の法人登記を

完了後、既に東京大学などの研究機関から 12ch eDNA サンプラーの購入及び

レンタルに関する引き合いが寄せられており、研究成果の社会実装に向けた

実動段階へと進展している。 

環境 DNA の完全自動分析機能の開発については、主に DNA の保存・抽出機

能の改良に取り組んだ。DNA の保存については、eDNA サンプラー実用化の過

程で保存試薬の結晶化という問題が明らかとなったため、引き続き解決策に

ついて検討を進めている。マイクロ流体技術を用いた分析については、送液
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系の小型・省電力化に重点的に取り組み、深海の環境圧を用いた無電源送液

手法の実用化に向けた研究を展開した。 

 

多目的観測フロート（MOF）においては、最大潜航深度 500m の機体を、最

大深度 1,000m 化することに着手した。小型 CTD センサについては、昨今増

え始めている ROS2 搭載の AUV への対応を鑑み、ROS2 との通信が可能なイン

ターフェースを開発した。 

 

Wave Glider については、４月に実施された三陸沖における地殻変動観測

を目的とした航海及び６月に実施された西太平洋における海面フラックス

観測を目的とした航海に機体を供した。 

船上採水作業の自動化に向け、採水自動化装置の令和５年度までの作動検

証において手作業との差がない精度の動作を確認できたたことに基づき、工

程を前倒しして装置による採水作業の高速化に取り組み、「みらい」に搭載

しての実際の船上環境での動作確認を実施し、これまでの人の手を介した採

水作業と同等の時間と精度での作業が可能なことを確認した。それを踏ま

え、さらなる省スペース化及び精度向上のための改良設計に着手した。 

 

フレームへの生物付着防止対策としてベリリウム銅フレームを採用し、深

紫外線照射装置を備えた紫外線生物付着防止装置において、センサ計測を妨

げないよう、点灯時間の最適化による、省エネ化と付着防止効果の最大化を

進めた。 

令和６年度はむつ研究所において、pH、DO、塩分センサを対象とした係留

試験を行い、30 分あたり２分～１分 20 秒間紫外線を照射し、１年を通して

生物付着を防ぐことができた。特に夏期においては付着力が強いフジツボの

付着を完全に抑制したことを確認した。 

取得したデータは、生物の付着の有無により日周変動で最大 0.5pH の差異

が見られた。この結果は、浅海域における長期係留系で取得される観測結果
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への生物による影響が大きく（実際の日周変動の 10 倍以上）、より正確な長

期観測データ取得時の活用を示す指標を得た。 

「みらいⅡ」船内のムーンプールの船底ハッチ開閉のための油圧シリンダ

ロッドの防藻装置として採用され、装置を製作の上、船体への取り付け確認

を行った。 

民間企業との共同研究が開始され、浅海域における水中光無線装置への利

用検討が始まった。 

 

SBE4 の CTD センサを海水の標準物質（標準海水）と比較校正する技術開発

に着手した。標準海水から塩分値を導出するには、校正中に水槽の海水を採

取し、その採取した海水を研究室用塩分計（オートサル）で標準海水と比較

分析する必要がある。また精度±0.0003 S/m、分解能 0.00004 S/m に分析す

るため、採水の際不純物や異物の混入が無い採水方法を開発し、さらに各校

正温度ごとに自動で採水できるようにすることで、安定的に塩分計の校正が

できることを確認した。 

 

令和５年度に続き、機構が所有する公募航海に用いる高精度な米国製 CTD

採水システムの水温計８本の校正を実施した。このように毎年機構内で校正

を行うことにより、通常隔年でメーカー校正を行っていたが、メーカー校正

を行う間隔を延長でき、校正費用の削減に貢献している。また、アルゴフロ

ート校正用基準器１台及び表層温度計（シースネーク）５本の校正を実施し

た。 

さらに、国内他機関の高精度 CTD センサ 27 本（令和５年度は 13 本）の校

正を実施し、潜在的な校正ニーズを引き出し、より多くの校正済み機器が利

用されることで、国内海洋観測における水温データ信頼性の維持に貢献して

いる。 

 

ブイ網データのリアルタイム精度管理と回収データ精度管理を行い、デー

タを公開した。また、令和７年度の PHSMO（Philippine Sea Mooring 
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Observation）サイト（13˚N, 137˚E）のブイ置き換え及び令和７年度に予定

しているインド洋 RAMA ブイの置き換えに向けて、整備を行った。 

フラックス計測グライダーについては、「みらい」による航海に対して、

３機の整備を行い、観測のために投入した。海域地震火山部門が行う、Wave 

Glider を利用した海底地殻変動観測航海のために、機体を整備した。 

 

深海域におけるプラットフォーム間の通信測位については、通信と測位の

統合化により高速化・高精度化を可能とするシステムについて、実データを

取得し、オフラインでの検証を行った。 

 

海中プラットフォームに適用する海中光電磁波システムに関する下記研

究を実施し成果を得た。 

可視光レーザー（波長: 532nm）を適用した海底可視化技術に取り組み、

深海用実証機を開発した。当該実証機を海中プラットフォーム（ROV）に搭

載し、深海域における海底反射を含む海中伝搬特性について知見を得た。そ

のうえで当該実証機を改善し、ROV を適用した深海試験において最大 64ｍ

（往復伝搬距離 120m）の計測距離を記録した。これは可視光として世界最高

水準である。本成果により、海中プラットフォームによる海底観測において、

従来の音響可視化技術とカメラ可視化技術の長所及び短所を補完する新た

な海底可視化技術の基礎が確立された。 

非可視光レーザー（波長: 355nm）を適用した海底可視化技術に取り組み、

深海用実証機を開発した。当該実証機を ROV に搭載し、深海域における海底

反射を含む海中伝搬特性について知見を得た。その上で当該実証機を改善

し、ROV を適用した深海試験において最大 15ｍ（往復伝搬距離 30m）の計測

距離を記録した。これは紫外波長の海中レーザー利用として世界初である。 

可視光レーザー（波長: 532nm）及び非可視光レーザー（波長: 355nm）を

適用した各実証機を ROV に搭載した深海試験を実施した。各レーザー波長に

対する海底反射を計測することで海底可視化性能を評価した結果、いずれの
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波長においても水平解像度として 8,000 画素を超える超高精細な海底画像

が生成された。これは世界最高水準となる海底可視化分解能である。 

海中懸濁物に対するレーザー反射（波長: 532nm）を計測し、レーザード

ップラ速度を検出する技術に取り組み、深海用実証機を開発した。当該実証

機を ROV に搭載し、深海域にて航走する ROV に対する海中懸濁物からレーザ

ー反射を計測した。得られた基礎データを解析することで当該実証機を改善

し、ROV を適用した深海試験において ROV のレーザードップラ速度（ROV の

移動速度）を検出した。当該移動速度を評価した結果、音響ドップラ速度と

同レベルの品質を有していることを確認した。これは海中プラットフォーム

のレーザードップラ速度を世界で初めて検出したものである。 

（ロ）大水深・大深度掘削技術開発  

 

硬岩掘削システムのタービン駆動コアリングシステム（Turbine Driven 

Coring System。以下「TDCS」という。）について、陸上コアリング試験で不

具合の生じたモーター減速機の構成要素であるギア等の強度向上設計を行

い、その改良品を試作した。また、TDCS の小径コア用インナーバーレルを適

用する陸上コアリング試験のため、小径コア用カッティングシューの製作及

び試験実施手配などの準備を行った。 

硬岩層向けの小径 RCB について、インナーバーレルの強度の低さが課題で

あったところ、より強度の高い RCB のインナーバーレルとの共通化を図り、

それに合わせたアウターバーレルを製作した。また、５月に実施した「ちき

ゅう」の試験航海にて、試料（コア）が良好に採取できることを確認し、JTRACK

にて使用した。 

その結果、JFAST で実施した RCB コアリングでの平均回収率が 43%であっ

たことに対して、JTRACK で実施した小型 RCB コアリングでは、岩相によって

差はあるものの 50～90％へと飛躍的に向上した。 

 

 

 

掘削技術開発については、ロードマップの内容を踏まえた

対応を行った。中でも、改良した硬岩層向け小径 Rotary Core 

Barrel（以下「RCB」という。）を JTRACK にて実装し、航海

の成功に寄与したことは特筆すべき成果であった。また、国

際海洋科学掘削計画（International Ocean Drilling 

Programme。以下「IODP³」という。）の発足に向けて、日本地

球掘削科学コンソーシアム（以下「J-DESC」という。）の各種

委員会や IODP Forum Meeting 及び Program Member Office

（以下「PMO」という。）Meeting を運営し、次期プログラム

で実施する新規掘削提案の提出促進を図るためのワークシ

ョップを主催するとともに、今後の運営方針やプログラム間

における協力体制等について欧州と活発な議論を行うなど、

主導的な役割を果たせたこと、そして、欧州との連携によっ

て 50 年以上続く国際プログラムを無事に継承できたことは

顕著な成果であった。 
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令和５年度の成果を基に、新規開発の掘削ツールである Long Slips の実

機プロトタイプの製作を行うとともに、Long Slips 用の付属に機器である

Lifter の設計及び試作も行った。そして「ちきゅう」にて洋上でハンドリン

グ確認を行い、Long Slips 及び Lifter の「ちきゅう」の他の掘削機器との

操業上での整合性の確認を行い、当初計画内容を完了した。また、計画を前

倒しして、IODP 掘削プロジェクトに実際に使用し、実荷重・実環境下での有

効性の確認を行った。この IODP 航海は、Long Slips 及び Lifter の使用を

前提に掘削計画が立案されており、本研究開発は、IODP 航海の成功へ貢献し

たと言える。そして、実操業での有効性確認により、Long Slips 及び Lifter

が、「ちきゅう」の標準装備品としての準備を開始した。 

 

インフォマティクス掘削システム構築に向けて、掘削データと、物理モデ

ルやドリルパイプダイナミクス解析等を融合したハイブリッド機械学習に

よる掘削状態把握の手法開発及びその有効性の確認を進めた。操業異常の代

表例である抑留（ドリルパイプが掘削孔の中で埋没したり、はまり込んだり

して動かなく事象）に対する新手法に関して、海外の石油開発関係企業から

注目を得て、共同での性能評価を進めるに至っており、石油業界でも評価を

受ける成果を創出した。 

 

東北大学にて開催された「学都「仙台・宮城」サイエンス・デイ 2024（７

月 14 日）」において、JTRACK を盛り上げるべく、J-DESC と共同でブースを

出展した。本航海は東北沖太平洋沖地震の震源域に関する研究航海であり、

東北地方に縁のある人々の関心が特に高いと考えられ、当日は 471 人以上が

ブースに来訪した。ブースでは、海洋掘削や船上分析等を疑似体験できる体

験型展示、岩石試料等の展示を行った。 

また、航海中の船上とのオンライン中継を含むセミナーや授業等の実施に

おいて、J-DESC を支援し、研究コミュニティを中心とした一般・学生向けの

アウトリーチ活動ができた。 
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IODP³の発足に向けて、学会へ出展を行ったほか、各種委員会、IODP Forum 

Meeting 及び PMO Meeting（９月３日～５日実施、13 か国 74 名参加）の年

次会合をハイブリット形式で開催し、新規掘削提案の提出促進を図るととも

に、今後の運営方針等について活発な議論を行った。 

（ハ）海洋調査プラットフォームの整備・運用及び技術的向上 

 

外部からのサイバー攻撃に対する対応をとりまとめた項目 Cyber 

Security Management System（CSMS）を学術研究船「白鳳丸」の Safety 

Management System（以下「SMS」という。）内に取り込んだ。これに基づき、

乗船者が船内に持ち込むデバイスの確認を事前に行うなど、船内の情報セキ

ュリティ強化に取り組み、安全な航海を実施した。 

「白鳳丸」SMS 内部監査規程及び手順書に基づいて内部監査を実施した。 

安全意識の向上を目的として、運航等委託会社合同の意見交換会を２回開

催した。あわせて、安全に関する取組において、船舶との共通点が多い航空

会社と安全に関する意見交換を２回行った。共通の課題である技術の継承等

については、今後も議論を継続することを確認した。 

 

船舶に関して、安全の確保を優先に、必要な整備及び船舶安全法等により

定められた検査工事を実施した。 

研究航海支援の強化を目的として、乗船研究者を対象に、令和２年度から

開始した航海評価アンケート（CE：Cruise Evaluation）の結果を踏まえ、

「よこすか」「新青丸」「白鳳丸」の研究室の照度を改善するとともに、ネッ

トワークセキュリティ対策と併せて大容量インターネット回線を機構船舶

全船に導入することにより、懸案であった船内ネットワーク環境を向上させ

た。 

船齢が 30 年を超える「よこすか」について、音響航法装置の不具合対応

として臨時の入渠工事を実施したほか、老朽化により安全性が懸念される船

底外板や各種配管の補修及び「しんかい 6500」着揚収装置の大型シリンダー

 

 

令和６年度も引き続き、船舶・探査機の安全な運用に努め

た。中でも、船齢 30 年を超える「しんかい 6500」について、

引き続き深海調査の最前線で活躍させるべく、耐圧殻の設計

寿命が見込まれる令和 22 年頃までを見据えて、更新期限を

迎える機器や構成部品の交換等を行うほか、入手不可能な部

品等の代替検討を計画的に実施し、無事に 1,839 回（令和６

年度末時点）の潜航を達成できたことは、特筆すべき成果で

あった。 

JTRACK の実施にあたっては、これまでの掘削航海の知見

等を生かし、コアリングシステム、各種ランニングツール及

び水中カメラシステム（Under Water TV）など関連機器の性

能向上を含む見直しを行うとともに、現場海域が強潮流域で

あることを踏まえた綿密な潮流対策を図り、深海域における

掘削を安全かつ効率的に実施した。その結果、ターゲットで

ある断層帯も含め、浅部から深部までの連続したコア回収に

成功したこと、また、JFAST に比してコアの回収率が２倍と

なったことは極めて顕著な成果であった。 

また、本プロジェクトの実施にあたっては、X（旧 Twitter）

やデイリーレポートの更新をはじめとした機構内における

取組のほか、様々な科学館との連携や乗船したアウトリーチ

オフィサーによる情報発信などにより、幅広いアプローチに

よるリアルタイムの情報発信を実施できた。 
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や油圧装置の整備検査などをドック期間にあわせて実施するなど、研究航海

への影響を最小限に留めた。 

令和７年度に運用停止予定の「みらい」について、以下整備を行った。令

和５年度実施の調査に基づき、ポリ塩化ビフェニル（PCB）含有塗料の剥離

工事を実施した。また、令和８年就航予定の「みらいⅡ」へのドップラーレ

ーダー移設に係る検討を行った。 

「ちきゅう」について、JTRACK のための音響測位装置の動作確認及びコア

回収ウインチシステムの改良整備やクレーン支柱部に発生したクラックの

補修等を実施した。また、令和７年度の定期検査工事の計画を策定した。さ

らに、老朽化により継続整備が困難な Dynamic Positioning System（DPS）

の再製作や試験など、換装に向けた計画を検討・策定した。 

「しんかい 6500」の通算潜航回数は 1,839 回に達した（令和６年度末時

点）。平成元年に完成した「しんかい 6500」は既に船齢 30 年を超えている

が、我が国において最も深くまで潜航し、試料を採取することが可能な調査

船である。今後も深海調査研究の最前線で活躍させるべく、各種機能向上や

効率化に取り組んだ。高速音響通信装置（画像伝送装置）の画像更新レート

の向上や、潜航前のプレダイブチェックに必須の作業となっている各機器の

時刻同期作業において、複数ある GPS の同期を集約し、業務の効率化及び省

力化を進めた。 

あわせて、耐圧殻の設計寿命とされる等価潜航回数 1,000 回に到達する令

和 22 年頃までの期間、更新期限を迎える機器や構成部品の交換及び入手不

可能となってしまった部品等の代替品への更新などを計画的に実施すべく、

造船所やメーカー等と検討を進めた。 

 

航海情報管理の一元化により、機構業務の DX 化を推進するため、世界の

機関で採用されている Marine Facilities Planning（以下「MFP」という。）

を導入し、令和３年度から継続してシステムのカスタマイズや所内関係者向

けトレーニングを実施するなどの調整を行ってきた。令和６年度には、各航

海に関する実施要領書及び運航予定一覧表（線表）の作成を行う機能につい
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て、実運用を開始したほか、従前個別ファイルにて管理してきたリスクアセ

スメントに関する情報を本システム上にて一括管理できるように改良した。

本取組によって、各研究者からの課題提案書、各研究航海の実施要領書、各

船の運航予定一覧表（線表）及びリスクアセスメントに関する情報をオンラ

インにて一元管理することが可能となった。現状は船舶位置情報の共有のみ

にとどまるところ、引き続き本システムを使用する海外の船舶運航機関との

更なる情報共有を検討している。 

船員法改正や船員の働き方改革などの国の動きを踏まえ、毎月の労働時間

や休息時間の管理にとどまらず、陸上の船舶労務管理者が遅滞なく船上の労

務状況を確認・指導するため、機構の自主運航船である「白鳳丸」に船員勤

怠管理ツールを導入すべく、令和５年度に引き続き検討を実施した。 

船員のストレス状態を早期に把握するとともに、必要な労務環境の改善・

対処を行うなど、船員全体のメンタルヘルス向上を目的として、令和４年度

に導入したエンゲージメントサーベイ及びパルスサーベイを令和６年度も

継続した。 

 

各課題の担当者が、課題の研究目的・希望調査海域や調査計画案などの詳

細を把握した上で、課題内容説明会を実施した。説明会では、船舶運航の関

連部署及び運航委託会社が航海実施に向けた確認事項・問題点の洗い出しな

どを行い、その後担当者が課題提案者への問合せ等を実施することで、スム

ーズな航海計画立案に向けた支援を行った。 

運航委託会社等と定期的に会合を開くなど意思疎通を図るとともに、船舶

の運航計画一覧表（線表）の作成や変更及び増員に関する情報などを前広に

展開し、船舶の安全かつ円滑な運航に努めた。 

MFP の航海計画作成機能を使用することにより、航海希望時期を優先して

自動的に配置させることで、航海日数にダウンタイムが発生しない航海計画

一覧表（線表）を効率的に作成することが可能となった。また、調査海域ま

での回航日数の計算や航路を可視化する機能を活用することによって、効率

的に航海計画を立案することが可能となった。 
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平成 23 年３月に発生した東北地方太平洋沖地震の震源域である日本海溝

において調査を行うため、地球深部探査船「ちきゅう」を用いて、９月６日

～12 月 20 日に JTRACK を実施した。 

本研究航海では、断層帯周辺の応力の蓄積状態の時間変化、断層の構造や

物性の特徴、地層内の流体が断層周辺の応力状態へ与える影響を解明するこ

とを目的に、平成 24 年に実施した JFAST の調査海域に再訪し、掘削同時検

層（掘削地点 C0019、C0026 にて実施）、コア試料の採取（掘削地点 C0019、

C0026 にて実施）及び長期孔内温度計測システムの設置（掘削地点 C0019 に

て実施）を行った。 

掘削同時検層においては以下の成果を得た。プレート境界面近傍での時間

差再検層を行い、孔壁ストレス環境の変化を実測した。また、JFAST で掘削

できなかったチャート層及び玄武岩層まで掘削し、検層を行った。海洋科学

掘削において、世界最長となる総ドリルパイプ長 7,906m の記録を樹立した。 

コア試料の採取については、浅部では水圧式ピストンコア採取システム

（Hydraulic Piston Coring System。以下「HPCS」という。）、深部では回転

式掘削コア採取システム（RCB）で採取を実施し、以下の成果を得た。掘削地

点 C0019J（6899.0-7729.0mMSL：Mean Sea Level/平均水面）においては、

JFAST の全コア区間に対し、5.4 倍の高い回収率でコアを採取した。特に、

研究者のニーズの高いプレート境界面では、JFAST と比較して 1.7〜１.8 倍

の回収率で、２回のコア採取に成功した。掘削地点 C0019 は崩壊しやすい地

質体であったが、小口径のビットを用いることにより、 18 日間の連続コア

作業を実現した。プレート境界断層帯を構成する上盤側（陸側プレート）の

堆積物から下盤側（太平洋プレート）の玄武岩層に至る一連のコアを採取す

ることができた。HPCS を用いたコア採取においては、掘削地点が硬い地層で

あったため、通常とは異なる Overdrill 手法を用いた。本手法は難易度の高

い手法であるが、機器の適切な管理・運用を行うことによって、コアの採取

区間延長に成功した。 
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長期孔内観測システムの設置については、JFAST の掘削孔 C0019D と、本航

海で掘削した掘削孔 C0019Q にて行われ、以下の成果を得た。JFAST で設置し

たパイプの圧壊個所の確認により、過去 12 年間でのプレート境界面での地

層のすべりの有無を確認した。水深約 7,000m の大水深において、「ちきゅう」

単独での Coreline を用いて JFAST 掘削孔 C0019D 及び新たな掘削孔 C0019Q

に長期構内温度計測システムを設置することに成功した。 

また、航海の実施にあたっては、以下の関連機器の強化・編成の最適化・

新しいガイドシステム適用に加えて、現場海域が強潮流域であることを踏ま

えた綿密な潮流対策を図り、安全で効率的な調査を実現した。なお、本航海

のダウンタイムは JFAST と比較して、機器ダウンタイムは 1/3 （JFAST 

32.7％→JTRACK9.15％)、荒天待機ダウンタイムは 1/7 (JFAST 14.7％

→JTRACK1.93％)、合計で 1/4 (JFAST 47.4％→JTRACK 11.08％)に抑えるこ

とができた。 

令和５年度に改良を実施したパイプハンドリングシステムを５月の試験

航海にて運用し、健全性を確認した後、JTRACK にて使用した。これにより、

従前使用していた Dual Elevator に比して、機器ダウンタイムを抑えること

ができた。併せて、安全性を高めるために大型の Long Slip を開発・実装し

た。また、海中・海底の状況確認を目的としてドリルパイプに沿わせながら

降下させる水中カメラシステム（Under Water TV）について、従前より、メ

ンテナンス性を向上させることを目的として、ウインチと Under Water TV

水中機器の制御を分離させた新しいシステムの設計開発を進め、併せて機器

の換装を実施してきたところ、５月の試験航海においてこれらの健全性を確

認し、JTRACK にて使用した。JFAST では６個のトランスポンダが回収不能と

なっていたが、周波数帯の見直しを行い、機能を改善した。ドリルパイプに

対する潮流の影響を抑えるため、Diverter Guide Roller（DGR）や Rotating 

Guide Roller（RGR）などの新しいガイドシステムを採用した。コアリング

の効率とコアの回収率の向上を目的として、海洋掘削において、一般的に使

用される 10-5/8 インチのコアビットを用いた RCB に比べて、より掘削効率

の高い8-1/2インチのコアビットを適用することが可能な小径RCBを導入し
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た。上部のケーシングを設置後、再度揚管することなく、下部の掘削を実施

できる Drill Ahead Tool（DAT）を使用した。これにより、作業工程を削減

することができた。掘削同時検層の編成にパイプの回転のみならず、泥水モ

ーターも適用することによってビットの回転数を上昇させ、最下部のチャー

トと泥岩の互層(海底下 100-120m)とバサルト層(海底下 30m)を効率良く掘

削した。掘削現場の孔内状況が事前の想定よりも悪化していた場合を想定

し、観測センサを損傷させずに降下させるための手法として、チュービング

と観測センサを別々に降下させ、同センサを設置した。 

本プロジェクトには日本のみならず、米国、欧州を含む計 10 カ国から 56

名の研究者が携わった。また、「ちきゅう」を用いた IODP 航海においては初

めての試みとして、本航海の科学的意義や作業の進捗情報の発信等を目的

に、各 PMO の公募により様々なバックグラウンドを持つ９名のアウトリーチ

オフィサーが乗船した。この取組により、乗船研究者、機構の行う広報活動

とも連携し、国内外の幅広い対象者に対し、様々なアプローチでリアルタイ

ムの情報発信を行うことができた。 

 

９月に、「ちきゅう」IODP 運用委員会（Chikyu IODP Board。以下「CIB」

という。）の最終会議を英国ケンブリッジ大学において欧州科学掘削コンソ

ーシアム（European Consortium for Ocean Research Drilling。以下「ECORD」

という。） Facility Board と合同開催し、11 年間の活動を総括した。IODP³

の発足に向け、「ちきゅう」を用いた掘削の主提案者に対して新たな掘削提

案の提出を促進する取組を行った。 

IODP³の発足に際して、合意文書及び付随文書の内容について、日欧の関係

機関代表者による度重なる会合を開催し、最終案を作成した。その後、日欧

の法務部署との調整及び外務省の確認を経て、機構と ECORD の代表機関との

間で合意文書を取り交わすための準備を行った。 

新たに開始される予定の IODP³の下、令和７年度の航海実施に向けて、研

究者の提案書に基づき、「ちきゅう」を用いた掘削計画を立案した。立案に

あたっては、可能な限りロジスティクスのコストを削減し、高効率かつ低予
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算になるよう関係者との調整を行った。これにより、「ちきゅう」を用いる

ことが効果的かつ効率的であることを、提案者である ECORD の研究者にも理

解いただいた。あわせて、JTRACK で設置したセンサの回収についても新たに

検討を開始した。 

 

これまで機構においては、研究航海支援の強化を目的として、乗船研究者

への「航海評価アンケート」を実施し、航海全般、航海の安全性、準備段階

の支援、船上観測機器・研究設備、船上での研究支援、船上ネットワーク環

境、船内生活などの項目について、改善要望等の意見を収集してきた。 

令和６年度においては、大容量インターネット回線の機構船舶全船への導

入による通信環境の改善や「よこすか」「新青丸」「白鳳丸」の研究室の照度

改善等を実施した。また、当該アンケートで寄せられた観測支援等に対する

謝意については、事務局内に留めず、乗組員や委託会社等にも伝えるなどの

取組を行い、船上と乗船研究者間のコミュニケーション強化に寄与した。 

SIP について、ROV 搭載工事の検討やライザーハンドリング・レアアース

回収手法について技術協力を行った。 

海洋調査プラットフォームの活用・成果について X（旧 Twitter）を通じ

て、適宜発信を行った（令和６年３月 28 日時点で Fleet アカウント：6,383

フォロワー、Chikyu アカウント：32,756 フォロワー）。 

海洋調査プラットフォームの利用拡大や理解増進等を目的として、適切な

安全対策や所内手続きを講じた上で、機構来訪者に対して船舶及び探査機の

見学を実施した（146 件）。 

幕張メッセにて開催された日本地球惑星科学連合 2024 年大会（５月 26 日

～31 日、全６日間）においてブースを出展し、地球深部探査船「ちきゅう」

模型や「しんかい 6500」等で実際に深海から回収した岩石サンプル、掘削関

連機器等の展示を行い、689 名のブース来訪者を迎えた。 

あわせて、以下のとおり、JTRACK に関するアウトリーチ活動を実施した。

日本科学未来館での特別展（８月１日～９月９日、全 40 日間）において、

JTRACK の紹介・解説を目的として、「ちきゅう」模型や過去の掘削調査で使
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用されたドリルビットの実物等を公開し、23,636 名が来場した。航海に乗船

した９名のアウトリーチオフィサーが本航海の科学的意義や進捗状況を国

内外に情報発信した。また、特設 Web サイトにて、デイリーレポートやブロ

グ等を日々更新し、航海の進捗や船上の様子等について情報発信を行った。 

 

「かいこう Mk-IV」のランチャーレス運用の実用化について、以下の取組

を実施した。 

令和５年度の「新青丸」における供用開始に加えて、９月からは「かいめ

い」で供用を開始した。これにより「新青丸」に比べて広い研究室を持つ「か

いめい」において、船内に装備された様々な研究設備を使用したスピーディ

な分析が可能となった。 

 

北極域研究船「みらいⅡ」の令和８年度の就航に向けて、鋼材等材料の加

工・船体ブロック製造等を行い、９月から建造ドックにてブロック搭載を進

め、令和７年３月には進水を迎えるなど、建造事業者、建造監理・艤装員派

遣事業者及び研究観測支援準備事業者等各関係者と連携し、建造を着実に推

進した。 

就航後の円滑な観測航海の開始に向けて、観測機器やその運用方法を確認

するため、「みらい」や「かいめい」等の既存船舶への訪船・乗船を適宜実施

し情報収集するとともに、「みらいⅡ」による北極海観測の計画策定を国立

極地研究所と連携して行うための体制を構築し、運用に向けた準備を加速さ

せた。 

また、国際研究プラットフォームとしての運用に資する取組として、欧州

の極域研究インフラネットワーク（POLARIN）への参画に向けて同ネットワ

ークの事務局 Alfred Wegener Institute（AWI）と調整を実施し、参画に向

けての申請を進めた。 

その他、運航予定事業者と連携し、LNG サプライヤーやヘリコプター運用

事業者の選定に向けた要求事項を策定するなど「みらいⅡ」の運用体制構築

に資する取組や、本船の認知度向上を図るため、STEAM 教材制作、建造状況
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の記録映像取得とそれらを活用した次世代向けの動画コンテンツ制作・公

開、日本科学未来館との共催イベントの開催など、海洋科学技術戦略部ほか

担当部署・他機関と連携しながら、広報・情報発信に取り組んだ。 

 
４．その他参考情報 

予算額と決算額の差額の主因は、次年度への繰越等による減である。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 海洋科学技術における中核的機関の形成 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への 

対応 

施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人海洋研究開発機構法第 17 条 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

予算事業 ID001729、001730、001731、001922 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基

準

値

等 

令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
令

和

７

年

度 

 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令

和

７

年

度 
論文数 － 519 本 626 本 608 本 556 本 593 本 531 本  

 
予 算 額

（千円） 
6,997,485 

 

7,988,865 

 

8,956,804 

 

9,407,274 

 

11,181,765 

 

10,331,245 

 

 

特許出願件

数 
－ 32 件 43 件 49 件 36 件 33 件 11 件  

 
決 算 額

（千円） 
5,492,732 

 

7,213,825 

 

8,588,929 

 

6,861,840 

 

9,866,647 

 

9,199,580 

 

 

知的財産の

保有件数 
－ 260 件 225 件 175 件 186 件 201 件 239 件  

 
経常費用

（千円） 
6,166,151 

 

5,831,177 

 

7,372,144 

 

7,062,582 

 

8,723,009 

 

8,258,944 

 

 

実施許諾件

数 
－ １件 ４件 １件 ３件 ２件 ４件  

 
経常利益

（千円） 
61,074 

 

▲142,630 

 

231,975 

 

464,451 

 

▲425,674 

 

586,591 

 

 

外部資金獲

得額 
－ 70.1 億円 67.0 億

円 

69.8 億

円 

129.8 億

円 

106.5 億

円 

110.3 億

円 

 
 

行政コス

ト（千円） 
9,933,242 

 

7,670,737 

 

9,208,326 

 

9,090,814 

 

10,440,106  

 

10,146,410 

 

 

外部資金獲

得件数 
－ 526 件 507 件 530 件 547 件 575 件 596 件  

 
従事人員

数 
229 

 

324 

 

386 

 

396 

 

562 

 

595 

 

 

国際共同研

究契約件数 
－ 43 件 37 件 34 件 27 件 27 件 24 件           
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JSPS 特別研

究員等 
－ 15 人 ５人 ９人 17 人 26 人 ６人           

Young 

Research 

Fellow 

－ ５人 ６人 ７人 ３人 ３人 ４人  
 

        

研究生 － 152 人 106 人 77 人 110 人 139 人 128 人           

インターン

シップ生の

受入人数 

－ 27 人 148 人 151 人 12 人 19 人 18 人  
 

        

広報媒体に

おける企画

数 

－ 35 本 88 本 96 本 82 本 85 本 138 本  
 

        

反響状況（ア

クセス数） 
－ 424,906

回 

8,619,38

2 回 

3,472,99

7 回 

2,156,51

6 回 

2,300,14

9 回 

2,080,37

7 回 

 
 

        

受託航海に

おける船舶

運航日数 

－ 286 日 252 日 380 日 301 日 283 日 249 日  
 

        

地球シミュ

レータにお

ける公募課

題数 

－ 26 件 28 件 22 件 23 件 26 件 25 件  
 

        

学術研究に

係る船舶運

航日数 

－ 380 日 297 日 299 日 334 日 394 日 369 日  
 

        

研究成果発

表数 
－ ０件 ０件 ０件 １件 ６件 17 件           

航海・潜航デ

ータ・サンプ

ル探索シス

テム公開デ

ータ数 

－ 10,528 件 11,075 件 11,901 件 12,456 件 13,101 件 14,155 件  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

Ⅰ―２ 海洋科学技

術における中核的機関の

形成 

 

 

評定：Ｓ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、総じて特に顕著な成果の創

出が認められることから、自己評価を「Ｓ」とする。根拠は以

下のとおり。 

広報・アウトリーチ活動の促進については、ホームページ

や SNS の活用、博物館等との連携、マスメディアへの説明等

により、JTRACK、北極域研究船「みらいⅡ」のアウトリーチに

力を入れた。また、これまで機構と接点の少なかった将来の

ファン層に届ける施策を検討し、一般雑誌とのタイアップに

よる特集ムックの制作を通じた情報発信計画に着手した。さ

らに、定期的な科学メディア意見交換会等を実施し、メディ

アへの掲載数は令和５年度の 2,001 件から 3,174 件に増加し

た。加えて、海洋 STEAM 事業では、海洋 STEAM 教材の充実化

を図るとともに、地方公共団体における利活用を推進した。

令和５年度において授業実施モデル校は１校であったとこ

ろ、令和６年度は 10 自治体での実施を実現し、今後一層の展

開も期待される。八戸市立吹上小学校では、海洋 STEAM 教材

を活用した授業と JTRACK 航海中の「ちきゅう」船上をライブ

中継でつなぎ、150 名を超える児童、保護者、地域住民が防災

について学ぶ機会を創出した。 

研究開発基盤の供用については、令和６年４月の海上自衛

評定 Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の目的・業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、取組等につ

いて諸事情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、適正、効果的かつ効率的な業務

運営の下で「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・アントレプレナーシップ養成塾の開

催や収益構造改善事案のスキームの

構築など産業連携活動拡充策に関す

る仕組みを構築した。後者では、炭酸

塩鉱物定量分析における市場価値の

発掘、海洋コミュニティ全体の研究

活動及び持続的発展並びに企業の生

産性の両立を目指した原料海水提供

スキームの構築など、民間企業との

契約に至った点は、年度計画の想定

を超える顕著な成果と判断される。 

・IODP の総括を行う会議のホストを務
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隊哨戒機 SH-60K 墜落事故を受け、緊急調査航海に深海曳航調

査システム「ディープ・トウ」を供用した。本航海では運用停

止中であった「ディープ・トウ」を短期間で整備するととも

に、民間の船舶を傭船して緊急捜索航海を実施することによ

り、機構船舶の研究航海に影響を与えることなく、鳥島東方

沖水深約 5,500m の海域で墜落した機体を発見、位置を特定

し、その後の機体引き揚げ作業に大きく貢献した。また、学

術研究に関する船舶の運航等の協力については、東京大学大

気海洋研究所協議会において承認された共同利用課題に基づ

き、安全に運航を行い、我が国の学術研究の発展に貢献した。

その上で、国民の安心安全にも寄与する成果として、令和５

年度から実施している７次にわたる令和６年能登半島地震に

係る調査を完遂した。第４次航海と第７次航海は年度途中に

追加実施となったが、準備を適切かつ迅速に行い、航海を実

現した。 

めるとともに、「ちきゅう」の活動を

総括した。また IODP から IODP3への

移行において国際を主導する役割を

果たしたことは、国際協力の推進の

観点から特筆すべき成果である。 

・複数の国際共同研究契約や MOU の締

結を通じ、観測・データ共有・人材交

流が活性化し、国際的な連携体制も

強化された。 

・外部資金の獲得や知的財産の活用、人

材育成を目的とした研究者・学生の

受入れにも積極的に取り組み、広報・

アウトリーチ活動による成果発信も

推進された。 

・WPI-AIMEC の設立のため規程制定等

による体制整備を行い、本格的な活

動を開始したことは次期中長期にお

ける研究につながる顕著な成果であ

る。 

・科学メディア意見交換会を定期的に

開催し、専門的な情報を提供するこ

とにより機構の研究開発への理解増

進を図るとともに、マスメディアへ

の掲載件数が R5 年度比で 59％増と

した。機構の認知を広げる取組とし

て顕著な成果である。 

・海洋 STEAM 教材の充実化および実践

など、広報・アウトリーチも年度計画

を超える成果をあげた。 
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・海上自衛隊哨戒機 SH-60K 緊急捜索航

海の実施、JMH による砂層型メタンハ

イドレートの研究開発における調査

の成功に貢献するなど、世界最高水

準の深海探査技術を用いて、機構船

舶等の外部機関への共用を進め、顕

著な成果をあげた。 

・計算機システムの共用において令和

５年度に比べて利用機関数、アカウ

ント総数が大幅に増加し、利用が大

きく拡大した。 

・研究船を活用した国内外の大学・研究

機関・企業との共同研究や観測協力

を多数実施し、研究基盤の外部活用

を着実に進めた。特に、昨年度に引き

続き、学術研究船白鳳丸により、能登

半島地震の緊急調査において配乗手

配や関係機関との調整等を迅速かつ

適切に行い、安全に任務を達成でき

たことは、国民の安心を保つことに

大きく貢献したと判断され、年度計

画の想定を超える顕著な成果をあげ

た。 

 

＜今後の課題＞ 

・今後も継続し、起業が促進され、海洋・

地球に関する新たな産業の創出につ

ながることを期待する。 

・研究基盤や提供データの活用実績と
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社会的波及効果を明確に示す体制の

強化が必要である。 

・海洋 STEAM 事業を全国レベルに拡大

するため、JAMSTEC 内部での活動のみ

ならず、関係機関との連携をより強

く意識する必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

・海洋調査プラットフォームを今後も

継続し、海洋コミュニティと連携し

ながらプラットフォームの維持に努

める必要がある。 

 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

（１）関係機関との連携

強化による研究開発成果

の社会還元の推進等 

 

【評価軸】 

○海洋科学技術における

中核的機関として、国

内外の関係機関との連

携強化等を進め、成果

の社会還元の推進が図

られたか。 

 補助評定：Ａ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出が認めら

れることから、自己評価を「Ａ」とする。根拠は以下のとお

り。 

 

【評価軸：海洋科学技術における中核的機関として、国内外

の関係機関との連携強化等を進め、成果の社会還元の推進が

図られたか。】 

国内の産学官との連携・協働及び研究開発の活用促進につ

いては、機構オリジナルの研究開発成果の隠れた価値を発掘

し、収益事業化することに取り組み、２件の民間企業との契

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の目的・業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、取組等につ

いて諸事情を踏まえて総合的に勘案し

た結果、適正、効果的かつ効率的な業務

運営の下で「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

 

・アントレプレナーシップ養成塾の開
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約に至った。また、JAMSTEC ベンチャーの起業に向けた支援メ

ニューを拡充し、市場で切磋琢磨できるベンチャーを目指す

とともに、支援として投入したリソースに対しては機構も経

済的利益を得る（新株予約権の付与）制度を導入し、新制度

によるベンチャー認定１件を実現した。 

国際協力の推進については、ユネスコ政府間海洋学委員会

（IOC）議長及び IOC 西太平洋地域小委員会（WESTPAC）議長

のサポート等により、当該枠組みでの議論に積極的に貢献し

た。また、海洋のデジタルツイン（DTO）のアジアのハブを目

指し、G7 海洋の未来イニシアティブ（G7 FSOI）ワーキンググ

ループの会期間活動において EU と連携・調整しながら議論を

主導するなど、様々な場を活用し、DTO 開発に関する機構の国

際的なプレゼンスを大きく引き上げ、国際協力の基盤を構築

した。 

外部資金による研究開発の推進については、令和６年度の

外部からの研究資金の獲得実績は、件数、金額ともに令和５

年度を上回る実績となった。また、獲得拡大のための取組を

着実に実施した。 

広報・アウトリーチ活動の促進については、JTRACK、北極

域研究船「みらいⅡ」のアウトリーチに力を入れ、ホームペ

ージや SNS の活用、博物館等との連携、マスメディア関係者

への丁寧な説明を行った。また、これまで機構と接点の少な

かった将来のファン層に届ける施策を検討し、一般雑誌との

タイアップによる特集ムックの制作を通じた情報発信計画に

着手した。さらに、定期的な等を実施し、メディアへの掲載

数は令和５年度の 2,001 件から 3,174 件に増加した（クリッ

ピングサービス等を基に集計）。海洋 STEAM 事業では、海洋

STEAM 教材の充実化を図るとともに、地方公共団体における

利活用を推進した。令和５年度において授業実施モデル校は

催や収益構造改善事案のスキームの

構築など産業連携活動拡充策に関す

る仕組みを構築した。後者では、テラ

ヘルツ波分光析技術を用いた炭酸塩

鉱物定量分析の市場価値の発掘を図

り、2.2 倍の価格設定によって高い収

益性を実現するとともに、海洋コミ

ュニティ全体の研究活動及び持続的

発展並びに企業の生産性の両立を目

指した原料海水提供スキームを構築

し、民間企業との契約に至るなど、年

度計画の想定を超える顕著な成果と

判断される。 

・大学発ベンチャーが当たり前になり

つつある時代にあって、研究成果の

社会還元策としてのアントレプレナ

ーシップ養成塾開催は妥当であり、

伴奏支援の拡充から１年以内に実際

に１件の認定に至ったことは、目標

以上の養成成果として評価に値す

る。 

・IODP の総括を行う会議のホストを務

めるとともに、「ちきゅう」の活動を

総括した。また IODP から IODP3への

移行において国債を主導する役割を

果たしたことは、国際協力の推進の

観点から特筆すべき成果である。 

・海外研究機関との共同研究や MOU 締

結、国際枠組み（IOC、Argo 等）への
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１校であったところ、令和６年度は 10 自治体での実施を実現

し、今後一層の展開も期待される。八戸市立吹上小学校では、

海洋 STEAM 教材を活用し授業と JTRACK 航海中の「ちきゅう」

船上をライブ中継でつなぎ、150 名を超える児童、保護者、地

域住民が防災について学ぶ機会を創出した。 

参画を通じ、観測・データ共有・人材

交流の推進が進んだ。 

・外部資金の安定的な獲得、人材育成の

ための研究者・学生受入れ、展示会や

シンポジウム等を通じた広報・アウ

トリーチ活動も活発に実施した。 

・特に、寄付金収入拡大プロジェクトを

開始し、一般寄附において令和５年

度比 360％を達成するとともに、科研

費の採択率が高い水準であることは

評価できる。 

・WPI-AIMEC の設立のため規程制定等

による体制整備を行い、本格的な活

動を開始したことは次期中長期にお

ける研究につながる顕著な成果であ

る。 

・アウトリーチ活動を通じた成果の発

信や、知的財産の活用にも取り組み、

社会還元の面でも着実な進展がみら

れ、中核的機関としての役割を果た

した。 

・特に、アウトリーチ活動については、

新規ファンの裾野拡大と既存ファン

の深化を明確に分けて考える戦略は

極めて妥当であり、また実際の施策

も的確かつ実効性の高いものばかり

であり高く評価できる。このうち、科

学メディア意見交換会については、

① 国内の産学官との連携・協働及び研究開発成果の活用促進  

 

学術論文や特許等知的財産を適切に把握し管理 

研究成果としての論文数の把握のため、クラリベイト・アナリティクス社

が提供するオンライン学術データベース「Web of Science」の登録データを

基に例年の手法で解析を実施した。令和６年度の論文発表数は 531 件（令和

７年６月２日付集計）、過去５年の発表論文（2,968 件）が令和６年に引用さ

れた回数は 13,426 回であった。その他、同社の InCites Benchmarking and 

Analytics により論文公開数、被引用数、TOP10％・１％論文割合などの経時

変化や他機関との比較を実施した。 

 

Society5.0 をはじめとする社会的・政策的な課題の解決と産業の活性化の

推進 

国内外機関との連携を推進するため、共同研究の契約締結を実施し、国内

機関との共同研究は令和５年度よりも微増の合計 146 件となった。うち、新

規課題は 42 件あり、令和６年度の契約相手方は 195 機関となった。外国機

関との共同研究は 24 件であった。 

 

人材交流、情報交換、交流会への参加・開催 

産業界を中心とした一般国民に向けて機構の研究開発活動を報告するた

めの報告会「JAMSTEC2024」を９月に開催した。機構の研究開発、運用、事

務、新規事業の息吹が感じられる報告会を開催することで、海洋科学技術に

対する理解増進、機構との協働促進を図った。現地での開催に当たってはよ

 

 

国内の産学官との連携・協働について、国内の大学、研究

機関、関係省庁、民間企業、地方公共団体等との包括連携協

定に基づき、連携や協働を継続した。機構の研究開発活動と

関わりのある横須賀市、静岡市、八戸市などと連携・協働を

進め、地方における海洋産業振興施策への貢献を継続した。

横浜市とは、海洋産業の振興・活性化を目指す場である「海

と産業革新コンベンション（うみコン）」の企画・立案に協力

し、新たな海洋産業の創出につなげるイベントを共催した。

また、９月には報告会「JAMSTEC2024」を開催した。機構の研

究開発、運用、事務、新規事業の息吹が感じられる報告会を

開催することで、海洋科学技術に対する理解増進、機構との

協働促進を図った。 

産業連携活動拡充策として、「ベンチャー支援制度の改革」、

「隠れた価値の発掘と収益事業化」の取組を実施した。

JAMSTEC ベンチャー支援制度は、職員がベンチャー起業をす

る際の創業期の負担の軽減に重きを置いた最長 10 年間の支

援制度として、平成 17 年度にスタートをしたが、令和５年ま

でに JAMSTEC 認定ベンチャー設立３件にとどまっていた。政

府の方針や世の中のスタートアップ型ベンチャーへの期待の

高まりを鑑み、令和５年度から「次につながる JAMSTEC ベン

チャーの在り方」に関する議論を開始した。これまでの問題
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り分かりやすい成果の発信を目指しデジタルポスターを活用したセッショ

ンを実施した。また、できるだけ多くの国民の皆様へ機構の活動を届けるた

め、リアル会場で実施した講演だけでなく、ポスターセッションもオンライ

ン上に公開し、ハイブリットイベントとして実施した。実会場では 350 名以

上が参加し、動画配信プラットフォームを活用したストリーミング配信では

３月末時点で 3,000 回を超える再生数があった。 

賛助会においては、機構の研究開発成果、技術開発に関する情報を提供し

つつ、意見交換・交流等を行うことで民間企業等と連携強化を継続的に図っ

ている。海洋関連企業のみならず異業種・異分野の企業への賛助会入会活動

を推進し、令和６年度末実績として会員数 168 社、会費総額 70,260 千円と

なった。 

産業連携活動拡充策の一つとして、新たに隠れた価値を発掘し、これを収

益事業化する取組を開始した。これまで市場に比較対象がない機構オリジナ

ルの研究開発の成果については、十分な価値（値段）を付けられず民間企業

との事業化に至らないという課題（隠れた価値）があったが、新たなスキー

ムを構築することで積極的に付加価値を付し、市場価格を形成する取組を開

始した。令和６年度には次の２件の民間企業との契約を実現した。 

テラヘルツ波分光分析技術という希少性・新規性を持つ唯一無二の機構研究

成果を適正に価格反映させ、従来の受託分析の対価設定よりも利益相当額を

上乗せすることで、2.2 倍の収益化を実現した。 

海洋観測コミュニティでの栄養塩観測に必須となる高濃度 CRM の原料海

水の在庫を持続的に提供するために、機構の船舶による採水と提供、企業の

採算性を考慮した最低限「稼ぐ」ための収益構造を構築した。具体的には、

海洋観測コミュニティ全体の研究活動と持続的発展への貢献と、製品需要の

採算性を両立することを目指し、原料海水無償提供に対して製品売上に応じ

たランニングロイヤリティ収入（約 100 万円）を見込むスキームを実現し

た。 

また、受託対価の設定に際して、市場価格を想定し妥当な値付けができる

よう明記する目的から、利益相当額の上乗せを可能とする受託等対価積算規

点・反省点として、研究者のモチベーションは成果の論文化

であり即社会還元や社会課題解決には遠い意識となってお

り、出口を意識した社会課題の解決に必要となるアントレプ

レナーシップの意識を高める必要があった。また、起業準備

段階から事業性・成長性を見据えた事業構想検討ができてお

らず、事務方の関与も薄かった。さらに、ベンチャー支援措

置の投入リソースに対して金銭的リターンがほとんど得られ

ていない等の課題が見つかった。 

１点目の課題に対しては「JAMSTEC ベンチャー起業に向け

た支援メニュー」を拡充し、内外の専門家と共に、金銭的な

利益の評価（事業性の評価）に強く関与することを通して、

ベンチャー相談から起業化までのワンストップ伴走支援を強

化した。２点目の課題については、全機構役職員の意識醸成

を図ることを狙い「アントレプレナーシップ養成塾」セミナ

ーを令和７年２月に開催した。この養成塾は定例化を図って

おり、令和７年度には研究開発系スタートアップ起業に向け

て必要な基礎知識、事業計画書の作り方等、数回シリーズで

実践講習を予定し、新たな機構発ベンチャーの活性化とキャ

ピタルゲインを得て次の研究開発につなげるサイクル創出を

見込んでいる。 

３点目の課題に対しては、JAMSTEC ベンチャー認定の要件

の１つに「ベンチャーが機構に対し新株予約権を付与するこ

と」を新設し、機構は支援措置を投入することで認定ベンチ

ャーが成長拡大できれば、将来、支援措置に見合うリターン

（配当やキャピタルゲイン）を得ることができる制度に規程

改正を実施した。この新制度の下では、５年目を事業性・成

長性評価の一つの区切りとし、新株予約権を行使するか放棄

するか決定するものとしている。 

以前からベンチャー相談を通して事業性のブラッシュアッ

定期的に開催し、専門的な情報を提

供することにより機構の研究開発へ

の理解増進を図るとともに、マスメ

ディアへの掲載件数が令和５年度比

で 59％増とした。機構の認知を広げ

る取組として顕著な成果である。 

・海洋 STEAM 事業推進コンソーシアム

の立ち上げや海洋 STEAM 教材の充実

および実践など、STEAM 事業の充実は

顕著な成果といえる。 

・広報活動はさまざまなチャンネルを

使っての努力が認められる。 

 

＜今後の課題＞ 

・国際連携のさらなる深化には、中長期

的視点での戦略的パートナーシップ

構築と、若手人材の国際派遣・育成体

制の強化が重要である。 

・知的財産や研究成果の利活用におい

ても、実用化・事業化に向けた出口戦

略を明確にし、産業界との橋渡しを

強化する必要がある。 

・更なる社会還元と社会実装のために、

積極的な民間企業との共同研究や共

同開発、それらによる収益化を期待

する。 

 

＜その他事項＞ 

・アントレプレナーシップの醸成と事
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則の改正を行った。 

 

海洋政策を掲げる地域における、海洋産業振興政策や環境政策、人材育成

政策との協働により、機構の持つポテンシャルを社会に展開し、機構の研究

開発活動を円滑に進展するため、次の活動に取り組んだ。 

函館市については、同市の推進する海洋都市宣言に基づく各種政策と機構

との連携事業として、継続的に海洋科学に関する啓発活動を実施した。 

横浜市については、同市が設置し、機構が参画する海洋都市横浜うみ協議

会の下で海洋産業の振興・活性化を図り、新たな海洋産業の創出につながる

ことを目的とした「海と産業革新コンベンション」（略称：「うみコン」）の

企画・立案に協力した。全国各地から参加者がある中で、機構の研究開発成

果の発信及びシンポジウムでの講演等を行った。 

横須賀市とは、海洋分野における人材育成、産業振興及び環境問題への対

策について相互に連携し、地域の発展と海洋科学技術の水準の向上により一

層資するための連携を行った。横須賀市が将来の海洋人材を育てることを目

的として主催する「横須賀海洋クラブ」では、市内の小中高生に向けて機構

の研究開発活動を紹介し、海洋科学技術への興味喚起、理解増進を促した。

また、海洋都市推進に向けて、横須賀市と市内のベンチャー企業との共創事

業である「ヨコスカブルーテックコンソーシアム」に継続して参画し、活発

な議論を行った。 

静岡県とは連携協定の下で、７月にマリンオープンイノベーション機構

（MaOI）が主催した「BLUE ECONOMY EXPO」へ参画し、機構が取り組んでい

る海洋 STEAM 教育プロジェクトに関する話題提供と展示を行った。 

静岡市とは、引き続き静岡市海洋・地球総合ミュージアム（仮称）の整備

事業について情報収集を行うとともに、展示制作及び運営業務を担う事業者

とプログラム内容について協働を開始した。 

 

産業連携活動拡充策としてのベンチャー支援制度改革等 

産業連携活動拡充策として、「ベンチャー支援制度の改革」、「隠れた価値

プを進めていた案件について、令和６年度には、ベンチャー

相談から起業化までのワンストップ伴走支援拡充の実例とし

て、対外戦略課が中心となり、外部専門家と共に将来的な出

口戦略も視野に入れ ROE（自己資本利益率）が高くなるような

資金計画の精査を行った。その結果、機構初となるスタート

アップ型ビジネスプランの策定に至り、５年振りとなる新規

の JAMSTEC ベンチャー認定１件につなげることができた。 

また、これまで市場に比較対象がない機構オリジナルの研

究開発の成果については、十分な価値（値段）を付けられな

かったことで民間企業との事業化に至らないという課題（隠

れた価値）があったが、新たなスキームを構築することで積

極的に付加価値を付し、市場価格の形成に取り組むことで、

２件の民間企業との契約にまでたどり着いた。具体的には、

テラヘルツ波分光分析技術という希少性・新規性を持つ唯一

無二の機構研究成果を適正に価格反映させ、従来の受託分析

の対価設定よりも利益相当額を上乗せし、2.2 倍の収益化を

実現させた。また、高濃度 CRM 原料海水提供の事例において

は、海洋観測コミュニティ全体の研究活動と持続的発展に貢

献するとともに製品需要と企業の採算性を両立することを目

指し、原料海水無償提供に対し製品売上に応じたランニング

ロイヤリティ収入（約 100 万円）を見込むスキームを実現し

た。 

 

業化には事務職員の働きも大きい。

知財に明るい事務職員の育成など事

務職員の育成を行うシステムの構築

を期待する。 

・STEAM 教育は、特に将来の海洋人材の

育成・確保に非常に重要と考える。内

容のおもしろさとともに、JAMSTEC 内

の業務を適切に広報することによ

り、海洋に関する学習内容が将来の

仕事のイメージと結びつく可能性が

あるので、研究職だけでなくその支

援に関することについても子供たち

に伝えることを期待する。 
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の発掘と収益事業化」の取組を実施した。 

JAMSTEC ベンチャー支援制度は、職員がベンチャー起業をする際の創業期

の負担の軽減に重きを置いた最長 10 年間の支援制度として、平成 17 年度

に開始したが、令和５年までに JAMSTEC 認定ベンチャー設立３件にとどまっ

ていた。政府の方針や世の中のスタートアップ型ベンチャーへの期待の高ま

りを鑑み、令和５年度から「次につながる JAMSTEC ベンチャーの在り方」に

関する議論を開始した。これまでの問題点・反省点として、研究者のモチベ

ーションは成果の論文化であり即社会還元や社会課題解決には遠い意識と

なっていたため、出口を意識した社会課題の解決に必要となるアントレプレ

ナーシップの意識を高める必要があった。また、起業準備段階から事業性・

成長性を見据えた事業構想検討ができておらず、事務方の関与も薄かった。

さらに、ベンチャー支援措置の投入リソースに対して金銭的リターンがほと

んど得られていない等の課題が見つかった。 

１点目の課題に対しては「JAMSTEC ベンチャー起業に向けた支援メニュ

ー」を拡充し、内外の専門家と共に、金銭的な利益の評価（事業性の評価）

に強く関与することを通して、ベンチャー相談から起業化までのワンストッ

プ伴走支援を強化した。 

２点目の課題については、全機構役職員の意識醸成を図ることを狙い「ア

ントレプレナーシップ養成塾」セミナーを令和７年２月に開催した。この養

成塾は定例化を図っており、令和７年度には研究開発系スタートアップ起業

に向けて必要な基礎知識、事業計画書の作り方等、数回シリーズで実践講習

を予定し、新たな機構発ベンチャーの活性化とキャピタルゲインを得て次の

研究開発につなげるサイクル創出を見込んでいる。 

３点目の課題に対しては、JAMSTEC ベンチャー認定の要件の１つに「ベン

チャーが機構に対し新株予約権を付与すること」を新設し、機構は支援措置

を投入することで認定ベンチャーが成長拡大できれば、将来、支援措置に見

合うリターン（配当やキャピタルゲイン）を得ることができる制度に規程改

正を実施した。この新制度の下では、５年目を事業性・成長性評価の一つの

区切りとし、新株予約権を行使するか放棄するかを決定するものとしてい
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る。 

令和６年度には、ベンチャー相談から起業化までのワンストップ伴走支援

拡充の実例として、以前からベンチャー相談を通して事業性のブラッシュア

ップを進めていた案件について、対外戦略課が中心となり、外部専門家と共

に将来的な出口戦略も視野に入れ ROE（自己資本利益率）が高くなるような

資金計画の精査を行った。その結果、機構初となるスタートアップ型ビジネ

スプランの策定に至り、５年振りとなる新規の JAMSTEC ベンチャー認定１件

につなげることができた。 

② 国際協力の推進 

 

国際的な海洋科学の中核的機関として、様々な国際枠組みにおいて、我が

国に求められる役割を果たすだけでなく、国際的な課題についての議論など

をけん引し、我が国の国際的なプレゼンス等の向上に貢献した。また、海洋

のデジタルツイン開発等、国際的な連携を必要とする機構の取組に関し、適

切かつ効果的に機会を捉えた場において紹介し、国際的な協力構築の基盤形

成につなげた。具体的には、以下の取組を行った。 

 

国連を中心とした各種国際枠組み関係（政府間）  

国連の枠組みにおいて、我が国及び機構のプレゼンス向上並びに地球規模

課題解決に貢献するための科学的知見の提供を目指し、以下の取組を行っ

た。 

IOC 協力推進委員会（オンライン）及び WESTPAC 国内専門部会を開催し、

各分野の専門家による意見及び情報交換を行い、第 57 回 IOC 執行理事会及

び第 15 回 WESTPAC 政府間会合に向けて日本政府の対処方針策定に必要な知

見を取りまとめた。また、第 57 回 IOC 執行理事会に機構職員が日本政府代

表団として出席し、総会における日本政府代表団の活動を支援した。特に、

国内専門家が令和５年６月の第 31 回 IOC 総会で日本初の IOC 議長に選出さ

れた際には、IOC 役員会や執行理事会への出席、IOC 事務局との連絡調整を

 

 

海洋科学に関する調整を行う IOC や G7 FSOI ワーキンググ

ループなどの国際枠組みにおいて、科学的な知見の提供のみ

ならず、IOC 西太平洋地域小委員会（WESTPAC）議長などの重

要な役割の遂行や、機構職員（研究職）による議論の主導、我

が国の政府への助言、調整支援等の提供によるそれらの枠組

みに関する政策決定に大きく貢献した。 

また、令和６年度の特筆すべき実績として、現在機構で開

発を進めており、今後国際的な連携を進め「アジアのハブ」

を担うことを計画している「海洋のデジタルツイン」（DTO）

に関して、国際連携を促進するため、G7 FSOI ワーキンググル

ープ、科学技術と人類の未来に関する国際フォーラム（STS フ

ォーラム）海洋セッション、POGO の第 26 回年次会合など、

様々な場を活用した取組を重点的に行った。 

海外関係機関との協力に関しては、Ifremer と生物多様性

に係るテーマを軸とした日仏協力プロジェクトを引き続き継

続し、令和６年 10 月にニューカレドニア沖の南太平洋で２回

目の調査航海を実施したほか、関係する各機関との対話・連

携を継続した。 
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通じて IOC 議長の業務を支援した。さらに、令和５年４月から機構研究者１

名が WESTPAC 議長（任期２年）を務めており、令和６年４月にタイで開催さ

れた第２回「国連海洋科学の 10 年」地域会議及び第 11 回 IOC WESTPAC 国際

海洋科学会議並びに令和７年３月に我が国で開催された第 15 回 WESTPAC 政

府間会合を含め、西太平洋地域における海洋科学に関する協力等の WESTPAC

活動の推進を主導し、アジア・太平洋域における海洋科学技術の水準向上と

我が国のプレゼンス向上に貢献している。令和５年の IOC 総会で設置が決定

された国家管轄圏内海域の観測に関する会期間作業部会に機構事務職員が

メンバーとして参加し、海洋法に関する専門的知見に基づき、議論に貢献し

た。加えて、機構のプレゼンス及び職員の能力向上を図るため、令和５年６

月から２年間の予定で機構事務職員１名が IOC 事務局（フランス・パリ）の

P-4 ポストに出向しており、IOC 事務局海洋政策・地域調整課（IOC/MPR）に

おいて「国連持続可能な開発のための海洋科学の 10 年」の実施に関する業

務に従事している。このことは、令和５年度に続き、国連海洋科学の 10 年

の推進にも大きく貢献している。  

「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年（令和３年～令和 12 年）」 

Decade Program の一つである「One Ocean Network for Deep Observation」

プログラムにおいて、仏国立海洋開発研究所（Ifremer）との協力を中心に

活動を継続した。 

令和６年 11 月にアゼルバイジャン（バクー）で開催された国連気候変動

枠組条約（UNFCCC）第 29 回締約国会議（COP29）において、Earth Information 

Day（EID）に機構研究者が参加するとともに、日本パビリオンでは打上間近

の日本の衛星 GOSAT-GW に関するセミナーを環境省、国立環境研究所と共に

機構が主催し、プレゼンテーションやパネルディスカッションを行った。 

 

国連以外の各種国際枠組み関係（政府間） 

地球規模課題の解決に向けた国内外の政策・意思決定の場への科学的知見

の提供、我が国及び機構のプレゼンス向上等のため、以下の取組を行った。 

令和６年度には、オンラインとのハイブリッド開催に加え

て、国際会議の対面開催も多く実施された。また、海外から

の来訪者も令和５年度同様活発に受け入れた。こうした状況

の中、限られたリソースを効果的に活用し対応することがで

きた。 

IODP の最終航海として、世界の研究者が活躍し、多くの科

学成果が期待される JTRACK を無事成功裏に終えることがで

きた。IODP³への移行に当たっては、J-DESC の各種委員会の対

応を行うとともに、IODP Forum Meeting 及び PMO Meeting を

ホストとして運営した。また、今後の運営方針やプログラム

間における協力体制等について欧州と活発な議論を行うな

ど、国際コミュニティにおいて主導的な役割を果たし、50 年

以上続く国際プログラムを無事に継承することができた。 
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G7 海洋の未来イニシアティブ 令和６年は、G7 FSOI ワーキンググループ

への積極的な貢献を行い、機構及び我が国の国際的プレゼンスの向上を図り

つつ、地球規模の諸課題の解決に貢献した。令和６年度の優先分野のうち、

我が国がリードを務めた「北極海観測」、コリードを務めた「OneArgo」及び

「DTO」の会期間議論を機構研究者が主導し、ワーキンググループ宛提言を

取りまとめた。また、海洋のインフラに関する国際ワークショップと海洋観

測に関する調整ガバナンスを議論するオンラインワークショップそれぞれ

に機構職員が参加し、活発な意見出しを通じて、議論に貢献した。令和６年

10 月にイタリアで開催された FSOI ワーキンググループ年次会合には、ナシ

ョナルフォーカルポイント（文部科学省）の科学アドバイザーである機構研

究者を含む複数の機構職員が参加し、同ワーキンググループの活動に関する

議論を行い、海洋科学政策につながるいくつかの提案を取りまとめた。機構

研究者が議論取りまとめにおいて中心的な役割を果たした「北極海観測」、

「OneArgo」、「DTO」は引き続き令和７年も FSOI ワーキンググループの優先

分野として扱われることが決定した。さらに、令和７年からはナショナルフ

ォーカルポイントをサポートし、国内外の調整実務を担うナショナル・コー

ディネーターを各 G7 メンバーが指名することが決定され、これまでの調整

実績が評価され、ナショナル・コーディネーターとして機構職員が指名され

た。これにより、G7 FSOI に係る政府間調整に機構職員が公式の肩書で直接

携わることが可能となった。 

 

「海洋のデジタルツイン」（DTO）に関する様々な場を活用した国際協力の推

進 

「海洋のデジタルツイン」（DTO）は海洋で生じる様々なスケールの現象を

観測し、それをコンピュータ上で再現し、かつリアルタイムでの変化を取り

入れることが可能なシステムであり、世界各国や国際的な枠組みの下で開発

や開発に向けた議論が進められている、先進的な研究開発テーマである。機

構においても DTO 開発を進めるとともに、「DTO のアジアのハブ」としての

機能の整備を進めているところである。令和６年には DTO 開発に関する機構
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の国際的なプレゼンスを大きく引き上げ、国際協力の基盤を構築するため、

様々な場を活用した取組を重点的に行った。 

DTO 開発における国際連携を促進するため、G7 FSOI ワーキンググループ

の会期間活動において機構研究者がコリードの EU と連携・調整しながら議

論を主導し、機構事務職員が調整の支援を行った。また、DTO についての議

論を深めるため、令和６年の STS フォーラム海洋セッションのテーマに DTO

を提案し、採用された。さらに、STS フォーラムに講演者として参加する国

内外の著名なリーダーを事前に横須賀本部へ招聘し、DTO について世界と日

本の進むべき方向と機構の役割と能力を示した。STS フォーラムにおいては

DTO のあるべき姿を提示し、国際的な連携によって更に加速していくことに

ついての同意を得た。加えて、マレーシアで開催された世界の主要な海洋研

究機関のフォーラムである POGO の第 26 回年次会合での DTO セッションに

て、機構研究者から機構の取組を紹介するとともに、アジアのハブに向けた

構想について参加者に紹介し、同分野のアジア域におけるプレゼンスを示し

た。 

 

そのほか、令和６年度に行った国際協力の推進についての取組を以下に記

載する。 

 

二国間協力（政府間） 

多様な研究分野における、関係国との新しい取組や今後の展望について情

報交換を行い、海洋地球科学技術を通じた両国の関係構築・深化と機構の研

究開発成果の最大化を目的として、以下の取組を行った。 

カナダとの協力 令和６年５月 15 日に開催された第 16 回日カナダ科学

技術合同委員会に機構職員１名がオンラインで参加し、特に北極海研究と地

震研究についての海洋・地球科学分野における両国間の研究協力に関する情

報提供を行った。 
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アメリカとの協力 令和６年８月 28 日に開催された第 17 回日米科学技

術協力合同実務級委員会に機構職員１名がオンラインで参加し、特に全球海

洋観測や北極域研究について両国間の研究協力に関する情報提供を行った。 

南アフリカとの協力 令和６年 11 月６日に開催された第９回日南ア科学

技術合同委員会に機構職員１名がオンラインで参加し、海洋地球科学分野、

特に両国研究者の共同研究による気候に基づく感染症早期警報システム

（iDEWS）を紹介した。 

これらの取組により、各国との関係構築・深化に貢献した。 

 

海外の海洋研究機関等との協定等による効果的な連携体制の構築（研究機関

間、その他） 

各種マルチラテラルやバイラテラルの機会を有効に利用して、ネットワー

ク形成・連携強化、国際枠組み形成、情報交換等を通じた機構のプレゼンス

向上及び科学的成果の最大化を図るため、以下の取組を行った。 

フランス国立海洋開発研究所（Ifremer）との協力 機構は Ifremer が主

導する深海観測のための研究ネットワーク「One Ocean Network for Deep 

Observation」プロジェクトに参画しており、令和５年５月に続いて令和６

年 10 月にニューカレドニア沖の南太平洋で２回目の調査航海を実施した。

この取組は、令和５年に採択された「特別なパートナーシップ」の下での日

仏協力のロードマップに記載されており、引き続き研究協力推進のため HP

での紹介や仏大使館主催イベントでの紹介など、必要な連携や支援を続けて

いる。 

機関間協力覚書の締結 海外研究機関との協力のため機関間協力覚書の

締結を行った。令和６年度は、ハワイ大学との機関間協力覚書を締結・更新

した。 

全球海洋観測パートナーシップ（POGO） 機構役員が POGO の加盟機関メ

ンバーとして年次総会に参加し、POGO メンバー機関の様々な研究開発・機

関運営・国際協力などに関する取組について情報収集及び意見交換を行うと
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ともに、POGO の運営に関する審議・意思決定に参加し、その健全な組織運営

に貢献した。  

来訪等その他交流 令和６年度の海外機関等からの機構等への来訪実績

は 16 件である。北極域研究船プロジェクト、全球海洋観測に関する取組、

海洋のデジタルツインなど、機構のこれからにとって重要な研究活動に関す

る情報をインプットするとともに、今後の協力に向けた意見交換を行い、機

構の研究成果の最大化につながる、各機関との新規ネットワークの形成及び

強化並びに連携の深化を図った。 

 

海洋科学掘削に関する国際協力 

平成 25 年から続いている IODP の最終年度にあたり、機構が主導する大

型航海を実施するとともに、海洋科学掘削の新たな国際枠組みを作るための

様々な国際調整を行い、日欧を中心とした体制を構築した。 

IODP 第 405 次研究航海 JTRACK（９月６日～12 月 20 日）を計画・実施し

た。本航海は多くの科学成果が期待されるとともに、IODP の最終航海とし

て国内外の研究コミュニティから注目を集めた。機構は積極的な広報活動を

通じて広く理解・浸透に努め、IODP を締めくくった。また、IODP Program 

Member Office（PMO）として、我が国の国際的なプレゼンスの向上に寄与し

た。具体的には IODP の国際対応として、科学評価パネル、JOIDES Resolution 

Facility Board（JRFB）、ECORD Facility Board、Chikyu IODP Board（CIB）、

及び IODP Forum、PMO Meeting などの国際会議に委員とオブザーバを派遣し

た。あわせて、米欧の掘削船運用機関と連携し、IODP 航海の乗船研究者の国

内募集、評価及び推薦を滞りなく進めるとともに、日本側乗船者に対して出

張に係る支援を行った。 

さらに、IODP の後継枠組みとして、ECORD と日本が主導する IODP³の構築

に向けた定期的な会合を開催し、合意文書の草案と関係各所との最終調整を

行い、機構と ECORD の代表機関との間で合意文書を取り交わす準備を行っ

た。IODP³での「ちきゅう」の運用計画の検討も着実に進めている。 
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加えて、国際陸上科学掘削計画（International Continental Scientific 

Drilling Program、以下「ICDP」という。）については、ICDP 国内責任機関

として、分担金の拠出、ICDP 執行委員会（Executive Committee）委員１名、

ICDP 科学諮問部会（Science Advisory Group）委員１名の派遣を継続した。

ICDP 掘削提案の提出促進に向けた支援活動により、日本発の ICDP 掘削提案

が３件提出された。 

 

掘削コア試料の提供等 

掘削コア試料については、21 の国と地域から合計 211 件のリクエストを

受理し、試料提供を実施した。また、高知大学と毎年３月に実施している J-

DESC コアスクール（若手研究者・技術者育成）を、基礎コース、同位体コー

スともに実施した。さらに、微生物学分野を対象とするディープライフコー

スを新設し、８月に実施した。保管庫にあるコアの再活用をめざす、リポジ

トリーコア再解析ブログラムのサンプリングパーティを７月に実施した。非

破壊計測のためのコア試料貸借に関わる輸出入は、１件（Leg194 試料の返

却・イギリス）である。加えて、米国から IODP 第 392 次航海のコア試料が

新たに搬入された。「ちきゅう」の IODP 第 405 次航海のコア試料も搬入さ

れ、現行フェーズの IODP コア試料の搬入はこれで完了した。 

③ 外部資金による研究開発の推進 

 

令和６年度の外部資金の獲得について、科研費をはじめとした競争的研究

費及びその他受託研究といった外部からの研究資金の獲得課題総件数は

596 件（令和５年度 575 件）と令和５年度を上回る実績であった。その要因

は、競争的研究費を含む受託研究及び民間等助成金が増加したことによる。

獲得総額は 110.3 億円（令和５年度 106.5 億円）と令和５年度を上回る実績

であった。その要因は、受託研究と SIP 交付金の増加による。 

 

あわせて、外部資金拡大に向けて以下の取組を実施した。 

 

 

令和６年度の外部からの研究資金の獲得課題総数は 596 件

（令和５年度 575 件）と令和５年度比＋21 件となった。また、

獲得総額も 110.3 億円（令和５年度 106.5 億円）と令和５年

度比＋3.8 億円となり、件数、金額ともに令和５年度を上回る

実績となった。 

令和６年度は、外部資金の獲得拡大に向けた取組を着実に

実施するとともに、自己収入拡大のため、機構が保有する知

研や技術に対する対価としての「戦略的経費」の整理と規程
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応募支援策の一つである、過去に採択された調書の閲覧について、従来は

「紙媒体のみ・閲覧場所限定」としていたが、閲覧しやすさの向上のため、

調書提供者の研究者に了承を得た調書は統合文書管理基盤（Box）上での閲

覧を可能にした。その結果、利用者数は令和５年度の 14 名に対し令和６年

度は利用者数を把握可能な提供方法のみで 21 名に増加した（ほかにアクセ

スフリーの提供もある）。また、機構で保管・管理している貸出用参考図書

について、最新版への入替えを行うとともに及び機構職員著書「狙って獲り

にいく！科研費 採択される申請書のまとめ方」などを周知するなど充実を

図った。新たに横浜研究所、むつ研究所、高知コア研究所にも配置場所を拡

大し拠点在勤の研究者も利用しやすくした。 

二次イオン質量分析器（NanoSIMS）を用いた分析業務の受託について、事

務手続きが煩雑という委託者側のハードルを下げるとともに、双方の事務手

続きの協議事項の省力化を図るため、約款方式の導入に向け検討・調整を実

施した（令和７年度から実装を予定している）。 

外部資金への応募承認手続きの効率化（手続きに要する期間の短縮）を図

るため、手続きに必要な書類の必須項目を明確にした上で、簡略化及びフロ

ーの見直しについて検討・調整した。 

さらに、寄附制度の活性化（受入れの拡大）に向けて主催、非主催を問わ

ず対外的なイベントにおいて実験的な市場調査を実施した結果、様々なアウ

トリーチ活動の場を活用して、機構の寄附制度の認知度を更に高める必要性

を認識した。そのため、年間を通じて各種イベントに寄附制度周知活動を展

開し、寄附者の想いや疑問に応える直接対話を通した積極的な展開方法へと

改善した。この令和６年度の改善取組により、寄附金受入れ件数及び寄附収

入の大幅な増加につながった。あわせて、寄附金収入の安定化（機構の応援

層の固定化）と更なる支援を得るべく、寄附金のお礼と報告方法等、運用の

改善にも取り組んでいる。 

加えて、受託料に機構が保有する技術や知見に係る市場の評価を加味した

対価を受け取れるよう「戦略的経費」の計上を可能とすることの整理・検討

改正を実施、し仕組みを整えた。 

令和５年度に採択された変動海洋エコシステム高等研究所

（WPI-AIMEC）について東北大学との強固な連携により業務を

推進した。 
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及び「受託等対価積算規則」への明文化を実施し、自己収入の拡大につなが

る仕組みを整えた。 

東北大学との共同提案により、令和５年度に世界トップレベル研究拠点プ

ログラム（WPI）の新規採択拠点として採択された「変動海洋エコシステム

高等研究機構（WPI-Advanced Institute for Marine Ecosystem Change。以

下「WPI-AIMEC」という。）について、相互の強固な連携により両機関の強み

を相補的に活かしたアンダー・ワンルーフの拠点を形成するため、令和６年

度には各拠点の設置を進めた（機構は横浜研究所に事務局を設置）。両機関

の組織力を効果的に発揮するための方策として「WPI-AIMEC 運営規程」を制

定し業務を推進している。 

④ 若手人材の育成 

 

JAMSTEC Young Research Fellow（博士号取得５年以内の若手研究者を対

象に、自らの研究課題の業績を伸ばし、研究者として更なる飛躍を遂げるこ

とを目的として期間を定めて雇用する制度）の募集を引き続き実施した。令

和６年度には国内外から 64 名の応募があり、選考を経て最終的に４名の新

たな JAMSTEC Young Research Fellow を内定した。入所した Young Research 

Fellow に対しては、個別にメンター及び副メンターを置いて研究活動に専

念できる体制を構築している。 

 

連携大学院等に関する協定締結校や参加研究者を紹介するウェブサイト

を継続的に公開している。令和６年度は新たに東京農工大学工学府との連携

大学院協定を締結した。また、２校の SSH との協定に基づき、各校への助言

等を通じて海洋人材の裾野拡大及び育成を目指した取組を継続して実施し

ている。 

５月に実施した横須賀本部一般公開においては、来場者に対して連携大学

院制度を紹介するとともに、「JAMSTEC のお仕事を覗いてみよう！」と題し

て、子供たち（小学生～大学生）及び保護者を対象に研究者をはじめとする

 

 

新たに東京農工大学工学府と連携大学院協定を締結し、海

洋分野における人材育成の基盤強化を図っている。また、横

須賀本部一般公開では、職業理解促進や進路相談を通じて、

来場者に対して海洋科学技術分野への関心を喚起する機会を

提供した。さらに、内閣府男女共同参画局「理工チャレンジ」

への参加やスーパーサイエンスハイスクール（SSH）指定校と

の連携など、理工系進路選択支援と人材裾野拡大に向けた取

組も積極的に実施している。加えて、JAMSTEC Young Research 

Fellow 制度において、国内外からの多数の応募者の中から優

秀な人材を選抜し、メンター制度を通じた支援体制を整える

など、若手研究者の成長促進にも貢献している。 
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機構の様々な職種の役割を紹介し、実際の業務内容や研究者等になるための

進路・キャリア相談に応じるイベントを実施した。研究者等が直接進路・キ

ャリアパスへの相談に応じることで、将来的な海洋科学技術分野への進路を

提示し、海洋科学人材の確保に向けた裾野拡大に努めた。 

女子生徒等の理工系分野への進路選択を促進するため、内閣府男女共同参

画局が推進する「理工チャレンジ（リコチャレ）」の事業の趣旨に賛同し「リ

コチャレ応援団体」として登録を行った。 

⑤ 広報・アウトリーチ活動の促進 

 

JTRACK に関する多角的な広報活動 

世界最先端の海洋地球科学の研究を国民に直に届ける情報発信手法とし

て IODP 第 405 次研究航海（JTRACK）を実施中の洋上の「ちきゅう」船上と

中継するライブ配信を行い、定期的な記者説明会を実施した。出港時、帰港

時に加え、科学掘削での最長パイプ長の世界新記録達成時には、新聞等のメ

ディアで広く報道され注目を集めた。また、日本科学未来館、名古屋市科学

館をはじめとする全国各地 14 か所の博物館等において中継イベントと企画

展示を実施し、「ちきゅう」船上の研究者・技術者と来場者がリアルタイム

での中継を通じて交流した様子は、地震・津波の被害を受けた東北地方をは

じめとしたテレビ、新聞、インターネットニュースで紹介された。さらに、

JTRACK 研究航海の学校教育現場への実装を実現させるため、海洋 STEAM 教

材を用いた実践授業において教室と「ちきゅう」船上をライブ中継でつなぎ、

学校の教員が双方向性のある海洋 STEAM 授業を国内で初めて実施した。これ

は機構が海洋 STEAM プロジェクトの一環として制作した「海洋 STEAM 教材」

の第３巻「海の地震と防災 海底下の地層」を八戸市立吹上小学校の授業カ

リキュラムに取り入れる形で実施した。150 名を超える児童、保護者、地域

住民が地震研究の最前線について学び、学校教育の中で防災について考える

機会を創出した。これらのオンライン発信やイベント等を通じ、延べ 20 万

人規模相当へのアウトリーチを実施した。 

 

 

令和６年度には JTRACK と北極域研究船「みらいⅡ」を中心

に機構に対する国民の関心と理解を深める情報発信に取り組

んだ。ホームページや SNS の活用をはじめ、博物館等と連携

して国民への広報を実施するとともに、マスメディア関係者

への丁寧な説明等の各種メディア対応を行った。 

また、これまで機構と接点の少なかった業種、職種、世代

（将来のファン層）に機構の取組を届ける施策を検討し、一

般雑誌とのタイアップによる特集ムックの制作を通じた情報

発信計画に着手することで、将来を見据えた社会との広い接

点の創出に向けた取組を行った。 

さらに、海洋 STEAM 事業では、海洋 STEAM 教材の充実化を

図り、地方公共団体における利活用を更に推進して、様々な

学校における授業での実装を実現した。令和５年度のモデル

実施校は１校にとどまったが、令和６年度は 10 自治体での実

施を実現し、今後の更なる地域展開へ向けて大きな一歩を踏

み出した。JTRACK に関する広報活動との連動と、北極域研究

船「みらいⅡ」に関する教材作成も行い、海洋 STEAM 教材を

用いた実践授業と JTRACK 研究航海の現場をライブ中継でつ

なぐ学校教育現場への社会実装も実現することができた。 
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北極域研究船「みらいⅡ」の積極的な広報・情報発信 

建造事業者のジャパン マリンユナイテッド株式会社（JMU）の協力の下、

北極域研究船「みらいⅡ」建造の主要工程の映像素材（動画・静止画）を取

得・加工し、ウェブサイトや SNS などで建造工程の進捗状況等を積極的に発

信した。また、小学生高学年から中学生程度を対象とした北極域研究の重要

性や「みらいⅡ」の解説等を盛り込んだ動画コンテンツを配信した（動画コ

ンテンツは就航までに長編全三編、短編全二編を予定）。動画は、対象年齢

が親しみを持てるよう公募による同年代の出演やオリジナルキャラクター

の登場など演出を工夫した 。さらに、日本科学未来館と「みらいⅡ」の広

報に係る中長期的な連携を念頭に共同で企画を検討し、一般参加型イベント

を共催するとともに、WNI 気象文化創造センターが運営する「SHIRASE」（初

代「しらせ」）におけるイベントなど複数の展示協力を行った。加えて、令

和７年３月に JMU 横浜事業所磯子工場において執り行われた「みらいⅡ」命

名・進水式では、「みらいⅡ」を広く一般に発信することを目的に JMU の協

力の下、報道陣の受け入れ及び取材対応を行い、愛子内親王殿下の御臨席を

賜った式典の様子はニュースにおいても大々的に報じられた。 

 

オウンドメディアである広報サイト「JAMSTEC BASE」を活用した研究開発成

果の発信 

多くの国民が情報を得る主な手段であるウェブメディアを通じて、機構の

主要研究やその意義について国民の理解や興味関心を高めることを目的に、

広報サイト「JAMSTEC BASE」を活用した情報発信を行った。気候変動研究、

深海生態系、海底地震・火山研究、海洋科学掘削研究など、機構の研究開発

の取組を分かりやすく伝えるため、計 46 本のオンライン記事を企画取材し

て掲載し、そのコンテンツをブルーバックスウェブと連動するなど複数のウ

ェブメディアに配信した。発信情報はマスメディアによる成果紹介の直接的

な情報源になったほか、掲載記事をきっかけにマスメディアからの追加取材

依頼にもつながり、より深く機構の取組が認知される実績を上げた。当該サ

加えて、令和６年度は定期的な科学メディア意見交換会を

実施し、多数のメディアに機構の取組が取り上げられた。オ

ンラインによる記者レクや取材案内、科学メディア意見交換

会を継続することで、多くのメディア関係者からの認知につ

なげることができた。また、本意見交換会は理事長が直接記

者説明を行う場としても活用した。 
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イトの年間ページビューは順調に伸びており、令和６年度は 116 万アクセス

を超えた。 

 

SNS、YouTube 等を活用した分かりやすく親しみやすい形での認知機会 

機構の活動や最新の研究開発成果に国民がアクセスしやすい入口のツー

ルとして、SNS（X、Facebook、Instagram）と動画サイト（YouTube）を活用

し、各メディアの特性に合わせた戦略的な発信を行った。SNS の全メディア

でフォロワー数は増加を続けており、機構の取組について一般の方々の興味

を喚起しながら、機構の活動や成果を発信するツールとして有効活用するこ

とができた。 

 

情報誌「Blue Earth」の発行 

機構が注力する海洋地球科学への取組について高校生以上を読者対象と

して情報誌「Blue Earth」を２号発行した。174 号は「地球のシステムを解

明する、海洋観測の現在地」をテーマに、海洋観測の仕組みや目的を特集し、

海洋観測の継続と基礎データの重要性を伝え、175 号は東北地方太平洋沖地

震の震源域を調査した国際深海科学掘削計画（IODP）による「JTRACK」と、

「北極域研究船「みらいⅡ」建造」をテーマに、現在・今後の国際的なプロ

ジェクトへの理解を深める内容として特集を組み、詳しい解説を紹介した。

発行した冊子は、科学メディア意見交換会などにおいても活用した。 

 

施設一般公開の実施 

機構の研究開発への理解増進及び海洋科学リテラシーの向上へ貢献する

ため、通常は立ち入ることができない施設を公開することにより、来場者の

興味関心を一層引き立て機構事業への理解を深めていただく機会の創出を

目的として、横須賀本部（５月 18 日、参加者数 2,632 人、なお申込多数の

ため抽選制）、高知コア研究所（高知コアセンター１日公開：高知大学と共

同開催、11 月２日、350 人）、国際海洋環境情報センター（GODAC）（11 月 23

日、396 人）、「みらい」及びむつ研究所（８月 24 日、571 人）で一般公開を



141 

 

実施した。横須賀本部一般公開の開催日には会場からオンライン配信も同時

に行い、延べ 12,000 人が視聴した。来場者へのアンケート結果では９割以

上において機構の取組への関心が高まったことが確認できた。 

 

マリン・ディスカバリー・コース（MDC）の実施 

将来を担う海洋人材の裾野拡大及び機構の研究開発の理解増進を目的と

して、小・中・高など学校等の団体に向けた６つのオンラインプログラム及

び横須賀本部、横浜研究所の展示施設でのレクチャー・プログラム（深海／

海底資源／地球内部／地震／海洋環境／海洋プラスチック）を実施した。小

中高校等 64 団体、延べ約 2,500 人の参加があった。また、スーパーサイエ

ンスハイスクール（SSH）指定校からは８校（武庫川女子大附属高等学校（兵

庫県）、田園調布雙葉中学高等学校理科部（東京都）、栄光学園中学高等学校

（神奈川県）、茨城県立竜ヶ崎第一高等学校・附属中学校、群馬県立高崎高

等学校、岡山県立岡山朝日高等学校、大阪星光学院中学校・高等学校、奈良

学園高等学校）の参加があった。プログラム実施後の参加者アンケートでは、

約８割から「海や地球の研究に興味が強くなった」という回答があり、海洋

地球科学分野への興味関心を高めることにつながった。さらに、横浜研究所

地球情報館展示及び図書館の一般利用開放では学校向けに制作した海洋

STEAM 教材の各巻での学習等と連動させる内容に再構成し、SSH でもある武

庫川女子大附属高等学校、普連土学園中学校・高等学校（東京都）、茨城工

業高等専門学校、三浦市立初声中学校（神奈川県）、高輪中学高等学校（中

学・東京都）、一ツ葉高校 横浜キャンパス（神奈川県）、沖縄県立首里高等

学校、栃木県立栃木女子高等学校の生徒なども学習の一環で来訪し、機構の

取組を学ぶ機会につながった。 

 

新たなファン層獲得に向けたムックの制作・発行を通じた広報活動の企画 

社会からの広い理解につなげるため、理事長のリーダーシップの下、従来

の広報対象者以外への接点を新たに創出し、非認知層にも関心の輪を広げる
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アプローチとして、一般雑誌とのタイアップにより海洋研究開発の意義や魅

力を伝える特集ムックの制作を通じた情報発信計画に着手した。 

地球環境や生物多様性、科学技術の進歩など機構の取組への関心が見込め

る多様な業種に携わる情報感度の高い読者層に向けて、機構の研究開発の意

義や魅力を伝えるツールとして、ライフスタイル・カルチャー誌と令和７年

度中の発行に向けた制作に着手し、雑誌での機構の活動紹介の構成検討、書

店等におけるイベント、オンラインでの連動した情報展開などの実施計画を

まとめた。 

 

全国の科学館・博物館・水族館等への展示協力 

科学館・博物館・水族館等の展示施設は、国民が海洋科学技術への興味関

心を持つ入り口として重要であることから、令和６年度は国立科学博物館や

日本科学未来館、新江ノ島水族館をはじめとする全国各地の科学館等に 39

件（常設展 21 件、企画展 18 件）の展示協力を行い、機構の研究開発の取組

の詳しい紹介の場を創出した。 

 

自治体等との連携・その他イベント実施 

横浜市・海洋都市横浜うみ協議会主催による市民イベント「横浜うみ博

2024」での海洋生物環境に関する児童向けワークショップ（来場者約２万

人）、函館市・一般財団法人函館国際水産・海洋都市推進機構による「函館

マリンフェスティバル 2024」（来場者約８千人）での講演、名護市主催

「TSUNAGU CITY in 名護」での「予測研究」の内容紹介（来場者数約２千

人）、「サイエンスアゴラ 2024」での深海岩石試料等の研究紹介など、来場者

の対象に合わせた機構の取組紹介を行った。また、第 21 回「地球環境シリ

ーズ」講演会をオンラインで開催し、気候の解析や太古の気候変動を捉える

研究ツールとして活用されるシミュレーションモデルを使った研究等の機

構の取組を詳しく紹介した。 

 

学校カリキュラムに組み込んだ海洋 STEAM 授業の実践及び展開 
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令和５年度から本格的に着手した海洋 STEAM 事業においては、これまで制

作した海洋 STEAM 教材を活用した授業を「我が国の海洋研究を推進する市議

会議員連盟」８市の教育委員会の協力の下、すべての自治体で教員が実施し

た。実施にあたっては、「総合的な学習の時間」などの学校カリキュラムに

海の学習を組み込み、各授業のテーマや教科、対象学年をはじめとする授業

計画を、各学校の教員が主体的に練り上げた。海洋 STEAM 教材を活用した授

業の実施校は以下のとおり。 

・函館市立あさひ小学校（令和６年 11 月） 

・むつ市立関根小学校（令和６年６月） 

・八戸市立吹上小学校（通年） 

・横浜市立金沢小学校（令和６年年 10 月） 

・横須賀市立小原台小学校（令和６年 12 月） 

・静岡市立清水小学校（令和６年９月） 

・神戸市立浜山小学校（令和６年９月） 

・名護市立名護小学校（令和６年３月） 

特に、八戸市立吹上小学校では、前述のとおり、海洋 STEAM 教材を用いた

実践授業と JTRACK 研究航海の学校教育現場への社会実装を同時に実現し、

教室と「ちきゅう」船上とを中継でつなぐ全国初の授業が実施された。なお、

各地の授業の模様は地元メディアに取り上げられ、実施した学校だけでな

く、他の教育機関等にも広く取組を発信することにつなげた。 

また、つくば市が進める「つくば STEAM コンパス事業」との連携の下、春

日学園義務教育学校において海洋プラスチックに関する STEAM 授業を実施

したほか、東京都教育庁が進める島しょ地域事業との連携に端を発する東京

都八丈町立三根小学校や新島小学校において海洋 STEAM 事業を実施した。

「島しょ地域において「海」を学ぶこと」をテーマに、「今後私たちは海と

どのように向き合っていけばよいか」について、小学生が活発に意見交換し、

自ら考える機会を作った。 

さらに、関心を持った他の自治体での利活用に向けて、各地の教育委員会

に対する働きかけを開始した。例えば、愛知県教育委員会や札幌市教育委員
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会などの大都市圏や、これまで機構の活動との関わりが深くなかった三浦市

や離島などの自治体の教育委員会に取組紹介を行った。 

加えて、「全国都道府県在京文教担当者連絡会」に対して海洋 STEAM 教育

の取組を紹介することで、各自治体の教育委員会への普及を図ったほか、令

和６年度「全国「海の学び」フォーラム」において、全国の「海の学びコー

ディネーター（CN）」及び海洋教育推進に携わる教員等に対して取組紹介を

することで、今後の展開に係るきっかけ作りを行った。 

  

海洋 STEAM 教材の更なる充実 

機構が進める海洋 STEAM 事業の独自性と汎用性を追求し、新たに第４巻

「深海探査の探究」と第５巻「北極の研究と船」の２テーマで海洋 STEAM 教

材を制作した。第１巻から第３巻は小学校高学年をターゲットの中心に据え

たが、第４巻、第５巻は中学生から高校生を中心に想定して、探究的な学習

にも活用可能な内容とすることで、取り扱うテーマの広範化を図った。教材

制作に当たっては、八戸市教育委員会や早稲田大学本庄高等学院など「海洋

STEAM 事業推進コンソーシアム」のメンバーの全面協力の下、八戸市立吹上

小学校、早稲田大学本庄高等学院及び神奈川大学附属中学校においてモデル

授業を実施し、フィードバックを踏まえて教材の精緻化を行った。 

  

海洋 STEAM 探究型学習 

海洋 STEAM 探究型学習にも新たに着手し、海洋 STEAM 教材の活用を通じ

て、東京都立日比谷高等学校や私立麻布学園高等学校、私立湘南白百合学園

高等学校などの高校で探究講座に貢献した。 

日比谷高等学校においては、同校が進める SSH 課題研究や海外研修におい

て、海洋の生物多様性等についてグループで主体的に調べ学習し、現状理解

や課題の抽出、提言を行う探究活動に協力した。また、研究者による最新の

研究紹介を交えた施設訪問の機会を提供し、生徒の課題発見能力、問題解決

力の向上に大きく貢献した。 
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東京都の私立麻布高校においては、教養総合講座「海洋地球科学と教育」

（海洋 STEAM 探究講座）に企画協力し、全８回のリレー講座を通じて、機構

内の精鋭研究者からそれぞれの最先端の話題を提供した。機構で扱う海洋地

球研究部門の範囲を表層から地球内部まで隈なく扱った内容であり、生徒の

探究学習や進路選択につながっていくことが大いに期待される。 

  

海洋 STEAM 事業推進コンソーシアムの新設を通じた事業発展へのスキーム

強化 

機構における海洋 STEAM 事業の理論的研究や教育系大学における人材育

成の二つの面から検討を行うことで事業の検証や着実な推進を図るため、小

中学校、高校の教員や大学教員から構成される「海洋 STEAM 事業推進コンソ

ーシアム」を新たに設立した。この取組によって、海洋 STEAM 事業に関する

新しい知見を創出するとともに STEAM 教育を現場で行う教員の人材育成に

も貢献した。 

コンソーシアムの取組の一環として、弘前大学教育学部附属中学校の教育

実習において海洋 STEAM 教材を活用した教育実習プログラムを構築しても

らうよう働きかけ、海洋プラスチックの授業を大学生が実施した。この授業

の結果をコンソーシアムの議論にフィードバックした。 

  

博物館事業との連携にかかる企画立案 

静岡市が整備予定の海洋・地球総合ミュージアム（仮称）と連携して海洋

STEAM 教育拠点の整備構想を提案するなど戦略的な企画立案に貢献した。ま

た、日本海事科学振興財団と連携して海洋人材教育、STEAM 教育、博物館事

業についての検討を行い「新たな海洋教育の形」を基軸にした新しいコンセ

プトを提案した。 

  

横須賀市海洋副教材活用セミナー 

横須賀市との包括連携協定の枠組みを活用して、横須賀市が市内の小学校

教職員を対象に、小学校での海洋教育の促進を目的とした「海洋教育副教材
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活用セミナー」を開催した。市内の小学校において、海洋 STEAM 教材が利活

用されることを念頭に、参加した「総合的な学習の時間研究部会」の教職員

によるワークショップの議論や令和７年度以降の指導計画の作成に貢献し

た。 

  

水中ロボコン 

海洋技術分野における長期的な次世代人材育成に貢献するため、「水中ロ

ボットコンベンション in JAMSTEC 2024」に初めて協賛の形で協力した。水

中ロボコンにおいて将来的に活用することを目的として、深海探査分野にお

ける海洋 STEAM 探究型教材の企画制作を進めた。 

  

講演や展示を通じたプロジェクトの普及 

静岡市が進める「BLUE ECONOMY EXPO＠Suruga Bay」において「JAMSTEC が

進める海洋 STEAM プロジェクト」と題した講演を通じて取組の紹介を実施し

たほか、関連するブース展示で約 300 名の来場者へアピールを行った。 

「我が国の海洋研究を推進する市議会議員連盟」の総会において、機構の

海洋 STEAM プロジェクトの進捗状況を各自治体の事例紹介とともに報告し、

活動の理解と各自治体での更なる発展に向けた情報発信を行った。 

将来の次世代の海洋人材育成につなげる「海洋 STEAM プロジェクト」の活

動を応援することを目的として「海洋 STEAM プロジェクトサポートバンク」

を開設し、機構の寄附金制度を通じて、当該プロジェクトの教材制作や学校

教育現場への実装等の諸活動に使途を特定して利活用するスキームを新た

に構築した。 

 

海洋 STEAM 教材のプラネタリウムコンテンツへの活用 

海洋 STEAM 教材の社会教育施設への実装の一環として、八戸市の視聴覚セ

ンター・児童科学館にあるプラネタリウムのリニューアルに伴い、五藤光学

研究所と共同で、海洋 STEAM 教材の画像・映像を活用した全天周映像のプラ

ネタリウムコンテンツ「海と地球のみらい」を制作した。 
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今後、同研究所とも協力し、全国のプラネタリウムへのコンテンツ提供を

視野に進めていく予定であり、全国的に拡大されることが期待される。 

 

令和６年度においても、マスメディア等へ理解増進を深めるため、機構の

研究開発成果の公式発表として時宜に応じたプレス発表を実施するととも

に、記者説明会等を研究開発部門との連携により行った。令和６年度は、機

構主体のプレスリリース 40 件、他機関主体の共同プレスリリース 39 件を

実施した。メディアから日々寄せられる多数の問い合わせ、取材依頼等につ

いては、１件１件内容を吟味して丁寧に対応した結果、令和６年度のテレビ、

ラジオ、新聞等マスメディアへの掲載は令和５年度（2,001 件）から 59％増

加し、3,174 件に上った（クリッピングサービス等を基に集計）。また、科学

メディア意見交換会を定期的に実施しており、多くのメディア関係者に認知

されることとなった。記事掲載数が安定的に増加してきており、増加要因の

すべてではないものの、この効果は顕著に見て取れることから、今後もプレ

スリリースと両輪で継続的に実施していく。上述のメディア意見交換会は、

多くの関係者に認知されていることから、理事長からの情報発信の場として

もこの意見交換会の枠を活用することができ、令和７年３月には記者に向け

た理事長の情報発信の場を設けた。 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

（２）大型研究開発基盤

の供用及びデータ提供等

の促進 

 

【評価軸】 

○研究開発基盤の供用や

データ・サンプルの利

用拡大を図ることによ

 補助評定：Ｓ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出が認

められることから、自己評価を「Ｓ」とする。 

 

【評価軸：研究開発基盤の供用やデータ・サンプルの利用拡

大を図ることにより、我が国の海洋科学技術の水準向上及び

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の目的・業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、取組等につ

いて諸事情を踏まえて総合的に勘案し
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り、我が国の海洋科学

技術の水準向上及び学

術研究の発展に貢献し

たか。 

学術研究の発展に貢献したか。】 

海洋調査プラットフォーム、計算機システム等の研究開発

基盤の供用については、防衛省からの依頼に基づき、機構に

て培われてきた運用技術と知見を結集することで、短期間に

必要な準備等を速やかに行い、緊急調査航海に「ディープ・

トウ」を供用して墜落した機体の発見、位置特定を行い、そ

の後の引き揚げ作業に大きく貢献した。 

計算機システムについては、「地球シミュレータ（ES4）」の

計算資源を年間 195 機関に提供（令和５年度と比較し 42 機関

増）、国の気候変動予測先端研究プログラムに約 25％の計算

資源を割当及び産業界への有償利用を拡大した。また、「四次

元仮想地球」の実行基盤として新システム「Earth Analyzer」

(EA)の運用を開始した。さらに、ES4 を安定稼働（可用率

99.76％）するとともに、動的省電力運用や多様な利用サポー

ト体制により電力コスト削減とユーザ利便性向上も実現し

た。 

学術研究に関する船舶の運航等の協力については、東京大

学大気海洋研究所協議会において承認された課題に基づき、

安全に運航を行い、我が国の学術研究の発展に貢献した。そ

の上で、国民の安心安全にも寄与する成果として、令和５年

度から実施している７次にわたる令和６年能登半島地震に係

る調査を完遂した。第４次航海と第７次航海は年度途中に追

加実施となったが、所要の調整・準備を適切かつ迅速に行い、

航海を実現した。 

データ及びサンプルの提供・利用促進については、「航海・

潜航データ・サンプル探索システム（DARWIN）」等において取

得したデータを着実に公開するとともに、DARWIN に新たにサ

ンプル情報の公開サイトを構築するとともに、既存の岩石・

コア・生物サンプル７万件に加えて、海水・大気サンプル情

た結果、適正、効果的かつ効率的な業務

運営の下で「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

・海上自衛隊哨戒機 SH-60K の墜落機体

捜索のため、運用を停止していたデ

ィープ・トウを急遽整備し、かつ設備

のない傭船に音響測位、船内ネット

ワーク、データ処理環境を素早く構

築し、墜落機体発見につなげた功績

は、まさに深海探査に関する世界最

高水準の技術を持つ JAMSTEC だから

こそ実現できた内容。痛ましい事故

ではあったものの、JAMSTEC にしか存

在しない海洋科学技術を発揮した顕

著な事例であり、成果であると言え

る。社会的な注目度も高く、様々なメ

ディアを通して JAMSTEC の存在意義

が強く伝わった事例と言える。報道

を見てその独自技術を初めて認知し

た層もいるはずで、さらなる利用拡

大・社会貢献に繋がることが期待さ

れる。 

・能登半島地震に関連し、２次にわたる

白鳳丸航海を含め７次にわたる震源

域周辺海域調査が実施された。これ

らは社会の要請に的確に対応した成

果である。 

・計算機システムの利用機関総数やア
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報等も追加し、計 12 万件のサンプル情報を公開した。また、

円滑なサンプル運用のため、機構内でサンプル情報を管理す

る「サンプル管理システム（JSDB）」の機能を強化し、「サンプ

ル取扱い業務マニュアル」を制定した。さらに、近年複雑化

しているデータ及びサンプルのオープン／クローズ対応を効

率化するため、航海で取得したデータ・サンプルの利用や公

開要件を研究者が主体的に管理できる仕組みとして管理票を

導入した。 

カウント総数が対前年比 20％前後の

増加となるなど、大きく利用が拡大

した。 

・研究船を活用した共同研究や観測協

力が国内外の大学・研究機関、企業と

の間で多数実施され、基盤の有効活

用が進展した。 

・外部からの要望に応じた試料や観測

データの提供も着実に行われ、地球

環境や地震・津波、深海生態系など多

様な分野の研究に貢献。特に複数機

関が参加する大規模共同航海や国際

的な観測計画への参加により中核的

研究機関としての役割を果たしてい

る。 

 

＜今後の課題＞ 

・研究基盤の利活用を促進するための

外部への発信力と提供体制の強化が

必要である。 

 

＜その他事項＞ 

・海洋調査プラットフォームを今後も

継続し、海洋コミュニティと連携し

ながらプラットフォームの維持に努

める必要がある。 

 

 

① 海洋調査プラットフォーム、計算機システム等の研究開発基盤の供用  

 

以下の実施内容について船舶を供用し、政策的な課題の推進に貢献した。 

北極域研究加速プロジェクト（ArCSⅡ）の最後の航海に「みらい」を供用

し、成果創出に貢献した。 

令和６年４月 20 日の海上自衛隊哨戒機 SH-60K 墜落事故を受け、同年７月

の緊急調査航海に深海曳航調査システム「ディープ・トウ」を供用した。本

航海では運用停止中であった「ディープ・トウ」を短期間で整備するととも

に、民間の船舶を傭船して緊急捜索航海を実施することにより、機構船舶の

研究航海に影響を与えることなく、鳥島東方沖水深約 5,500m の海域で墜落

した機体を発見、位置を特定し、その後の機体引き揚げ作業に大きく貢献し

た。本航海は傭船によるものであったが、短期間で航海に必要な準備等を行

い、機体を発見、位置を特定し、その後の機体引き揚げ作業に大きく貢献し

た。具体的には、以下の取組を行った。音響測位装置を舷側に装備すること

で、機構船舶と同等の音響測位を実現した。また、ブリッジと上甲板に搭載

した制御コンテナとのコミュニケーションを円滑に行うため、本航海に合わ

せた船内ネットワークを構築した。機構船舶と比較して舷が低く、船体動揺

が大きい環境下での作業となったが、すべてにおいて安全第一で対応した。

さらに、不意な横波に備えて波除ガードを設置するなど適切に対応した。取

 

 

機構が所有するプラットフォームを適切に運用・供用し、

中でも防衛省からの依頼に基づいて、短期間の間に必要な準

備等を速やかに行い、緊急調査航海に「ディープ・トウ」を供

用し、墜落した機体の発見、位置を特定できたことは特筆す

べき成果であった。本調査は傭船によるものであったが、こ

れまで機構にて培われてきた運用技術及び知見を結集するこ

とによって、実現できた極めて顕著な成果と言える。 

また、外部資金の積極的な確保や多面的な産学官への貢献

を目的として、「ちきゅう」を用いた日本メタンハイドレート

調査株式会社（JMH）からの受託事業を実施した。当該事業に

おいて、船舶の供用のみならず、ドリリングエンジニア・ラ

ボマネージャーを派遣し、事業の成功に寄与できたことは特

筆すべき成果である。 

利用サポートでは、講習会、ホームページでの情報発信の

ほか、計算技術と運用の両面で利用相談を推進した。それに

より、ユーザからの相談・問い合わせへのレスポンスタイム

を短縮しつつ、案件の棚卸も定期的に実施して回答の漏れや

過度の遅れを防ぎ、ユーザの利便性向上に努めた。  
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得したデータを敏速に処理・可視化するため、船上データの処理環境をそろ

えることで早期の機体発見につなげた。 

 

機構船舶の供用による外部資金の積極的な確保や多面的な産学官への貢

献を目的として、国からの受託航海を実施し、以下の結果を得た。 

JTRACK においては、民間企業からドリリングエンジニア研修生２名を受

け入れ、海洋掘削業界における人材育成に寄与した。また、民間企業から地

質学者１名、ドリリングエンジニア３名の出向を受け、人材交流を図ること

ができた。 

令和７年１月から２月にかけて、経済産業省が進める「砂層型メタンハイ

ドレートの研究開発」の一環で日本メタンハイドレート調査株式会社（JMH）

が行った実海域調査に「ちきゅう」を供用し、掘削調査を実施した。この調

査実施にあたっては、同社に機構からドリリングエンジニア及びラボマネー

ジャーの派遣を行った。 

あわせて、令和７年度に実施予定の「ちきゅう」を用いた受託掘削調査に

おいて、機構から民間企業に対してドリリングエンジニアを派遣することを

決定した。 

 

令和６年度は第４世代の地球シミュレータ（ES4）の運用を通年で行った。

文部科学省気候変動予測先端研究プログラム４件に対して ES4 のベクトル

エンジン搭載部（ES4VE）1,110 万リソースセット時間積（年間提供可能資源

量の約 25％)に加え、CPU 搭載部（ES4CPU）の計算資源 220 万リソースセッ

ト時間積、GPU 搭載部（ES4GPU）の計算資源２万リソースセット時間積もあ

わせて提供した。HPCI 計算機資源の一環として利用促進を行いつつ資源提

供を行い、計２課題に対して ES4VE 約 14 万リソースセット時間積、ES4CPU

約 18 万リソースセット時間積を提供した。  

課題募集型の ES4 利用課題を行い、公募課題 25 件を採択し、ES4VE での

割当計算資源量約 447 万リソースセット時間積、ES4CPU での割り当て計算

資源量約 19 万リソースセット時間積、ES4GPU での割当計算資源量約４万リ

計算資源配分の改訂により所内課題、公募課題の当初配分

で不足する計算資源は機構戦略枠から競争的に充当し、令和

６年度利用機関総数は 195 機関（令和５年度比 42 機関増）と

なった。  

「四次元仮想地球」実行基盤としての Earth Analyzer（EA）

の運用を開始した。この導入により、データ解析・データ公

開の共通的基盤の強化のほか、サーバ集約による予算効率化、

セキュリティ面が強化された。  

以上のとおり、計画どおり研究開発基盤の産学官の多様な

機関への供用に貢献しかつその安定的な運用と利便性の向上

を達成した。 
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ソースセット時間積を提供した。また、令和３年度から新しく募集を開始し

たチャレンジ利用課題では５件採択し、ES4VE での割当計算資源量 約 310

万リソースセット時間積、ES4CPU での割り当て計算資源量 171 万リソース

セット時間積を提供した。  

所内課題への参画機関を含め、ES 利用機関数は、令和元年度 147 機関、

令和２年度 148 機関、令和３年度 148 機関、令和４年度 149 機関、令和５年

度は 153 機関に対して令和６年度は 195 機関であった。 

所内課題、公募課題の課題選定については、課題選定の効率化を目的とし

て令和３年度に統廃合を行った課題審査委員会で課題選定を行った。  

ES4 の利用分野は、令和６年度公募課題で大気・海洋 11 件、固体・宇宙８

件、環境１件 と全 25 課題中 20 課題（80％）が海洋地球科学関連となって

おり、この分野の研究基盤として「地球シミュレータ」は重要な役割を果た

している。  

ES4 での成果専有型有償利用制度を実施した。その結果、有償利用件数 15

件、利用等収入約 1,926 万円を達成し、多様な機関への利用に供することが

できた。加えて、ES トライアル利用（無償利用）３件もあった。  

令和６年度は令和４年度から続く電気代高騰が見込まれていたため、通年

にわたって ES4VE ノードと ES4CPU ノードに対してプログラム実行（ジョブ

投入）状況により動的にノードの起動/停止を行う動的省電力機能を適用し

て電気代抑制に努めた。ES4 の利用状況も注視して、一部利用者にはヒアリ

ングも行い対応するなど柔軟な対応を行った。  

ES4 の運用においては、計画保守・計画停止・動的省電力停止を除くノー

ド停止時間が全体の 0.24％（可用率 99.76％）と年間を通じて安定した運用

を実現した。これは高度な安定稼働を実現するためにハードウェア及びソフ

トウェアの状況モニタリング、メーカーと連携した予防保守、及び計画的な

ソフトウェアの更新によるものと思われる。以上より、ES4 は極めて効率的

に運用されたと評価できる。  

ES4 を通年で運用した４年度目となる令和６年度は、公募課題・所内課題

ともに大規模な計算資源を割り当てる課題では計画的な資源利用を促進す
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るために資源割当を上期・下期の２期制で行った。小規模な計算資源を割り

当てる課題については通年での割当とした。  

利用サポートでは、講習会、ホームページでの情報発信のほか、計算技術

と運用の両面で利用相談を推進した。相談件数は 217 件（令和５年度 232 件、

令和４年度 256 件、令和３年度 466 件、令和２年度 198 件、令和元年度 195

件）であった。ES4 運用４年目となり、相談が減少したものと思われる。ま

た利用相談窓口を継続して実施することで、ユーザからの相談・問い合わせ

へのレスポンスタイムを短縮しつつ、案件の棚卸も定期的に実施して回答の

漏れや過度の遅れを防ぎ、ユーザの利便性向上に努めた。これらのサポート

により、ユーザの利便性向上が図れたと言える。  

令和３年度から開始したチャレンジ利用課題では、萌芽的・挑戦的なテー

マの課題や、大規模計算資源を要する課題、短期集中的な利用を要する課題

など幅広く、機構の中長期計画に関係なく機構内外から応募を募った。令和

６年度は計５課題を採択した。  

ES4 の課題募集は、中長期計画の遂行を推進する所内課題はもとより、コ

ミュニティに開かれた公募課題及びチャレンジ利用課題についても行った。

それらの課題選定にあたっては、選定委員会により、研究計画と過去の利用

実績などから厳正かつ公正に選定した。  

令和５年度に整備した、機構が有する観測データや地球シミュレータでの

計算データなどを解析し、研究成果として公開していくための大型計算機シ

ステム「Earth Analyzer」（以下「EA」という。）の運用を令和６年度から開

始した。EA は仮想化技術を用いてユーザが自身の利用環境を構築管理する

システムとして整備した。令和６年度からの運用では通常のユーザサポート

のほか、利用前のユーザヒアリングやユーザが EA 上で構築したい環境につ

いてのコンサルティングを行うことで利用促進を図った。 

また、平成 30 年度から運用を開始した大容量テープライブラリは安定運

用を継続しており、利用者負担によるテープ増設も継続実施することで、外

部資金活用によるデータ保管設備増強を実現した。 
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IODP（平成 25 年 10 月～令和６年９月）の国内総合推進機関として、国内

外の関係機関との連携の下、IODP を円滑かつ着実に遂行した。 

IODP³の発足に向けて、J-DESC の各種委員会のほか、IODP Forum Meeting 

及び PMO Meeting（９月３日～５日実施、13 ヶ国 74 名参加）の年次会合を

ハイブリット形式で開催し、IODP を締めくくるにあたっての議論や、次期

プログラムで実施する新規掘削提案の提出促進を図るとともに、今後の運営

方針やプログラム間における協力体制等について活発な議論を行った。 

議論にあたり、機構は国際的にも主導的な役割を果たし、欧州との連携に

よって 50 年以上続く国際プログラムを継承することができた。 

国際調査船運航者会議（The International Research Ship Operators

（IRSO））や オセアニア域の調査船運航者の会議体であるResearch Vessels 

Of New Zealand and Australia（RVONZA）など、国際的な海洋観測船の運用

機関が参集する会議に参加し、船舶運用や安全・教育に関する情報交換を行

った。 

米国Washington, D.C.にて開催されたアメリカ地球物理学連合（American 

Geophysical Union（AGU））Fall Meeting 2024（12 月９日～13 日）におい

て海洋科学掘削に関するブースを出展し、地球深部探査船「ちきゅう」や

JTRACK 関連グッズ等の配布を行い、各国の参加者から 600 名を超えるブー

ス来訪者を迎えた。また、12 月 11 日にラモント・ドハティ地質研究所（LDEO）

及び US Science Support（USSP)と共催した海洋科学掘削 Town Hall Meeting

には約 400 名が参加し、ファンディング機関、コア管理機関、ベテランから

若手の多様な研究者など、世界各国の関係者による交流や情報交換が行われ

た。加えて、会場と航海中の船上をつなぎ、JTRACK の現場から情報発信を行

った。 

令和５年度補正（令和６年度に明許繰越）での Earth Analyzer 強化や大

容量テープライブラリ周辺の強化、スーパーコンピュータ周辺の高速ネット

ワーク強化などを実施し、地球シミュレータと連携したトータルシステムと

しての機能を大きく向上させた。 
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② 学術研究に関する船舶の運航等の協力 

 

従前より、船舶運航計画の作成段階から、近隣の海域や調査内容が類似す

る航海をまとめ、回航日数や観測機器の艤装日数を削減するなどの効率化に

努めてきた。令和６年度は、「よこすか」は 39 日、「白鳳丸」は 162 日、「新

青丸」は 168 日と計 369 日の運航日数となった。 

令和６年能登半島地震を踏まえ、活発な地震活動が継続している震源域周

辺海域における地震観測等を行うことを目的として、以下の対応を行った。 

令和５年度には、緊急航海として「白鳳丸」を用いた（第１次航海：令和

６年１月 16 日から 23 日、第２次航海：令和６年２月 19 日から３月１日、

第３次航海：令和６年３月４日から３月 16 日）ところ、令和６年度には、

２航海に「白鳳丸」を計 22 日間供用した（第４次航海：令和６年６月 15 日

から６月 23 日、第７次航海：令和７年１月７日から１月 19 日）。 

なお、第５次航海（令和６年８月 30 日から９月６日）及び第６次航海（令

和６年９月 23 日から９月 30 日）については傭船で実施した。 

第４次航海及び第７次航海は年度途中で追加実施が決まったが、船員・観

測技術員の配乗手配や漁業関係者との調整等を迅速かつ適切に行い、航海実

施にこぎつけることができた。特に、第４次航海は、ドックでの年次検査工

事が終了した直後であり、本来ならば機器等の試験を実施した上で調査航海

を実施するところ、急な追加航海となったため、調査航海の中で乗組員、観

測技術員が各機器の状態をできるだけ慎重に確認しつつ、安全に任務を達成

することができた。 

 

 

共同利用については、東京大学大気海洋研究所協議会にお

いて承認された課題に基づき、安全に運航することができた。 

令和５年度より実施している７次にわたる令和６年能登半

島地震に係る調査を完遂できたこと（うち２航海は傭船によ

り実施）は、学術研究の貢献はもちろん、国民の安心安全に

寄与する顕著な成果と言える。 

③ データ及びサンプルの提供・利用促進 

 

データ及びサンプルの提供・利用を促進するために、研究活動を通じて得

られたデータやサンプル等の体系的な収集、整理、分析、加工、保管及び提

供を定常的に実施した。機構船舶航海で実施された調査の基本情報（メタデ

ータ）の公開数は 2,614 航海・8,212 潜航となり、着実に増加させた。機構

 

 

 データ・サンプルの収集、整理、保管、公開体制を着実に強

化し、利用申請・対応件数の増加に応じた安定運用を実現し

た。また、DARWIN にサンプル情報の航海サイトを構築すると

ともに、既存の岩石・コア・生物サンプル７万件に加えて、海
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の船舶・潜水船で取得されたデータ・サンプルの情報公開サイトとなる「航

海・潜航データ・サンプル探索システム（DARWIN）」では航海・潜航で取得

した観測データのダウンロード環境を提供するとともに、サンプル情報につ

いてはリスト公開の暫定運用を継続しながら、データ・サンプルの利用申請・

問合せに対するきめ細かな対応を継続した。また、データ管理公開基盤ツー

ル（DaCS）を用いて、令和７年３月にサンプル情報の公開サイトを DARWIN

に構築するとともに、既存の岩石・コア・生物サンプル７万件に加えて、新

たに海水・大気サンプル等の情報も追加し、合計 12 万件のサンプル情報を

公開した。この結果、令和６年度の利用申請件数は 196 件（令和５年度：299

件）・対応したデータ・サンプルの件数は 933 件（令和 5 年度：48,173 件）

となった。さらに、運用中の「データカタログ」、「クルーズレポート・デー

タブックカタログ」、「陸域観測カタログ」、「係留系観測カタログ」について

情報の登録・更新を実施した。加えて、データの公開・提供を安定的・継続

的に実施するとともに、機構内の各部署で公開しているデータセットをとり

まとめ、「北太平洋における化学海洋学データセット集」として四次元仮想

地球プロジェクトページで公開し、ユーザの利便性を向上した。  

海上保安庁が構築・運用を行っている海洋情報の所在検索サイトとなる

「海洋情報クリアリングハウス」への連携として、令和６年度は、航海概要

報告（CSR）103 件、海底設置型観測機器設置情報（MOR）７件を登録した（ク

リアリングハウス累計登録：1,257 件）。また、我が国の総合的な海洋データ

バンクとなる日本海洋データセンター（JODC）に対して、機構船舶による航

海で取得された水温・塩分等 103 件のデータを精度管理並びにフォーマット

を統一した後に提出しており、これらのデータは「JODC オンラインデータ

提供システム（J-DOSS）」に反映されるとともに、我が国の海洋状況把握（MDA）

の能力強化に向けた取組の一環として海上保安庁が運営する海洋情報の集

約・共有サイト「海洋状況表示システム」（海しる）にも反映されている。

以上のような JODC への継続的なデータ提供を通じて、国際海洋データ・情

報交換システム（IODE）の活動に貢献するとともに、機構が公開・運用する

サイト環境の維持・管理を通じて、国際的な取組（GCMD、GEOSS Portal 等）

水・大気サンプル情報等も追加し、計 12 万件のサンプル情報

を公開するなど、観測データやサンプル情報の検索・提供シ

ステムを拡充し、ユーザビリティの向上に貢献した。 

さらに、国内外の各種データバンク（JODC、GCMD、GEOSS 

Portal 等）やクリアリングハウスとの連携を強化し、国際的

なデータ流通基盤の発展に寄与したほか、サンプル管理デー

タベース（JSDB）の機能強化と運用ガイドラインの整備を推

進し、機構内外での活用を促進した。 

加えて、デジタルオブジェクト識別子（DOI）の安定運用及

び自動付与システムの導入により、データ・サンプルの識別

性と検索性を大幅に向上させるとともに、サンプル運用マニ

ュアルの制定・説明会を通じて、各部署での円滑な運用と知

識共有を実現した。 

以上の取組により、データ及びサンプルの提供・利用を促

進したと言える。 
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へメタデータを連携・提供することにより、西部北太平洋域の情報充実に貢

献した。さらに、機関リポジトリのほか、データ統合・解析システム（DIAS）、

海洋の生物地理情報を扱うデータシステムとなる BISMaL への情報提供によ

り、機構内外との連携を継続することで、学術研究の発展に貢献した。 

機構コアサンプルの利用について、合計 19 件（１次利用０件、２次利用

19 件、うち１件は経済安全保障にかかる審査中）のリクエストを受理し、試

料採取・提供・撮影・貸借を実施した。 

非破壊計測（xCT、TRAX など）及び記載サポートについて、合計５件（SIP

コア）実施した。 

２件の学術航海資材サポートを実施するとともに、５件のコア搬入（SIP

コア２件、高知大保管向けとの混載２件を含む）を行った。 

データ利用の利便性を図るため導入したデジタルオブジェクト識別子

（Digital Object Identifier。以下「DOI」という。）への対応として、「デ

ータ DOI 情報管理システム」を安定運用するとともに、航海に関する DOI メ

タデータの付与効率化と検索性向上のため、メタデータを自動生成する仕組

みを整備した。累積の DOI 付与件数は 4,036 件となった。また、国内におけ

る先駆的なデータ DOI 運用の実践例を国内ガイドラインを通じてコミュニ

ティへ共有し、オープンサイエンス政策へ貢献した。機構内のサンプル情報

を管理する「サンプル管理データベース（JSDB）」については、サンプル取

扱い部署のユーザによる利用拡大のため、利用者の要望を踏まえたデータ入

力の利便性及び入力シートの改修とともに、サンプル取扱い部署によるグル

ープ設定機能を実装した。さらに、サンプル情報の登録・更新を促進するた

めにシステム利用ガイドラインの整備及び操作マニュアルの大幅な更新や

登録支援を実施した。加えて、新たなサンプル種として大気・海水等のサン

プル情報登録を開始した。 

 学術雑誌の価格が高騰する状況下であっても、研究開発活動に必要な情

報の提供環境を維持することに努めた。機構全体で利用可能な学術雑誌の年

間購読と、個人に対して有料・論文単位で文献を提供するサービスを組み合

わせることによって、より費用対効果の高い学術情報提供環境を構築した。
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これらの取組により、節約された予算の一部を昨今の機構の研究分野の広が

りを視野に入れた図書の購入に充当する等、利用環境の充実につとめた。結

果、機構図書館として、図書は冊子 65,189 タイトル、電子ブック 49,600 タ

イトル、雑誌は和雑誌 81 タイトル、外国雑誌 1,602 タイトルを購入、提供

した。 

 令和７年１月より、一部の学術雑誌において転換契約モデルを採用し

た。年間購読とオープンアクセス論文出版の一体的な契約モデルであり、研

究者のオープンアクセス論文出版料の費用負担を軽減し、かつ、閲覧可能な

雑誌数は拡大した。これにより、機構全体での費用節減や、機構の研究成果

の発信力向上が期待できる。 

 機構未所蔵資料の入手依頼には、オープンアクセスの有無を含め、きめ

細かく調査し、迅速さや電子資料の希望などを尊重しつつ、より安価で合理

的な提供方法を精査した上で提供した。結果、他機関図書館等からの文献複

写 200 件、図書現物の取り寄せ 44 件、電子ファイル 247 件を手配し、提供

した。また、外部機関からの依頼に基づき、58 件の文献複写依頼、27 件の

図書の貸借依頼に対応した。なお、令和６年度より、新たに神奈川県図書館

協会及び神奈川県図書館情報ネットワークに加盟し、県内各種図書館との連

携を強化した。これにより、機構未所蔵資料の提供環境を広げるとともに、

機構が所蔵する海洋及び地球科学を中心とした学術情報を外部に提供する

環境を充実させた。 

学術機関リポジトリの運用を通じて、積極的に外部へ機構の研究開発成果

を発信した。機構刊行物を含む 3,848 件について本文データとともに公開し

ており、その一部には DOI が付与されている。 

 日本の海洋地球科学の歴史としての機構の研究開発活動の経緯を伝え

る各種資料について、その散逸を防ぎ、機構の研究者や職員はもとより広く

社会に永続的に提供するため、機構関連資料を網羅的に収集、整理し、調査

研究等の利用に供した。あわせて、図書館員が依頼を受けて実施した調査研

究の事例を国立国会図書館が運営するレファレンス協同データベースに登

録し、令和６年度には累積登録数及び年間登録数が顕著であったことから国
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立国会図書館長から御礼状を受ける等、インターネットを通じて広く社会に

機構の研究開発を紹介し、活用機会を提供した。 

 国民の海洋に関する理解増進に寄与するために一般開放している横浜

図書館（地球情報館 2F）については、令和５年 11 月の図書館の利用制限撤

廃に続き、令和６年８月から地球情報館全体の一般利用が再開となったこと

を受け、特別展示やイベントの実施等により来館利用を促進した。また、横

浜市金沢区との地域連携の一環で一般向けのライブラリーツアーや金沢図

書館内に機構研究分野や図書館を紹介する展示協力を実施したことに加え、

令和６年度は横須賀市との連携協定に基づき、横須賀市立北図書館及び横須

賀市立中央図書館においても新たに企画展示を実施した。さらに、海洋

STEAM 教育に資する資料を広く提供するため、館内を一部リニューアルし、

広く一般に向けて、海洋地球科学に関する専門書や参考図書の提供環境を充

実させた。 

機構内複数部署と協働して令和５年度整備したサンプルの取扱いに関す

るマニュアルが令和６年７月に制定され、各部署で戦略的かつ円滑にサンプ

ル運用を行える環境となった。あわせてサンプルを取り扱う部署に対してマ

ニュアルや運用変更に関する説明会を行うことにより、サンプル運用に関す

る理解を増進し、令和７年度当初に開始する研究者による情報登録・更新の

環境を整備した。また、これまで情報管理部署で蓄積してきた知識や経験を

活用し、各部署からのサンプル運用に関する問合せに対してサポートを行う

等の伴走型支援を引き続き実施した。さらに、これまで情報管理部署で管理

してきた岩石アーカイブサンプルの適切な減量・整理及びメタデータ更新に

より、令和６年度末までにサンプル保管空間の利用効率化とサンプルアクセ

ス及び取扱いの利便性を向上し、今後サンプル管理部署で扱う岩石サンプル

と一体化することにより機構全体で効率的かつ効果的にサンプル利活用を

促進するための環境を整備した。加えて、近年複雑化しているデータ・サン

プル利用及び公開要件を研究者が主体的に管理するための仕組みを整備し、

データのオープン・クローズ対応に関する研究者の意識を醸成するとともに

関連情報の収集・共有を効率化した。 
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CTD 水温センサについて関係部署と協働でメーカー校正と機構内校正を

併用した実運用を令和６年度に開始し、校正コスト削減とともに稼働安定化

と測定精度維持を実現した。 

 
４．その他参考情報 

予算額と決算額の差額の主因は、次年度への繰越等による減である。 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

予算事業 ID001729、001730、001731、001922 

 
２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期

目標期間最

終年度値等） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 （参考情報） 

当該年度まで

の累積値等、

必要な情報 

一般管理費（百万円） － － － － － － － － － － 

削減率（％） 毎年度平均で前年度比３％以上 － 5.03％ 3.68％ 3.39％ 3.40％ 3.27％ 3.21%   

その他の事業費（百万円） － － － － － － － － － － 

削減率（％） 毎年度平均で前年度比１％以上 － １％ １％ １％ １％ １％ １%   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

Ⅱ 業務運営の改善及び

効率化に関する事項 

 評定：Ａ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出が認めら

れることから、自己評価を「Ａ」とする。根拠は以下のとお

り。 

組織のマネジメント機能の強化について、理事長のリーダ

ーシップの下、未来戦略課において国内外から海洋分野の情

報を収集し、学会での情報発信、政策提言等を実施するなど、

機構のシンクタンク機能を発揮している。また、大型国際プ

ロジェクトである JTRACK では、理事長が委員長を務めるプ

ロジェクト審査委員会の審査を経て実施を決定し、航海中も

事前に整理したプロジェクトの成功基準や変更マネジメント

の手順等に基づいて適切に対応することで、プロジェクトの

円滑な実施及び成功に寄与した。 

内部統制と業務運営の適正化については、経済安全保障に

関する国の施策や研究を取り巻く新たなリスクに対応するた

め、経済安全保障及び研究セキュリティ・インテグリティ確

保に係る施策推進を総括する研究インテグリティ・コンプラ

イアンス室を新設し、関連諸規程等や統合情報基盤等インフ

ラの整備、内部統制の理解増進を目指した研修を実施した結

果、重要技術、人的情報、業務文書等の管理レベルが向上す

るなど、内部統制システムが適切に機能している。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の活動により、中長期計画における

所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められるため。 

・内部統制・リスク評価のための仕組

みを構築し、組織内の DX 化推進、

Advisory bord の開催や未来戦略課

による情報収集・循環の取組など、

将来に向けた数々の改革を行った。 

・未来戦略課による情報収集・循環の

取組を本格化させ、シンクタンク機

能、外部連携機能の強化を図った

点、JTRACK の実施に当たって大型プ

ロジェクトに対するマネジメント

強化を図った点など、年度計画の想

定を超える形でマネジメント強化

が図られており、機構の活性化や政

策提言につながったことは特筆す

べき成果である。 

・次期科学技術・イノベーション基本

計画でも「経済安全保障」が新たな
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業務の合理化・効率化については、令和５年度に設置した

業務改革タスクフォースにおいて、これまでに企画立案した

DX 施策の概念実証（PoC）を開始した。また、内部ポータルサ

イトの新規導入等により、今後の合理化・効率化のための基

盤を整備している。 

政策や社会的ニーズに応じた新たな事業の創出や成果の社

会還元を効果的かつ合理的に推進するため、内閣府の研究開

発と Society 5.0 との橋渡しプログラム（BRIDGE）に初めて

応募し、令和７年度からの研究開発課題として２件が採択さ

れた。 

重要議題となる中、理事長の明確な

リーダーシップのもと、その課題意

識を速やかに組織内で共有し、マネ

ジメント及び内部統制の具体的な

変革を令和６年度中に実現したこ

とは、大きな成果と評価できる。 

・経済安全保障及び研究セキュリテ

ィ・ インテグリティ確保に係る施

策推進を総括する研究インテグリ

ティ・コンプライアンス室を立ち上

げ、経営会議を設置し、意思決定シ

ステムの明確化を図った。理事長の

リーダーシップの下、これらの取組

みにより内部統制機能及びガバナ

ンスの向上が図られたことは特筆

すべき成果である。 

・業務改革タスクフォースの活動を継

続し、DX 推進に関わる 3 テーマにつ

いて概念実証を実施したこと、管理

基盤の刷新を行ったことは、将来の

業務運営における改善につながる

重要な取組である。特に文書管理や

会計処理等のシステム化・デジタル

化が図られ、事務作業の効率向上と

職員負担の軽減が実現された。 

・施設や機器の共同利用の促進、エネ

ルギー使用の見直し等による経費

削減にも取り組み、資源の有効活用

が進んだ。 
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＜今後の課題＞ 

・今後も継続して、トップダウン、ボ

トムアップのバランスを取りなが

ら業務運営の改善、効率化に努める

必要がある。 

・業務改革の継続的な定着と全組織へ

の浸透であり、PDCA サイクルの強化

やデジタル化のさらなる高度化、人

材育成を含む運用体制の持続的強

化が必要である。 

・経済安全保障の対策は近年の劇的な

国際情勢の変化を受けて、短期間に

大きく変化しうるものである。課題

意識の機構内での共有と並行して、

毎年のアップデートを継続すべき

である。 

 

＜その他事項＞ 

・ボトムアップの力を最大限生かし、

効率化、業務改善を進めることで魅

力ある職場を実現し、優秀な人材の

確保を進めていただきたい。 

・職員に過度の負担を生じさせないこ

とと、職員の発意による改革を適切

に評価すること、経営陣がそれらに

目配りしていることを職員が感じ

ることができることなど、職員のモ

チベーションを上げる工夫を継続
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的におこなっていただきたい。 

・業務改革 TF の活動は最終的に研究

成果の最大化につながる重要な取

組である。今後もこれらの取組を一

層強化することを期待したい。その

際、取り組みによって得られた改

善・効率化の程度を可視化すること

が可能な指標等を導入することが

望まれる。 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

１．適正かつ効率的なマ

ネジメント体制の確立  

 

【評価の視点】 

○理事長のリーダーシッ

プの下、組織のマネジ

メント機能の強化が図

られているか。 

○内部統制システムが適

切に機能し、業務運営

の適正化が図られてい

るか。 

 補助評定：Ａ 

 

 本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出が認めら

れることから、自己評価を「Ａ」とする。根拠は以下のとお

り。 

 

【評価の視点：理事長のリーダーシップの下、組織のマネジ

メント機能の強化が図られているか。】 

理事長のリーダーシップの下、機構のシンクタンク機能・

外部連携機能の強化を目指す未来戦略課において国内外から

海洋分野の情報収集を収集し、学会での情報発信や政策提言

等を実施した。また、JTRACK の実施に当たって理事長を委員

長とするプロジェクト審査委員会においてプロジェクト計画

書等に基づき実施当否を判断するなど、大型プロジェクトに

対するマネジメントを強化している。 

 

補助評定：Ａ 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の活動により、中長期計画における

所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められるため。 

・未来戦略課による情報収集・循環の

取組を本格化させ、シンクタンク機

能、外部連携機能の強化を図った

点、Advisory Board の開催、JTRACK

の実施に当たって大型プロジェク

トに対するマネジメント強化を図

った点など、年度計画を上回る成果

を上げている。 

・経済安全保障及び研究セキュリテ

ィ ・ インテグリティ確保に係る施
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【評価の視点：内部統制システムが適切に機能し、業務運営

の適正化が図られているか。】 

経済安全保障に関する国の施策や研究を取り巻く新たなリ

スクに対応するため、経済安全保障及び研究セキュリティ・

インテグリティ確保に係る施策推進を総括する研究インテグ

リティ・コンプライアンス室を立ち上げた。規程類や統合情

報基盤等のインフラ整備や内部統制の理解増進を目指した研

修を実施し、重要技術、人的情報、業務文書等の管理レベル

が向上に取り組むなど、内部統制機能の向上を図った。 

策推進を総括する研究インテグリ

ティ・コンプライアンス室を立ち上

げるとともに、経営会議を設置し、

意思決定システムの明確化を図っ

た。これら理事長のリーダーシップ

の下での取組により内部統制機能

及びガバナンスの向上が図られた

ことは特筆すべき成果である。 

 

＜今後の課題＞ 

・令和６年度中に様々な改善が行われ

ており、この成果が見えてくるのは

令和７年度以降だと考えられる。そ

研究インテグリティ・研究セキュリ

ティとオープンサイエンス推進の

両立による成果を見極め、必要な改

善を継続的に行うことが重要であ

る。 

 

＜その他事項＞ 

・研究者が研究インテグリティ・研究

セキュリティを正しく認識して行

動し、機関がリスクから研究者を守

るという形での運用を目指してい

ただきたい。 

・国際情勢の変化、技術の進化が劇的

なスピードで進むようになった昨

今、リスクの在り方も常にアップデ

（１）マネジメント及び内部統制  

 

令和８年度から開始する第５期中長期目標期間に向けて、機構の今後の 30

年の長期的な展望を検討するために組織された役員、部門長等をメンバーと

する検討会を開催するとともに、進捗に関する職員説明会を開催し職員にも

検討内容を展開した。並行して全部署横断メンバーで構成した次期中長期計

画検討ワーキンググループの活動を令和５年度末から継続して実施し、機構

では初の試みであるボトムアップかつ全所的な議論を踏まえて、第５期に機

構が目指す姿を検討した。あわせて、各種計画や文案、組織編成等の検討を

進めた。  

事務部門の新たな役割を担うべく設置された未来戦略課において、文部科

学省科学技術・学術審議会海洋開発分科会の提言「今後の深海探査システム

の在り方について」（令和６年８月）に関連し、新聞社を含む約 10 社のメデ

ィアの取材対応、機構一般公開におけるブースの設置、小学生向けの新聞記

事の執筆、サマースクールイベントの企画・立案など、深海探査機をはじめ

とする深海システムの重要性を幅広い世代に向けて多角的に発信し、国民的

関心の醸成につなげるとともに国民からの意見を収集する機会とした。また、

日本船舶海洋工学会秋季講演会において自律型無人探査機（AUV）に関する国

内外の動向レビュー及び我が国が進むべき方向性の提言を含んだ口頭発表を

 

 

マネジメントの強化については、理事長のリーダーシップ

の下、機構のシンクタンク機能・外部連携機能の強化を目指

し令和４年度に設置した未来戦略課を中心に、次期中長期計

画に向けた取組や国内外の情報収集・政策提言活動を継続し

ており、JAMSTEC Advisory Board を開催する等、外部専門家

の助言を取り入れた戦略的なマネジメントを強化している。 

また、JTRACK 等、大型プロジェクトに対するプロジェクト

マネジメントも継続して実施している。「ちきゅう」による科

学掘削について、プロジェクトマネジメント規程に基づくプ

ロジェクト審査委員会を開催し、プロジェクト計画書及び外

部有識者による掘削作業上の安全リスク等に係る評価結果等

に基づき実施を決定する等、適切に実施可否を判断すること

ができている。さらに、突発的に発生した事象についても役

員への迅速な報告及び透明性が確保された計画変更手続きを

行うことができ、プロジェクトの成功に寄与した。 

内部統制の強化については、経済安全保障に関する国の施

策や研究を取り巻く新たなリスクに対応するため、経済安全
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行った。さらに、海洋調査産業の国際動向及び我が国が進むべき方向性を述

べた機関誌の記事も執筆した。なお、上記の対応に当たっては、海外機関（ア

メリカ、イギリス、フランス、ノルウェー等）も含めたヒアリングや現地訪

問も含め、これまで収集してきた幅広い情報とそれを踏まえた分析を活かし

ている。加えて、新しい取組として民間のシンクタンクの知見と手法を取り

入れ、新しい海中・海底の産業の将来ビジョンの提案を策定した。策定の過

程においては、関係機関・府省、産業界に説明し、批評を受け、提案の具体

化を進めた。提案内容は令和７年度に開催される学会やイベントで対外的に

発信し、ビジョン実行に向けた実施体制を他機関と構築していく予定である。 

北極研究、デジタルツイン、技術開発などの外部の専門家を招聘し、オン

ラインにて JAMSTEC Advisory Board を２度開催した。次期中長期計画に活用

していくべき今後の国際プロジェクトの進め方に関する具体的な助言を戦略

的に収集した上、総会後にも各機関にフォローアップを行い、今後の研究開

発活動の取組に資する有益な情報を得た。また、総会での助言に基づいて海

外からの技術者・研究者を増やすための具体的方策等の検討を進めている。 

こうした、機構外への情報発信及び機構への情報のフィードバックを通じ、

機構のマネジメントと内部統制の強化に貢献した。 

 

プロジェクトマネジメント規程に基づき、「ちきゅう」による科学掘削実施

の当否を判断するプロジェクト審査委員会（委員長：理事長）を開催した。

同委員会では、スコープ、予算、スケジュール、意思決定プロセス、リスク

への対応計画等をまとめたプロジェクト計画書、外部有識者による掘削作業

上の安全リスク等に係る評価結果等に基づき審査を実施し、IODP 第 405 次研

究航海 JTRACK を実施することを決定した。プロジェクトの成功基準や変更マ

ネジメントの手順等をプロジェクト計画書に明記し、役員と事前に共有して

いたことで、航海直前及び航海中に発生した突発的事象について、プロジェ

クトマネージャから役員への迅速な報告及び透明性が確保された計画変更手

続きを行うことができ、３か月を超える航海の成功に寄与した。 また、令和

５年度に引き続き、理事長が指定したプロジェクトについて、「プロジェクト

保障及び研究セキュリティ・インテグリティ確保に係る施策

推進を総括する研究インテグリティ・コンプライアンス室を

立ち上げ、重要技術（モノ）の管理、人的情報（ヒト）の管

理、業務文書等（情報）の管理（統合文書管理基盤（Box）の

運用）などの具体的な対策を実装した。職員向けの研修・説

明会の実施、関係部署間の定期会合、視察・見学時の対応方

針の決定、招聘職員の廃止、外来研究員制度等の見直し、採

用及び受入等における誓約書の見直しなど、各部署が協力関

係を保ちながら、機構全体でより一層の対策強化を図ってい

る。 

全社統制活動のモニタリング、意思決定プロセス及び責任

と裁量の明確化、会計機関の廃止などの内部統制環境整備を

進め、リスク管理・内部統制委員会において適切な情報共有

を行っている。 

リスクマネジメントについては、「想定リスク一覧表」の更

新、優先対応リスクに対する対応及びモニタリングを実施し、

一部の課題においては評価指標における最終レベルまで到達

したことを確認し、外部有識者からの助言も含め、モニタリ

ングを完了した。 

適切な統制環境維持のため、研究不正・研究費不正防止へ

の対応、内部監査、研修、各種委員会の開催と並行して、客

観的で信頼性の高い自己評価の実施、主務大臣評価結果の業

務運営への反映及び取組を機構全体で進めている。 

理事長の強いリーダーシップの下、マネジメント及び内部

統制の強化、組織及び諸規程等体制の整備、意思決定プロセ

スの明確化、安全保障輸出管理を含む経済安全保障対策、シ

ンクタンク機能の強化等に取り組んでおり、将来を見据えた

組織力の強化と内部統制機能の向上を図った。 

 

ートされていくため、経営層は常に

最新の情勢を把握する意識をこれ

まで以上に強めていただきたい。 
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連絡会」における定期的な進捗状況の確認やプロジェクト遂行段階で発生し

た諸課題への適切な対応の検討を行い、適切な進捗管理に努めた。 さらに、

機構におけるプロジェクトマネジメント文化の醸成を目指して、技術開発に

携わる職員を対象にプロジェクトマネジメントに係る実践的手法を学ぶ研修

を実施した。 

 

内部統制の強化 

業務方法書に定められた内部統制の基本事項に関する諸規程の整備及び運

用状況を各所管部署において点検し、規程類が問題なく整備されていること

を確認した。具体的には、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための

統一基準（令和５年度版）」が令和５年７月に改定されたことを受けて、令和

６年度に情報セキュリティに関する規程を改正したことを確認した。 

また、明確な経営責任の下で着実に業務を遂行するため、経営に関する重

要事項等を審議する「経営会議」の設置に向けた準備を進めた（令和７年４

月設置）。経営に係る中長期的な基本方針及び戦略などは、全所的な議論をす

るため戦略会議に付議した後、改めて経営会議にて議論を尽くすなど、より

一層の内部統制及びガバナンスの強化を図った。委員会の目的・任務の明瞭

化、意思決定の効力等については、リスク管理・内部統制委員会において取

り上げ、委員会等の統廃合を含め検討中である。 

さらに、諸規程で定める責任者・管理者等の役割や、委員会メンバー等の

情報を一元的に管理する責任者等管理ツールを Box で公開・共有した。Box テ

ナントユーザーが役割や役職、氏名等から情報検索できる機能、各部署が情

報の登録・修正・削除を行うための情報更新機能、委員会委員等の任期を登

録しておくことで、任期を超過した場合に警告する期日管理機能を持たせた。 

内部監査において会計機関の見直しの指摘を受け、他法人等の多くが責任

者制による運用を行っていたことや、今後の業務効率化を鑑み、会計機関を

廃止した。組織の業務として会計責任者の所在を明確化することを目的に、

令和６年７月１日に規程の改正を施行し、機構の財務及び会計に関する事務

の適正な運営を図った。 
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内部統制に関する職員の理解促進を目的とし、機構における内部統制制度、

リスクをコントロールするための手法（全社統制・業務プロセス統制）及び

業務フローを用いたリスクの識別・対応方法の研修を研究者も含めた若手職

員（副主任級以下）を対象として実施した。スペースシャトルの爆発事故を

題材に、事故の未然防止策等についてグループディスカッションを行い、実

務に生かせる内部統制環境の土壌作りを推進した（参加者：26 名）。 

 

リスクマネジメント 

リスクマネジメント研修を通じて収集したリスク情報を追加するなど、機

構のリスクを網羅的に管理する「想定リスク一覧表」の見直しを実施した。

また、経営上の優先度が高く組織的に対応する必要のある「優先対応リスク」

への対応状況について、所管各部署にヒアリング等を行い、継続的なモニタ

リングを実施し、リスク管理・内部統制委員会に報告した。継続案件のうち、

プロジェクトマネジメントリスクは令和６年度末にモニタリングを終了し

た。人事関連リスク・経済安全保障関連リスクはモニタリングを継続してい

る。機構全体の組織風土改革に向けて若手ワーキンググループから設定され

た課題「所内情報の集約・共有」については、令和６年度に新ポータルサイ

トが立ち上がったことを確認し、リスク管理・内部統制委員会でのモニタリ

ングを終了とした。 

令和６年度第１回リスク管理・内部統制委員会にて研究費不正防止計画に

係る取組状況のモニタリング結果を報告するとともに監事の意見や他法人と

の比較情報を基に役員・部門長・部長による議論を開始した。令和７年度以

降も不正防止のための組織的な取組として定期的な評価と施策の改善活動を

実施する。 

機構の事業目的の達成を阻害する要因となるリスクを網羅的に把握し、優

先的に対応すべきリスクに組織的に対応するため、個別のインシデントや、

部署ごとの観点にとらわれず、機構全体の観点からリスクを判別する考え方

を題材としたリスクマネジメント研修を実施した（対象：リスクマネジメン

ト推進担当者約 100 名）。 
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経済安全保障に関する取組 

経済安全保障に関する国の施策等の情勢の変化や研究を取り巻く新たなリ

スクに対応するため、令和６年４月に経済安全保障対策及び研究セキュリテ

ィ・インテグリティ確保に係る施策推進を総括する研究インテグリティ・コ

ンプライアンス室を立ち上げた。 

職員向けの研修・説明会の実施、関係部署間の定期会合、視察・見学時の

対応方針の決定、招聘職員の廃止、外来研究員制度等の見直し、採用及び受

入れ等における誓約書の見直しなど、各部署が協力関係を保ちながら、機構

全体でより一層の対策強化を図った。 

経済安全保障推進法に定める特定重要技術及び保全対象発明、外為法によ

り規制される貨物や技術のうち指定するもの等に関して、その指定及び管理

のため、「職務発明等活用規程」を改正し、「機構の研究開発に係る重要な情

報等の管理に関する規程」を制定した（令和７年４月施行）。 

外部組織からの受入れにより機構で研究活動を行う者（研究生等）に対し

て、研究活動において知り得た情報等の漏洩防止のため、受入れ時に受講さ

せる教育コンテンツを作成した。 

初任者研修（新規着任者）のほか、安全保障輸出管理及び研究インテグリ

ティに係る自己申告実施の説明会（全役職員対象）、管理職研修（管理職職員

対象）、外部監査法人による講演（全役職員）、神奈川県警察本部による講演

（全役職員）を開催し、経済安全保障に係る役職員の理解を深めた。 

神奈川県警が事務局を務める「産業技術情報流出防止ネットワーク」（神奈

川県の行政・商工団体・大学研究機関 15 機関と県警外事第一課が連携し情報

共有）に参画した。 

統合文書管理基盤（Box）を適切に運用するため、運用開始後も職員のアク

セス状況の統計や使用傾向を定期的にモニタリングし、ユーザに対して直接

指導や注意喚起を行うとともに、内部ポータルサイト、メールニュースを活

用して利用方法の周知活動等を順次実施し、適正な運用を維持した。 
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コンプライアンス活動 

コンプライアンス推進月間（12 月）に６本のコンプライアンスニュースを

配信し、コンプライアンス意識の向上を図った（①宇宙航空研究開発機構

（JAXA）の不正アクセス事件、②セクハラ関係、③パワハラ関係、④労働安

全衛生規則の改正、⑤公益通報者保護法の改正、⑥多国間の国際的な共著論

文を執筆する際の注意点について）。 

 

研究不正・研究費不正の防止 

「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成 26 年

８月 26 日文部科学大臣決定）」に基づき、研究不正を抑止し、機構の研究活

動における誠実性、客観性及び透明性の確保に資する環境整備を推進するた

め「研究倫理教育計画」を策定し、e-learning 教材を活用した研究倫理教育

を実施した。また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライ

ン（実施基準）（令和３年２月１日改正）」に基づくコンプライアンス教育を

実施した。さらに、機構の会計関連諸規程の改正を反映した教材（Google 

Form）を改訂した。令和５年度に策定した「コンプライアンス教育・啓発活

動実施計画」に対する実施報告書及び「令和６年度コンプライアンス教育・

啓発活動実施計画」を作成し、コンプライアンス教育の継続と受講の徹底、

理解促進と知識定着を目指した取組を実施した。「研究費使用ハンドブック～

研究開発の効率的な推進のために～」の日本語版及び英語版の見直しを行い、

職員が研究費を使用する際の執行方法や手続き、留意すべきポイント等を確

認し、職員の意識醸成を図った。 

 

内部監査の実施 

機構の業務実態を正確に把握し、業務の適正かつ効率的な運営を確保する

ため、書面監査、聞き取り調査及び実地監査等により内部監査を実施した。

競争的研究費等については「研究機関における公的研究費の管理・監査ガイ

ドライン（実施基準）（令和３年２月１日改正）」等に基づく不正防止の観点

から監査を実施した。書面監査に加え、納品後物品の実地監査、取引先との
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帳簿突合を実施するなど、不正の発生が懸念されるリスクに対して重点的に

サンプルを抽出し、リスクアプローチ監査を実施した。 

 

中長期計画や年度計画を基に、合理的な資源配分を行うための業務計画を

策定し、これに基づき適切に資金配分を行い、業務を執行した。本中長期目

標期間の新たな取組である、予算に関する PDCA の各取組及び主務大臣評価の

結果を機構内での業務計画編成に反映させる枠組みを引き続き運用した。 

（２）評価  

 

理事長の自己評価決定に関する意見聴取の場として、令和５年度の業務実

績に係る自己評価会議を令和６年５月末に実施し、業務実績等報告書として

主務大臣へ提出するとともに、公表した。また、令和５年度の業務実績の評

価結果については、機構内において広く周知するとともに、フォローアップ

を実施した。 

客観的な自己評価となるよう、モニタリング指標等で定量的数値を用いて

いるほか、各部門において評価助言委員会を開催する等、これまでの成果・

実績や今後の運営等に対して外部有識者の意見を積極的に聴取し、客観的か

つ公正な評価の実施に努めた。また、論文数については、クラリベイト・ア

ナリティクス社が提供するオンライン学術データベース「Web of Science」

の登録データにより集計している。標準的な基準で抽出されたデータを用い

て評価しており、他機関との比較等も可能になっている。 

 

 

 

 

 

 

理事長の自己評価決定に関する意見聴取の場として、令和

５年度の業務実績に係る自己評価会議を令和６年５月末に実

施し、業務実績等報告書として主務大臣へ提出するとともに、

公表した。また、令和５年度の業務実績の評価結果について

は、機構内において広く周知するとともに、フォローアップ

を実施した。 

客観的な自己評価となるよう、各種指標等を活用するとと

もに、必要に応じ外部有識者からの評価を受ける機会を設け

ている。 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

２．業務の合理化・効率  補助評定：Ｂ 補助評定：Ｂ 
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化  

 

【評価の視点】 

○管理部門の組織の見直

し、調達の合理化、業

務の電子化等に取り組

むことにより、業務運

営の合理化・効率化が

図られているか。 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、着実な業務運営がなされて

いると認められることから、自己評価を「Ｂ」とする。根拠

は以下のとおり。 

 

【評価の視点：管理部門の組織の見直し、調達の合理化、業

務の電子化等に取り組むことにより、業務運営の合理化・効

率化が図られているか。】 

業務改革タスクフォース主導の下、令和５年度の DX 施策

立案ワークショップで立案した DX 施策案の具体的な PoC を

開始し、業務の電子化推進に向けた取組を進展させた。また、

内部ポータルサイトの新規導入及び Box へのストレージ統一

情報集約とアクセス性改善を実現し、今後の業務運営におけ

る合理化・効率化の基盤を整備した。これらの取組を通して、

合理的かつ効率的な業務運営、将来に向けた基盤構築を推進

した。 

 

 

 

 

＜補助評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画にお

ける所期の目標を達成していると認

められるため。 

・DX推進チームから企画立案されたア

イディア（チャットボット、人事系

応募資料自動作成ツール、資産電子

タグ管理）が経営層ならびに業務改

革タスクフォースメンバーが査定

する仕組みのもとで実装されたこ

と、リスクマネジメント委員会若手

WG における「所内情報の集約・設計」

の提言への対応を踏まえ、ユーザビ

リティとセキュリティを両立させ

る新内部ポータルサイトを導入し

たこと等、今後の成果が期待できる

各種改革・改善を行なった。 

・文書管理や会計処理の一部において

システム化や業務手順の標準化が

進められ、業務の効率化に一定の成

果が見られた。 

・施設の共用やエネルギー管理の見直

し等によるコスト削減にも取り組

まれた。 

・一方、こうした取組はまだ全組織的

に定着しておらず、業務の合理化が

部門ごとに留まる側面もある。 

（１）合理的かつ効率的な業務運営の推進  

 

令和５年度に続き、事務系業務の機能強化、合理化・効率化への取組とし

て設置した業務改革タスクフォースの下で、令和５年度に実施した DX 施策立

案ワークショップにて立案された５つのテーマについて、経営層及び業務改

革タスクフォースメンバーによる査定を受けた。うち３つのテーマ（①生成

AI 活用した職員のための対話型相談窓口（内部用のチャットボット）の導入、

②人事系の応募資料の自動作成ツールの構築、③RFID（電子タグ）による機

 

 

令和５年度に続き、業務改革タスクフォース主導の下、DX

施策立案ワークショップで立案されたアイディアから３テー

マを選定し、DX 推進チームメンバーが PoC を開始した。 

また、内部ポータルサイトの新規導入及び Box へのストレ

ージ統一を完遂し、中長期的な情報基盤を整備した。ユーザ

ビリティとセキュリティを向上させ、情報集約とアクセス性
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構資産（研究機材）の管理システムの構築）について投資判断が行われ、合

計 13 名の DX 推進チームメンバーによって最初の PoC（概念実証）を開始し

た。 

令和５年度に採択された経済安全保障重要技術育成プログラム（K 

program）の２課題等、これまで以上に情報管理、警備・保安体制が求められ

る事業が進められており、また、情報セキュリティマネジメントの重要性が

特に高まっている昨今において、国の方針に基づき適切に対応していくため、

不審者侵入の抑止、セキュリティレベルに応じた効果的かつ円滑な入退構及

び入退域の管理システムの構築を行った。車両での入構時に下車することな

く乗車している者の ID を読み取り、記録する RFID を使用したシステム、各

種防犯センサ及び監視カメラ等を用いて侵入等の異常監視を行う外周警備シ

ステム、来訪者の来訪予約、スピーディな退館処理と入退館ログをサポート

する来訪管理システム等について、令和７年６月から本稼働できるように設

置工事及びルールの整備を進めている。 

サーバにおける OS サポート期限切れへの対応及びリスクマネジメント委

員会若手ワーキンググループにおける「所内情報の集約・設計」の提言を踏

まえ、ユーザ及び管理者のユーザビリティ向上とセキュリティを両立させる

ため、新しく内部ポータルサイトを導入した。並行して、機密情報の保護、

多様なアクセス等社会的要請への対応やセキュリティの強化等の観点から機

構の統合文書管理基盤として令和５年度に導入した Box へのストレージの統

一を行った。 

第４期中長期目標期間の最終年度を迎えるにあたり、目指す姿の実現のた

め強化すべき事務機能の要件書等を踏まえ、事務系組織の在り方について７

つの論点を整理し、第５期に向けた検討を行った。 

 

一般管理費については、令和５年度実績額 336,323,890 円に対して、令和

６年度の実績額 326,505,349 円となり、令和５年度比で 2.92％の削減、平成

30 年度から令和元年度にかけての削減率 5.03％・令和元年度から令和２年度

にかけての削減率 2.33％・令和２年度から令和３年度にかけての削減率

改善を実現し、今後の業務運営における合理化・効率化の基

盤を整備した。 

さらに、第５期中長期計画に向けた検討として、事務系組

織の在り方について７つの論点を整理し、組織運営の継続的

な見直しと改善への取組を行った。 

これらは、業務の電子化、合理化、効率化、そして将来に

向けた基盤構築につながる取組であると言える。 

・事務系組織のあり方について７つの

論点を整理し、組織運営の継続的な

見直しと改善への取組を行った。研

究機関における事務系組織のあり

方は多くの研究機関に共通する課

題であり、先進的な取組を高く評価

する。 

 

＜今後の課題＞ 

・ボトムアップの力を活かして、業務

の効率化を進め、働き甲斐のある職

場を実現していただきたい。 

・アカデミアレベルでデジタル領域の

進化の最前線における知見を DX ア

イディアに取り入れることで、導

入・実装したときには時代遅れ、と

ならない DX 戦略を実現していただ

きたい。 

 

＜その他事項＞ 

・魅力のある職場を実現し、優秀な人

材の確保を進めていただきたい。 

・業務改革 TF の活動は最終的に研究

成果の最大化につながる重要な取

組である。今後もこれらの取組を一

層強化することを期待したい。その

際、取組によって得られた改善・効

率化の程度を可視化することが可

能な指標等を導入することが望ま
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2.81％・令和３年度から令和４年度にかけての削減率 3.44％・令和４年度か

ら令和５年度にかけての削減率 2.74％と平均して 3.21％の削減を達成した。 

その他の事業費についても、令和５年度に比べ１％以上の効率化を達成し

た。 

国立研究開発法人として我が国及び世界の持続的な発展や様々な社会課題

の解決に貢献し研究成果を社会実装することを目指して競争的資金の獲得を

狙い、各施策のビジョンや要件等の情報収集を行いながら、それぞれの公募

に合わせて計画の洗練や体制の整備等の準備を進めている。令和６年度は、

第３期戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「海洋安全保障プラット

フォームの構築」の研究推進法人として、研究開発計画を着実に推進した。

また、令和５年度に採択された経済安全保障重要技術育成プログラム（K 

program）「無人機技術を用いた効率的かつ機動的な自律型無人探査機（AUV）

による海洋観測・調査システムの構築」及び「先端センシング技術を用いた

海面から海底に至る海洋の鉛直断面の常時継続的な観測・調査・モニタリン

グシステムの開発」の各課題について、研究計画の洗練及び所内外の組織体

制整備等を行い、プロジェクトの実行に着手した。さらに、研究開発と

Society 5.0 との橋渡しプログラム（BRIDGE）の令和７年度からの研究開発

課題として、「環境負荷の小さい純国産ハイブリッド３次元海洋電磁探査技術

の開発と社会実装」及び「海洋プラスチック問題に対応するためのハイパー

スペクトル技術・AI・コーヒーマシンを融合させたマイクロプラスチック自

動分析システムの確立と社会実装に向けた調査研究」を提案し、それぞれ採

択された。 

れる。 

（２）給与水準の適正化 

 

令和６年人事院勧告及び「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改

正する法律」を踏まえ、本給表の引上げ及び期末手当の月数見直し等を行っ

た。 

検証結果や取組状況について適切に公表する（令和７年６月末）。  

 

 

年度計画に記載のとおり順調に業務を遂行し、給与水準に

ついては令和６年人事院勧告及び法律を踏まえ、適正な給与

水準の維持を図った。 
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ラスパイレス指数（括弧内は令和５年度実績）  

事務・技術職員：108.4（令和５年度 108.6）  

研究職員：93.1（令和５年度 94.4） 

（３）契約の適正化 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年

５月 25 日総務大臣決定）に基づき策定した令和６年度の調達等合理化計画に

ついて、下記の取組を行った。 

随意契約の適正化に関する取組として、概算見込額が随契限度額を超える

案件について経理部職員で構成する契約審査チームで審査を行った。また、

概算見込額が 3,000 万円を超える案件については、機構内の管理職職員で構

成する契約審査委員会において、競争性のない随意契約によらざるを得ない

調達であるかの審査を実施した。 

一者応札・応募の低減に向けた取組として、電子入札システムを継続して

運用し令和５年度と同様に遠隔地の事業者への入札機会の確保、同時刻での

複数案件の開札等を実施する環境を維持した。当該システムへの事前登録作

業や登録情報の修正依頼への対応等の調達手続きに係る業務も令和５年度同

様に発生したものの、既存の人員体制で対応を行った。 

入札説明書の電子交付については、引き続きすべての入札案件について実

施した。また、調達情報の発信については、調達情報メールマガジンの発行、

令和７年度当初の調達予定情報の掲載等を継続して実施した。 

仕様書等の見直しについては、調達に必要な情報が過不足なく記載されて

いるか、分かりやすい内容であるか等を中心に記載内容の確認を行ったほか、

年末年始等多くの事業者にとって休日となる期間を入札公告期間から除外す

ることで、公平性等の確保に努めた。 

船舶等運航委託業務の改善については、契約相手方に対する四半期ごと等

の額の確定調査を継続して実施し、機構のガバナンスを確保するとともに経

費の適切な執行を行った。また、調達における競争性の確保、調達プロセス

 

 

契約の適正化については、「独立行政法人における調達等合

理化計画の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総務

大臣決定）に基づき策定した調達等合理化計画を実施し、調

達等に係る業務の合理化、効率化等の取組を着実に推進・実

行した。また、調達に係る契約においては原則として一般競

争入札等の競争性のある契約方式によることとし、随意契約

による場合は、公正性・透明性を高めるためその結果を随時

公表した。 
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における公正性及び透明性の確保並びに両契約におけるガバナンスの強化等

の観点から改善を図ることを目的に設置した船舶運航委託契約改善実行委員

会による報告書に基づき、次期中長期目標期間における船舶等の運航等に係

る諸契約の調達手続きを開始した。 

北極域研究船「みらいⅡ」の建造の調達については、建造契約及び艤装員

派遣業務の各契約相手方に対し監督等を行うことにより、適切に業務を履行

した。 

これらに加え、一者応札・応募の低減に向けた取組として、入札案件に対

し提出された約 150 件の辞退届について、選択された辞退理由ごとの集計、

公告月単位での各辞退理由の集計及び自由記述欄を含む辞退理由と仕様書記

載内容との突合を行った。選択された辞退理由で最多のものは「仕様の内容

が自社の事業分野と異なる業務」であり、次いで「必要な人員体制を確保す

るのが困難」であった。最多回答に関しては電子入札システム等の運用によ

り異業種を含め幅広い事業者の興味・関心を誘引した結果と考えられると同

時に、自由記載欄への内容から、件名では仕様内容を判別し難いといったこ

とが要因であることも確認された。人員体制の確保については人手不足の影

響が引き続いているものと考えられるが、特に秋以降に入札公告を開始した

案件で当該回答が多くなることが確認された。これらの辞退届の集計・分析

を踏まえ、分かりやすい件名や仕様内容の記載、余裕を持った入札情報の公

開等を継続し、次期契約全般における更なる改善に取り組むこととした。 

契約内容・契約形態の見直しについて、引き続き契約の分割・統合や複数

年契約化の確認及び検討を行うとともに、中長期目標期間をまたぐ案件に関

し、事由や必要性等を確認し合理性のあるものとなるよう調整を行った。 

共同調達の推進については、横須賀本部、横浜研究所及び東京事務所で使

用する複写機用紙及びプリンタ用紙の調達を対象に、これまでの国立研究開

発法人水産研究・教育機構との２機関での運用に新たに独立行政法人国立特

別支援教育総合研究所を加え３機関での共同調達として継続し、年度ごとに

機関間で調達手続を交代することで事務の合理化を図った。また、高知コア
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研究所においてもガソリン等の調達に関する国立大学法人高知大学との共同

調達を継続した。 

 調達合理化の取組として、ネット調達システムの運用による手続き短縮

等を継続して実施した。 

随意契約に関する内部統制の確立については、前述の契約審査チーム及び

契約審査委員会による審査体制の維持に加え、随意契約限度額以上で随意契

約を締結したすべての案件に対し、契約の事後に契約監視委員長の点検を実

施した。 

国立研究開発法人の特性を踏まえた調達に関するガバナンスの徹底につい

ては、令和４年度に策定した「調達におけるリスクマネジメント実施要領」

に基づき、概算見込額 1,000 万円を超える物品の製造案件について、要求部

署においてリスクチェックリストに基づくセルフチェック・リスクマネジメ

ントを行うとともに、経理部においてリスクチェック内容の確認を含む仕様

書等の審査を実施した。 

不祥事の発生の未然防止のための取組については、監督業務マニュアル、

検査業務マニュアル等に基づき各業務の実施状況に関する定常的な確認・点

検を行うとともに、経理部内において監督終了報告書・検査調書と契約書、

仕様書等との突合を行ったほか、関連する業務マニュアルを対象として、職

位による技術審査委員等の制限や各手続きにおける必要日数等に関する補足

説明の追加、表現の修正、誤記修正等の改正を複数回実施し、より分かりや

すい内容となるよう継続的な取組を実施した。 

また、研究不正の倫理教育を機構全体で継続して実施し、経理部内におい

ても研究費不正利用の防止に係る理解及び意識の向上に努めた。 

以上の調達等合理化計画の実施のほか、「公共調達の適正化について」（平

成 18 年８月 25 日付財計第 2017 号）に基づき、競争入札及び随意契約に係る

情報について、機構ウェブサイトにおいて随時公表を行った。 

 

随契限度額を超える随意契約案件及び契約金額１億円を超える契約案件に

ついて、事後点検として内部監査において全数監査を受けた。また、令和５
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年度の調達等合理化計画の自己評価を踏まえ、令和６年度の調達等合理化計

画を作成し、監事及び外部有識者で構成される契約監視委員会で点検を受け

た。さらに、同委員会により随契限度額を超えるすべての案件について事後

点検を受け、手続きの公正性及び透明性の確保に努めた。なお、指摘された

事項については適宜対応し改善を図った。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

予算事業 ID001729、001730、001731、001922 

 
２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

－ － － － － － － － － － － 

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

Ⅲ 財務内容の改善に関

する事項 

 

【評価の視点】 

○予算の効率的な執行に

よる経費の削減や、自

己収入、外部資金の確

保、増加、活用等に努

めることにより、財務

内容の改善が図られて

 評定：Ｂ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、着実な業務運営がなされて

いることから、自己評価を「Ｂ」とする。 

 

予算の適切かつ効率的な執行状況 

『予算』 

期中、定期的に執行状況を役員に報告するなどして、適切

に管理・執行を行った。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画にお

ける所期の目標を達成していると認

められるため。 

・外部資金の安定的な獲得に努め、受

託研究や共同研究、施設使用料収入

の確保に一定の成果が見られた。 

・資産売却や不要物品の処分などによ



180 

 

いるか。 『収支計画』 

当期総利益は通常の業務運営により生じたものであり、法

人の業務運営に問題等はない。 

当期総利益を含む利益剰余金は独立行政法人会計基準に基

づき会計処理を行った結果生じたものである。したがって、

損益の発生要因は適切である。 

運営費交付金債務と業務運営との関係について適切な分析

が行われており、業務達成基準による運営費交付金の収益化

が適切に行われている。 

『資金計画』 

滞留資金について適切に精査されている。なお、運営費交

付金債務と欠損金等の相殺により発生した滞留資金はない。 

貸し倒れの恐れのある債権はなく、「債権評価及び貸倒引当

金計上に係る事務処理マニュアル」に基づき適切に債権の管

理・回収を行っている。 

金融資産の規模、保有・運用状況及び運用体制は適切であ

る。 

る収入確保の取組も実施された。 

・一方、自己収入比率の大幅な改善に

は至らず、収支構造の抜本的な見直

しや新たな収益源の創出といった

観点では十分な進展が見られなか

った。 

・令和６年度の収支状況は独立行政法

人として適切な範囲内であり、不測

のリスクに備えた柔軟な対応も認

められる。 

 

＜今後の課題＞ 

・共同研究・受託事業の拡大に加え、

知的財産の活用や民間連携による

収益源の確保に努めていただきた

い。 

 

＜その他事項＞ 

・JAMSTEC ならではの成果を出し、そ

の魅力を効果的に発信することが

寄付や賛助会員の増加、外部資金の

調達にも寄与すると考える。研究、

事務一体となって取り組んでいた

だきたい。 

 

１．予算、収支計画、資

金計画 

（１）予算 

 

 

 

【主な増減理由】 

運営費交付金で行う事業の進捗等を踏まえて一部を繰り越したため、業務

経費が減少した。また、令和６年度補正予算で措置された施設費で行う事業

の一部を事業期間の延長に伴い繰り越したことなどのため、施設費補助金と

施設費が減少した。繰り越した事業は翌年度に実施する計画となっており、

業務運営上大きな影響はない。 

 

【評価指標に対する実績】 

予算の適切かつ効率的な執行状況 
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『１．予算及び２．収支計画』 

令和６年度における当期総利益は 274,242,830 円である。これは、独立行

政法人会計基準に基づき会計処理を行った結果、運営費交付金の収益化や貯

蔵品などにおいて収益と費用の計上年度のずれが生じて一時的に利益が計上

されたものであり、通常の業務運営により発生したものである。 

利益剰余金は 1,306,931,138 円であり、これらは現金を伴うものではなく、

独立行政法人会計基準に基づき会計処理を行った結果、発生したものである。 

運営費交付金の未執行率は 37.0％である。主な要因は、令和６年度補正予

算において追加措置された戦略的イノベーション創造プログラムに係る予算

について研究開発を着実に実施するため翌年度へ繰り越したもの、地球深部

探査船「ちきゅう」の航海や整備の実施に向けた資機材等の調達などの業務

の一部を計画の進捗を踏まえて翌年度に実施することとしたもの及び事故・

災害等の不測の事態に備えて運営費交付金の配分を留保したものなどであ

る。 

繰り越した事業は翌年度に実施する計画となっており、業務運営上大きな

影響はない。 

 

『３．資金計画』 

金融資産の保有状況については以下のとおり。 

①金融資産の名称と内容、規模 

現金及び預金 18,555,437,546 円（年度末時点） 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての有用性・有効性） 

年度末時点で保有する現金及び預金は主に翌年度へ繰り越した運営費交付

金及び未払金や預り金などの債務返済の原資である。期中も資金繰り計画に

基づいて運営費交付金の交付を受けており、業務の進捗に応じた適切な規模

の資金を保有している。 

③管理状況 

金庫で保管する必要最小限の現金を除き、全て銀行預金へ預け入れを行っ

ている。貸し倒れの恐れのある債権はない。 
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自己収入増加を推進する取組の状況と自己収入全体の獲得額 

事業等収入は前期 971 百万円に対して今期 1,382 百万円である。これまで

行ってきた自己収入の増加に向けた各種取組について、引き続き実施してい

く。 

 

競争的資金等の外部資金の獲得額 

（Ⅰ-2.-(1)-③「外部資金による研究開発の推進」に記載） 

（２）収支計画 

 

【主な増減理由】 

受託や補助金で行う事業の一部を翌年度へ繰り越したことに伴って、受託

費、補助金事業費、受託収入及び補助金収益が減少した。 

重要な棚卸資産が消費されたことに伴って、業務経費及び資産見返負債戻

入が増加した。 

収益と費用の計上年度のずれにより、総利益が発生した。 

 

（３）資金計画  

 

【主な増減理由】 

運営費交付金で行う事業の一部を翌年度へ繰り越したことにより、業務活

動による支出が減少し、翌年度への繰越金が発生した。 

受託や施設費で行う事業の一部を翌年度へ繰り越したことにより、受託収

入及び施設整備費による収入が減少した。 

 

２．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は 

113 億円とする。 

短期借入が想定される

理由としては、運営費交

付金の受入の遅延、受託

業務に係る経費の暫時立

替等の場合である。 

（なし）  

３．不要財産又は不要財 （なし）  
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産となることが見込まれ

る財産がある場合には、

当該財産の処分に関する

計画 

機構の成立時において

海洋科学技術センターか

ら承継した政府出資金見

合いの借上社宅敷金のう

ち、前期中期目標期間に

おいて返戻された現金に

ついて国庫納付する。 

その他の保有資産の必

要性についても適宜検証

を行い、必要性がないと

認められる資産について

は、独立行政法人通則法

の手続きに従って適切に

処分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度に、「みらい」について令和７年度をもって運航を停止する決定

を行った。これを受けて、独立行政法人通則法等に基づく手続きを開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「みらい」については、引き続き独立行政法人通則法等の

手続きに従って適切に処分を行っていく。 

 

４．前号に規定する財産

以外の重要な財産を譲渡

し、又は担保に供しよう

とするときは、その計画  

前号に規定する財産以

外の重要な財産の譲渡、

又は担保に供する計画は

ない。 

（なし）  

５．剰余金の使途 

機構の決算において剰

（なし）  
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余金が発生した場合の使

途は、重点研究開発業務

や中核的機関としての活

動に必要とされる業務へ

の充当、研究環境の整備

や知的財産管理・技術移

転に係る経費、職員教育

の充実、業務のシステム

化、広報の充実に充てる。 

 

６．中長期目標期間を超

える債務負担 

中長期目標期間を超え

る債務負担については、

研究基盤の整備等が本中

長期目標期間を越える場

合で、当該債務負担行為

の必要性及び資金計画へ

の影響を勘案し合理的と

判断されるものについて

行う。 

（なし）  

７．積立金の使途 

前期中期目標期間の最

終年度において、独立行

政法人通則法第 44 条の

処理を行ってなお積立金

があるときは、その額に

相当する金額のうち主務

前中長期目標期間から繰り越した積立金は、主に前中長期目標期間中に自

己収入により取得した固定資産の未償却残高や、貯蔵品の取得により一時的

な利益が発生したものであるため、対応する固定資産の償却や貯蔵品の消費

に合わせて取り崩しを行っている。 

前中長期目標期間から繰り越した積立金は中長期計画に従

い、適切に充当されている。 
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大臣の承認を受けた金額

について、以下のものに

充てる。 

①中長期計画の剰余金の

使途に規定されてい

る、重点研究開発業務

や中核的機関としての

活動に必要とされる業

務に係る経費、研究環

境の整備に係る経費、

知的財産管理・技術移

転に係る経費、職員教

育に係る経費、業務の

システム化に係る経

費、広報に係る経費 

②自己収入により取得し

た固定資産の末償却残

高相当額等に係る会計

処理 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

予算事業 ID001729、001730、001731、001922 

 
２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

－ － － － － － － － － － － 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画、年度計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績等 自己評価 

Ⅳ その他業務運営に関

する重要事項  

 

 評定：Ａ 

 

本項目に係る年度計画に照らし、活動による成果、取組等

について総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出が認めら

れることから、自己評価を「Ａ」とする。根拠は以下のとお

り。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法

人の活動により、中長期計画における

所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められるため。 

・従来の人材確保施策に加えて、クロ

スアポイントメントの拡充は大き

な一歩であり、実際に適用者が倍近

くになった点、特に民間企業の高い

１．国民からの信頼の確

保・向上 

 

 

 

 

情報公開に関しては、令和６年度は開示請求がなかったが、法人文書の開

示請求に的確に対応するため、公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法

 

 

【評価の視点：情報公開及び個人情報保護について適切に取

り扱われたか。】 
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【評価の視点】 

○情報公開及び個人情報

保護について適切に取

り扱われたか。 

○情報セキュリティ対策

を適切に講じている

か。また、対策の実施

状況を点検し、改善が

図られているか。 

○労働安全衛生管理を徹

底し、業務の安全確保

が図られたか。 

律第 66 号）の定めに従って、法人文書ファイル管理簿の整備・公表を行っ

たほか、法人文書管理に関する自己点検及び監査を実施した。 

 

個人情報保護に関しては、ヒューマンエラーに起因するシステム設定の過

誤やメールの誤送信等の事案が発生したが、直ちに所要の対応を行ったこと

で外部への個人情報の漏えいには至らなかった。しかし、これらは今後も起

こり得る事案であることから、個人情報の漏えい防止策に関するメールニュ

ースを配信し、具体的な取組方法やセルフチェックを取り入れた注意喚起を

行うことにより役職員の意識醸成を図った。 

 

「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準（令和５年度

版）」を踏まえて整備した規程類を基に、教育・訓練を含めた情報セキュリテ

ィ対策を継続的に推進した。また、令和６年度に改定されたガイドラインに

対応し、規程類の見直しを実施した。  

具体的には、令和６年度に実施された内閣サイバーセキュリティセンター

（NISC）の監査を通じて情報セキュリティの対策状況の点検を行うとともに、

NISC の提供する第二 GSOC のセンサ更新及びプロテクティブ DNS や ASM（ア

タックサーフェスマネジメント）事業に参加することにより、更なる情報セ

キュリティ対策の強化を行った。  

さらに、情報セキュリティに関する自己点検や標的型メール攻撃訓練の実

施、情報セキュリティ教育等を引き続き実施することにより、全役職員のサ

イバー攻撃に対する対応能力の強化に取り組んだ。加えて、統合文書管理基

盤を引き続き運用することにより、法人文書等の情報を管理できる環境の整

備を進めた。 

 

労働安全衛生関係法令の改正による新たな化学物質管理の対応として、従

来の取組を継続して実施したほか、国立研究開発法人６法人による安全衛生

交流会の開催（幹事として開催）、国立大学系の情報交換会への参加を通じ、

他の国立研究開発法人や大学と情報交換を行うことで、新たな化学物質管理

情報公開については、法律に従い、法人文書ファイル管理

簿の整備・公表を行ったほか、法人文書管理に関する自己点

検及び監査を実施するなど、適正な管理を行っている。個人

情報保護に関しては、個人情報の漏えい防止策に関する注意

喚起を行うことにより役職員の意識醸成を図った。 

 

【評価の視点：情報セキュリティ対策を適切に講じているか。

また、対策の実施状況を点検し、改善が図られているか。】 

政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準

を踏まえた情報セキュリティ対策及び内閣サイバーセキュリ

ティセンター（NISC）監査を通じて情報セキュリティ対策に

継続して取り組み、計画どおり実施している。また、NISC が

提供する新たな事業に参加するとともに、対策の実施状況を

継続的に確認することにより、更なる情報セキュリティの向

上に取り組んだ。 

 

【評価の視点：労働安全衛生管理を徹底し、業務の安全確保

が図られたか。】 

年度計画「業務の遂行に当たっては、安全に関する規程等

を適切に整備し、事故トラブル情報や安全確保に必要な技術

情報・ノウハウを共有し、安全確保に十分留意する。」に照ら

し、着実な業務運営がなされている。 

 

技術を有する人材の確保が進んだ

点は、高く評価できる。 

・加えて、在宅勤務制度の見直し、ワ

ーク・ライフ・バランス特別休暇制

度の制定、メンター制度の導入、職

場復帰支援プログラムの整備及び

育児・介護休業に関する諸制度の見

直しなど、働きやすい職場環境の整

備が年度計画の想定を超えるスピ

ードで進んでいる。 

・理事長のリーダーシップのもと 30

年先までの長期的な船舶及び施設

の整備計画を策定し、長期的且つ資

金的な展望を明確にした。整備計画

に全体最適の視点を導入するなど

機構の戦略的な対応能力の向上に

つながる重要な取組である。 

・安全管理や BCP の見直し、情報セキ

ュリティ対策の強化、研究倫理教育

の実施など、組織の信頼性向上に関

わる取組を着実に進めた。 

・サイバーセキュリティ研修や内部通

報体制の整備、コンプライアンス意

識の醸成が図られた。 

・ダイバーシティの推進として、女性

研究者や外国人研究者の登用、ハラ

スメント防止に関する研修も実施

された。 
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のより一層の適正化を図った。また、当該法令改正に対応できるよう、薬品

管理システムを改修し、化学物質に係る法令区分や記入する項目等を見直し

た。 さらに、化学物質管理分野のみならず労働安全衛生の分野全般について

も他法人と情報を共有し協力しつつ、安全教育コンテンツを共用することに

より、国立研究開発法人全体の安全教育水準の標準化を検討する等、一定の

労働安全衛生管理に係る標準を構築していくことを模索している。  

安全確保に必要な情報やノウハウの共有については、従来の取組を継続し

て実施したほか、安全衛生に関する教育訓練用動画を作成し、動画共有プラ

ットフォーム（YouTube）を利用して受講機会を提供することにより、教育訓

練の利便性向上と効率化を図っている。令和６年度は法令で選任が義務付け

られている化学物質管理者及び保護具着用管理責任者の教育訓練用動画資料

を新たに作成した。また、外部講師による職員向け安全セミナーを開催し、

防災対策に関する事例紹介を通じて注意喚起を行った。  

事故・トラブル情報及びヒヤリハット・改善提案については、従来の取組

を継続し、各事象・事例を取りまとめ、原因分析、再発防止策、改善策等を

関連委員会で報告・審議の上、職員又は担当部署に展開し、再発の防止、リ

スクの低減を図った。  

環境配慮関連事項については、令和３年 10 月に閣議決定された「政府がそ

の事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置に

ついて定める計画」の内容に沿って機構においても各種取組を行うため、既

存の「国立研究開発法人海洋研究開発機構地球温暖化対策実行計画」を令和

６年７月に改正した。 

 

 

＜今後の課題＞ 

・クロスアポイントメント等で獲得し

た優秀な人材が、JAMSTEC 内だけに

留まるのではなく、我が国全体とし

ての海洋科学技術の研究開発の高

度化に繋がるよう海洋コミュニテ

ィとの繋がりを意識して運用して

いただきたい。 

・多様性推進や働き方改革は、制度面

だけでなく職場文化として根付か

せる取組が求められる。 

・女性研究者、女性管理職の数は依然

として課題であり、継続中の

JAMSTEC リスタート支援の強化、ま

た在宅勤務制度や時短勤務制度な

ど基本的な制度を充実させるとと

もに、制度利用者の声を積極的に吸

い上げて実効性を強めていくこと

を意識すべき。 

 

＜その他事項＞ 

・優秀な人材のリクルート、育成のた

めに様々な工夫をしており、今後も

引き続き優秀な人材のリクルート、

育成のため、より良い職場環境の構

築に努めていただきたい。 

 

 

２．人事に関する事項 

 

【評価の視点】 

 

 

優秀な人材の確保・育成について、引き続き JAMSTEC Young Research 

Fellow の募集を実施した。応募人数についてはほぼ令和５年度と同水準を維

 

 

【評価の視点：優秀な人材の確保・育成、職員の資質・能力

の向上、人員配置や評価・処遇の適正化等に取り組み、生産
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○優秀な人材の確保・育

成、職員の資質・能力

の向上、人員配置や評

価・処遇の適正化等に

取り組み、生産性の向

上が図られているか。 

持することができた。令和５年度に引き続き、若手・中堅研究者を審査員と

して従来とは異なる視点から独創的な若手研究者を選考するとともに、若手・

中堅研究者が優秀かつ多様な人材の選考に加わることで、自らの知見を広げ

る機会となるよう工夫した。令和６年度の JAMSTEC Young Research Fellow

の公募では、円安の影響がある中 64 件（令和５年度は 87 件）の応募があり、

選考を経て最終的に４名（うち外国人４名）の新たな JAMSTEC Young Research 

Fellow を内定した。結果として研究者に占める外国人の割合は 15.0％とな

り、令和５年度よりも 0.2 ポイント増加した。 

また、多様な価値観による優れた研究成果と科学技術イノベーションの創

出を目指して令和５年度に開始した、出産・育児などのライフイベントによ

り、一時的に研究開発の場から遠ざかった研究者・技術者等を対象とした

JAMSTEC リスタート支援公募を引き続き実施した。本公募には９名の応募が

あり、選考を経て最終的に１名（研究職１名）を内定した。結果として研究

者に占める女性の割合は 15.3％となり、令和５年度よりも 0.8 ポイント増え

た。 

 

クロスアポイントメント制度の弾力的運用に関して、優秀な人材が複数の

組織において活躍できる環境整備をより後押しするため、新たに、研究者等

への金銭的インセンティブを付与できる仕組みを創設した。令和６年度のク

ロスアポイントメント実績は 21 件（令和５年度は 10 件）であった。 

特に WPI-AIMEC の下、優れた人材を確保するため 14 件のクロスアポイント

メント契約を締結するとともに、積極的な採用活動を行った。その結果、女

性研究者５名、外国人研究者５名を採用するなど国内外から優秀な人材の確

保を推進できた。 

 

在宅勤務制度のブラッシュアップ 

職員の多様な働き方及びワーク・ライフ・バランスをより一層推進するた

め、令和５年度に作成した調査報告書を基に令和６年度から在宅勤務制度の

制約を緩和し、週２回の制限を月 10 日に拡充した。あわせて、在宅勤務制度

性の向上が図られているか。】 

JAMSTEC Young Research Fellow 制度では、継続して一定

の採用者を確保することができており、JAMSTEC リスタート

支援公募によって女性研究者の増加にもつながっている。ク

ロスアポイントメント制度では、WPI-AIMEC と合わせて件数

が増加しており多様な優秀人材確保につながっている。 

職員の職場環境や働きやすさといった視点では在宅勤務制

度を継続的に見直しており、また職場復帰支援プログラムの

規程化やメンター制度の導入などきめ細やかな対応が可能と

なっており、システム導入により職員の生産性にも寄与して

いる。 
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の普及により出勤日数が減少するため、通勤手当支給の適正化及び効率化の

ため全職員の通勤手当支給を実績払いに改めた。なお、在宅勤務制度に関し

ては引き続き外部の意見を聞くこととしており、日本テレワーク協会と協力

して検証を行っている。 

 

職場復帰支援プログラムの整備 

これまで私傷病などにより長期間にわたり欠勤・休職していた職員が復職

するにあたっては、産業医の協力を得て都度実施要領を作成し復職プログラ

ムを実施していたが、復職プログラムを規程化して制度を明確化した。それ

により、職員が復職に向けて安心して治療・休養できる環境を整えた。なお、

これまで支給できていなかったプログラム中の交通費を支給できるように規

程に明記するなど、復職に向け不安となる細かな処遇も改善した。また、 

 

欠勤・休職者に係る制度の見直し 

欠勤又は休職した職員の復職のモチベーションの向上、休職中の職員を擁

する部署の不公平感の解消を図るため、各種就業規程及び給与規程等を見直

し、欠勤・休職の通算に係るインターバルや通算取得期間について規定し、

休職時の給与補償についても制限を設けることとした。 

 

職員育成全般 

職員の育成については、評価者研修、階層別研修、スキル研修、初任者研

修、ハラスメント防止研修、研究倫理教育、在外研究員等派遣制度、日本語

教室（外国籍研究者対象）等による個々のキャリア開発を計画どおり進めた。

特に令和６年度は e-learning の充実を図り、障がい者差別解消、ダイバーシ

ティ等に係る講座を充実させた。人材育成に係る計画については、特に事務

職員が自身のキャリアアップをイメージしやすくなるようにキャリアパスや

各部署において必要なスキルを明確化することとあわせて、理想の人材像を

意識した育成の計画を策定した。 
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メンター制度の導入 

これまで事務職及び技術職の新卒や若手中途採用者に対しては、OJT 制度

により入所１年目の職員を対象に同部署の先輩職員を OJT リーダーとして指

名し実務を教え育成に当たっていたが、入所２年目の職員を対象に新たにメ

ンター制度を導入した。適性診断によりマッチングした近隣部署（同部署で

はない）の先輩職員をメンターに指名し、直接の業務外のことでも相談でき

る体制を整えた。これにより新規職員の職場内ネットワークの拡大、職場生

活の悩みの解消、早期離職の防止等の効果が見込まれる。 

 

１on１面談制度の試行開始 

職員の働きやすさという観点から、忙しい中でも職場のコミュニケーショ

ンを増やしていくため、１on１面談制度の試行をパイロット部署において開

始した。 

 

育児・介護休業に関する諸制度の見直し 

育児・介護休業法の改正に伴い、機構の諸制度の見直しを実施し、法定を

上回る短時間勤務や子の看護休暇の取得事由の拡大、性別に関わらない育児

時間の付与など育児や介護を抱える状況でも仕事と両立できる環境を整え

た。 

 

ワーク・ライフ・バランス特別休暇制度の制定 

ワーク・ライフ・バランスの促進及び有給休暇の取得促進のため、これま

で７月から９月までの間に取得することとしていた夏期特別休暇制度を、事

業年度内のどの時期でも利用することができるワーク・ライフ・バランス特

別休暇制度に改めた。これにより夏期に乗船する職員の利用促進を図るとと

もに、年間を通じて職員がワークとライフの調和を図ることができるよう改

善した。また、本休暇を法定の有給休暇日数（５日）の取得後に利用できる

制度としたことにより、有給休暇取得率の向上及び法令順守にも寄与してい

る。 
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新入職員の乗船研修・建造現場研修の実施 

特に事務職に関しては入所後に管理部門に配属されると、乗船観測等の研

究現場との距離ができ、自身の担当している業務との関連性が希薄になりが

ちであったが、その関連性を強く意識付けること、乗船経験を通じて、より

強く現場に寄り添う姿勢を涵養するため、実際の観測を行う「みらい」研究

航海に作業者として乗船させることとした。 

また、進水前の北極域研究船「みらいⅡ」の建造現場を研修の場として位

置付け、造船所において北極域研究船「みらいⅡ」の役割や利活用のアイデ

ィア等について理解を深めるような取組を実施した。 

 

タレントマネジメントシステム導入及び人事評価業務の効率化 

人事評価は、これまで Excel ファイルを上司や部下にメール等で送受信し

ていたが、業務効率化を目的として令和５年度評価（令和６年度当初に実施）

より一部の職員から試行的にタレントマネジメントシステム上の業務フロー

に移行した。その他の職員についても令和６年度の目標設定から人事評価の

システム化を推進した。これによりファイルの送受信や集計、タイトルの再

記入等々、細かな事務作業が大幅に削減され、特に被評価者を多く持つ管理

職の業務負担軽減に寄与した。 

 

体系的な研修受講、e-learning 学習環境の構築（タレントマネジメントシス

テムの導入・活用） 

機構内の説明会や研修、e-learning について、受講すべき研修の徹底を図

り、より効率的な人材育成及び管理を行うため、イントラネットに分散して

いた研修資料や e-learning 教材を集約し、受講状況をタレントマネジメント

システム上で一元的に管理できるように改善することで、職員がより体系的

に学習できる環境を整備した。また全職員を対象（管理職は必須）としたハ

ラスメント防止研修、管理職を対象とした労務管理基礎研修を実施した。 
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WPI-AIMEC の推進 

新規研究員等の採用のシステムは、東北大学と機構とで運用が異なってい

たが、基本プラットフォームに機構が用いているクラウドシステム「ジョブ

カン」を採用し、東北大学と共同で採用業務を行った。事務局業務を機構側

が担うことで新規採用活動に貢献している。また、ポストドクトラル研究員

の給与体系を新たに制定しており、これまでの東北大学や機構の給与制度を

上回る制度によって優秀な研究者を獲得することが期待できる。 

 

招聘職員制度の廃止 

機構の人事制度は職種が多く複雑であり、複雑さが要因となって業務が過

剰になっている側面があった。研究インテグリティ及び経済安全保障への懸

念の高まりを踏まえ、職員と同等のアクセス権限を有しながら雇用関係のな

かった招聘研究員制度を廃止したことで、研究職種が１種類減り、若干では

あるが人事制度の複雑さが解消されるとともに出勤簿管理、謝金・旅費・通

勤費の支払い業務等の削減につながった。 

 

受動喫煙防止のための取組 

非喫煙者の望まない受動喫煙による健康被害予防のため、横須賀本部及び

横浜研究所の喫煙所について、それぞれ１箇所廃止した。 

３．施設及び設備に関す

る事項 

 

【評価の視点】 

○中長期目標達成のため

必要な施設・設備の整

備・改修等は適切に行

われたか。 

 

 

令和６年度は理事長のリーダーシップの下、船舶及び施設の長期的な整備

計画に関して新たな取組を実施した。具体的には、今後 30 年にわたる研究活

動や船舶建造計画を見据え、将来的に発生が見込まれる研究ニーズや社会的

要請を体系的に整理し、「いつ・何を・どのタイミングで議論・整備すべきか」

を可視化する計画を策定した。この取組は、これまで個別・断片的であった

設備整備や改修計画に対して、全体最適の視点を導入することを目的とした

ものであり、老朽化対策にとどまらず、研究現場における中長期的なニーズ

 

 

【評価の視点：中長期目標達成のため必要な施設・設備の整

備・改修等は適切に行われたか。】 

 理事長のリーダーシップの下、今後 30 年の研究活動や船

舶建造計画、研究ニーズや社会的要請を考慮した長期的な船

舶及び施設の整備計画を策定した。策定に当たって施設設備

には全体最適の視点を導入し中長期的な基盤整備方針を明確

化するとともに、船舶建造については新たな研究価値の創造
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の変化に対応できる基盤整備の方針を明確化したことは、組織としての戦略

的対応力を高めるものと考えられる。また、船舶建造についても、従来の延

長線上ではなく、新たな研究価値を創出する構想と併せて検討を進めること

で、財政当局に対しても説明可能な論理的基盤を整えつつある。 

そのほか、令和６年度には以下の取組を実施した。 

船舶に関して、安全の確保を最優先に、整備計画を定め、保守整備等を実

施した。また、機器・設備の維持や更新に当たっては、機能や効果、維持コ

スト等を勘案し、整理を行いつつ資産を適切に管理した。 

補正予算で措置された施設整備費補助金のうち、横浜研究所境界塀新設工

事を実施した。また、横須賀本部各所にある冷凍冷蔵保管庫を１箇所に集約

し、敷地内に点在していた保管庫を廃止することで、サンプル管理の効率化

及び電気使用量削減に貢献した。 

深海総合研究棟の老朽化対策のうち受変電設備更新工事について、令和７

年度末までに更新する計画を着実に進めるとともに、研究開発棟の建設に着

手し研究開発環境の向上、施設及び設備の維持・運用を推進した。 

照明の LED 化と人感制御及び高効率空調機への更新を計画的に進め、省エ

ネルギーと大幅な CO2 削減を達成した。資源エネルギー庁が平成 28 年度か

ら開始した事業者クラス分け評価制度（SABC 評価制度）において、機構は直

近３年間Ｓ評価（通算７回Ｓ評価）を獲得している。 

構想とあわせて計画を検討しており、財務当局にも説明可能

な論理的基盤を整えつつある。本計画は船舶及び施設の計画

的な更新・整備という側面に加えて、研究機関としての将来

展望を踏まえた戦略的なアプローチを含むものであり、一定

の先進性と実行性を有する取組であると言える。 

また、横須賀本部各所にある冷凍冷蔵保管庫を１箇所に集

約し、サンプル管理の効率化及び電気使用量削減に貢献した

ほか、研究開発棟の建設にも着手し研究開発環境の向上を図

った。 

さらに、照明の LED 化と人感制御及び高効率空調機への更

新を計画的に進め、省エネルギーと大幅な CO2 削減を達成し

た。平成 28 年度から開始された省エネ法に基づく事業者ク

ラス分け評価制度（SABC 評価制度）においては、直近３年間

Ｓ評価（通算７回Ｓ評価）を獲得している。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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（別添）中長期目標・中長期計画・年度計画 

 

項目別調書 No. 中長期目標 中長期計画 年度計画 

Ⅰ―１ 

海洋科学技術に関する基

盤的研究開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、第５期科学技術基本計画、第３期海洋基本計画等を踏

まえ、これまでの取組を一層発展させて、以下に示すような課題

に取り組む必要がある。 

・地球環境の維持・保全と持続可能な利用、海洋由来の自然

災害への対応等の経済・社会的課題への対応 

・関係府省連携の下、MDA 体制の確立に資する海洋調査・観

測体制を強化し、海洋の安全・安心に貢献 

・海洋分野における Society 5.0 の実現に向け、膨大な海洋

情報の集約、解析及び予測に係る研究開発の推進 

・海洋科学技術分野における我が国の研究開発力の強化や、

SDGs 等の国際的な枠組みへの科学的知見の提供等による

国際的なプレゼンスの向上 

このため、本中長期目標期間中において、以下の（１）～（４）

の研究開発課題に重点的に取り組む。また、研究者の自由な発想

や独創的な視点を活かして、次世代海洋科学技術を支える新た

な知の創出に資する挑戦的・独創的な研究開発を推進するとと

もに、これらの研究開発を支える基盤的技術の開発に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、前文に記載した４つの課題、すなわち「地球環境の保全

と持続的な利用、海域由来の災害対策等に係る科学的知見の充実」、

「大規模データの統合及び解析機能の強化と社会への情報発信」、

「挑戦的・独創的な研究開発の推進による次世代科学技術を支える

知の創出」、「多様な海洋環境へのアクセスを可能とする探査・調査

システムの整備及び高度化」に対応するため、本中長期目標期間に

おいて、以下に記載する研究開発を推進するとともに、研究開発の

推進に必要となる海洋調査プラットフォーム、計算機システム等の

大型の研究開発基盤の整備・運用を進める。また、実施に当たって

は、常に政策的・社会的なニーズを捉えて不断の見直しと重点化を

図るとともに、人工知能やビッグデータ解析技術等の新興技術を把

握し、適宜、活用するなど、産学官の多様なセクターと連携・協働

しながら機動的かつ横断的に取り組むことにより、海洋科学技術に

係る我が国の中核的機関として、更には世界をリードする海洋研究

開発機関の一つとして、最大限の能力発揮を目指す。さらに、総合

的な研究機関であることの強みを活かし、大規模な研究開発はもと

より、将来も見据えた挑戦的・独創的な研究開発の充実にも取り組

むとともに、研究開発を支える各種システムの自動化、省力化、小

型化や、分析、解析、予測手法等の国際標準化を志向する。 

これらの研究開発により創出された成果のアウトリーチ活動を通

じて、若者を中心としたあらゆる世代の国民の「知の先端を切り開

く科学・技術への興味と関心」を喚起するとともに、高等学校、高

等専門学校、大学等の教育機関や海洋、インフラ、情報産業等に関

わる民間企業等との連携を通じて、我が国の科学技術を支える人材

育成にも貢献する。 

機構は、「地球環境の保全と持続的な利用、海

域由来の災害対策等に係る科学的知見の充実」、

「大規模データの統合及び解析機能の強化と社

会への情報発信」、「挑戦的・独創的な研究開発の

推進による次世代科学技術を支える知の創出」、

「多様な海洋環境へのアクセスを可能とする探

査・調査システムの整備及び高度化」に対応する

ため、令和６年度において、以下に記載する研究

開発を推進するとともに、研究開発の推進に必

要となる海洋調査プラットフォーム、計算機シ

ステム等の大型の研究開発基盤の整備・運用を

進める。また、実施に当たっては、常に政策的・

社会的なニーズを捉えて不断の見直しと重点化

を図るとともに、人工知能やビッグデータ解析

技術等の新興技術を把握し、適宜、活用する等、

産学官の多様なセクターと連携・協働しながら

機動的かつ横断的に取り組むことにより、海洋

科学技術に係る我が国の中核的機関として、更

には世界をリードする海洋研究開発機関の一つ

として、最大限の能力発揮を目指す。さらに、総

合的な研究機関であることの強みを活かし、大

規模な研究開発はもとより、将来も見据えた挑

戦的・独創的な研究開発の充実にも取り組むと

ともに、研究開発を支える各種システムの自動

化、省力化、小型化や、分析、解析、予測手法等
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（１）地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発 

近年、地球温暖化等の地球環境変化が経済・社会に与える影響

の顕在化、深刻化が危惧されており、第３期海洋基本計画や 

SDGs、パリ協定等においても、地球環境の保全や気候変動への対

応は政策上の重要課題として位置付けられている。とりわけ、地

球温暖化の影響が最も顕著に出現する北極域を対象とした調

査・観測・研究の重要性は、世界的にもますます高まっている。

また、人間活動の地球環境への影響は地球温暖化のみならず海

洋酸性化や生態系変動等、様々な形で表面化してきており、地球

環境変化と人間活動の相互作用に関する評価を踏まえて、地球

環境変化を把握し、将来を予測することが求められている。特

に、膨大な体積、面積、熱容量を有する海洋は、大きな時空間規

模で進行する地球環境変化において重要な役割を果たしている

と考えられている一方、その実態には未解明な部分が多く残さ

れている。 

 このため、機構は、未だ解明されていない地球環境変化の実

態把握を進めて、その変化の中長期的な将来予測を行うため、地

球環境変動モデル等の高度化に取り組む。これを実現するため

に、観測網の無人化、省力化、高精度化等に向けた新たな観測技

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発  

本課題では、国際的な研究枠組みや協力体制を活用し、地球環境

の保全に資する観測及び予測に係る研究開発を推進する。そのため、

我が国周辺海域に加えて、北極域、北西部太平洋、熱帯太平洋、イ

ンド洋等において、機構がこれまで実績を積み重ねてきた地域を重

点化し、海洋酸性化、貧酸素化、昇温、生物多様性の喪失、汚染物

質による影響等、海洋表層から深層までの広範囲にわたって、世界

的な課題とされる環境変化の実態を科学的に解明するとともに、そ

れらの変化に関する数年から百年程度の中長期的な将来予測に取り

組む。また、前述の重点地域は、季節レベルでの我が国の気候の決

定に影響を及ぼす地域であることから、発生する諸現象のプロセス

の理解を進めるとともに、観測機器や手法の自動化、観測機器の小

型化等を推進し、観測自体を無人省力化していくことで、経済的か

つ効率的な観測網への転換を促進する。 

本課題によって得られた科学的なデータや知見については、国連

気候変動枠組条約（UNFCCC）・パリ協定、ユネスコ政府間海洋学委員

会（IOC）、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書、北極評

議会（AC）のワーキンググループ等に係る 

各種活動等を通して積極的に発信し、SDGs の特に目標 13（気候

の国際標準化を志向する。 

これらの研究開発により創出された成果のア

ウトリーチ活動を通じて、若者を中心としたあ

らゆる世代の国民の「知の先端を切り開く科学・

技術への興味と関心」を喚起するとともに、高等

学校、高等専門学校、大学等の教育機関や海洋、

インフラ、情報産業等に関わる民間企業等との

連携を通じて、我が国の科学技術を支える人材

育成にも貢献する。 

 

（１）地球環境の状況把握と変動予測のための

研究開発  

本課題では、国際的な研究枠組みや協力体制

を活用し、地球環境の保全に資する観測及び予

測に係る研究開発を推進する。そのため、我が国

周辺海域に加えて、北極域、北西部太平洋、熱帯

太平洋、インド洋等において、機構がこれまで実

績を積み重ねてきた地域を重点化し、海洋酸性

化、貧酸素化、昇温、生物多様性の喪失、汚染物

質による影響等、海洋表層から深層までの広範

囲にわたって、世界的な課題とされる環境変化

の実態を科学的に解明するとともに、それらの

変化に関する数年から百年程度の中長期的な将

来予測に取り組む。また、前述の重点地域は、季

節レベルでの我が国の気候の決定に影響を及ぼ

す地域であることから、発生する諸現象のプロ

セスの理解を進めるとともに、観測機器や手法

の自動化、観測機器の小型化等を推進し、観測自

体を無人省力化していくことで、経済的かつ効



197 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

術の開発等を行うなど観測網の整備・高度化を図るとともに、多

様な手法を組み合わせることにより、我が国沿岸域を含むアジ

ア地域、北極域、北西部太平洋、熱帯太平洋、インド洋等の重点

海域等の高精度な観測を実施する。また、これら観測により得ら

れたデータの蓄積・分析やモデルの高度化を行うことで、昇温、

海洋酸性化、貧酸素化、生態系変動等の海洋に表れる地球環境変

化の実態把握やプロセスの理解を進める。その上で、こうした取

組により得られた地球環境変化に関する新たな知見と人間活動

との相互影響に関する評価を行い、人間活動の影響を含めた地

球環境変化の中長期的な将来予測を導き出す。得られた成果に

ついては、国内外の各種活動を通じて発信することで、我が国及

び国際社会等における政策の立案等に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変動に具体的な対策を）や目標 14（海の豊かさを守ろう）等の国際

的な政策課題の達成に貢献するとともに、我が国の海洋基本計画等

に示された政策課題の達成にも貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 観測による海洋環境変動の把握と観測技術開発  

本課題では、主に物理的、化学的な海洋環境の変動・変化を精密

に把握し、観測、理論、予測の科学的なサイクルの加速に資する。

特に北西部・熱帯太平洋における熱収支や淡水収支、物質収支の推

定、それらと大気海洋相互作用との整合性の理解の深化、更には全

球規模の物理的、化学的な海洋環境変化の把握に関する観測研究を

行う。 

具体的には令和３年度までに、 

・国際的な枠組みの下で実施されている観測システムの維持運用、

大型係留ブイの運用を省力化するための表層グライダーや無人自

律航行艇の実用化、自動観測の拡充のための漂流型観測フロート

等を用いた新たな観測技術の開発 

・海洋・大気における諸現象の素過程の理解を目的とした、熱帯域

等の大気海洋相互作用が活発な海域における、上記の新たな技術

を活用した試験的な観測 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

率的な観測網への転換を促進する。 

本課題によって得られた科学的なデータや知

見については、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）・

パリ協定、ユネスコ政府間海洋学委員会（IOC）、

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書、

北極評議会（AC）のワーキンググループ等に係る

各種活動等を通して積極的に発信し、SDGs の特

に目標 13（気候変動に具体的な対策を）や目標 

14（海の豊かさを守ろう）等の国際的な政策課題

の達成に貢献するとともに、我が国の海洋基本

計画等に示された政策課題の達成にも貢献す

る。 

 

① 観測による海洋環境変動の把握と観測技術

開発  

本課題では、主に物理的、化学的な海洋環境の

変動・変化を精密に把握し、観測、理論、予測の

科学的なサイクルの加速に資する。特に北西部・

熱帯太平洋における熱収支や淡水収支、物質収

支の推定、それらと大気海洋相互作用との整合

性の理解の深化、更には全球規模の物理的、化学

的な海洋環境変化の把握に関する観測研究を行

う。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・サイエンスプランに沿った Core Argo フロー

ト、BGC Argo フロート、Deep Argo フロート

の投入と投入支援を継続するとともに、新規

センサ等の新技術の運用に向けた開発を行

う。また、北西太平洋と南大洋を中心とし、表
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に、 

・既存技術と新技術を統合した観測システムを活用し、北西部太平

洋における海盆レベルでの海洋大気間の熱収支や淡水収支、物質

収支の実態を調査することによる、亜寒帯海洋構造の成因、維持

機構の理論の再構築・我が国の季節レベルの気候に大きな影響を

もたらすエルニーニョ、インド洋ダイポールモード等の諸現象の

発生プロセスと熱帯太平洋域の海洋循環、水塊の挙動、輸送過程

等との関連性の把握 

等に取り組む。加えて、自らが新たな観測システムの有効性を検証

し、次世代の全球海洋観測システムの方向性を世界に提言するとと

もに、島嶼国の協力を取り付け、熱帯域における海洋と大気の変動

を定常的に把握するための観測データ流通網確立を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層から深層における海洋循環と水塊特性の形

成・変質過程の定量的な把握、海洋内部の乱流

動態の理解と多様な観測とを統合した物質循

環の定量的把握に向けた解析を行う。さらに、

観測の実施、データの統合・解析により海洋生

態・物質循環の科学的知見を深め変動海洋エ

コシステム高等研究所（WPI-AIMEC）の研究推

進に貢献する。 

・基盤的な国際観測システムの活用及びそれへ

の貢献として観測データの公開、２次データ

の作成、高精度化・公開、ESTOC 及び標準物質

の品質保持と頒布促進のための技術的検討・

国内外との連携を含めた活動を行う。 

・主に中深層を含む海洋熱・淡水循環像と混合過

程の把握、これに基づく物質循環を対象とし

海洋観測データを用いた解析を行うことで海

洋環境変動の把握、全球・北部・熱帯太平洋に

おける熱や淡水、物質収支の推定に関する知

見を獲得し、各メンバーの職位に相応するレ

ベルの論文・学会にて公表する。また、観測の

実施、データの統合・解析により海洋生態・物

質循環の科学的知見を深め WPI-AIMEC の研

究推進に貢献する。 

・各観測技術を活かした次世代の観測網構築を

具体化するため、関連センター横断の議論を

行い、スキーム、ウェイト、不確定要素の洗い

出しによって、研究課題の方向性を具体的に

策定する。 

・海洋地球研究船「みらい」による令和３年度、
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令和５年度北太平洋航海のデータを中心とし

た解析を継続し、新規に北太平洋熱帯断面観

測の準備をする。また、既存の全球船舶各層観

測プログラム（GO-SHIP）精度観測と新規観測

事項の検証を実施する。さらに、過去の同一観

測線データとの比較解析を実施して海洋環境

変動の動態を詳らかにする。 

・様々なデータ解析による北西部太平洋におけ

る海盆スケールでの海洋大気間の熱収支や淡

水収支、海洋中の物質収支の物理量ごとの実

態把握と海洋力学に関係する要素知見を組み

合わせ、将来の海洋観測システムに関する知

見の評価を行う。また、観測の実施、データの

統合・解析により海洋生態・物質循環の科学的

知見を深め WPI-AIMEC の研究推進に貢献す

る。 

・数学的知見を活用したデータ統合研究として

の次世代同化システム（ESTOC２）について、

より現実的な設定でプロトタイプデータセッ

トを作成する。 

・日本に影響を与える季節内から季節スケール

の大気海洋変動について、新たな観測データ

や手法を活用し、結果を公表する。 

・熱帯太平洋域の海洋循環、水塊の挙動、輸送過

程等との関連性を把握する。 

・長期観測サイトにおいて、ミッションオリエン

テッドな項目の観測データを取得する。 

・観測システムの維持・高度化への対応としてハ

ードウェア・ソフトウェアリバイスと次世代
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② 北極域における環境変動の把握と海氷下観測技術開発  

地球温暖化の影響が最も顕著に現れている北極域において、海洋・

海氷環境の現状把握のためのデータの取得を促進し、海洋と海氷と

の相互作用等の気候・環境システムの理解を進めることにより、北

極域の環境変動に係る将来予測の不確実性を低減するための研究開

発を行う。 

具体的には年令和３度までに、 

・船舶、係留系、漂流ブイ等による観測データや衛星観測データを

用いた、北極海における基礎生産等の環境要素に関する時空間的

な変動の解析と可視化、それらのデータの公開 

・北極海広域観測計画への参画、高精度なデータの取得とそれらの

データの公開 

・既存データと新たに取得したデータの比較解析や、気候モデル等

の開発や活用による、海洋・海氷環境の変動と気候変動との関連

性に関する知見の創出 

・北極海観測の拡充に向けた、小型の海氷下観測ドローンに係る要

素技術開発、ドローン試作機の製作及び実海域試験による運用評

価の実施 

等の推進等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７

年度までに、 

・北極評議会のワーキンググループ等が作成し公表する環境アセス

メント報告書への得られたデータや知見の提供 

・中緯度域や熱帯域と同等のデータの充実を目的とした北極海広域

観測の継続的な実施及びそれらのデータの公開 

・観測データと数値実験結果の統合による、北極域の海洋・海氷に

観測システムの具体化を行う。 

・マルチスケールな水蒸気観測に向けた自動可

降水量解析システムの汎用性を検証する。 

 

② 北極域における環境変動の把握と海氷下観

測技術開発  

地球温暖化の影響が最も顕著に現れている北

極域において、海洋・海氷環境の現状把握のため

のデータの取得を促進し、海洋と海氷との相互

作用等の気候・環境システムの理解を進めるこ

とにより、北極域の環境変動に係る将来予測の

不確実性を低減するための研究開発を行う。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・北極域研究加速プロジェクト(ArCS II)を含む

国内外の枠組みにおいて、「みらい」北極航海

による太平洋側北極海の観測を実施するとと

もに、最適化した栄養塩・微量金属の分析方法

等を活用して高精度データを取得する。 

・太平洋起源水による貯熱量変動や大気–海氷–

海洋相互作用過程を解析するとともに、積雪

や河川水を介した水循環・海洋生態系の変化

を将来予測実験結果も含めて評価し、得られ

た知見を公表する。 

・海洋地球研究船「みらい」やアラスカ・ポーカ

ーフラットリサーチレンジ（PFRR）等の観測拠

点等において短寿命気候汚染物質（SLCFs）の

観測を実施・継続する。また、観測・数値モデ

ル・衛星データ等を組み合わせた解析を進め

る。さらに、アラスカ及びインドヒマラヤ氷河
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係る物理的理解に基づいた将来予測の不確実性低減に資する知見

の提供 

・海氷下観測ドローン等を活用した新たな北極海観測システムの運

用 

等に取り組む。加えて、北極域研究船の就航後に国際研究プラット

フォームとして運用するため、積極的に多国間・二国間の共同研究

を推進する。併せて、若手人材の育成や観測データの共有を推進す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地球表層と人間活動との相互作用の把握  

経済活動が活発な沿岸域や、地球温暖化の影響が顕著に表われて

いる北極域等、我が国を含む全球の気候や環境に影響を与える地域

周辺での気象、水文、氷床観測を実施する等、

広域的な炭素循環への理解を深める。 

・北極域の大気・海洋・海氷・氷床やそれらの気

候変動に伴う変化について、モデルの再現性

向上に向けた開発や、開発したモデルを用い

た実験を継続する。また、海氷・氷床の変動や

これと関係する海洋・気象プロセスの変化・変

調が、北極域及び北極域外の気候に与える影

響や果たす役割を調査・評価し、成果を発表す

る。 

・海氷下の観測を可能とするためにドローンの

開発を進め、安全な環境で無索試験を実施す

る。また、北極海氷下の観測データを取得す

る。科学者にドローンの運用に携わってもら

い、インターフェースの評価・修正を行う。 

・低周波電磁波を利用した海氷下新測位手法の

実証機を完成させ、フィールドで評価を行う。

海氷厚の電磁テレメトリ計測装置の試作機を

開発し、フィールドデータを収集する。 

・「みらい」北極航海における若手公募課題の実

施等、北極域研究船「みらいⅡ」の就航後に国

際研究プラットフォームとして運用を見越し

た多国間・二国間の共同研究を推進し、国際的

な若手人材の育成や観測データの共有に貢献

する。 

 

③ 地球表層と人間活動との相互作用の把握  

経済活動が活発な沿岸域や、地球温暖化の影

響が顕著に表われている北極域等、我が国を含
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を重点化し、地球表層を総合的に扱うために、海洋、大気、それら

と不可分な陸域における、水循環や物質循環、生態系変動等を観測

と予測の両アプローチから捉え、それら地球表層の変動等と人間圏

における諸活動の相互作用を理解するための研究開発を行う。 

具体的には令和３年度までに、 

・生物地球化学観測フロート、自律型の水中グライダー、航空機等

を用いた新たな観測システムの提案と、船舶や係留系ブイ等によ

る大気・海洋観測の拡充 

・海洋酸性化、昇温、貧酸素化等に係る海洋環境実測値の空白域減

少とデータの充実を通した、炭素や微量物質の循環、海洋生態系、

陸上植生変動等の実態把握 

・前述の各現象におけるプロセスごとの水収支や物質収支、エネル

ギー収支等の理解度を高めるための、大気・海洋等観測データ、

衛星観測データ、予測モデルによる数値実験結果等の総合的な解

析 

・ブラックカーボンの沈着や海洋酸性化等の環境汚染が進行してい

る北極域と、その原因物質の主要な発生源であるアジア太平洋域

における、環境汚染と人間活動との相互作用に関する評価 

・機構がこれまで知見を蓄積してきた沿岸域である津軽海峡周辺域

を試験海域とした、海況変動の把握・予測と、（４）とも連携した

情報発信 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・各種観測データ、数値実験結果等を統合し、多様な環境ストレッ

サーに対する海洋生態系や物質循環の応答の定量的な理解を進め

ることによる、環境汚染やそれによる海洋生態系機能の変化等の

環境変化と人間活動とを包括的に結びつける知見の創出 

・海洋－大気－陸域における物質循環や生態系変動、物理化学現象

について整合性のある理解、その理解に基づく地球表層と人間活

む全球の気候や環境に影響を与える地域を重点

化し、地球表層を総合的に扱うために、海洋、大

気、それらと不可分な陸域における、水循環や物

質循環、生態系変動等を観測と予測の両アプロ

ーチから捉え、それら地球表層の変動等と人間

圏における諸活動の相互作用を理解するための

研究開発を行う。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・海洋生態系に関する観測・モデル統合と酸性化

の評価を深めるために、生物ポンプ・炭素循

環・殻密度の変化を明らかにするとともに、新

たにそれらの要因分析を行う。また、新規に開

発してきたフロート試用とそのデータ品質の

基礎検討を行う。さらに、観測を補完するモデ

ル構築と情報整備を行う。 

・気候変動を駆動する物質科学の理解増進と社

会への情報提供のために、温室効果ガス（GHG）

濃度・大気質と排出量を評価できるモデルの

高解像度化と性能評価を行う。また、都市域や

離島・船舶での大気組成観測を継続し、IPCC 

AR６にて未評価となっていた物質やプロセス

の評価を行う。さらに、関連して生態系の機能

やサービスに着目した長期スケールの生態学

的解析を実施する。 

・必須気候変数(ECVs)の計測能力拡張のため、海

色、大気汚染・プラスチック等を対象とした分

光観測データの解析と野外計測へ向けた実用

性の評価を行う。また、「沿岸海色モニタリン

グシステム評価版」を準リアルタイム方式で
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動との相互作用、それらと気候変動との関係の明確化 

等に取り組む社会還元を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 地球環境の変動予測  

これまで地球環境変動モデルは、地球システムを構成する様々な

サブシステムごとの時空間スケールに焦点を当て、比較的独立に複

数が開発されてきた。本中長期目標期間においては、これらの地球

環境変動モデルと観測研究との連携を強化することで個々の再現性

や予測精度を向上させるとともに、各モデルが得意とする時空間ス

ケールにおける再現性の高さ等の長所を活用してモデル間の連携を

促進する。これにより、各々のモデルが扱う時空間スケールの重複

領域や気圏、水圏、生物圏等、各圏の相互作用によって発生する極

端現象や環境変動のメカニズムについて新たな知見を得る。また、

これらの活動を通し、我が国の地球環境変動予測研究に係る中核と

公開する。さらに、アジアの海色について国連

海洋科学の 10 年等に位置づけた国際ワーク

ショップを運営し知見を集積する。 

・海洋大気物質循環の理解向上のために、プロセ

スレベルで得られたこれまでの研究結果を念

頭に、西部北太平洋に関わる研究成果に対し

てジャーナル特集号を立ち上げるとともに、

大気物質の海洋生態系影響について、知見を

とりまとめる。また、海洋から大気に放出され

気候変動に関わる物質についても動態を調査

する。さらに、安定同位体鉄を用いた植物プラ

ンクトンの鉄取り込み速度測定法を確立す

る。 

・津軽海峡周辺を試験海域として、津軽暖流流量

の中長期変動の理解及び当該水塊の急速な酸

性化についての再評価とその影響の理解を目

的として研究開発を行う。 

 

④ 地球環境の変動予測  

これまで地球環境変動モデルは、地球システ

ムを構成する様々なサブシステムごとの時空間

スケールに焦点を当て、比較的独立に複数が開

発されてきた。本中長期目標期間においては、こ

れらの地球環境変動モデルと観測研究との連携

を強化することで個々の再現性や予測精度を向

上させるとともに、各モデルが得意とする時空

間スケールにおける再現性の高さ等の長所を活

用してモデル間の連携を促進する。これにより、

各々のモデルが扱う時空間スケールの重複領域
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して複数機関の連携体制を牽引することを目指す。 

具体的には令和３年度までに、 

・マッデン・ジュリアン振動（MJO）等の数週間から季節程度の時間

規模における変動現象が、より短い時間規模で変動する台風等に

及ぼす影響の理解を進めるための数値計算精度の向上 

・これまで開発してきた個々の地球環境変動モデルの更なる高精度

化、更にこれらのモデルを連携させた数週間から 10 年程度の環

境変動を取り扱うことを可能とする数値計算システムの開発と、

温室効果ガス濃度変動、海洋酸性化や貧酸素化、雲の変動等の諸

現象への適用 

・海洋、大気等の素過程の理解に基づいたモデリング手法の高度化、

当該手法の活用による個別要素間での物質循環や物理的・化学的

現象の相互作用を扱うための新たな手法の開発 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・台風等に伴う極端現象の発生確率予測手法の開発、数週間から季

節程度の時間規模における大規模な変動現象と台風等との相互作

用メカニズムの理解及びこれら諸現象の予測に関する知見の創出 

・より高精度化した数値計算システムによる環境変動に係る予測結

果と観測データとの比較検証、気候変動対策への知見提供を視野

に入れた人間活動との相互作用も含めた環境変動の要因分析 

・温暖化抑制策や適応策の立案等に資する知見の提供 

等に取り組む 

 

 

 

 

 

 

や気圏、水圏、生物圏等、各圏の相互作用によっ

て発生する極端現象や環境変動のメカニズムに

ついて新たな知見を得る。また、これらの活動を

通し、我が国の地球環境変動予測研究に係る中

核として複数機関の連携体制を牽引することを

目指す。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・エアロゾル、氷床融解水、海洋－対流圏－中層

大気相互作用の気候への影響の理解及び地球

システムモデル（ESM）の関連部分の改良のた

め、ESM 実験のデータを解析する。 

・ESM モデルの改良・評価のための観測（衛星含

む）データの利用可能性を高めるため、観測に

取り組む他センターや、衛星データ供給機関

等とデータの活用に向けた合同会合を開催

し、データ活用促進に有効と思われる方策を

提案する。 

・人間活動－地球（気候・物質循環）システム－

将来排出シナリオ間の関係について理解を深

めるため、必要なモデル拡張を実施するとと

もに、人間－地球システムの相互作用に留意

して、ESM 実験のデータを解析する。 

・次期あるいは将来の ESM に含まれる要素モデ

ルの候補とするため、各サブシステムの研究

やモデル化を行う。また、次期 ESM に向けた

サブモデル統合化に関する議論を関係者間で

行う。 

・寒冷圏陸域についての理解をより普遍的なも

のとするため、観測データの収集・整理を継続
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する。 

・複数の研究アプローチを多角的に活用するこ

とにより、予測の成否や不確実性に繋がる気

候及び炭素循環プロセスの解明に取り組む。

並行して、現在開発中である新しい物理気候

モデル・炭素循環モデル・初期値化システムを

融合することにより、現行の気候及び炭素循

環予測システムを更新する。また、予測システ

ムの一部である観測データによるモデル初期

値手法の開発・改良作業を継続して実施する。 

・物理気候モデル及び ESM の構成要素である海

洋大循環モデルの精緻化及び高分解能化に必

要な技術開発を進めるとともに、気候モデル

への将来的な導入を視野に入れた、氷床モデ

ル及び氷床末端の棚氷モデルの開発に取り組

む。また、これら開発成果を気候モデルへ順次

取り入れることにより、これまでの気候モデ

ルでは考慮されてこなかった海洋過程や棚氷

融解過程等が気候の形成及び変動に果たす役

割を明らかにする。 

・海洋極端現象発生頻度変化と全球規模気候変

動とをつなぐメカニズムを解明し、温暖化リ

スク評価への科学的根拠の頑強性を高める。

また、機械学習による統計的ダウンスケーリ

ング手法の開発と試行実験を継続する。 

・気候変動予測モデルの性能を確立するための

再現性検証及びモデル開発を継続し、雲・降水

に関する諸現象の気候変動に関する知見を獲

得する。また、デジタルツインを想定した高解
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⑤ 地球環境変動と人間活動が生物多様性に与える影響評価  

地球環境変動の重要な指標の一つとされる海洋生物多様性の変動

を把握するとともに、人間活動が生態系へ与える影響の評価に資す

る知見を得る。特に、海洋環境変動から受ける影響に関して得られ

ている情報が少ない深海生態系について、その充実のために環境 

DNA 分析や現場観測等の調査を実施するとともに、環境データとの

統合的な分析・解析を行う。さらに、深海生態系や多様性に対する

人間活動による影響の実態把握とその評価に資する知見を得るた

め、海洋プラスチックを対象とした新たな計測技術の開発やデータ

の拡充とともに、環境影響評価手法の最適化に取り組む。 

具体的には令和３年度までに、 

・環境 DNA 分析や現場観測等による深海域の生物分布と多様性の

現状把握 

・海洋プラスチックに係る分布調査、海洋プラスチックの種類や形

像度の気候実験の実施に係る技術的課題の調

査及び解決に向けた技術開発を行う。さらに、

高解像度地球システムシミュレーションの基

盤開発として、令和５年度までに導入した陸

域生態系モデルの調整を行う。 

・台風等の極端現象の発現特性及びその予測に

関する知見を深めるため、令和５年度までに

実施した季節実験の多年実験における基本的

な再現性を把握し、海洋変動の影響を系統的

に調査する。また、台風等の擾乱が周辺環境場

に及ぼす影響を評価する。さらに、令和５年度

に継続して、現象の予測に対するモデルの物

理過程や解像度、地形等の表現等の影響を明

らかにする。 

 

⑤ 地球環境変動と人間活動が生物多様性に与

える影響評価  

地球環境変動の重要な指標の一つとされる海

洋生物多様性の変動を把握するとともに、人間

活動が生態系へ与える影響の評価に資する知見

を得る。特に、海洋環境変動から受ける影響に関

して得られている情報が少ない深海生態系につ

いて、その充実のために環境 DNA 分析や現場観

測等の調査を実施するとともに、環境データと

の統合的な分析・解析を行う。さらに、深海生態

系や多様性に対する人間活動による影響の実態

把握とその評価に資する知見を得るため、海洋

プラスチックを対象とした新たな計測技術の開

発やデータの拡充とともに、環境影響評価手法
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（２）海洋資源の持続的有効利用に資する研究開発 

状、個数を効率的に把握するための新たな計測技術の開発 

・環境影響評価手法の最適化及びそのためのツール開発 

・国際的な枠組みに位置付けられるデータベースへのデータ提供や

科学的知見の提供による社会的課題解決に向けた国際連携の強化 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・生物分布データや環境データ等を統合した深海域の生物多様性に

関する知見の創出 

・海洋プラスチックの分布量推定及び動態把握 

・人間活動による擾乱が深海生態系へ与える影響に関わる知見の創

出 

・国内外の関係機関や枠組みに対する、環境変動が生物多様性に与

える影響評価に資する知見の提供 

等に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）海洋資源の持続的有効利用に資する研究開発  

の最適化に取り組む。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・環境変動による深海生態系への影響評価をよ

り簡便かつ効率的に行うため、データ収集を

継続するとともに新たな機器と解析手法の導

入による先鋭化を行う。 

・海洋保護区等の管理のため、沖合海底自然環境

保全地域及び保護区内に生息する生物の分散

や移動に関わると考えられる海域を対象に、

多様性把握に向けた調査を行う。また、そこか

ら保護区等の管理・制定に向けた知見の収集

とステークホルダーへの提供を行う。 

・国内外の研究ネットワークを通じ、関連データ

ベースの利活用を拡充し、研究成果をより広

く展開する。 

・海洋プラスチック現場測定技術の高度化、重点

海域における観測と分布予測モデルの構築、

プラスチックに反応する生物生理実験を進

め、プラスチック測定技術のポテンシャルを

評価する。 

・環境変動による生態系への影響を評価するた

め、モデル海域として設定する東青ヶ島熱水

域において環境影響評価総合パッケージを実

践する観測を行い、パッケージの性能試験を

行う。また、発展が著しい生態系解析、可視化

技術を評価することで環境影響評価パッケー

ジ手法の上位互換可能性の検討を進める。 

 

（２）海洋資源の持続的有効利用に資する研究
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我が国の周辺海域には、多様な生物、鉱物、エネルギー資源等

の海洋資源が存在すると考えられているが、それらの海洋資源

については、未確認のまま残されているものも含め、ごく一部し

か有効利用できていない。特に、深海・深海底等の科学的調査が

進んでいない海域には、表層域とは異なる生態系等が構築され、

数多くの未発見の生物が生息していると考えられている。この

中には人類社会に有用な機能を持つものも存在し得るため、こ

れら未知の機能の発見・解明が必要である。また、我が国の領海

等に賦存する鉱物資源の有効利用のためには、有望資源の賦存

する海域や賦存量を把握する必要があり、このためにはその形

成メカニズムの解明が重要である。 

このため、機構は、海洋の調査・観測で採取した海洋生物を含

む各種試料を分析し、海洋生態系における炭素循環・窒素循環・

エネルギー循環等を把握するとともに、ナノ科学や情報科学等

との学際連携を進めて、海洋生態系が有する未知の機能を解明

する。 

また、海底鉱物資源の有望海域の推定のため、これまでの調

査・観測等で得られた試料、データ等を詳細に解析し、海底資源

生成モデルを体系化・普遍化することにより、有望資源の成因プ

ロセスを解明する。 

これらの研究開発を進めるに当たっては、必要に応じて（１）

の研究開発課題の成果を取り入れるとともに、他の大学や公的

研究機関、民間企業等との連携を強化することで、より効果的な

成果の創出を目指す。また、得られた試料、データ、科学的知見

等を積極的に産業界へ提供することで、海洋資源の産業利用の

促進に貢献する。 

 

 

 

我が国は四方を海に囲まれ、管轄水域の面積が国土の約 12 倍に

及ぶ海洋国家である。この広大な海域における環境は、北は亜寒帯

から南は亜熱帯まで、更には浅海から深海まで多様性に富んでおり、

我が国は様々な形でその恩恵を享受してきた。しかし、生物、非生

物を問わず、我々が利用できている海洋の有用な資源と機能は未だ

にごく一部に過ぎない。第 3 期海洋基本計画でも「海洋の産業利用

の促進」において、「海洋鉱物資源関係の研究開発を着実に推進」す

ること、「深海・深海底等の極限環境下における未知の有用な機能、

遺伝資源等について研究開発を推進」することが示されている。 

更なる海洋資源の有効利用のためには、１）生物プロセスにおけ

る物質・エネルギー循環や深海生物の生存戦略とその機能を理解す

ることにより、海洋生態系の有する未知の機能を解明することと、

２）熱水活動、沈降、堆積、化学反応等の非生物プロセスが関わっ

ていると思われる有用な鉱物資源の成因を解明することが必須であ

る。 

そこで、本課題では生物、非生物の両面から海洋における物質循

環と有用資源の成因の理解を進め、得られた科学的知見、データ、

技術及びサンプルを関連産業に展開することで、我が国の海洋の産

業利用の促進に貢献する。なお、本課題で得られる知見と（１）で

得られる知見を両輪として研究開発に取り組むことで、海洋の持続

的な利用に資する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発  

我が国は四方を海に囲まれ、管轄水域の面積

が国土の約 12 倍に及ぶ海洋国家である。この

広大な海域における環境は、北は亜寒帯から南

は亜熱帯まで、更には浅海から深海まで多様性

に富んでおり、我が国は様々な形でその恩恵を

享受してきた。しかし、生物、非生物を問わず、

我々が利用できている海洋の有用な資源と機能

は未だにごく一部に過ぎない。第３期海洋基本

計画でも「海洋の産業利用の促進」において、「海

洋鉱物資源関係の研究開発を着実に推進」する

こと、「深海・深海底等の極限環境下における未

知の有用な機能、遺伝資源等について研究開発

を推進」することが示されている。 

更なる海洋資源の有効利用のためには、１)生

物プロセスにおける物質・エネルギー循環や深

海生物の生存戦略とその機能を理解することに

より、海洋生態系の有する未知の機能を解明す

ることと、２)熱水活動、沈降、堆積、化学反応

等の非生物プロセスが関わっていると思われる

有用な鉱物資源の成因を解明することが必須で

ある。 

そこで、本課題では生物、非生物の両面から海

洋における物質循環と有用資源の成因の理解を

進め、得られた科学的知見、データ、技術及びサ

ンプルを関連産業に展開することで、我が国の

海洋の産業利用の促進に貢献する。なお、本課題

で得られる知見と（１）で得られる知見を両輪と

して研究開発に取り組むことで、海洋の持続的
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① 海洋生物と生物機能の有効利用  

海洋中の物質循環を精緻に理解するために、海洋生物試料や地質

試料等、各種試料を用いた化学的・分子生物学的解析を行い、循環

を支配する環境的、生理学的、進化的背景を明らかにするとともに、

海洋生物資源の在り様を定量的に把握する。また、深海の極限環境

に適応する過程で生物が獲得した独自の機能の解明を進める。さら

に、関連産業界、大学、公的研究機関等との連携・協働を進めて、

これらの研究開発で得られた科学的知見、データ、技術及びサンプ

ルを社会に還元する。 

具体的には令和３年度までに、 

・生態系の構造やその物質循環の把握を目的とした、海洋生物等の

天然試料中に含まれる各種有機化合物に関する定量法及び同位体

の高精度な分析法の開発 

・極限環境を再現しつつ微生物の分離培養及び代謝機能の分析を行

うための技術開発 

・上記技術を未知の代謝機能を持つ新たな微生物に応用することに

よる知見の創出 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・海洋生態系と物質循環との関係性の詳細な把握による、海洋生物

資源の有効利用に必要な知見の創出 

・（４）で取り組む数理科学等と連携した深海生物のゲノム情報等の

解析による、深海生物に特有の代謝機能やナノ構造機能等、未知

の有用機能に関する知見の創出 

等に取り組むとともに、産業利用の促進のため、得られた科学的知

見、データ、技術及びサンプルを積極的に関連業界へ提供する。 

 

な利用に資する。 

 

① 海洋生物と生物機能の有効利用  

海洋中の物質循環を精緻に理解するために、

海洋生物試料や地質試料等、各種試料を用いた

化学的・分子生物学的解析を行い、循環を支配す

る環境的、生理学的、進化的背景を明らかにする

とともに、海洋生物資源の在り様を定量的に把

握する。また、深海の極限環境に適応する過程で

生物が獲得した独自の機能の解明を進める。さ

らに、関連産業界、大学、公的研究機関等との連

携・協働を進めて、これらの研究開発で得られた

科学的知見、データ、技術及びサンプルを社会に

還元する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 天然に分布する各種微量物質の高度な分析を

用いた研究開発を進める。その基礎要素技術

開発に関連して、アミノ酸・ペプチド・核酸・

ヘム・多糖類等の定量及び炭素・窒素・硫黄同

位体比微量測定システム、中赤外レーザー分

光法による微少物質の炭素同位体比の微量分

析システム及び海洋試料中の有機金属分析法

の確立と堅牢化を継続的に行う。これらの新

規技術開発を基礎として、深海や宇宙を含む

自然環境において、各種化合物・各種生物が担

う機能と背景に関する新たな知見を得て、そ

れらを基にした社会との連携を行う。 

・ 生命圏の中心代謝化合物であるアミノ酸・核

酸塩基の精密分析を応用し、水界のエネルギ
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ー循環における各種生物の立ち位置、それが

関わる炭素・窒素循環、人為起源物質に関する

情報を蓄積する。また、同位体比とシミュレー

ションの両者を統合して、海洋の資源である

各種魚類の回遊ルートや生体履歴の特定技術

の実用化と応用を図る。 

・ 水界中、地下における酸素伝達系及び炭化水

素生成に関して未知の機能の実態解明を進め

る。特に前者はヘムを用いた酸素伝達系の解

析を行い、後者は外部との連携をとりつつ炭

化水素の生成場・生成条件について明らかに

する。また、海洋における多糖類の動態につい

て、プラスチックや紙等の分解を念頭におい

て産学官で連携した研究開発を行う。 

・ 太陽系に存在する元素の平均組成を有する炭

素質小惑星ベヌーについて、地球や海洋が生

成する前の有機・無機物質情報の詳細を解析

する。上記分析法を駆使し、海の起源、塩の起

源及び有機分子の進化について、その物質科

学的な諸性状を解明し、リュウグウの分析結

果とも併せて太陽系形成初期に起きた化学進

化の解明を行う。 

・ 深海バイオリソース提供事業を通してオープ

ンイノベーション体制による研究開発を推進

するとともに、共同研究等の枠組みを活用し

た試験提供等にも取り組む。既に稼働した深

海堆積物及び深海微生物菌株の整備・提供を

進めるとともに、深海環境ゲノムデータベー

スの整備を進める。また、深海環境ゲノムデー
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② 海底資源の有効利用  

海底資源の形成過程を明らかにするために、これまでフィールド

調査、試料採取及び分析、データ解析、数値モデル開発について個

タベースに資する研究開発として、排他的経

済水域（EEZ）を含む日本国内から深海バイオ

リソースを収集し、多元的解析によって生物

機能ポテンシャル及び生物学的特性を明らか

にするとともに、日本国外から得た試料との

比較により、その地域的な特性を示す。 

・ 深海バイオテクノロジーに資する研究開発と

して、アイソトポマー解析等のフュージョン

マスを用いた研究技術、微量核酸取扱技術、ウ

イルス核酸解析技術等のマルチオミクス関連

技術の開発及び実証研究を実施する。また、こ

れら解析技術の外部提供に向けた枠組みの検

討等を進める。 

・ 深海極限環境や深海生物に固有の生存戦略に

発想を得た深海インスパイヤード化学に関す

る研究開発として、圧力に応答してナノ構造

が変化する高分子材料バロプラスチックに関

する基盤的研究、高温・高圧下の水が示す特異

な物性を利用したソフトナノマテリアル生成

技術に関する基盤的研究及び民間企業と連携

したオープンイノベーション体制による成果

の社会実装並びに高分子ナノファイバーを基

盤とした超高感度ナノバイオスクリーニング

技術（SPOT）の高度化・応用展開に向けた検討

を引き続き進める。 

 

② 海底資源の有効利用  

海底資源の形成過程を明らかにするために、

これまでフィールド調査、試料採取及び分析、デ
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別に取り組んできた。その結果、非常に幅広い時空間スケールでの

元素濃集等の化学過程と、分散相から凝縮相への相変化における分

別等の物理過程が複雑に影響することが理解されてきた。そこで、

これらの調査手法についてシームレス化し化学・物理過程の相関を

見いだすとともに、得られた科学的知見に基づく海底資源生成モデ

ルを構築し、有望な海域を理論的に予測するための研究開発を実施

する。また、得られた知見と技術を関連業界に広く展開することで、

海洋産業の発展に貢献する。 

具体的には令和３年度までに、 

・調査及び分析の効率化、精緻化、低コスト化を図るための探査技

術開発 

・海底資源形成を促すプロセスと環境を特定することを目的とし

た、幅広い時空間スケールにおける物性・化学組成、生物種、同

位体及び年代の測定並びに地球内部-海洋間の相互作用と物質循

環の体系化 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・得られた各種データを解析した海底資源及びその周辺環境につい

ての空間的広がりと時間変化の四次元マッピングや、様々な時空

間スケールでの海洋環境変遷と鉱物資源の形成過程の詳細の解明 

等に取り組むとともに、（４）とも連携した数理科学的な知見を盛り

込んだモデルの構築による資源の生成及び分布予測と、それから得

られた科学的知見、データ、技術等を産業界へ提供する。 

 

 

 

 

 

 

ータ解析、数値モデル開発について個別に取り

組んできた。その結果、非常に幅広い時空間スケ

ールでの元素濃集等の化学過程と、分散相から

凝縮相への相変化における分別等の物理過程が

複雑に影響することが理解されてきた。そこで、

これらの調査手法についてシームレス化し化

学・物理過程の相関を見いだすとともに、得られ

た科学的知見に基づく海底資源生成モデルを構

築し、有望な海域を理論的に予測するための研

究開発を実施する。また、得られた知見と技術を

関連業界に広く展開することで、海洋産業の発

展に貢献する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 海洋鉱物資源の成因研究では個別モデルの確

立フェーズへの移行として、令和５年度まで

に調査を実施した海域についての試料記載と

分析、調査技術の高度化を継続する。また、産

業界へのサンプル・データ等の提供の試行に

基づき、データ等の提供開始を図るとともに、

経済産業省及び独立行政法人エネルギー・金

属鉱物資源機構（JOGMEC）と協働して開発への

知見・情報の提供を進める。 

・ 各海底資源の個々の成因研究については、令

和５年度までに実施された海域調査等に基づ

き、モデル海域の試料及びデータの解析、アナ

ログ実験、精査レベルの海域調査を計画し、実

施する。 

・ 海底資源形成の場の理解に向け、物理探査技

術を用いた海底下構造の解析・解釈や地形デ
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（３）海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発 

 我が国の周辺海域においては、南海トラフ地震や海底カルデ

ラ等、大規模災害をもたらす地震・火山活動が活発であり、防災・

減災対策の更なる強化が求められている。そのための具体的な

検討を進めるには、海底下で進行する地震・火山活動の実態把握

及び海域で発生する地震の長期評価が欠かせないものの、現在

は観測データも十分に揃っていない状況にあり、観測体制の構

築と、データの取得・解析を通じたメカニズムの理解等の科学的

知見の充実が課題となっている。 

 このため、機構は、地震発生メカニズムの理解、プレート固

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発  

近年、我が国では、兵庫県南部地震(1995 年)、東北地方太平洋沖

地震(2011 年)、熊本地震(2016 年)、北海道胆振東部地震（2018 年）

のような地震や、それに伴い発生する津波による災害が多発してい

る。また、鬼界カルデラを始めとする海域火山による突発的な災害

も危惧されており、大規模な火山噴火による津波の発生も重大なリ

スクである。 

そこで、大学や防災科学技術研究所等の関係機関と連携して、地

震の再来が危惧されている南海トラフの想定震源域や日本周辺海

域・西太平洋域において、研究船や各種観測機器等を用いて海域地

ータの利活用の事例を増やし、アナログ実験、

物性計測等の情報集約を推進することで、地

下構造と賦存する海底資源との関係を明らか

にする。特に海底資源センターが実施する調

査航海でのデータ取得にこれまでの知見を活

かしてさらなる高度化を図る。これらに関連

する共同研究、受託航海での成果も踏まえ、共

同研究を実施する民間企業・研究機関からの

さらなる要望を取り入れた、物理探査、音響探

査技術、データベースを含むデータ解釈技術

の向上を行うとともに、知見の提供や技術の

利用促進も行う。 

・ SIP 第３期海洋安全保障プラットフォームの

構築、経済安全保障重要技術育成プログラム

(K Program)等の大型外部資金課題や機構内

の横断的研究に対して、データ処理・サンプル

採取等に関する知見・技術提供を行い、円滑な

事業推進に貢献する。 

 

（３）海域で発生する地震及び火山活動に関す

る研究開発  

近年、我が国では、兵庫県南部地震(平成７

年)、東北地方太平洋沖地震(平成 23 年)、熊本

地震(平成 28 年)、北海道胆振東部地震（平成 

30 年）のような地震や、それに伴い発生する津

波による災害が多発している。また、鬼界カルデ

ラを始めとする海域火山による突発的な災害も

危惧されており、大規模な火山噴火による津波

の発生も重大なリスクである。 
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着の現状把握と推移予測及び海域火山活動の予測研究に資する

データと知見を蓄積し、地震調査研究推進本部、気象庁、防災科

学技術研究所、大学等の関係機関に情報提供することで、地震活

動に関する現状把握・長期評価及び海域火山活動評価に貢献す

る。 

これを実現するために、防災科学技術研究所や大学等の関係

機関と連携して、南海トラフ地震の想定震源域等を中心とした、

広域かつ精緻なデータを連続的にリアルタイムで取得する海底

地殻変動観測設備の整備・高度化を進めるとともに、高精度の海

底地下構造調査、海底堆積物・海底下岩石試料の採取・分析を実

施する。これにより得られたデータと既存のデータの統合・解析

を行うことで、地震発生帯モデル及びプレート固着状態に関す

る推移予測手法の高度化を行う。また、海域火山に係る先進的な

観測手段を確立し、海域火山周辺において火山活動の現状把握

を行うとともに、地球内部構造や熱・物質循環機構等の解析を進

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震や火山に関わる調査・観測を実施し、地震・火山活動の現状把握

と実態解明を行う。さらに、これら観測によって得られるデータを

解析する手法を高度化し、大規模かつ高精度な数値シミュレーショ

ンにより地震・火山活動の推移予測を行う。 

本課題では、これらの取組によって得られた科学的知見を国等に

提供することで災害の軽減に資するとともに、SDGs の目標 11（住

み続けられるまちづくりを）も念頭に、我が国と同様に地震・津波・

火山活動による災害が多発する各国への調査観測の展開や研究成果

の応用を試みる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 海域観測による地震発生帯の実態把握  

海底下で発生する地震は、陸域と比較して未だ実態の把握が大幅

に遅れている。そこで、地震活動の現状把握と実態解明のために、

広域かつ精緻な観測データをリアルタイムで取得する海底地殻変

動・地震活動観測技術システムを開発し、展開する。特に、巨大地

震・津波の発生源として緊急性や重要性が高い海域を中心に三次元

地殻構造や地殻活動、断層物性、地震活動履歴等に係る調査を実施

する。また、これら観測システム及び調査によって得られた各種デ

ータセットは、地震調査研究推進本部等、我が国の関係機関で地震

発生帯の現状評価等に活用されるように広く情報提供する。さらに、

これら日本周辺での知見に加えて、アジア太平洋地域の地震・津波

そこで、大学や防災科学技術研究所等の関係

機関と連携して、地震の再来が危惧されている

南海トラフの想定震源域や日本周辺海域・西太

平洋域において、研究船や各種観測機器等を用

いて海域地震や火山に関わる調査・観測を実施

し、地震・火山活動の現状把握と実態解明を行

う。さらに、これら観測によって得られるデータ

を解析する手法を高度化し、大規模かつ高精度

な数値シミュレーションにより地震・火山活動

の推移予測を行う。 

本課題では、これらの取組によって得られた

科学的知見を国等に提供することで災害の軽減

に資するとともに、SDGs の目標 11（住み続け

られるまちづくりを）も念頭に、我が国と同様に

地震・津波・火山活動による災害が多発する各国

への調査観測の展開や研究成果の応用を試み

る。 

 

① 海域観測による地震発生帯の実態把握  

海底下で発生する地震は、陸域と比較して未

だ実態の把握が大幅に遅れている。そこで、地震

活動の現状把握と実態解明のために、広域かつ

精緻な観測データをリアルタイムで取得する海

底地殻変動・地震活動観測技術システムを開発

し、展開する。特に、巨大地震・津波の発生源と

して緊急性や重要性が高い海域を中心に三次元

地殻構造や地殻活動、断層物性、地震活動履歴等

に係る調査を実施する。また、これら観測システ

ム及び調査によって得られた各種データセット
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の実態解明と防災研究推進のための広域的な共同研究体制を構築す

る。 

具体的には令和３年度までに、 

・海底地殻変動観測の高度化を目的とした、地震・津波観測監視シ

ステム（DONET）設置海域における海域実証試験 

・光ファイバーセンシング等の新たな海底地殻変動・地震活動観測

技術や、より広域な観測を効率的に行うための無人自動観測技術

の開発 

・南海トラフ等の重要海域における複雑な断層形状や断層付近の各

種物性を三次元的に捉えるための構造探査及び海底地震観測 

・海底堆積物の採取及び解析による地震発生履歴の調査等に取り組

む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度までに、 

・連続リアルタイム海底地殻変動観測システムの DONET 設置海域

等への広域展開 

・南海トラフ等における詳細な構造探査及び海底地震観測や、これ

までデータが不足していた千島海溝・日本海溝等における広域構

造及び地殻活動の調査 

・海底堆積物に基づく地震履歴調査手法の確立と重要海域への適用

等に取り組む。また、以上の調査・観測から得られたデータを詳

細に解析し、地震発生帯の実態把握に係る知見として、国、地方

公共団体、関係機関へ提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、地震調査研究推進本部等、我が国の関係機関

で地震発生帯の現状評価等に活用されるように

広く情報提供する。さらに、これら日本周辺での

知見に加えて、アジア太平洋地域の地震・津波の

実態解明と防災研究推進のための広域的な共同

研究体制を構築する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 連続リアルタイム海底地殻変動観測の確立に

向けて、傾斜計、光ファイバーひずみ計の広域

展開とデータ取得、多点での水圧計較正デー

タの取得を行う。 

・ DONET２に接続する孔内地殻変動観測システ

ムの構築を進める。 

・ 新たな光ファイバーセンシング技術の評価検

討を行う。 

・ 海底地殻変動データの無人自動データ取得シ

ステムによる広域データ取得・成果公表を進

める。 

・ 東南海地震震源域東部の構造を三次元的に捉

えるための観測を実施し、データ解析及び成

果公表を行う。 

・ 日本海溝南部域等重要海域での広域調査を実

施するとともに、既存データも活用した解析

研究及び成果公表を行う。 

・ 千島海溝・日本海溝等重要海域において、地

殻変動観測を行う。 

・ 地震探査及び地震観測データ解析技術や観測

技術の高度化を進め、新たな応用分野を検討

する。 



216 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地震・津波の発生過程の理解とその予測  

地震発生帯の現状把握・長期評価へ貢献するために、地震発生帯

の調査観測から得られた最新の観測データに基づき、地震発生メカ

ニズムの理解やプレート固着の現状把握と推移予測に資する知見を

蓄積する。そのためには、まず、①で取得した各種データと既存デ

ータ等を統合してこれまでに機構で開発された地震発生帯モデルを

高精度化し、それらモデルを用いた地震発生帯変動の計算結果と観

測データの解析による現状把握及び推移予測の手法を確立する。同

時に、これまでに構築してきた即時津波被害予測システムの高度化

を進める。得られた知見は、国等の地震・津波被害想定や現状評価

のための情報として提供するとともに、（４）とも連携して社会へ情

報発信する。 

具体的には令和３年度までに、 

・ 南海トラフ、日本海溝において地震発生履歴

研究のための海底堆積物試料採取を行う。 

・ IODP 第 405 次研究航海（JTRACK）掘削調査

で得られた検層データと地震探査の統合解析

を行うとともに、コア情報から表層の堆積構

造と年代を測定する。 

・ 観測から得られたデータを詳細に解析し、地

震発生帯の実態把握を行う。その結果を知見

として、国、自治体及び関係機関への情報提供

を行うとともに、新たな提供先の検討を進め

る。 

・ アジア太平洋地域での共同研究の実施と、新

たな共同研究策定に向けた実施計画を作成す

る。 

 

 

② 地震・津波の発生過程の理解とその予測  

地震発生帯の現状把握・長期評価へ貢献する

ために、地震発生帯の調査観測から得られた最

新の観測データに基づき、地震発生メカニズム

の理解やプレート固着の現状把握と推移予測に

資する知見を蓄積する。そのためには、まず、①

で取得した各種データと既存データ等を統合し

てこれまでに機構で開発された地震発生帯モデ

ルを高精度化し、それらモデルを用いた地震発

生帯変動の計算結果と観測データの解析による

現状把握及び推移予測の手法を確立する。同時

に、これまでに構築してきた即時津波被害予測

システムの高度化を進める。得られた知見は、国
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・新たな観測システム、調査・観測、実験によって得られたデータ

を用いた三次元地震発生帯地下構造モデルの構築 

・地震発生帯における地殻活動の変動状況の把握と予測のためのデ

ータ同化手法の高精度化 

・海底地すべり等、地震以外の津波発生源を考慮した、即時津波被

害予測システムの高度化 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・三次元地震発生帯地下構造モデルの高度化と、同モデルを用いた

地震の発生、地震波の伝播、津波の発生等の各過程に関するシミ

ュレーションや、地殻活動のデータ解析の実施 

・掘削による実断層サンプルを用いた力学実験結果に基づく、断層

運動の力学過程のモデル化 

・データ同化手法を用いたプレート固着状態の推移予測の試行 

・防災科学技術研究所等の関係機関との協力により高度化した即時

津波被害予測システムの社会実装 

等に取り組む。また、これらに取り組むことにより、地震・津波の

発生過程の理解とその予測を進め、得られた知見及びデータを国、

関係機関等へ提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 火山及び地球変動要因としての地球内部活動の状況把握と変動

予測  

海底火山の噴火は、突発的かつ大規模な災害をもたらし、また地

等の地震・津波被害想定や現状評価のための情

報として提供するとともに、（４）とも連携して

社会へ情報発信する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 南海トラフモデル ver１に地域ごとの詳細構

造を取り込んだ三次元地震発生帯地下構造モ

デル構築を進める。 

・ 既存データに基づき日本周辺海域・沿岸域の

三次元プレート構造モデルと地震波速度構造

モデルを構築する。 

・ ３D モデルを用いた地震の発生、地震波の伝

播、津波の発生等の各過程に関するシミュレ

ーション及び地殻変動データ解析の実施、

DONET 周辺での海洋変動の影響評価を行う。 

・ 掘削による実断層サンプル等を用いた力学実

験を実施する。 

・ ３D モデルを用いたプレート固着の現状評価

に関する成果公表を行う。 

・ 推移予測の拘束条件として津波資料等を用い

た地震履歴解析を行う。 

・ ３D モデルを用いたプレート固着推移予測の

試行を実施し、推移予測結果を公表する。 

・ 複合被害要因等を考慮した即時津波被害予測

システムの改良、社会実装を行う。 

・ 国等へのデータと成果の提供を進める。 

 

③ 火山及び地球変動要因としての地球内部活

動の状況把握と変動予測  

海底火山の噴火は、突発的かつ大規模な災害
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球環境への影響が非常に大きい。これら火山災害の発生予測や地球

環境への影響評価を行うためには、その原因となる熱、マグマ、流

体の発生と輸送現象、噴火履歴や噴火推移､更にそれらの準備過程に

当たる地球内部活動を理解することが重要である。そこで、本課題

では、地球深部探査船「ちきゅう」等を用いた海洋掘削を推進し、

海底火山活動の観測、調査、地質試料の採取分析によって活動履歴、

過去の噴火様式等の現状を把握する。また、得られたデータや知見

を用いて地球内部構造や物質の収支等を推定し、火山活動を支配す

る地球内部流体やエネルギーの循環機構、マグマ供給の仕組み等を、

単体の火山からグローバルな規模まで解明する。 

具体的には令和３年度までに、 

・無人自動観測システムと海底観測機器を組み合わせた海域火山観

測システムの開発 

・我が国最大規模のカルデラ等を対象とした構造探査、火山体の海

底調査、岩石試料の採取 

・火山活動の現状把握とマグマや流体の生成から噴火に至る過程及

び様式の理解に基づいて得られる海底火山活動の予測に資するデ

ータ及び知見の国及び大学等研究機関への提供 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・伊豆・小笠原弧等の海底火山における海域火山観測システムを用

いた火山活動の現状把握 

・継続的な各種調査・観測の実施、試料の採取及び分析により蓄積

された知見を活用した、国内外の火山の中長期活動や噴火過程の

比較検証 

・「ちきゅう」等を用いた火山体深部や海洋地殻の実態と形成過程の

解明を目指した海洋掘削を可能とするためのデータ及び研究成果

の創出 

等に取り組む。 

をもたらし、また地球環境への影響が非常に大

きい。これら火山災害の発生予測や地球環境へ

の影響評価を行うためには、その原因となる熱、

マグマ、流体の発生と輸送現象、噴火履歴や噴火

推移､更にそれらの準備過程に当たる地球内部

活動を理解することが重要である。そこで、本課

題では、地球深部探査船「ちきゅう」等を用いた

海洋科学掘削を推進し、海底火山活動の観測、調

査、地質試料の採取分析によって活動履歴、過去

の噴火様式等の現状を把握する。また、得られた

データや知見を用いて地球内部構造や物質の収

支等を推定し、火山活動を支配する地球内部流

体やエネルギーの循環機構、マグマ供給の仕組

み等を、単体の火山からグローバルな規模まで

解明する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 伊豆・小笠原諸島等での調査・観測を実施す

る。 

・ 光ファイバーセンシング等、新規技術活用の

検討を進める。 

・ カルデラ火山で取得した火山体構造探査・地

震観測データ解析、岩石試料分析を進め、噴火

ダイナミクスに関するモデル構築を進める。 

・ 海域火山での岩石採取を行い、その分析を進

めるとともに、これまでの結果に基づきマグ

マ生成プロセスに関するモデル構築を進め

る。 

・ データサイエンスを活用した新たなデータ解

析手法の開発・評価を行う。 
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（４）数理科学的手法による海洋地球情報の高度化及び最適化

に係る研究開発 

 人間の経済・社会活動が多岐にわたり、生態系と生物多様性

の破壊、気候変動、海洋酸性化など、人間活動が地球システムの

機能に大きな影響を及ぼすに至った今日において、将来にわた

って豊かな社会を存続させるためには、相互に関連している地

球環境、経済及び社会の諸課題に対して統合的に取り組み、解決

していくことが必要となっている。従来、上述（１）から（３）

のような個別の研究開発課題で得られる知見を基に対策が検討

されてきた。しかし、これら種々の対策には、地球環境、経済及

び社会に与える効果が、相乗便益（コベネフィット）をもたらす

もののほか、一方を達成しようとすると他方を犠牲にしなけれ

ばならないトレードオフの関係に立つものもあるため、その効

果を科学的見地から検証し、有意な対策を選択していくことが

必要とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）数理科学的手法による海洋地球情報の高度化及び最適化に係

る研究開発  

本課題では、非常に複雑なふるまいを示す地球システムの変動と

人間活動との相互関連性の理解を推進する目的で、（１）（２）（３）

の研究開発過程で逐次得られる全てのデータを連携する手法と、連

携された膨大なデータの高効率かつ最適な処理を可能にする数理的

解析手法を開発し、相互関連性を見いだすための研究開発を行う。

これらの実行によって、地球システムに内在する未知なる因果関係

（環境変動を介在した地殻活動と生態系変動の関係等）を抽出する

とともに、得られた解析結果を活用し、これまでにない視点から様々

な利用者のニーズに即して最適化された情報の創生を目指す。 

そのため、１）多様な数値解析とその検証に係る手法群の研究開

発、２）それらの数値解析結果を活用した情報創生のための研究開

発、３）数値解析や情報創生を効率的に実行する機能を備えた実行

基盤の整備・運用に取り組む。 

・ 単体の火山からよりグローバルな規模で火山

活動の現状把握とマグマや流体生成から噴火

に至る噴火過程・様式の理解に資する研究を

進め、成果発表を行う。 

・ グローバルスケールでの地球内部流体やエネ

ルギーの循環機構、マグマ供給の仕組みの解

明のため、環太平洋域でのデータ取得、データ

解析・試料分を進め、その成果公表を行う。 

・ 火山研究機関等と本取組に関する共同研究の

成果発表をし、成果の活用を進める。 

・ 火山と地球内部研究から得られた知見や成果

を、国、自治体、関係機関等に対して情報提供

を行う。 

 

（４）数理科学的手法による海洋地球情報の高

度化及び最適化に係る研究開発  

本課題では、非常に複雑なふるまいを示す地

球システムの変動と人間活動との相互関連性の

理解を推進する目的で、（１）（２）（３）の研究

開発過程で逐次得られる全てのデータを連携す

る手法と、連携された膨大なデータの高効率か

つ最適な処理を可能にする数理的解析手法を開

発し、相互関連性を見いだすための研究開発を

行う。これらの実行によって、地球システムに内

在する未知なる因果関係（環境変動を介在した

地殻活動と生態系変動の関係等）を抽出すると

ともに、得られた解析結果を活用し、これまでに

ない視点から様々な利用者のニーズに即して最

適化された情報の創生を目指す。 
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このため、機構は、複雑に絡み合う海洋・地球・生命間の相互

関連性を発見・解明するために、高度な数値解析を効率的に行う

情報基盤の整備・運用を図りつつ、機構内の様々な分野の研究者

及び技術者や国内外の関連機関等と連携して、海洋・地球・生命

に関する情報・データを収集・蓄積するとともに、高度化した数

理科学的手法を用いてこれらのデータを整理、統合、解析する。

また、高性能なユーザインターフェースを構築して、数理科学及

び情報科学の専門知識を有しない利用者のニーズにも即して最

適化した情報を創生し、提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、前述の利用者のニーズに最適化した情報を広く発信するこ

とによって、政策的課題の解決や持続的な社会経済システムの発展

に貢献する。さらに、本取組の国内外の関係機関への拡張を試みる

ことで、より高度で有用な情報を創生するためのフレームワークの

構築を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

① 数値解析及びその検証手法群の研究開発  

地球システムを構成する多種多様な現象に対し、時空間スケール

が全く異なるデータを連携させるために、それらの規格を統一する

ためのデータ変換ツールを開発する。また、規格の統一により連携

が可能となったデータに対して数理的処理を施すために、時間発展

計算、データ同化等に加えて、人工知能に代表される先端的な機能

を含む各種の数値解析手法群を集約した大規模数値解析基盤システ

ム「数値解析リポジトリ」を開発する。さらに、リポジトリ開発の

一環として、数値解析の品質を保証するための検証技術の開発も行

う。 

具体的には令和３年度までに、 

・「数値解析リポジトリ」のグランドデザイン、複数の数値解析手法

群の開発、統一規格への変換ツール開発と、機構のデータ群を用

いた有用性の検証 

・数値解析結果に対する、品質と信頼性を担保するための検証手法

の開発 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

そのため、１）多様な数値解析とその検証に係

る手法群の研究開発、２）それらの数値解析結果

を活用した情報創生のための研究開発、３）数値

解析や情報創生を効率的に実行する機能を備え

た実行基盤の整備・運用に取り組む。 

また、前述の利用者のニーズに最適化した情

報を広く発信することによって、政策的課題の

解決や持続的な社会経済システムの発展に貢献

する。さらに、本取組の国内外の関係機関への拡

張を試みることで、より高度で有用な情報を創

生するためのフレームワークの構築を目指す。 

 

① 数値解析及びその検証手法群の研究開発  

地球システムを構成する多種多様な現象に対

し、時空間スケールが全く異なるデータを連携

させるために、それらの規格を統一するための

データ変換ツールを開発する。また、規格の統一

により連携が可能となったデータに対して数理

的処理を施すために、時間発展計算、データ同化

等に加えて、人工知能に代表される先端的な機

能を含む各種の数値解析手法群を集約した大規

模数値解析基盤システム「数値解析リポジトリ」

を開発する。さらに、リポジトリ開発の一環とし

て、数値解析の品質を保証するための検証技術

の開発も行う。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 各研究開発項目の独自性・優位性・将来性に

関する判断結果に基づいて、優先順位を意識

しながら、「数値解析リポジトリ」を開発する。
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に、 

・機構のデータ連携、数値解析手法及びその検証技術の更なる高度

化と拡充 

・「数値解析リポジトリ」の高度化及び拡充のための内外の利用者と

の連携並びに国内外関係機関との協働 

等に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 数値解析結果を活用した高度かつ最適な情報創生に係る研究開

発  

「数値解析リポジトリ」等により出力されたデータを効率的に蓄

積・管理するとともに、先端的なデータ解析・分析機能を備えた大

規模データシステム「四次元仮想地球」を開発する。また、本シス

テムを用いて、複雑に絡み合う地球システムの相互関連性を発見・

解明するとともに、解明した相互関連性を基に利用者ニーズに即し

て最適化した情報を創生し、より価値のある情報として社会に提供

する。本システムについては、「産学官」の利用者と協働の下で開発

を推進し、利用者自身が情報を創生することも考慮したインターフ

ェースを実装するとともに、社会的活用を視野に入れ、四次元情報

可視化コンテンツの開発を行う。「四次元仮想地球」は、「数値解析

リポジトリ」との連動を前提とした具体的な情報の創生を念頭にお

きながら開発や整備を進める。 

具体的には令和３年度までに、 

令和５年度に準備を終えて、地球シミュレー

タ CPU、VE 、GPU いずれかの全ノードの大規

模計算を実行し、解の品質と信頼性のベンチ

マークとなる数値解析結果を生成する。 

・ 現行の地球シミュレータ CPU、VE、GPU いず

れかの全ノード計算の候補選定を継続し、新

規候補があれば準備を進める。令和６年度中

盤までに候補に挙がってきた研究開発項目を

ベースに、今後の在り方の検討を開始する。 

・ 次世代地球シミュレータの仕様策定等に資す

る数値解析結果の生成を継続する。 

・ 機構内の各研究開発部門と連携し、多くの学

際研究の実現可能性の探索を継続する。 

 

② 数値解析結果を活用した高度かつ最適な情

報創生に係る研究開発  

「数値解析リポジトリ」等により出力された

データを効率的に蓄積・管理するとともに、先端

的なデータ解析・分析機能を備えた大規模デー

タシステム「四次元仮想地球」を開発する。また、

本システムを用いて、複雑に絡み合う地球シス

テムの相互関連性を発見・解明するとともに、解

明した相互関連性を基に利用者ニーズに即して

最適化した情報を創生し、より価値のある情報

として社会に提供する。本システムについては、

「産学官」の利用者と協働の下で開発を推進し、

利用者自身が情報を創生することも考慮したイ

ンターフェースを実装するとともに、社会的活

用を視野に入れ、四次元情報可視化コンテンツ
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・南海トラフ地震への備えに貢献することを目的とした、（３）の三

次元地震発生帯地下構造モデルも活用した数値解析による、ライ

フライン、交通網ネットワーク、産業集積地等に関する地震動の

影響に係る情報の創生 

・地域ごとの気候・気象条件と特定生物種の発生増減による伝染病

リスクとの相関関係や、黒潮大蛇行や海水温変動と海洋生物資源

分布の変化との関係等の情報の創生 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・高度かつ最適な情報の創生と社会発信を持続的なものとするため

利用者との協働による創生可能な情報の拡充 

・情報の更なる高度化・最適化を目的とした、国内外の関係機関と

のデータ連携等の促進 

・「四次元仮想地球」と「データ統合・解析システム（DIAS）」との

連携を促進し、気候情報科学と社会をつなぐ情報の創出 

等に取り組む。 

 

 

③ 情報創生のための最適な実行基盤の整備・運用  

本課題を効率的に実現するため、「数値解析リポジトリ」及び「四

次元仮想地球」の実行基盤として、膨大なデータの取扱いに適した

機能を有する高速な計算機システム、データサーバ、そしてそれら

を接続する高速ネットワークを整備する。実行基盤の整備及び運用

は、国内外機関との相互共有も考慮し、セキュリティを確保した上

で互換性を重視して進め、他機関との連携を容易にすることでより

多くの利用者の獲得を促す。これにより、「数値解析リポジトリ」及

び「四次元仮想地球」の高度化、拡充等の推進に資する。そのため、

令和３年度までに最適なハードウェアの検討、整備等に取り組み、

令和７年度までに、実行基盤の安定的な運用体制の確立、利便性の

の開発を行う。「四次元仮想地球」は、「数値解析

リポジトリ」との連動を前提とした具体的な情

報の創生を念頭におきながら開発や整備を進め

る。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ グランドデザインに基づき、国内外の連携の

もとで「四次元仮想地球」の開発を継続する。

機構が保有する多様なデータの特定のユーザ

を選定し、ユーザにとって使い易いデータの

統一的流通の形と、そのためのデータの収集・

機能の方法を明示し、ユーザと協働しながら

開発されたプログラムの利用を促進する。 

・ 付加価値情報創生に関わる先行課題の研究開

発を継続するとともに、新規課題の研究開発

を促進する。 

・ 「四次元仮想地球」における実行基盤におい

てプログラムの利用を進める。 

 

③ 情報創生のための最適な実行基盤の整備・運

用  

本課題を効率的に実現するため、「数値解析リ

ポジトリ」及び「四次元仮想地球」の実行基盤と

して、膨大なデータの取扱いに適した機能を有

する高速な計算機システム、データサーバ、そし

てそれらを接続する高速ネットワークを整備す

る。実行基盤の整備及び運用は、国内外機関との

相互共有も考慮し、セキュリティを確保した上

で互換性を重視して進め、他機関との連携を容

易にすることでより多くの利用者の獲得を促
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（５）挑戦的・独創的な研究開発と先端的基盤技術の開発 

海洋は、氷海域、深海底、海底下深部等の到達困難な領域や多

種多様な未知の生物種が存在するなど、今なお人類に残された

フロンティアである。これらフロンティアへの挑戦や新たな分

野の開拓のためには、これを可能にする科学的・技術的な知的基

盤を構築し、その利用を推進することが必要であり、これによ

り、人類の知的資産の創造や新たなイノベーション創出に貢献

することが期待できる。 

向上を図るとともに、国内外機関とのデータ連携の促進等に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）挑戦的・独創的な研究開発と先端的基盤技術の開発  

海洋表層から深海底にいたる膨大な海洋空間及びその地下空間

は、その多くが未だ人類にとっての研究開発の空白領域であり、更

にその極限ともいうべき深海や、氷に閉ざされた極域、その下に広

がる海底下等の環境は、まさに地球に残された最後のフロンティア

である。これらフロンティアへの挑戦や新たな分野を切り拓くため

の科学的・技術的な知的基盤を構築し、機構内外での利用を推進す

ることにより、人類の知的資産の創造や新たなイノベーションの創

す。これにより、「数値解析リポジトリ」及び「四

次元仮想地球」の高度化、拡充等の推進に資す

る。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 「数値解析リポジトリ」の実行基盤である地

球シミュレータ（ES４）に対し、最適な高速計

算機の利用に向け、効果的な運用を継続する。

運用の一環として新しく取り組んできた数値

解析手法の改良・高度化の支援を継続・強化す

る。 

・ 実行基盤の整備においては、国内外機関との

データ連携の動向に合わせて、相互共有のた

めの適切なシステムの開発を継続するととも

に、ES４の後継機導入についての検討を開始

する。 

・ 「数値解析リポジトリ」と「四次元仮想地球」

に対する効率的な実行基盤として、ポスト DA 

システムについては先行試験機から移行し正

式運用を開始するとともに運用体制の構築を

進める。 

 

（５）挑戦的・独創的な研究開発と先端的基盤技

術の開発  

海洋表層から深海底にいたる膨大な海洋空間

及びその地下空間は、その多くが未だ人類にと

っての研究開発の空白領域であり、更にその極

限ともいうべき深海や、氷に閉ざされた極域、そ

の下に広がる海底下等の環境は、まさに地球に

残された最後のフロンティアである。これらフ
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このため、機構は、世界をリードする新たな学術領域や技術領

域の開拓に向けて、分野や組織の枠を越えた柔軟かつ機動的な

研究体制を構築することなどにより、新規性・独創性を有する挑

戦的な科学研究に取り組むとともに、研究者の自由な発想や新

技術の組合せによるボトムアップ型の技術開発を推進する。こ

れにより、将来を見据えた研究・技術シーズや我が国独自の独創

的な技術基盤を創出する。 

また、上述（１）から（３）の研究開発課題の成果最大化を図

るとともに、MDA に資する海洋調査・観測体制の強化など、我が

国の海洋政策等の推進に貢献するために、未踏のフロンティア

への挑戦に不可欠な海洋調査・観測用のプラットフォームを展

開し、その運用技術及び技能の向上を図るとともに、海洋ロボテ

ィクス、深海探査技術、大水深・大深度掘削技術等の海洋調査・

観測技術の高度化に取り組む。これにより、同プラットフォーム

の安全かつ効率的な運用を実現するとともに、氷海域及び深海

底を含む多様な海洋・海底下環境に対応する高精度な探査・調査

能力を獲得する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出に貢献するため、挑戦的・独創的な研究開発と先端的基盤技術の

開発に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  挑戦的・独創的な研究開発の推進  

本課題では、海洋空間という、遠隔観測可能な宇宙をも凌駕する

不可視領域を有する極限的な環境、あるいは地球最後のフロンティ

アに対し、以下に示すような挑戦的・独創的な研究開発に取り組む

ことにより、将来の「海洋国家日本」を支える飛躍知及びイノベー

ション創出に向けた科学的・技術的な知的基盤の構築を実現する。

また、挑戦的・独創的な取組や、そこから得られる成果によって、

あらゆる世代の国民の科学・技術への興味と関心を喚起し、ひいて

は我が国の科学技術政策の推進に大きく貢献する。さらに、本課題

は 10～20 年後の飛躍知やイノベーションの創出につながるような

将来への投資という側面だけでなく、その特性を生かして、（１）（２）

ロンティアへの挑戦や新たな分野を切り拓くた

めの科学的・技術的な知的基盤を構築し、機構内

外での利用を推進することにより、人類の知的

資産の創造や新たなイノベーションの創出に貢

献するため、挑戦的・独創的な研究開発と先端的

基盤技術の開発に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  挑戦的・独創的な研究開発の推進  

本課題では、海洋空間という、遠隔観測可能な

宇宙をも凌駕する不可視領域を有する極限的な

環境、あるいは地球最後のフロンティアに対し、

以下に示すような挑戦的・独創的な研究開発に

取り組むことにより、将来の「海洋国家日本」を

支える飛躍知及びイノベーション創出に向けた

科学的・技術的な知的基盤の構築を実現する。ま

た、挑戦的・独創的な取組や、そこから得られる

成果によって、あらゆる世代の国民の科学・技術

への興味と関心を喚起し、ひいては我が国の科
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（３）の各研究開発の基礎を支え、それら異なる分野の連携を促進

し、課題解決を加速するといった側面からも取り組み、研究開発成

果の最大化や科学的価値向上にも貢献する。 

 

 

 

 

 

 

（イ）柔軟かつ自由な発想に基づく基礎及び挑戦的・独創的な研究  

本課題では、将来的な学術のパラダイムシフトを導くような飛躍

的成果や体系理解の創出を最大の目的として、不確実性の高い挑戦

的・独創的な研究に取り組む。特に、既に世界を先導する萌芽性や

傑出した独創性が認められる「生命の誕生」や「生命と環境の共進

化」に及ぼした海洋の役割の理解（重点テーマⓐ）、暗黒の極限環境

生態系における、未知の微生物の探索やその生理機能の解明（重点

テーマⓑ）等の研究を重点的に推進することにより、本中長期目標

期間内に関連研究分野の主流となるべく成果を創出し、我が国が世

界をリードする学術領域を構築する。 

具体的には令和３年度までに、 

・最新の知見を統合した「深海熱水での生命誕生シナリオ」の提示

（ⓐ） 

・「真核生物の起源となったアーキア（古細菌）」や「光合成あるい

は化学合成に寄らない、電気をエネルギーとして利用する電気化

学合成微生物」の代謝機能の解明（ⓑ） 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・「深海熱水での生命誕生シナリオ」完全版の提示とその定着（ⓐ） 

・地球を含めた太陽系における海洋の起源や普遍性に迫る新たな海

学技術政策の推進に大きく貢献する。さらに、本

課題は 10～20 年後の飛躍知やイノベーション

の創出につながるような将来への投資という側

面だけでなく、その特性を生かして、（１）（２）

（３）の各研究開発の基礎を支え、それら異なる

分野の連携を促進し、課題解決を加速するとい

った側面からも取り組み、研究開発成果の最大

化や科学的価値向上にも貢献する。 

 

（イ）柔軟かつ自由な発想に基づく基礎及び挑

戦的・独創的な研究  

本課題では、将来的な学術のパラダイムシフ

トを導くような飛躍的成果や体系理解の創出を

最大の目的として、不確実性の高い挑戦的・独創

的な研究に取り組む。特に、既に世界を先導する

萌芽性や傑出した独創性が認められる「生命の

誕生」や「生命と環境の共進化」に及ぼした海洋

の役割の理解（重点テーマⓐ）、暗黒の極限環境

生態系における、未知の微生物の探索やその生

理機能の解明（重点テーマⓑ）等の研究を重点的

に推進することにより、本中長期目標期間内に

関連研究分野の主流となるべく成果を創出し、

我が国が世界をリードする学術領域を構築す

る。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・液体/超臨界 CO₂化学進化や深海熱水電気化学

代謝、冥王代―太古代の大気―海洋環境にお

ける炭素・窒素・リン循環の再現等、諸素過程

の実験と検証を行うとともに、「液体/超臨界 
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洋像の描出（ⓐ） 

・「極限環境に優占しつつも、形態や機能が一切不明のままであるバ

クテリア」や「最も原始的な真核生物と考えられる原生生物」の代

謝・生理機能の解明（ⓑ） 

・探索した未知の微生物が有する機能を付加した人工的な生命機能

の作成や、電気化学合成の仕組みを応用した物質生産システムに係

る基盤的知見の創出（ⓑ） 

等に取り組む。これらにより、世界の当該分野における圧倒的な先

進性を誇る科学成果や新しい学術領域を築き、挑戦的・独創的な研

究開発の基盤を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CO₂化学進化説」と「電気化学メタボリズム進

化説」の融合について検証実験と理論構築を

行う。 

・地球外海洋形成プロセスやその物理・化学性質

の理解に向けた、宇宙における岩石―水反応

の理論計算や試料分析、再現実験を通じた検

証を行う。 

・人類起因型海洋危機の解決に向けた海洋生態

系機能活用のための海洋利用プラットフォー

ム（陸上・海洋）の運用と海洋環境・生態系デ

ータの収集及び得られた知見の社会実装体制

の構築を進める。 

・ 航海や陸上の調査に基づく、培養やメタゲノ

ムやウイロームといったオミクス解析による

暗黒の生態系探索、底生生物の幼生分散理解

に向けた生物学的因子データの取得及び生物

機能と物質循環の相互作用理解に向けた定量

的化学・同位体・活性データの取得を進める。 

・探索した未知の微生物が有する機能のハイス

ループットスクリーニング及びオーダーメイ

ド人工細胞を用いた機能の特定・実験室内再

構成を進める。 

・ 地震発生帯の物性モデルの構築に向けて、

JTRACK 掘削調査等で得られる地質試料・デー

タの解析及び室内力学実験を行い、水の挙動

が断層の力学特性に与える影響をモデル化す

る。 

・ 海底火山の噴火形態の理解に向けて、掘削及

び海底調査等で得られた火山岩試料の揮発性
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（ロ）未来の海洋科学技術を築く挑戦的・独創的な技術開発研究  

本課題では、海洋科学技術を革新するような成果の創出を最大の

目的として、不確実性は高いものの、既存技術の発展的延長に因ら

ない挑戦的・独創的な技術開発研究に取り組む。特に、従来の調査・

観測においてはほとんど活用されていなかったが、既に萌芽性が認

められているレーザー加工や電気化学的な処理を活用した計測、極

微小領域や超高精度での分析といった新しい技術を組み合わせた独

自技術開発（重点テーマⓒ）に重点的に取り組み、本中長期目標期

間内に独創的な技術基盤を創出し、将来の海洋研究開発を支える新

技術を構築する。 

具体的には令和３年度までに、 

・高温高圧な条件下において地震断層運動を再現する実験技術、レ

ーザー加工や電気化学的な処理による熱水利用に係る新技術の確

立（ⓒ） 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・震源域地震断層や沈み込むスラブ内における物理・化学反応プロ

セスの解析に係る実験技術、水中レーザーを用いた、生物を識別

する技術や高精度に標準試料を加工する技術の確立（ⓒ） 

等に取り組む。これらにより、未来の海洋科学研究を切り拓く全く

新しい技術開発の到達点を示す。 

 

 

物質とその同位体比データの取得及び統合解

釈を行う。これらの調査航海や実験に基づく

研究のオープンサイエンス化を促進すること

により、次世代人材及び分野融合研究者の育

成に資する。 

 

（ロ）未来の海洋科学技術を築く挑戦的・独創的

な技術開発研究  

本課題では、海洋科学技術を革新するような

成果の創出を最大の目的として、不確実性は高

いものの、既存技術の発展的延長に因らない挑

戦的・独創的な技術開発研究に取り組む。特に、

従来の調査・観測においてはほとんど活用され

ていなかったが、既に萌芽性が認められている

レーザー加工や電気化学的な処理を活用した計

測、極微小領域や超高精度での分析といった新

しい技術を組み合わせた独自技術開発（重点テ

ーマⓒ）に重点的に取り組み、本中長期目標期間

内に独創的な技術基盤を創出し、将来の海洋研

究開発を支える新技術を構築する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 熱水等の流体で生じる局所的な化学反応と溶

解反応を制御する新たな防食・スケール防護・

資源回収技術コンセプトの実証実験を行う。 

・ 確立したジオ電気バイオリアクターによる 

CO₂と電気を用いたメタン生成手法の実証実

験を行うとともに、反応に関与する微生物の

解析を行う。 

・ 地球惑星を構成する岩石・鉱物中の流体成分
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② 海洋調査プラットフォームに係る先端的基盤技術開発と運用  

機構の研究開発成果の最大化や「SIP 革新的深海資源調査技術」

等の国等が推進する事業に資するため、海洋調査プラットフォーム

に係る技術開発、改良（機能向上及び性能向上）、保守・整備、運用

を実施し、調査・観測能力の維持・向上を図る。特に、7,000m 以深

の海域や複雑な地形の海域さらに地震や火山活動が活発な海域や熱

水噴出域等は上述の研究課題の重要な研究対象域であり、このよう

な海域での調査・観測の安全性や精度の向上、効率化が重要である。

そのため、海洋調査プラットフォームの自動化、省力化、小型化と

いった海洋ロボティクスの発展を図り、多様な観測活動に対応可能

な次世代型無人探査機システム等の開発・実装を進める。また、巨

大地震発生メカニズムの解明や海底下地下生命圏の探査や機能の解

明等未踏のフロンティアへの挑戦に向け、大水深・大深度掘削に係

る技術開発とその実証を、（３）等の他の研究開発課題とも連携して

段階的に進める。さらに海洋調査プラットフォーム技術開発に係る

国内外の様々な関係機関との連携・協働や、上述の技術開発や ICT 

の把握に向けて、開発してきた微量水分析法

や結晶・分子構造解析法を適用して、マント

ル・地球外物質の含水化機構の理解を進める。

また、AI による海洋生物の認識・分類法確立

に向けた機械学習アルゴリズムアプリケーシ

ョ ン 及 び デ ジ タ ル 証 拠 標 本 （ virtual 

holotype）の開発と応用を進めるとともに、調

査航海での機械学習用教師データ取得及びそ

のハードウェアの改良を行う。 

これらの研究開発において達成された技術や

アイディアの応用展開によって、産学官との連

携・共同研究を促進する。 

 

② 海洋調査プラットフォームに係る先端的基

盤技術開発と運用  

機構の研究開発成果の最大化や SIP 等の国

等が推進する事業に資するため、海洋調査プラ

ットフォームに係る技術開発、改良（機能向上及

び性能向上）、保守・整備、運用を実施し、調査・

観測能力の維持・向上を図る。特に、7,000m 以

深の海域や複雑な地形の海域、さらに地震や火

山活動が活発な海域や熱水噴出域等は上述の研

究課題の重要な研究対象域であり、このような

海域での調査・観測の安全性や精度の向上、効率

化が重要である。そのため、海洋調査プラットフ

ォームの自動化、省力化、小型化といった海洋ロ

ボティクスの発展を図り、多様な観測活動に対

応可能な次世代型無人探査機システム等の開

発・実装を進める。また、巨大地震発生メカニズ
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等の先進的な技術の導入と既存の手法・技術との融合を図ることに

より、スマートな海洋調査・観測や運用を進める。 

これらの取組を通し海洋状況把握（MDA）を始めとする海洋に関わ

る安全・安心の確保等、我が国の海洋政策の達成に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）海洋調査プラットフォーム関連技術開発  

海洋由来の社会的な課題に対し、科学的な知見やデータを基にし

た対応をしていくためには、検証可能かつ高精度な観測・調査能力

を確保し、海域の状況を適切に把握、モニタリングすることが必須

である。そのため「今後の深海探査システムの在り方について」（科

学技術・学術審議会海洋開発分科会次世代深海探査システム委員会

（平成 28 年 8 月））による提言等に基づき、広域かつ大水深域へ

の対応が可能な、自律型を含む無人探査機システムを実装する。実

装に当たっては国内外の動向を確認しつつ、他の機関とも協働する

ことで、汎用性の高いシステムを実現する。また、有人探査機につ

いては、当該システムによる成果を踏まえつつ、次世代の有人探査

機開発に向け継続的に検討する。 

具体的には令和３年度までに、 

・水深 7,000m を超える領域の調査が可能な無人探査機（ROV）技術

の確立 

ムの解明や海底下地下生命圏の探査や機能の解

明等未踏のフロンティアへの挑戦に向け、大水

深・大深度掘削に係る技術開発とその実証を、

（３）等の他の研究開発課題とも連携して段階

的に進める。さらに海洋調査プラットフォーム

技術開発に係る国内外の様々な関係機関との連

携・協働や、上述の技術開発や ICT 等の先進的

な技術の導入と既存の手法・技術との融合を図

ることにより、スマートな海洋調査・観測や運用

を進める。 

これらの取組を通し海洋状況把握（MDA）を始

めとする海洋に関わる安全・安心の確保等、我が

国の海洋政策の達成に貢献する。 

 

（イ）海洋調査プラットフォーム関連技術開発  

海洋由来の社会的な課題に対し、科学的な知

見やデータを基にした対応をしていくために

は、検証可能かつ高精度な観測・調査能力を確保

し、海域の状況を適切に把握、モニタリングする

ことが必須である。そのため「今後の深海探査シ

ステムの在り方について」（科学技術・学術審議

会海洋開発分科会次世代深海探査システム委員

会（平成 28 年８月））による提言等に基づき、

広域かつ大水深域への対応が可能な、自律型を

含む無人探査機システムを実装する。実装に当

たっては国内外の動向を確認しつつ、他の機関

とも協働することで、汎用性の高いシステムを

実現する。また、有人探査機については、当該シ

ステムによる成果を踏まえつつ、次世代の有人
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・より大水深での調査を可能とする自律型無人探査機（AUV）の技術

開発 

等に取り組む。さらに、これらの進捗状況を踏まえ令和７年度まで

に、 

・広域かつ網羅的な調査に対応可能な AUV 技術の確立 

・調査・観測の完全無人化に向けた技術的検討やそれら技術の試行 

等に取り組む。また、本中長期目標期間を通じて、広く基盤的・汎

用的な観測システムやセンサ等の改良・開発を実施するとともに、

各システムの特性も踏まえて、通信、測位、撮像等の各種機能や装

置について、高精度化、効率化のための自動化、省力化、小型化等

に係る技術開発を促進し、我が国の中核的な海洋先端技術開発拠点

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

探査機開発に向け継続的に検討する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 7,000m 以深での広域かつ網羅的な調査に対

応可能な次世代型無人探査システムを開発・

実装するため、一次ケーブルに頼らない新コ

ンセプト無人探査システム開発に向けて、新

コンセプト無人探査システムの一部である小

型ビークル試作機の基本設計に着手する。ま

た、研究者ニーズを取り込んだ自動観測シス

テムを新コンセプト無人探査システムに搭載

するため、AI 技術を用いた tagging 手法に

ついて改善を継続する。 

・ 7,000m 以深対応自律型無人探査機（AUV）の

建造に継続して取り組むとともに、一部の海

域試験を実施する。 

・ 海洋調査プラットフォーム技術開発を促進す

るため、汎用性の高いソフトウェアプラット

フォームに基づいた AUV ソフトウェアを新

たに開発し、センサ等のインターフェースプ

ログラム及び基本ソフトウェアの公開（オー

プン化）に向け、AUV 開発・運用を行う機関等

が集まる場において協議を進める。 

・ 安全性の向上や研究者の要望の実現のため、

各プラットフォームの機能向上を継続する。 

・ マイクロ流体システム応用センサは、試作機

についての評価を継続するとともに、実用プ

ロトタイプの設計に着手する。 

・ 多目的観測フロート（MOF）や、小型 CTD セ

ンサについては、通信の改善に継続して取り
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組む。 

・ Wave Glider については、運用投入を重ねな

がら機能向上を進める。船上採水作業自動化

に向けた評価用ロボットの導入及び陸上にお

ける評価を継続する。 

・ 紫外線生物付着防止システムの実用機の改

良、個別導入事例への対応に取り組む。 

・ 海水の電気伝導度等のトレーサブル確立に向

けた基本技術の検討を継続する。 

・ 機構内外のユーザから依頼のある水中センサ

検定について、開発した検定水槽の外部供用

を継続して行う。 

・ 国際熱帯ブイ網運用の一員として、インド洋 

RAMA ブイ網運用の一端を担い、気候の変動性

及び予測可能性研究計画（CLIVAR）及び世界海

洋観測システム（GOOS）に貢献する。また、ブ

イ網のリアルタイムデータ及び回収データの

品質管理を行い、データを公開する。さらに、

フラックス計測グライダー及び MOF の実海

域運用に向けた整備・改良を継続する。加え

て、熱帯域観測のみならず、地球環境部門や海

域地震火山部門の依頼によるブイや MOF、多

目的観測グライダー（MOG）及び Wave Glider 

の整備・運用を行い、取得データを提供する。  

・ 深海域におけるプラットフォーム間の通信測

位については、通信と測位を統合化し、高速

化・高精度化を可能とするシステムについて、

実データによる検証（オフライン解析）を行

う。 
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（ロ）大水深・大深度掘削技術開発  

巨大地震発生メカニズムの解明、海底下地下生命圏の探査や機能

の解明等未踏のフロンティアへの挑戦に向け、大水深・大深度での

掘削技術やその関連技術、孔内現位置観測に係る技術の確立が重要

である。そのため、それらの科学的ニーズを把握するとともに、必

要な技術開発項目を抽出の上、実行可能な開発計画を策定し、段階

的に実施する。 

具体的には令和３年度までに、複数種の機器類について試作機製

作を実施するとともに、それらの性能検証とコアリングシステムの

構築に向けた浅海域での実証試験等に取り組む。さらに、当該進捗

状況を踏まえて令和７年度までに、新たに開発した機器類による大

水深・大深度での硬質岩掘削に向けた候補海域における試 1 に取り

組む。 

 

 

 

 

 

 

・ 海中プラットフォームに適用する海中光電磁

波システムに関する研究を実施する。可視光

を含む光電磁波の海中伝搬特性を把握すると

ともに、各波長域及び用途に対し最適となる

送受波機構について知見を得る。海中光電磁

波伝搬の高効率化・高精度化を実現するシス

テムについて、実証システムを改善し、海中プ

ラットフォームに試験搭載し、評価試験を実

施する。 

 

（ロ）大水深・大深度掘削技術開発  

巨大地震発生メカニズムの解明、海底下地下

生命圏の探査や機能の解明等未踏のフロンティ

アへの挑戦に向け、大水深・大深度での掘削技術

やその関連技術、孔内現位置観測に係る技術の

確立が重要である。そのため、それらの科学的ニ

ーズを把握するとともに、必要な技術開発項目

を抽出の上、実行可能な開発計画を策定し、段階

的に実施する。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 硬岩掘削システムの運用データから構成機器

改良品の製作を行い、その要素試験を行う。 

・ 高性能高強度ドリルパイプシステム開発とし

て、強度試験やハンドリング試験を経て、新規

開発の掘削ツールの設計を完了する。新規開

発の掘削ツールの一部の製作を行い、「ちきゅ

う」にて洋上でハンドリング確認を行う。 

・ インフォマティクス掘削システム構築に向け

て、掘削データと、物理モデルやドリルパイプ
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（ハ）海洋調査プラットフォームの整備・運用及び技術的向上  

機構の保有する海洋調査プラットフォームについて、各研究開発

や社会からの要請に応じて安全性、法令遵守を担保しつつ安定的に

運用するために、各プラットフォームの経過年数や耐用年数等も考

慮しつつ、継続的な機能向上に取り組む。そのため、既存の手法・

技術と（イ）及び（ロ）により開発された技術や先進的な技術の融

合を図ることにより、スマートな海洋調査・観測や運用を進める。

また、運用状況の適切なモニタリングを通した効率的な維持管理手

法を構築する。これらの取組によって効率的な運用を実現しつつ、

各研究開発課題と連携し、それぞれの計画達成に必要な最適な研究

船の稼働日数確保に努める。さらに、「ちきゅう」については、国際

深海科学掘削計画（IODP）や海洋科学掘削に関する国際動向を踏ま

え、理事長の諮問機関として設置した「ちきゅう IODP 運用委員会

（CIB）」の助言を受けて、機構が策定した科学掘削計画に基づき運

用する。加えて、北極域研究船就航に向けた建造及び運用体制の構

築を進める。 

また、研究開発成果の円滑な創出に資するため、海洋調査プラッ

トフォームの利用者に対する科学的・技術的な支援を提供するとと

もに、継続的にそれらの熟成や向上を図り、取得されるデータ等の

品質管理の提供の迅速化を図る。 

ダイナミクス解析等を融合したハイブリッド

機械学習による掘削状態把握の性能向上に継

続して取り組む。 

・ 日本地球掘削科学コンソーシアム（J-DESC）

の活動を支援し、未踏のフロンティアへの挑

戦に向けて「ちきゅう」の大水深・大深度掘削

による海洋科学掘削プロジェクトに係る議論

を活性化し、一般の理解や期待を高める。 

 

（ハ）海洋調査プラットフォームの整備・運用及

び技術的向上  

機構の保有する海洋調査プラットフォームに

ついて、各研究開発や社会からの要請に応じて

安全性、法令遵守を担保しつつ安定的に運用す

るために、各プラットフォームの経過年数や耐

用年数等も考慮しつつ、継続的な機能向上に取

り組む。そのため、既存の手法・技術と（イ）及

び（ロ）により開発された技術や先進的な技術の

融合を図ることにより、スマートな海洋調査・観

測や運用を進める。また、運用状況の適切なモニ

タリングを通した効率的な維持管理手法を構築

する。これらの取組によって効率的な運用を実

現しつつ、各研究開発課題と連携し、それぞれの

計画達成に必要な最適な研究船の稼働日数確保

に努める。航海計画作成においては、研究航海デ

ータベースを活用し、航海日数にダウンタイム

が発生しない線表を作成する。「ちきゅう」につ

いては、JTRACK を実施する。また、ちきゅう 

IODP 運用委員会（CIB）等を開催し、「ちきゅう」
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具体的には、研究船上における研究設備の維持、管理を進めると

ともに、研究航海計画の策定、研究船上での計測、試料採取及び分

析等の支援を行い、高品質の科学データ取得と成果の創出に貢献す

る。得られた多量のデータや試料に関しては、機構内の関係部署と

連携し、適切に保管・管理し、運用していく。また、海洋調査プラ

ットフォームの利用者の育成や拡大を目指して、関係機関とも連携

して国内外に広く活動や成果を発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の年間及び長期の科学掘削計画について助言を

受ける。引き続き国内外の関係者・機関ととも

に、令和６年 10 月以降の IODP の後継枠組み

の発足に向けた調整・準備を行う。 

また、研究開発成果の円滑な創出に資するた

め、海洋調査プラットフォームの利用者に対す

る科学的・技術的な支援を提供するとともに、継

続的にそれらの熟成や向上を図り、取得される

データ等の品質管理の提供の迅速化を図る。具

体的には、研究船及び研究船上における老朽化

した研究設備の改修・換装、船上通信インフラの

整備を進めるとともに、セキュリティの強化を

図る。研究航海計画の策定、船上での計測、試料

採取及び分析等の支援を行い、高品質の科学デ

ータ取得と成果の創出に貢献する。得られた多

量のデータや試料に関しては、機構内の関係部

署と連携し、適切に保管・管理し、運用していく。

また、海洋調査プラットフォームの利用者の育

成や拡大を目指して、関係機関とも連携して国

内外に広く活動や成果を発信するほか、「ちきゅ

う」をはじめとする海洋調査プラットフォーム

を用いた SIP に係る試験・調査を通じて SIP 

の技術開発に協力し、産学官連携の強化を図る。 

さらに、「かいこう」ビークル単独運用（ラン

チャーレス運用）に関して、令和５年度に実施し

た「かいめい」による試験航海の結果を踏まえ、

公募対象機器としての供用を開始する。 

加えて、北極域研究船「みらいⅡ」の就航に向

けて、建造及び運用体制の構築を進める。 
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Ⅰ―２ 

海洋科学技術における中 

核的機関の形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、前項で述べた基盤的研究開発を推進し、我が国の海洋科

学技術の中核的機関として、社会的・政策的課題や地球規模の諸課

題の解決に向け、関係機関に対して積極的に科学的知見を提供して

いくことで、我が国の研究開発力の強化を目指す。加えて、上記知

見の提供や国際プロジェクトや海外機関との共同研究等において主

導的役割を果たすことで、我が国のみならず国際的な海洋科学技術

の中核的機関としてのプレゼンスの向上を目指す。そのため、国内

外の大学や公的研究機関、関係府省庁、民間企業、地方公共団体等

との戦略的な連携や協働関係を構築するとともに、機構における研

究開発成果や知的財産に関しては、産業利用を促進するなど戦略的

に活用していくことで、成果の社会還元を着実に推進する。あわせ

て、国民の海洋科学技術に関する理解増進や異業種との人材交流の

推進、将来の海洋科学技術の更なる発展を担う若手人材の育成にも

貢献し、知・資金・人材の循環を活性化させることにより、社会と

ともに新しい価値を創造していく。 

さらに、研究開発成果の最大化を目的として、海洋科学技術に関

わる総合的な研究機関である強みを生かし、社会的・政策的なニー

ズを捉えて、機構が保有する多様な海洋調査プラットフォームや計

算機システム等の大型の研究開発基盤の供用を促進するとともに、

取得したデータ及びサンプルの利用拡大に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、前項で述べた基盤的研究開発を推進

し、我が国の海洋科学技術の中核的機関として、

社会的・政策的課題や地球規模の諸課題の解決

に向け、関係機関に対して積極的に科学的知見

を提供していくことで、我が国の研究開発力の

強化を目指す。加えて、上記知見の提供や国際プ

ロジェクトや海外機関との共同研究等において

主導的役割を果たすことで、我が国のみならず

国際的な海洋科学技術の中核的機関としてのプ

レゼンスの向上を目指す。そのため、国内外の大

学や公的研究機関、関係府省庁、民間企業、地方

公共団体等との戦略的な連携や協働関係を構築

するとともに、機構における研究開発成果や知

的財産に関しては、産業利用を促進する等、戦略

的に活用していくことで、成果の社会還元を着

実に推進する。あわせて、国民の海洋科学技術に

関する理解増進や異業種との人材交流の推進、

将来の海洋科学技術の更なる発展を担う若手人

材の育成にも貢献し、知・資金・人材の循環を活

性化させることにより、社会とともに新しい価

値を創造していく。 

さらに、研究開発成果の最大化を目的として、

海洋科学技術に関わる総合的な研究機関である

強みを生かし、社会的・政策的なニーズを捉え

て、機構が保有する多様な海洋調査プラットフ

ォームや計算機システム等の大型の研究開発基

盤の供用を促進するとともに、取得したデータ

及びサンプルの利用拡大に取り組む。 
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（１）関係機関との連携強化による研究開発成果の社会還元の

推進等 

機構が、経済・社会的課題や地球規模の諸課題の解決に貢献し

ていくためには、国内外の大学や公的研究機関、民間企業等の関

係機関との連携・協働関係を今まで以上に推進していくととも

に、研究開発成果や知的財産を戦略的に活用していく必要があ

る。このため、機構は、成果やノウハウ等を知的財産として権利

化するのみならず、関係機関との新たな価値の協創のための連

携体制の構築や、萌芽的研究開発等の実施による将来の技術シ

ーズの創出に努める。その際、成果を経済・社会ニーズに即して

分かりやすく情報提供するとともに、論文・特許等の研究開発成

果を適切に把握・管理することが重要である。 

機構は、我が国の海洋科学技術の中核的機関として、国際的な

枠組みに対し積極的に協力するとともに、海外の主要な研究機

関との連携を一層強化する。特に、国際深海科学掘削計画（IODP）

の下で、地球深部探査船「ちきゅう」を用いた科学掘削プロジェ

クトの進展を図るため、関係機関との連携強化、プロジェクトへ

の我が国からの参加推進や参加国の増加等に取り組む。 

機構の研究開発活動を活性化させ、その成果を更に発展させ

て社会へと還元していくために、種々の国のプロジェクトへ積

極的に参画していくとともに、民間資金等の外部資金の積極的

な導入を進める。さらに、機構の研究開発の成果を事業活動にお

いて活用し、又は活用しようとする者（成果活用事業者）に対す

る出資並びに人的及び技術的援助を行うものとする。 

将来の海洋立国を担う研究者及び技術者を育成するため、大

学、民間企業、公的研究機関等との連携体制を強化し、優れた若

手研究者や大学院生等を国内外から積極的に受け入れるととも

に、高等学校教育とも連携し、将来の海洋科学技術分野において

活躍しうる人材を確保するための裾野拡大に取り組む。 

(１) 関係機関との連携強化による研究開発成果の社会還元の推進

等  

① 国内の産学官との連携・協働及び研究開発成果の活用促進  

科学的成果の創出を目指す過程で得た機構の知見を用いて、

Society5.0 を始めとする社会的・政策的な課題の解決と産業の活性

化を推進する。推進に当たっては、学術論文や特許等知的財産を適

切に把握し管理する。また、ノウハウ、アイディア等の管理及び利

活用や志向性の強い萌芽的研究開発の所内育成等を行うことにより

活用対象となり得る知的財産の拡大と充実を図る。さらに、国、地

方公共団体、大学、研究機関、民間企業等との連携関係を通じ、共

同プロジェクトの実施や研究者・技術者の人材交流、情報交換、交

流会（機構自らが実施するものを含む）への参加等に積極的に取り

組むことにより、活用対象となり得る知的財産の発展・強化や訴求

効果の向上を目指す。 

これら諸活動は、特許等のライセンス、ベンチャー起業、各種コ

ンテンツ化による提供等個々の活用対象の特性を踏まえ、時宜を得

た方法で成果として結実させ、我が国の関連分野の研究開発力の強

化へと繋げる。また、各方法によって獲得した各種リソースを用い

て次なる研究開発に繋げるという、継続的な科学的成果の創出サイ

クルを好循環させることを目指す。 

さらに、地方公共団体が主体となり推進する各地域における海洋

産業振興施策、人材育成施策等との連携・協働を一層深化させ、民

間企業等との連携施策の結実を目指した活動を着実に推進する。 

加えて、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」

（平成 20 年法律第 63 号）に基づき、機構の研究開発の成果を事

業活動において活用し、又は活用しようとする者（成果活用事業者）

に対する出資並びに人的及び技術的援助を行うものとし、機構の成

果の一層の普及を図る。 

 

(１) 関係機関との連携強化による研究開発成

果の社会還元の推進等  

① 国内の産学官との連携・協働及び研究開発成

果の活用促進  

科学的成果の創出を目指す過程で得た機構の

知見を用いて、Society5.0 を始めとする社会

的・政策的な課題の解決と産業の活性化を推進

する。推進に当たっては、学術論文や特許等知的

財産を適切に把握し管理する。また、ノウハウ、

アイディア等の管理及び利活用や志向性の強い

萌芽的研究開発の所内育成等を行うことにより

活用対象となり得る知的財産の拡大と充実を図

る。さらに、国、地方公共団体、大学、研究機関、

民間企業等との連携関係を通じ、共同プロジェ

クトの実施や研究者・技術者の人材交流、情報交

換、交流会（機構自らが実施するものを含む）へ

の参加等に積極的に取り組むことにより、活用

対象となり得る知的財産の発展・強化や訴求効

果の向上を目指す。 

これら諸活動は、特許等のライセンス、ベンチ

ャー起業、各種コンテンツ化による提供等個々

の活用対象の特性を踏まえ、時宜を得た方法で

成果として結実させ、我が国の関連分野の研究

開発力の強化へと繋げる。また、各方法によって

獲得した各種リソースを用いて次なる研究開発

に繋げるという、継続的な科学的成果の創出サ

イクルを好循環させることを目指す。 

さらに、地方公共団体が主体となり推進する

各地域における海洋産業振興施策、人材育成施
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国民の海洋科学技術に関する理解増進を図るため、国民各層

の特徴等を踏まえた戦略的な普及広報活動を行う。活動にあた

っては、機構単体では難しい層へも広く周知を行うべく、分野を

問わず様々な企業・機関等と連携し、相乗効果を狙った活動にす

ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  国際協力の推進  

機構は、我が国のみならず、国際的な海洋科学技術の中核的機関

として、機構及び我が国の国際的プレゼンスの向上を図りつつ、地

球規模の諸課題の解決に貢献するため、海洋に関する国際協力を推

進する。そのため、関係する国連機関、国際プロジェクト、SDGs や

持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年（令和３年～令和 12

年）等の各種国際枠組み等において、積極的に関与するとともに、

必要な局面においては主導的役割を果たす。また、海外の海洋研究

機関等との共同研究や協定等による効果的な連携体制の構築によ

り、海洋科学技術分野の発展及び我が国の研究開発力の強化に繋げ

る。 

海洋科学掘削に関する国際協力について、IODP や海洋科学掘削に

関する国際動向を踏まえ、CIB の助言を受けて、機構が策定した科

学掘削計画に基づき「ちきゅう」の運用を継続するとともに、高知

大学と連携・協力し、掘削コア試料の保管・管理、提供等を実施す

る。さらに、我が国の IODP・国際陸上科学掘削計画（ICDP）等への

参加を促進するため、日本地球掘削科学コンソーシアム（J-DESC）

を通じて国内の研究者に対して IODP・ICDP への参画に向けた支援

策等との連携・協働を一層深化させ、民間企業等

との連携施策の結実を目指した活動を着実に推

進する。 

加えて、「科学技術・イノベーション創出の活

性化に関する法律」（平成 20 年法律第 63 号）

に基づき、機構の研究開発の成果を事業活動に

おいて活用し、又は活用しようとする者（成果活

用事業者）に対する出資並びに人的及び技術的

援助を行うものとし、機構の成果の一層の普及

を図る。 

 

②  国際協力の推進  

機構は、我が国のみならず、国際的な海洋科学

技術の中核的機関として、機構及び我が国の国

際的プレゼンスの向上を図りつつ、地球規模の

諸課題の解決に貢献するため、海洋に関する国

際協力を推進する。そのため、関係する国連機

関、国際プロジェクト、SDGs や持続可能な開発

のための国連海洋科学の 10 年（令和３年から 

令和 12 年）等の各種国際枠組み等において、積

極的に関与するとともに、必要な局面において

は主導的役割を果たす。また、海外の海洋研究機

関等との共同研究や協定等による効果的な連携

体制の構築により、海洋科学技術分野の発展及

び我が国の研究開発力の強化に繋げる。 

令和６年度においては、第 57 回 IOC 執行理

事会へ日本政府代表団の一員として出席し、日

本政府の意見を反映させるために関係者と調整

及びその支援を行うとともに、情報収集を行う。
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等を行い、研究者コミュニティを牽引する役割を果たす。加えて、

「ちきゅう」を用いた科学掘削プロジェクトの進展を図るため、「ち

きゅう」の国際的な認知度の向上、成果の普及及びプロジェクトへ

の参加国の増加に努める。また、参画関係機関と連携して令和６年 

10 月以降の IODP の後継枠組みに関する議論を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  外部資金による研究開発の推進  

運営費交付金を充当して行う事業との相乗効果により、機構の研

究開発を一層加速させ、成果の更なる発展等に繋げていくため、国

や独立行政法人及び民間企業等が実施する各種公募型研究等に積極

的に応募し、委託費、補助金及び助成金等の外部資金による研究開

発を推進する。特に、国の政策課題等に係る施策への参画を通して、

我が国の海洋科学技術分野の発展に貢献するとともに、民間資金の

積極的な導入に努める。 

また、令和３年１月から開始した国連海洋科学 

10 年の推進に関し、関係者と意見交換及び情報

収集を行う。さらに、GEO、POGO、G７海洋の未来

ワーキンググループ、アワオーシャン会合、その

他 SDGs 関連会合等、マルチの枠組みに係る協

力、又は二国間・二機関間協力について機構のエ

フォートを注力すべき案件を整理した上で、そ

れらへの準備支援及び出席をし、関係者と意見

交換及び情報収集を行う。一方、IODP 等の国際

科学掘削計画に関しては、現行の枠組みにおけ

る「ちきゅう」の運用を継続するとともに、高知

大学と連携・協力し、掘削コア試料の保管・管理、

提供等を実施する。さらに、J-DESC を通じて国

内の研究者に対して IODP・国際陸上科学掘削計

画（ICDP）への参画に向けた支援等を行い、研究

者コミュニティを牽引する役割を果たす。また、

参画関係機関と連携して令和６年 10 月以降の 

IODP の後継枠組みの発足に向けた調整・準備を

行うとともに、その一環として、J-DESC ワーク

ショップを支援する。 

 

③ 外部資金による研究開発の推進  

運営費交付金を充当して行う事業との相乗効

果により、機構の研究開発を一層加速させ、成果

の更なる発展等に繋げていくため、国や独立行

政法人及び民間企業等が実施する各種公募型研

究等に積極的に応募し、委託費、補助金及び助成

金等の外部資金による研究開発を推進する。特

に、国の政策課題等に係る施策への参画を通し
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④ 若手人材の育成  

海洋科学技術分野における若手人材の育成及び人材の裾野の拡大

に向け、機構として一貫した戦略の下で、若手人材の育成は機構職

員一人ひとりが果たすべき重要な役割との認識を持ち、大学等他機

関との連携体制を構築して効率的・効果的な取組を推進する。具体

的には以下の施策を実施するとともに、各施策の有効性について留

意しながら、より効果的な人材育成施策を展開するための改善や拡

充に取り組む。 

・連携大学院や民間企業等と連携体制を構築し、国等が推進する人

材育成事業等も活用して、若手研究者・技術者や大学院生等を国

内外から受け入れ、機構の優れた研究開発環境を提供するととも

に、それらの人材が研究開発に専念するための各種支援を行う。 

・ウェブサイト等の活用により、機構の人材育成に係る取組を積極

的に発信するとともに、海洋科学技術分野において活躍する研究

者・技術者のキャリアパスを想起できるような情報発信を実施す

る。また、スーパーサイエンスハイスクール等の高等学校教育と

も連携し、海洋科学技術に触れる機会を積極的に提供することで、

将来的な人材確保のための裾野拡大に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

て我が国の海洋科学技術分野の発展に貢献する

とともに、民間資金の積極的な導入に努める。 

 

④ 若手人材の育成  

海洋科学技術分野における若手人材の育成及

び人材の裾野の拡大に向け、機構として一貫し

た戦略の下で、若手人材の育成は機構職員一人

ひとりが果たすべき重要な役割との認識を持

ち、大学等他機関との連携体制を構築して効率

的・効果的な取組を推進する。具体的には令和６

年度は以下の施策を実施するとともに、各施策

の有効性について留意しながら、より効果的な

人材育成施策を展開するための改善や拡充に取

り組む。 

・ 連携大学院や民間企業等と連携体制を構築

し、国等が推進する人材育成事業等も活用し

て、若手研究者・技術者や大学院生等を国内外

から受け入れ、機構の優れた研究開発環境を

提供するとともに、それらの人材が研究開発

に専念するための各種支援を行う。 

・ ウェブサイト等の活用により、機構の人材育

成に係る取組を積極的に発信するとともに、

海洋科学技術分野において活躍する研究者・

技術者のキャリアパスを想起できるような情

報発信を実施する。また、スーパーサイエンス

ハイスクール等の高等学校教育とも連携し、

海洋科学技術に触れる機会を積極的に提供す

ることで、将来的な人材確保のための裾野拡

大に取り組む。 
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（２）大型研究開発基盤の供用及びデータ提供等の促進 

機構は、海洋科学技術の更なる向上のために、その保有する海

 

⑤ 広報・アウトリーチ活動の促進  

機構の研究開発や海洋科学技術による社会的・政策的課題、地球

規模の諸課題の解決への対応を始めとする機構の取組について国民

に広く認知・理解されるよう、普及広報対象者の特徴を踏まえた戦

略的な広報活動を行う。 

・保有する広報ツール（ウェブサイト等）、拠点施設、設備及び船舶

等を活用し、機構の研究開発について国民がわかりやすく理解で

きるよう工夫した取組を行う。 

・機構だけでは広報活動が難しい層へも広く周知するために、各種

メディア、企業、科学館、博物館、水族館等、分野を問わない様々

な外部機関と連携し、双方が相乗効果を期待できる形での取組を

行う。 

・時宜に応じたプレス発表を実施するとともに、記者説明会等を通

し、マスメディア等へ理解増進を深める取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 大型研究開発基盤の供用及びデータ提供等の促進  

① 海洋調査プラットフォーム、計算機システム等の研究開発基盤の

 

⑤ 広報・アウトリーチ活動の促進  

機構の研究開発や海洋科学技術による社会

的・政策的課題、地球規模の諸課題の解決への対

応を始めとする機構の取組について国民に広く

認知・理解されるよう、普及広報対象者の特徴を

踏まえた戦略的な広報活動を行う。 

・ 保有する広報ツール（ウェブサイト・SNS 等）、

拠点施設、設備、船舶等を活用し、機構の研究

開発について国民がわかりやすく理解できる

よう工夫した取組を行う。 

・ 機構だけでは広報活動が難しい層へも広く周

知するために、各種メディア、企業、科学館、

博物館、水族館等、分野を問わない様々な外部

機関と連携し、双方が相乗効果を期待できる

形での取組を行う。 

・ 機構の研究開発を通じて得られた成果、画像、

映像等のコンテンツを用いつつ、STEAM 教育

の概念及び現行の学習指導要領に記載の内容

に基づき、対象者の年齢層に応じた教材を制

作し、学校等の現場における利活用を促進す

ることで、海洋科学技術分野に係る青少年の

資質及び能力の向上に資する取組を行う。 

・時宜に応じたプレス発表を実施するとともに、

記者説明会等を通し、マスメディア等へ理解

増進を深める取組を行う。 

 

(２) 大型研究開発基盤の供用及びデータ提供

等の促進  



241 

 

洋調査プラットフォーム、計算機システム等の施設設備を、産学

官の多様な外部機関の利用に供する。 

また、東京大学大気海洋研究所等との緊密な連携協力の下、学

術研究の特性に配慮した船舶運航計画を策定し、これに基づき

研究船の効率的な運航・運用を行い、大学及び大学共同利用機関

における海洋に関する学術研究に関し協力を行う。 

研究活動を通じて得られたデータやサンプル等の海洋科学技

術に関する情報等については、情報等の性質や重要性を踏まえ

て適切に整理・保管するとともに、研究者のみならず広く国民が

利用しやすいよう、利用者のニーズに応じて適切に提供する。 

供用  

機構は、海洋調査プラットフォーム、計算機システム、その他の

施設及び設備を、機構の研究開発の推進や各研究開発基盤の特性に

配慮しつつ、SIP 等の政策的な課題の推進に供する。また、革新的

ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ(HPCI)等の我

が国の科学技術を支える共用基盤の一環として積極的に貢献する。

さらに、海洋科学技術の向上を目的として、公的資金、民間資金の

別を問わず外部資金の積極的な確保も含め、産学官の多様な機関へ

の利用にも供する。そのため、これらの研究開発基盤の安定的な運

用と利便性の向上に取り組む。また、供用に当たっては、国際的な

ネットワークの醸成やリーダーシップの発揮等にも留意し、国際的

な海洋調査・観測拠点としてのプレゼンスの向上に資する。 

 

 

 

 

 

 

 

② 学術研究に関する船舶の運航等の協力  

機構は、我が国の海洋科学技術の水準向上及び学術研究の発展に

貢献するため、共同利用・共同研究拠点である東京大学大気海洋研

究所と協働し、年間 400 日程度のシップタイムを確保した上で学

術研究の特性に考慮した船舶運航計画を策定し、これに基づき学術

研究船等の効率的な運航・運用を行う。 

 

 

 

④  データ及びサンプルの提供・利用促進  

① 海洋調査プラットフォーム、計算機システム

等の研究開発基盤の供用  

機構は、海洋調査プラットフォーム、計算機シ

ステム、その他の施設及び設備を、機構の研究開

発の推進や各研究開発基盤の特性に配慮しつ

つ、SIP 等の政策的な課題の推進に供する。ま

た、革新的ハイパフォーマンス・コンピューティ

ング・インフラ(HPCI)等の我が国の科学技術を

支える共用基盤の一環として積極的に貢献す

る。さらに、海洋科学技術の向上を目的として、

公的資金、民間資金の別を問わず外部資金の積

極的な確保も含め、産学官の多様な機関への利

用にも供する。そのため、これらの研究開発基盤

の安定的な運用と利便性の向上に取り組む。ま

た、供用に当たっては、国際的なネットワークの

醸成やリーダーシップの発揮等にも留意し、国

際的な海洋調査・観測拠点としてのプレゼンス

の向上に資する。 

 

② 学術研究に関する船舶の運航等の協力  

機構は、我が国の海洋科学技術の水準向上及

び学術研究の発展に貢献するため、共同利用・共

同研究拠点である東京大学大気海洋研究所と協

働し、令和６年度には年間 394 日程度のシップ

タイムを確保した上で学術研究の特性に考慮し

た船舶運航計画を策定し、これに基づき学術研

究船等の効率的な運航・運用を行う。 

 

③  データ及びサンプルの提供・利用促進  
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機構は、国内外で実施されている研究、MDA を始めとした我が国

の施策及び国際的な枠組み・プロジェクトの推進や、世界の海洋科

学技術の発展に貢献するため、その保有する研究開発基盤等によっ

て取得した各種データやサンプルに関する情報等を効果的に提供す

る。提供に当たっては、データ・サンプルの取扱に関する基本方針

等に基づき体系的な収集、整理、分析、加工及び保管を実施すると

ともに、それら関係技術の高度化を図る。また、データ及びサンプ

ルの提供の在り方については、利用者ニーズや各データ及びサンプ

ルの性質、提供に当たってのセキュリティ対策を総合的に勘案して

最適化を図るための検討を随時実施し、関係する方針や制度等を改

訂・整備する。 

 

 

機構は、国内外で実施されている研究、MDA を

始めとした我が国の施策及び国際的な枠組み・

プロジェクトの推進や、世界の海洋科学技術の

発展に貢献するため、その保有する研究開発基

盤等によって取得した各種データやサンプルに

関する情報等を効果的に提供する。提供に当た

っては、データ・サンプルの取扱に関する基本方

針等に基づき体系的な収集、整理、分析、加工及

び保管を実施するとともに、それら関係技術の

高度化を図る。また、データ及びサンプルの提供

の在り方については、利用者ニーズや各データ

及びサンプルの性質、提供に当たってのセキュ

リティ対策を総合的に勘案して最適化を図るた

めの検討を随時実施し、関係する方針や制度等

を改訂・整備する。 

 

Ⅱ 

業務運営の改善及び効率

化に関する事項 

１．適正かつ効率的なマネジメント体制の確立 

機構は、海洋科学技術の中核的機関としての役割を着実に果

たすために、理事長のリーダーシップの下、組織のマネジメント

機能をより一層強化し、業務運営の効率化を図るとともに、リス

ク管理やコンプライアンスの徹底等内部統制を強化し、業務運

営の適正化を図るものとする。特に、研究不正対策については、

国のガイドライン等を遵守し、研究活動における不正行為及び

研究費の不正使用を未然に防止する効果的な取組を推進する。

また、更なる研究開発成果の向上を図るために、機構内での分野

間の連携を強化し、法人一体となって課題に取り組める研究開

発体制を構築するとともに、国の政策や国内外の研究開発等に

関する最新の動向等を研究計画に反映させる。さらに、効果的・

１．適正かつ効率的なマネジメント体制の確立  

（１）マネジメント及び内部統制  

機構は、前期中期目標期間の状況及び社会情勢等を踏まえた上で、

理事長のリーダーシップの下、マネジメント及び内部統制のより一

層の強化に取り組む。マネジメントの強化については、海洋科学技

術の中核的機関として更なる研究開発のパフォーマンスの向上を図

るために、国の政策や国内外の様々な動向を踏まえつつ機構の方針

を示し、それを浸透させるため職員との意思疎通を一層促進する。

また、機構内での分野間や部門間の連携を高めるため柔軟かつ機動

的な組織運営を行う。研究開発に関する業務運営については、海洋

研究開発機構アドバイザリー・ボード（JAB；JAMSTEC Advisory 

Board）を本中長期目標期間に開催し、機構の取組について説明・議

１．適正かつ効率的なマネジメント体制の確立  

（１）マネジメント及び内部統制  

機構は、前期中期目標期間の状況、社会情勢、

及び主務大臣評価等を踏まえた上で、理事長の

リーダーシップの下、マジメント及び内部統制

のより一層の強化に取り組む。 

マネジメントの強化については、海洋科学技

術の中核的機関として更なる研究開発のパフォ

ーマンスの向上を図るために、シンクタンク機

能を有する部署として令和４年度に設置した未

来戦略課を中心に国の政策や国内外の様々な動

向を踏まえつつ機構の方針を示し、それを浸透
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効率的な業務運営が行われているかを適時に点検し、更なる業

務改善に反映していくなど、PDCA サイクルの実施を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論を行い、国際的な視点から助言及び提言を受ける。さらに、業務

運営全般について外部有識者との定期的な意見交換を実施し、政策

及びマネジメントの視点から助言を受ける。 

内部統制の強化については、更なる業務運営の効率化を図りつつ、

組織及び業務における、意思決定プロセス及び責任と裁量権の明確

化、コンプライアンスの徹底等を図る。その際、中長期目標の達成

を阻害するリスクを把握し、その影響度等を勘案しつつ適切に対応

を行う他、法令遵守等、内部統制の実効性を高めるため、日頃より

職員の意識醸成を行う等の取組を継続する。また、内部統制システ

ムが適正に運用されているか、内部監査等により点検を行い、必要

に応じ見直すとともに組織運営に反映する。研究活動等における不

正行為及び研究費の不正使用の防止については、研究活動行動規準

等に従い、体制、責任者の明確化、教育の実施等、不正行為及び研

究費の不正使用防止のために効果的な取組を推進する。さらに、複

雑化する国際情勢下においても社会に対する要請に応えつつ、研究

活動を安全に推進するため、経済安全保障対策などの政府の方針を

踏まえ、重要情報の管理等のより一層の強化に取り組む。 

業務の実施に際しては、下記の自己評価や、主務大臣評価の結果

を業務運営にフィードバックすることで PDCA サイクルを循環さ

せ、業務運営の改善に反映させるよう努めるとともに、上記の取組

等を総合的に勘案し、合理的・効率的な資源配分を行う。 

これらの取組を推進することにより、中長期目標達成のための適

切なマネジメントを実現する。 

 

 

 

 

 

 

させるため職員との意思疎通を一層促進する。

また、機構内での分野間や部門間の連携を高め

るため柔軟かつ機動的な組織運営を行う。研究

開発に関する業務運営については、海洋研究開

発機構アドバイザリー・ボード（JAB；JAMSTEC 

Advisory Board）を令和６年度に開催する。さら

に、業務運営全般について外部有識者との定期

的な意見交換を実施し、政策及びマネジメント

の視点から助言を受ける。 

内部統制の強化については、更なる業務運営

の効率化を図りつつ、組織及び業務における、意

思決定プロセス及び責任と裁量権の明確化、コ

ンプライアンスの徹底等を図る。その際、中長期

目標の達成を阻害するリスクを把握し、その影

響度等を勘案しつつ、優先的に対応すべきリス

クについて、総合的かつ集中的にリスク低減措

置を講じた上で、そのフォローアップを行うほ

か、法令遵守等、内部統制の実効性を高めるた

め、日頃より職員の意識醸成を行う等の取組を

継続する。また、内部統制システムが適正に運用

されているか、内部監査等による点検や成熟度

評価を行い、必要に応じ見直すとともに組織運

営に反映する。研究活動等における不正行為及

び研究費の不正使用の防止については、研究活

動行動規準等に従い、体制、責任者の明確化、教

育の実施等、不正行為及び研究費の不正使用防

止のために効果的な取組を推進する。さらに、複

雑化する国際情勢下においても社会に対する要

請に応えつつ、研究活動を安全に推進するため、
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２．業務の合理化・効率化 

機構は、管理部門の組織の見直し、調達の合理化、業務の電子

化、効率的な運営体制の確保等に引き続き取り組むことにより、

業務の合理化・効率化を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価  

中長期目標等に即して、「法人としての研究開発成果の最大化」、

「法人としての適正、効果的かつ効率的な業務運営の確保」の面か

ら、自ら評価を実施する。その際、国の研究開発評価に関する大綱

的指針（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）、独立行政法

人通則法等の政府方針等を踏まえ、適切な時期に評価を実施し、結

果を公表する。 

自己評価に当たっては参考となる指標や外部評価等を取り入れ、

客観的で信頼性の高いものとするよう留意する。 

また、本中長期目標期間半ばに中間評価を行い、その結果を業務

運営に反映させる。 

 

 

２．業務の合理化・効率化  

（１）合理的かつ効率的な業務運営の推進  

研究開発力及び安全を損なわないよう配慮した上で、意思決定の

迅速化、業務の電子化、人材の適正配置等を通じた業務の合理化・

経済安全保障対策等の政府の方針を踏まえ、重

要情報の管理等のより一層の強化に取り組む。 

業務の実施に際しては、下記の自己評価や、主

務大臣評価の結果を業務運営にフィードバック

することで PDCA サイクルを循環させ、業務運

営の改善に反映させるよう努めるとともに、上

記の取組等を総合的に勘案し、合理的・効率的な

資源配分を行う。 

これらの取組を推進することにより、中長期

目標達成のための適切なマネジメントを実現す

る。 

 

（２）評価  

中長期目標等に即して、「法人としての研究開

発成果の最大化」、「法人としての適正、効果的か

つ効率的な業務運営の確保」の面から、自ら評価

を実施する。その際、国の研究開発評価に関する

大綱的指針（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理

大臣決定）、独立行政法人通則法等の政府方針等

を踏まえ、適切な時期に評価を実施し、結果を公

表する。 

自己評価に当たっては参考となる指標や外部

評価等を取り入れ、客観的で信頼性の高いもの

とするよう留意する。 

 

２．業務の合理化・効率化  

（１）合理的かつ効率的な業務運営の推進  

研究開発力及び安全を損なわないよう配慮し

た上で、意思決定の迅速化、業務の電子化等によ
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運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの

及び拡充されるもの並びに法人運営を行う上で各種法令等の定

めにより発生する義務的経費等の特殊要因経費を除き、平成 30 

年度を基準として、一般管理費（人件費及び公租公課を除く。）

については毎年度平均で前年度比３％以上、その他の事業費（人

件費及び公租公課を除く。）については毎年度平均で前年度比

１％以上の効率化を図る。なお、新規に追加されるもの及び拡充

されるものは翌年度から効率化を図るものとする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、役

職員給与の在り方について検証した上で、業務の特殊性を踏ま

えた適正な水準を維持するとともに、その検証結果や取組状況

を公表する。 

契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組

の推進について」 

（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づく取組を着実

に実施することにより、業務の公正性、透明性を確保しつつ契約

の合理化を図る。また、内部監査や契約監視委員会により取組内

容の点検・見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

効率化に機構を挙げて取り組むことで、機構の業務を効率的に実施

する。 

運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの及び

拡充されるもの並びに法人運営を行う上で各種法令等の定めにより

発生する義務的経費等の特殊要因経費を除き、平成 30 年度を基準

として、一般管理費（人件費及び公租公課を除く。）については毎年

度平均で前年度比 3％以上、その他の事業費（人件費及び公租公課

を除く。）については毎年度平均で前年度比 1％以上の効率化を図

る。新規に追加されるもの及び拡充されるものは翌年度から効率化

を図るものとする。 

これらを通じ、政策や社会的ニーズに応じた新たな事業の創出や

成果の社会還元を効果的かつ合理的に推進する。 

なお、人件費の適正化については、次号において取り組むものと

する。 

 

 

 

 

 

（２）給与水準の適正化  

給与水準については、政府の方針を踏まえ、役職員給与の在り方

について検証した上で、国家公務員の給与水準や業務の特殊性を踏

まえ、組織全体として適正な水準を維持することとし、その範囲内

で国内外の優れた研究者等を確保するために弾力的な給与を設定す

る。 

また、検証結果や取り組み状況を公表するとともに、国民に対し

て理解が得られるよう説明に努める。 

 

 

る DX の推進、人材の適正配置等を通じた業務

の合理化・効率化に機構を挙げて取り組むこと

で、機構の業務を効率的に実施する。 

運営費交付金を充当して行う事業は、新規に

追加されるもの及び拡充されるもの並びに法人

運営を行う上で各種法令等の定めにより発生す

る義務的経費等の特殊要因経費を除き、一般管

理費（人件費及び公租公課を除く。）については

毎年度平均して前年度比３％以上、その他の事

業費（人件費及び公租公課を除く。）については

同１％以上の効率化を図る。新規に追加される

もの及び拡充されるものは翌年度から効率化を

図るものとする。 

これらを通じ、政策や社会的ニーズに応じた

新たな事業の創出や成果の社会還元を効果的か

つ合理的に推進する。 

なお、人件費の適正化については、次号におい

て取り組むものとする。 

 

（２）給与水準の適正化  

給与水準については、政府の方針を踏まえ、役

職員給与の在り方について検証した上で、国家

公務員の給与水準や業務の特殊性を踏まえ、組

織全体として適正な水準を維持することとし、

その範囲内で国内外の優れた研究者等を確保す

るために弾力的な給与を設定する。 

また、検証結果や取り組み状況を公表すると

ともに、国民に対して理解が得られるよう説明

に努める。 
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（３）契約の適正化  

研究開発成果の最大化を念頭に、「独立行政法人における調達等の

合理化の取り組みの推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大

臣決定）に基づき、研究開発業務の特性を踏まえ、調達に関するガ

バナンスを徹底し、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保し

つつ、自律的かつ継続的に、調達等の合理化の取組を行う。 

また、内部監査及び契約監視委員会により、契約業務の点検を受

けることで、公正性及び透明性を確保する。 

 

（３）契約の適正化  

研究開発成果の最大化を念頭に、「独立行政法

人における調達等の合理化の取り組みの推進に

ついて」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）

に基づき、研究開発業務の特性を踏まえ、調達に

関するガバナンスを徹底し、PDCA サイクルによ

り、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継

続的に、調達等の合理化の取組を行う。 

また、内部監査及び契約監視委員会により、契

約業務の点検を受けることで、公正性及び透明

性を確保する。 

 

Ⅲ 

財務内容の改善に関する 

事項 

機構は、予算の効率的な執行による経費の削減に努めるとと

もに、受託収入、特許実施料収入、施設・設備の使用料収入等の

自己収入や競争的資金等の外部資金の確保、増加、活用等に努め

る。 

独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運営費交付金の会

計処理として、引き続き、収益化単位の業務ごとに予算と実績を

管理する。 

運営費交付金の債務残高についても勘案しつつ予算を計画的

に執行するものとする。必要性がなくなったと認められる保有

資産については適切に処分するとともに、重要な財産を譲渡す

る場合は計画的に進めるものとする。 

独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運営費交付金の会計処

理として、引き続き、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理す

る。 

運営費交付金の債務残高についても勘案しつつ予算を計画的に執

行するものとする。必要性がなくなったと認められる保有資産につ

いては適切に処分するとともに、重要な財産を譲渡する場合は計画

的に進めるものとする。 

 

 

１．予算、収支計画、資金計画 

（１）予算（中長期計画の予算） 

（表省略） 

（２）収支計画 

（表省略） 

（３）資金計画 

独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運

営費交付金の会計処理として、引き続き、収益化

単位の業務ごとに予算と実績を管理する。 

運営費交付金の債務残高についても勘案しつ

つ予算を計画的に執行するものとする。必要性

がなくなったと認められる保有資産については

適切に処分するとともに、重要な財産を譲渡す

る場合は計画的に進めるものとする。 

 

１．予算、収支計画、資金計画 

（１）予算 

（表省略） 

（２）収支計画 

（表省略） 

（３）資金計画 
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（表省略） 

 

２．短期借入金の限度額  

短期借入金の限度額は 113 億円とする。 

短期借入が想定される理由としては、運営費交付金の受入の遅延、

受託業務に係る経費の暫時立替等の場合である。 

 

 

３．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合

には、当該財産の処分に関する計画 

機構の成立時において海洋科学技術センターから承継した政府出

資金見合いの借上社宅敷金のうち、前期中期目標期間において返戻

された現金について国庫納付する。 

その他の保有資産の必要性についても適宜検証を行い、必要性が

ないと認められる資産については、独立行政法人通則法の手続きに

従って適切に処分する。 

 

 

 

 

４．前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供

しようとするときは、その計画  

前号に規定する財産以外の重要な財産の譲渡、又は担保に供する

計画はない。 

 

 

５．剰余金の使途  

機構の決算において剰余金が発生した場合の使途は、重点研究開

発業務や中核的機関としての活動に必要とされる業務への充当、研

（表省略） 

 

２．短期借入金の限度額  

短期借入金の限度額は 113 億円とする。 

短期借入が想定される理由としては、運営費

交付金の受入の遅延、受託業務に係る経費の暫

時立替等の場合である。 

 

３．不要財産又は不要財産となることが見込ま

れる財産がある場合には、当該財産の処分に関

する計画  

機構の成立時において海洋科学技術センター

から承継した政府出資金見合いの借上社宅敷金

のうち、前期中期目標期間において返戻された

現金について国庫納付する。 

その他の保有資産の必要性についても適宜検

証を行い、必要性がないと認められる資産につ

いては、独立行政法人通則法の手続きに従って

適切に処分する。 

 

４．前号に規定する財産以外の重要な財産を譲

渡し、又は担保に供しようとするときは、その計

画  

前号に規定する財産以外の重要な財産の譲

渡、又は担保に供する計画はない。 

 

５．剰余金の使途  

機構の決算において剰余金が発生した場合の

使途は、重点研究開発業務や中核的機関として
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究環境の整備や知的財産管理・技術移転に係る経費、職員教育の充

実、業務のシステム化、広報の充実に充てる。 

 

 

 

６．中長期目標期間を超える債務負担  

中長期目標期間を超える債務負担については、研究基盤の整備等が

本中長期目標期間を越える場合で、当該債務負担行為の必要性及び

資金計画への影響を勘案し合理的と判断されるものについて行う。 

 

 

 

７．積立金の使途  

前期中期目標期間の最終年度において、独立行政法人通則法第 44 

条の処理を行ってなお積立金があるときは、その額に相当する金額

のうち主務大臣の承認を受けた金額について、以下のものに充てる。 

① 中長期計画の剰余金の使途に規定されている、重点研究開発業務

や中核的機関としての活動に必要とされる業務に係る経費、研究

環境の整備に係る経費、知的財産管理・技術移転に係る経費、職

員教育に係る経費、業務のシステム化に係る経費、広報に係る経

費 

④ 自己収入により取得した固定資産の末償却残高相当額等に係る

会計処理 

 

の活動に必要とされる業務への充当、研究環境

の整備や知的財産管理・技術移転に係る経費、職

員教育の充実、業務のシステム化、広報の充実に

充てる。 

 

６．中長期目標期間を超える債務負担  

中長期目標期間を超える債務負担について

は、研究基盤の整備等が本中長期目標期間を越

える場合で、当該債務負担行為の必要性及び資

金計画への影響を勘案し合理的と判断されるも

のについて行う。 

 

７．積立金の使途  

前期中期目標期間の最終年度において、独立

行政法人通則法第 44 条の処理を行ってなお積

立金があるときは、その額に相当する金額のう

ち主務大臣の承認を受けた金額について、以下

のものに充てる。 

① 中長期計画の剰余金の使途に規定されてい

る、重点研究開発業務や中核的機関としての

活動に必要とされる業務に係る経費、研究環

境の整備に係る経費、知的財産管理・技術移転

に係る経費、職員教育に係る経費、業務のシス

テム化に係る経費、広報に係る経費 

② 自己収入により取得した固定資産の末償却

残高相当額等に係る会計処理 

 

 



249 

 

Ⅳ 

その他業務運営に関する 

重要事項 

１．国民からの信頼の確保・向上 

適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、独立行

政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律

第 140 号）に基づき、情報公開を行うとともに、独立行政法人

等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第

59 号）に基づき、個人情報を適切に取り扱う。 

「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 

12 月 24 日デジタル大臣決定）にのっとり、情報システムの適

切な整備及び管理を行う。また、「政府機関の情報セキュリティ

対策のための統一基準群」（令和３年７月７日サイバーセキュリ

ティ戦略本部決定）を踏まえ、適切に情報セキュリティ対策を講

じ、情報システムに対するサイバー攻撃への防御力、攻撃に対す

る組織的対応能力の強化に取り組むとともに、職員への研修を

徹底する。また、対策の実施状況を毎年度把握し、PDCA サイク

ルにより情報セキュリティ対策の改善を図る。 

業務の遂行に当たっては、安全の確保に十分に留意して行う

こととし、業務の遂行に伴う事故の発生を事前に防止し業務を

安全かつ円滑に推進できるよう、法令に基づき、労働安全衛生管

理を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する事項 

研究開発成果の最大化と効果的・効率的な業務運営を図るた

め、高い専門性、俯瞰力、リーダーシップ等を持った多様な人材

１．国民からの信頼の確保・向上  

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年

法律第 140 号）に則り、情報提供を行う。 

また、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平

成 15 年法律第 59 号）に則り、個人情報を適切に取り扱う。 

「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月 

24 日デジタル大臣決定）等にのっとり、最新の技術動向を踏まえな

がら、情報システム基盤・環境の整備を継続的に推進する。また、

日々新たな手口でのサイバー攻撃が明らかになってきているとこ

ろ、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」（令

和３年７月７日サイバーセキュリティ戦略本部決定）等を踏まえ、

規程類の整備及び教育・訓練の徹底等により、職員の情報セキュリ

ティに対する意識向上を図る。さらに、不正侵入防止やウイルス監

視機能の強化等、サイバー攻撃に対する防御力の強化に取り組むこ

とで、情報セキュリティ対策を推進する。 

業務の遂行に当たっては、安全に関する規程等を適切に整備し、

事故トラブル情報や安全確保に必要な技術情報・ノウハウを共有し、

安全確保に十分留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する事項  

海洋科学技術により、社会的・政策的課題に対応するため、人材

の質と層の向上に寄与する取組や、国内外からの優秀な人材の確保

１．国民からの信頼の確保・向上  

独立行政法人等の保有する情報の公開に関す

る法律（平成 13 年法律第 140 号）に則り、情

報提供を行う。 

また、個人情報の保護に関する法律について

のガイドラインに則り、個人情報を適切に取り

扱う。 

「情報システムの整備及び管理の基本的な方

針」（令和３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）

等にのっとり、最新の技術動向を踏まえながら、

情報システム基盤・環境の整備を継続的に推進

する。また、日々新たな手口でのサイバー攻撃が

明らかになってきているところ、「政府機関等の

サイバーセキュリティ対策のための統一基準」

（令和５年７月４日サイバーセキュリティ戦略

本部決定）等を踏まえ、規程類の整備及び教育・

訓練の徹底等により、職員の情報セキュリティ

に対する意識向上を図る。さらに、不正侵入防止

やウイルス監視機能の強化等、サイバー攻撃に

対する防御力の強化に取り組むことで、情報セ

キュリティ対策を推進する。 

業務の遂行に当たっては、安全に関する規程

等を適切に整備し、事故トラブル情報や安全確

保に必要な技術情報・ノウハウを共有し、安全確

保に十分留意する。 

 

２．人事に関する事項  

海洋科学技術により、社会的・政策的課題に対

応するため、人材の質と層の向上に寄与する取
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の確保及び育成に取り組む。特に、クロスアポイントメント制度

等の活用を図ることで、優秀な研究者等を国内外から積極的に

確保する。また、適材適所の人員配置や、職員のモチベーション

を高めるよう適切な評価・処遇を行うとともに、多様化した働き

方に対応するため、職場環境の維持・向上に努め、生産性向上を

図る。なお、機構における人材確保・育成については、「科学技

術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年法

律第 63 号）第 24 条に基づき策定された「人材活用等に関する

方針」に基づいて取組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を推進する。また、職員のモチベーション向上や、多様化した働き

方に対応するための環境整備に努める。なお、機構の人材確保・育

成については、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法

律」（平成 20 年法律第 63 号）第 24 条に基づき策定した「人材活

用等に関する方針」に基づいて取組を進める。 

具体的には以下の取組を実施する。 

・ 高い専門性、俯瞰力、リーダーシップを持った優秀かつ多様な人

材の確保及び育成について、計画的に行う。 

・ 大学、公的研究機関等との連携体制に基づき、クロスアポイント

メント制度等の活用を図ることで、優秀な国内外の人材を確保す

るための取組を推進する。 

・ ダイバーシティにも配慮しつつ、事業状況に応じた人員配置、職

員のモチベーションを高めるよう適切な評価・処遇や、職員の能

力や意欲に応じた研修等を組織的に支援することによる個々のキ

ャリア開発、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスを推進し、

職員が働きやすく能力を発揮しやすい職場環境を整え、職員一人

ひとりの多様で柔軟かつ生産性の高い働き方を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組や、国内外からの優秀な人材の確保を推進す

る。また、職員のモチベーション向上や、多様化

した働き方に対応するための環境整備に努め

る。 

なお、機構の人材確保・育成については、「科

学技術・イノベーション創出の活性化に関する

法律」（平成 20 年法律第 63 号）第 24 条に基

づき策定した「人材活用等に関する方針」に基づ

いて取組を進める。 

令和６年度には、以下の事項を実施する。 

・ 高い専門性、俯瞰力、リーダーシップを持っ

た優秀かつ多様な人材の確保及び育成を計画

的に行う。「JAMSTEC Young Research Fellow」

制度を通じ、優秀かつ多様なポスドク人材を

国内外問わず確保することで、機構の研究開

発活動をより活性化し研究開発成果の最大化

を図ることができるよう、公募を実施する。 

・大学、公的研究機関等との連携体制に基づき、

優秀な国内外の人材を確保するための取組を

推進するため、クロスアポイントメント制度

等の弾力的運用について検討する。 

・ ダイバーシティにも配慮しつつ、事業状況に

応じた人員配置、職員のモチベーションを高

めるよう適切な評価・処遇や、職員の能力や意

欲に応じた研修等を組織的に支援することに

よる個々のキャリア開発、男女共同参画やワ

ーク・ライフ・バランスを推進し、職員が働き

やすく能力を発揮しやすい職場環境を整え、

職員一人ひとりの多様で柔軟かつ生産性の高
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３．施設及び設備に関する事項 

業務に必要な施設や設備については、老朽化対策を含め必要

に応じて重点的かつ効率的に更新及び整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．施設及び設備に関する事項  

施設及び設備について、適切な維持・運用と有効活用を進め、常

に良好な研究環境を整備、維持していくことが必要である。 

そのため、既存の研究施設及び本中長期目標期間に整備される施

設及び設備の有効活用を進めるとともに、老朽化対策を含め、施設

及び設備の改修、更新及び整備を適切に実施する。 

 

 

 

い働き方を推進するための計画を策定する。 

 

３．施設及び設備に関する事項  

施設及び設備について、適切な維持・運用と有

効活用を進め、常に良好な研究環境を整備、維持

していくことが必要である。 

そのため、既存の研究施設及び本中長期目標

期間に整備される施設及び設備の有効活用を進

めるとともに、老朽化対策を含め、施設及び設備

の改修、更新及び整備を適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 


